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警察白書の刊行に当たって
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今、我が国における組織犯罪をめぐる情勢が大きく変化しています。匿名・流動型犯罪グループの台頭です。

昨年発生した「闇バイト強盗」と称される一連の事件に象徴されるように、匿名・流動型犯罪グループは、その「匿名性」と「流動性」を特徴とし、詐欺や強盗・窃盗といった様々な犯罪に関与しています。匿名・流動型犯罪グループは、暴力団のようなはっきりとした組織構造やメンバーを持ちません。多様な資金獲得活動によって得た収益を吸い上げる中核部分は陰に隠れて匿名化し、一方、メンバーは「闇バイト」などによって次々と勧誘され、逮捕されれば「使い捨て」にされるなど、メンバーを入れ替えながら犯罪を繰り返します。

匿名・流動型犯罪グループは、カネを得るためにあらゆる犯罪を行っており、特殊詐欺、強盗のほか、最近被害が増加しているSNS型投資・ロマンス詐欺への関与もうかがわれます。

国民の皆様の不安を払拭するためにも、こうした犯罪の検挙と抑止が急務です。




そこで、本年は、第1部で、「匿名・流動型犯罪グループに対する警察の取組」と題する特集を組み、匿名・流動型犯罪グループの特徴や動向、同グループへの対策について紹介しています。




また、本年1月1日に発生した令和6年能登半島地震では、全国警察が一丸となって、石川県警察と共に、救出救助活動、交通対策、被災地における犯罪抑止など、様々な活動に従事しました。国家公安委員会委員長として、被災地における安全・安心のためのこうした任務の重要性を、改めて認識するとともに、今後の災害対策を更に充実させる必要があると考えています。

特に国民の皆様にお伝えしたい事項を取り上げて解説するトピックスでは、「令和6年能登半島地震への対応について」を含む5つのテーマを取り上げています。




第2部（本編）では、最新の治安情勢や警察活動の現況等を分野ごとに紹介しています。

このほか、「警察活動の最前線」として、現場で活躍する警察職員が仕事上の苦労ややりがい等についての率直な心情をつづった手記等を掲載しています。




この白書が、警察行政に対する国民の皆様の御理解を深めていただく一助となりますとともに、今後の警察活動に対して多くの御支援、御協力を賜りますことを心から願うものであります。






凡例




第1　用語等の意義

本書における用語等の意義は、特に断りのない限り、次のとおりとする。

1（1）　刑法犯………道路上の交通事故に係る危険運転致死傷（改正前の刑法第208条の2の危険運転致死傷をいう。以下同じ。）、業務上（重）過失致死傷及び自動車運転過失致死傷（改正前の刑法第211条第2項の自動車運転過失致死傷をいう。以下同じ。）を除いた「刑法」に規定する罪並びに「爆発物取締罰則」、「決闘罪ニ関スル件」、「暴力行為等処罰ニ関スル法律」、「盗犯等ノ防止及処分ニ関スル法律」、「航空機の強取等の処罰に関する法律」、「火炎びんの使用等の処罰に関する法律」、「航空の危険を生じさせる行為等の処罰に関する法律」、「人質による強要行為等の処罰に関する法律」、「流通食品への毒物の混入等の防止等に関する特別措置法」、「サリン等による人身被害の防止に関する法律」、「組織的な犯罪の処罰及び犯罪収益の規制等に関する法律」、「公職にある者等のあっせん行為による利得等の処罰に関する法律」、「公衆等脅迫目的の犯罪行為等のための資金等の提供等の処罰に関する法律」及び「性的な姿態を撮影する行為等の処罰及び押収物に記録された性的な姿態の影像に係る電磁的記録の消去等に関する法律」に規定する罪をいう。

（2）　特別法犯………上記（1）の「刑法犯」以外の罪をいう。ただし、道路上の交通事故に係る危険運転致死傷、業務上（重）過失致死傷、自動車運転過失致死傷及び「自動車の運転により人を死傷させる行為等の処罰に関する法律」に規定する罪並びに「道路交通法」、「道路運送法」、「道路運送車両法」、「道路法」、「自動車損害賠償保障法」、「高速自動車国道法」、「駐車場法」、「自動車の保管場所の確保等に関する法律」、「土砂等を運搬する大型自動車による交通事故の防止等に関する特別措置法」、「タクシー業務適正化特別措置法」、「貨物利用運送事業法」、「貨物自動車運送事業法」、「スパイクタイヤ粉じんの発生の防止に関する法律」及び「自動車運転代行業の業務の適正化に関する法律」に規定する罪を除く。

（3）　凶悪犯………殺人、強盗、放火及び不同意性交等をいう。

ア　不同意性交等………強制性交等並びに刑法第177条の不同意性交等、同法第179条第2項の監護者性交等並びに同法第181条第2項の不同意性交等致死傷及び監護者性交等致死傷をいう。

イ　強制性交等………強姦（かん）並びに改正前の刑法第177条の強制性交等、同法第178条第2項の準強制性交等、同法第179条第2項の監護者性交等並びに同法第181条第2項の強制性交等致死傷、準強制性交等致死傷及び監護者性交等致死傷をいう。

ウ　強姦………平成29年改正前の刑法第177条の強姦、同法第178条第2項の準強姦、同法第178条の2の集団強姦及び集団準強姦、同法第181条第2項の強姦致死傷及び準強姦致死傷並びに同法第181条第3項の集団強姦致死傷及び集団準強姦致死傷をいう。

（4）　不同意わいせつ………強制わいせつ並びに刑法第176条の不同意わいせつ、同法第179条第1項の監護者わいせつ並びに同法第181条第1項の不同意わいせつ致死傷及び監護者わいせつ致死傷をいう。

（5）　強制わいせつ………改正前の刑法第176条の強制わいせつ、同法第178条第1項の準強制わいせつ、同法第179条第1項の監護者わいせつ並びに同法第181条第1項の強制わいせつ致死傷、準強制わいせつ致死傷及び監護者わいせつ致死傷をいう。

（6）　粗暴犯………暴行、傷害、脅迫、恐喝及び凶器準備集合をいう。

（7）　窃盗犯………窃盗をいう。

（8）　知能犯………詐欺、横領（占有離脱物横領を除く。）、偽造、汚職、背任及び「公職にある者等のあっせん行為による利得等の処罰に関する法律」に規定する罪をいう。

（9）　風俗犯………賭博、わいせつ及び「性的な姿態を撮影する行為等の処罰及び押収物に記録された性的な姿態の影像に係る電磁的記録の消去等に関する法律」に規定する罪をいう。

（10）　その他の刑法犯………公務執行妨害、住居侵入、逮捕監禁、器物損壊等上記に掲げるもの以外の刑法犯をいう。




2（1）　非行少年………犯罪少年、触法少年、ぐ犯少年をいう。

ア　犯罪少年………犯罪行為をした14歳以上20歳未満の者（少年法第3条第1項第1号）

　・　刑法犯少年………犯罪少年のうち刑法犯で警察に検挙された者

イ　触法少年………刑罰法令に触れる行為をした14歳未満の者（少年法第3条第1項第2号）

ウ　ぐ犯少年………刑罰法令に該当しないぐ犯事由があって、将来、罪を犯し、又は刑罰法令に触れる行為をするおそれのある18歳未満の者（少年法第3条第1項第3号）

（2）　不良行為少年………非行少年には該当しないが、飲酒、喫煙、家出等を行って警察に補導された20歳未満の者をいう。




3　　　交通事故………道路交通法第2条第1項第1号に規定する道路において、車両等及び列車の交通によって起こされた事故で、人の死亡又は負傷を伴うもの（人身事故）をいう。




4（1）　認知件数………警察において発生を認知した事件の数をいう。

（2）　検挙件数………警察において検挙した事件の数をいい、解決事件の件数を含む。

（3）　検挙率………認知件数に対する検挙件数の割合を次のとおり計算して百分比で表したものをいう。

（　検挙件数（当該年の前年以前の認知事件の検挙を含む。）　/　当該年の認知件数　）　×　100

　　　なお、検挙件数には、当該年の前年以前の認知事件の検挙が含まれることから、検挙率が100％を超える場合がある。

（4）　未遂罪及び予備罪は、それぞれの既遂の罪に含めている。

（5）　昭和47年以前の各種数値については、昭和47年5月14日以前の沖縄県該当分の数を含んでいない。

（6）　統計、図表その他の計数資料は、警察庁の調査等に基づくものである。

（7）　統計図表中の構成比等は、四捨五入してあるため総計が必ずしも100.0にならない場合がある。

（8）　平成元年の各種数値については、昭和64年1月1日から1月7日までの数を含む。

（9）　令和元年の各種数値については、平成31年1月1日から4月30日までの数を含む。

（10）　被疑者等の国籍等において、「中国」は「中国（香港等）」及び「台湾」を含まず、「中国（香港等）」は中国の国籍を有する者のうち、香港特別行政区若しくはマカオ特別行政区の政府が発行した旅券又は中国、香港特別行政区若しくはマカオ特別行政区以外の政府（シンガポール、マレーシア等）が発行した身分証明書等を所持する者等を、「台湾」は中国の国籍を有する者のうち、台湾に本籍又は生活の本拠を有し、在タイ王国日本大使館による査証シールが貼付されている台湾の権限ある機関が発行した旅券を所持する者等をいう。




第2　特別法の略称


我が国の主な特別法の略称は、次のとおりとする。



［略称］　　　　　　　　　　　　　　　［法令名］

あっせん利得処罰法……………公職にある者等のあっせん行為による利得等の処罰に関する法律

医薬品医療機器等法……………医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律

AV出演被害防止・救済法……性をめぐる個人の尊厳が重んぜられる社会の形成に資するために性行為映像制作物への出演に係る被害の防止を図り及び出演者の救済に資するための出演契約等に関する特則等に関する法律

外為法……………………………外国為替及び外国貿易法

経済安全保障推進法……………経済施策を一体的に講ずることによる安全保障の確保の推進に関する法律

携帯電話不正利用防止法………携帯音声通信事業者による契約者等の本人確認等及び携帯音声通信役務の不正な利用の防止に関する法律

小型無人機等飛行禁止法………重要施設の周辺地域の上空における小型無人機等の飛行の禁止に関する法律

国際テロリスト等財産凍結法…国際連合安全保障理事会決議第千二百六十七号等を踏まえ我が国が実施する財産の凍結等に関する特別措置法

国民保護法………………………武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律

死因・身元調査法………………警察等が取り扱う死体の死因又は身元の調査等に関する法律

私事性的画像被害防止法………私事性的画像記録の提供等による被害の防止に関する法律

児童虐待防止法…………………児童虐待の防止等に関する法律

自動車運転死傷処罰法…………自動車の運転により人を死傷させる行為等の処罰に関する法律

児童買春・児童ポルノ禁止法…児童買春、児童ポルノに係る行為等の規制及び処罰並びに児童の保護等に関する法律

銃刀法……………………………銃砲刀剣類所持等取締法

出資法……………………………出資の受入れ、預り金及び金利等の取締りに関する法律

種の保存法………………………絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律

女性活躍推進法…………………女性の職業生活における活躍の推進に関する法律

ストーカー規制法………………ストーカー行為等の規制等に関する法律

性的姿態撮影等処罰法…………性的な姿態を撮影する行為等の処罰及び押収物に記録された性的な姿態の影像に係る電磁的記録の消去等に関する法律

組織的犯罪処罰法………………組織的な犯罪の処罰及び犯罪収益の規制等に関する法律

団体規制法………………………無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律

探偵業法…………………………探偵業の業務の適正化に関する法律

鳥獣保護管理法…………………鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律

通信傍受法………………………犯罪捜査のための通信傍受に関する法律

テロ資金提供処罰法……………公衆等脅迫目的の犯罪行為のための資金等の提供等の処罰に関する法律

動物愛護管理法…………………動物の愛護及び管理に関する法律

特定商取引法……………………特定商取引に関する法律

入管法……………………………出入国管理及び難民認定法

入札談合等関与行為防止法……入札談合等関与行為の排除及び防止並びに職員による入札等の公正を害すべき行為の処罰に関する法律

廃棄物処理法……………………廃棄物の処理及び清掃に関する法律

配偶者暴力防止法………………配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律

犯罪収益移転防止法……………犯罪による収益の移転防止に関する法律

犯罪被害者支援法………………犯罪被害者等給付金の支給等による犯罪被害者等の支援に関する法律

風営適正化法……………………風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律

不正アクセス禁止法……………不正アクセス行為の禁止等に関する法律

ヘイトスピーチ解消法…………本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組の推進に関する法律

暴力行為等処罰法………………暴力行為等処罰ニ関スル法律

暴力団対策法……………………暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律

麻薬特例法………………………国際的な協力の下に規制薬物に係る不正行為を助長する行為等の防止を図るための麻薬及び向精神薬取締法等の特例等に関する法律

労働者派遣法……………………労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律

※　本書に記載した地図は、我が国の領土を網羅的に記したものではありません。

※　本書に掲載したQRコード®（株式会社デンソーウェブの登録商標）をスマートフォン等で読み取ることにより、関連するウェブサイトを閲覧できます。

※　警察庁ウェブサイト（https://www.npa.go.jp/hakusyo/r06/data.html）に、本書に掲載している統計以外の各種統計を掲載しています。






第1部　特集・トピックス

匿名・流動型犯罪グループに対する警察の取組

特集に当たって

本年の警察白書の特集のテーマは「匿名・流動型犯罪グループに対する警察の取組」です。

我が国の治安をめぐる情勢は近年目まぐるしく変化を続けています。サイバー空間は社会経済活動が営まれる重要かつ公共性の高い空間へと変貌を遂げ、特に、SNSの目覚ましい普及がみられています。また、人流が新型コロナウイルス感染症の感染拡大前の水準に戻るなど、国内外を問わず、人と人との交流が活発化しています。このほかにも、人口減少・少子高齢化といった人口構造の変化等、様々な要素が複雑に絡み合って治安情勢に影響を与えている状況にあります。

こうした中、令和5年（2023年）1月に東京都狛江市で発生した強盗殺人事件をはじめとして、広域的に強盗等事件が発生し、国民に大きな不安を与えました。これらの犯罪を敢行したのは、SNSや求人サイト等を利用して募集された実行犯らであり、匿名性の高い通信手段を活用しながら、指示役等と連絡を取り合っている実態がみられました。また、深刻な情勢にある特殊詐欺についても、同様の特徴を持つ犯罪グループが広域的に敢行している実態が次第に明らかになりました。このような集団は、多様な資金獲得活動により得た収益を吸い上げる中核部分が匿名化されているという点、SNSや求人サイトを通じるなどして緩やかに結び付いたメンバー同士が役割を細分化させ、その都度、メンバーを入れ替えながら多様な資金獲得活動を行うという点で、組織構造や構成員がはっきりとしている暴力団等の従来の犯罪組織とはその特徴を大きく異にしています。

このような情勢を踏まえ、警察では、こうした特徴を有する集団を「匿名・流動型犯罪グループ」として位置付けたところです。

匿名・流動型犯罪グループに対して、従来の取組をそのまま踏襲するだけでは、有効な対策を講じることはできません。同グループは、特殊詐欺をはじめとして、強盗・窃盗、違法な風俗営業等、様々な分野で多様な資金獲得活動を行っています。警察では、部門ごと、都道府県警察ごとにそれぞれ対策を進めるのではなく、これらの垣根を取り払い、同グループに対する戦略的な実態解明、取締りを推進しているところです。

この特集では、第1節で匿名・流動型犯罪グループの特徴を説明しつつ、同グループが典型的に敢行する多様な資金獲得活動を紹介することで、その動向を概観します。第2節では、匿名・流動型犯罪グループへの対策と題し、政府及び警察における同グループの実態解明、取締り等のための各種取組を紹介します。そして、第3節では、匿名・流動型犯罪グループをめぐる現状及び対策を踏まえ、今後の匿名・流動型犯罪グループ対策の在り方について展望します。

匿名・流動型犯罪グループによる組織犯罪は、我が国の市民社会に対する重大な脅威となっており、社会全体で取り組むべき課題でもあります。この特集が、匿名・流動型犯罪グループに対する警察の取組についての国民の皆様の理解を深めるとともに、社会全体で治安の確保に向けた対策の在り方について考えていただく一助となれば幸いです。






第1節　匿名・流動型犯罪グループの特徴と動向

1　匿名・流動型犯罪グループの特徴

（1）匿名・流動型犯罪グループの台頭

従来、我が国における組織犯罪は、暴力団による犯罪がその典型であり、暴力団の勢力は、暴力団対策法が制定された平成3年（1991年）には、9万1,000人に上った。しかし、近年の情勢をみると、暴力団は、その活動を不透明化させつつ、世情に応じて資金獲得活動を多様化させるなど、依然として社会に対する大きな脅威となっている一方で、暴力団対策法の効果的な運用や戦略的な取締り、暴力団排除の取組や意識が社会に浸透してきたことなどを背景に、平成17年以降、その勢力は、全国的に減衰を続けている。

暴力団の勢力が減衰していく中、元暴力団構成員、元暴走族構成員等を含む素行不良者が、暴力団等の特定の犯罪組織には属することなく、繁華街・歓楽街等において集団的又は常習的に暴行、傷害等の事件を引き起こす、違法風俗営業や違法なカジノ運営等に関わるといった例がみられるようになった。こうした集団には、暴力団のような明確な組織構造は有しないが、先輩・後輩、友人・知人といった人間関係に基づく緩やかなつながりで集団を構成しつつ、暴力団等と密接な関係を有するとうかがわれるものも存在している。警察では、従来、こうした集団を暴力団に準ずる集団として「準暴力団」と位置付け、取締りの強化等に努めてきた。

こうした中、近年、準暴力団に加えて、新たな特徴を有する犯罪集団が台頭し、治安対策上の脅威となっている。それが、「匿名・流動型犯罪グループ」である。警察が従来対峙（じ）してきた暴力団は、構成員同士が擬制的な血縁関係によって結び付き、多くの場合、「組長」の統制の下に、地位の上下によって階層的に構成されており、組織の威力を背景に又は威力を利用して資金獲得活動を行っていた。これに対し、匿名・流動型犯罪グループは、各種犯罪により得た収益を吸い上げる中核部分は匿名化されており、また、SNSや求人サイトを通じるなどして緩やかに結び付いたメンバー同士が役割を細分化させ、その都度、末端の実行犯を言わば「使い捨て」にするなど、メンバーを入れ替えながら多様な資金獲得活動を行うため、組織の把握やメンバーの特定が容易ではないという特徴を有している。

こうした匿名性、流動性を利用し、特殊詐欺、強盗・窃盗等の様々な事案に関与して資金を獲得している匿名・流動型犯罪グループに対し、従来どおりの手法では、その組織構造や内部統制、資金の流れを解明し、有効な対策を講じることは困難であることから、警察では、暴力団対策を中心としたこれまでの組織犯罪対策の在り方を抜本的に見直し、匿名・流動型犯罪グループに対する戦略的な実態解明、取締りを推進している。

匿名・流動型犯罪グループの中には、その資金の一部が暴力団に流れているとみられるものや、暴力団構成員をグループの首領やメンバーとしているもの、暴力団構成員と共謀して犯罪を行っているものも確認されている。暴力団と匿名・流動型犯罪グループは、何らかの関係を持ちつつ、両者の間で結節点の役割を果たす者も存在するとみられる。

[bookmark: aafz00010]　図表特-1　暴力団及び匿名・流動型犯罪グループの特徴
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（2）匿名・流動型犯罪グループの特徴

①　中核的人物の匿名化と犯罪実行者の流動化

匿名・流動型犯罪グループが関与する事件をみると、中核的人物が、自らに捜査が及ぶことのないようにするため、匿名性の高い通信手段を使用して実行犯への指示をするなど、各種犯罪により得た収益を吸い上げる中核部分は匿名化される一方、犯罪の実行者は、SNSでその都度募集され、検挙されても新たな者が募集されるなど流動化しているという特徴がみられる。


MEMO　匿名・流動型犯罪グループによる犯罪の実行犯の募集

匿名・流動型犯罪グループは、犯罪を敢行するに当たって、SNS等において、「高額バイト」等の表現を用いたり、仕事の内容を明らかにせずに著しく高額な報酬の支払を示唆したりするなどして、犯罪の実行犯を募集している実態が認められる。同グループは、このような犯罪の実行犯を募集する情報（犯罪実行者募集情報）への応募者に対して、あらかじめ運転免許証や顔写真等の個人の特定に資する情報を匿名性の高い通信手段を使用して送信させることで、応募者が犯行をちゅうちょしたり、グループからの離脱意思を示したりした場合には、個人情報を把握しているという優位性を利用して脅迫するなどして服従させ、実行犯として繰り返し犯罪に加担させるなどの状況がみられる。また、応募者が犯罪を敢行したとしても約束した報酬が支払われない場合もある。

[bookmark: aafz00020]　図表特-2　犯罪の実行犯を募集する手口
[image: 図表特-2　犯罪の実行犯を募集する手口]



②　多様な資金獲得活動とその収益の還流

匿名・流動型犯罪グループは、特殊詐欺をはじめ、組織的な強盗や窃盗、違法なスカウト行為、悪質なリフォーム業、薬物密売等の様々な犯罪を敢行し、その収益を有力な資金源としているほか、犯罪によって獲得した資金を風俗営業等の新たな資金獲得活動に充てるなど、その収益を還流させながら、組織の中核部分が利益を得ている構造がみられる。


CASE

土木作業員の男（21）らは、令和5年（2023年）1月、東京都狛江市において、宅配業者を装って玄関ドアから高齢者の自宅に侵入し、同高齢者の両手を結束バンドで緊縛して殴る蹴るの暴行を加えて腕時計等（時価合計約59万円相当）を奪い、その際、一連の暴行により同高齢者を死亡させた。

同年2月、実行犯等の同男ら5名を強盗殺人罪等で逮捕し、更に捜査を進めたところ、同男らは、SNS等に掲載された犯罪実行者募集情報に応募の上で犯行に及んでいたこと、また、フィリピン国内の入国管理施設に収容されていた、SNS上で「ルフィ」等と名のる男らからスマートフォンで指示を受けていたことなどが判明し、同年9月までに、首謀者の男ら4名を強盗殺人罪等で逮捕した。

首謀者の男らは、同様の方法によって日本国内で広域的に強盗事件を敢行していたほか、フィリピンに犯行拠点を置いて日本国内で特殊詐欺を多数敢行するなどしていた（警視庁）。








2　匿名・流動型犯罪グループによる多様な資金獲得活動の動向

匿名・流動型犯罪グループは、特殊詐欺をはじめ、様々な犯罪により資金を獲得しているとみられる。警察では、こうした多様な資金獲得活動に着目した取締りにより、同グループに対して効果的に打撃を与えるとともに、組織的犯罪処罰法等の積極的な適用により犯罪収益の剝奪を推進している。

令和6年4月から5月までの間における匿名・流動型犯罪グループによるものとみられる資金獲得犯罪（注1）について、主な資金獲得犯罪（注2）の検挙人員508人を罪種別にみると、詐欺が289人、強盗が34人、窃盗が103人となっており、匿名・流動型犯罪グループが詐欺を主な資金源としている状況がうかがわれる。

また、令和6年4月から5月までの間における同グループによるものとみられる主な資金獲得犯罪の検挙人員のうち、SNSでの犯罪実行者募集情報に応募する形で犯行に関与した者は155人と、全体の30.5％を占めている。


注1：匿名・流動型犯罪グループによる資金獲得犯罪とは、匿名・流動型犯罪グループの活動資金の調達につながる可能性のある犯罪をいい、特殊詐欺や強盗、覚醒剤の密売、繁華街における飲食店等からのみかじめ料の徴収、企業や行政機関を対象とした恐喝又は強要、窃盗、各種公的給付金制度を悪用した詐欺等のほか、一般の経済取引を装った違法な貸金業や風俗店経営、AVへのスカウト等の労働者供給事業等をいう。

注2：詐欺、強盗、窃盗、薬物事犯及び風営適正化法違反



[bookmark: aafz00030]　図表特-3　匿名・流動型犯罪グループによるものとみられる主な資金獲得犯罪の検挙人員
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（1）特殊詐欺

令和5年中の特殊詐欺の認知件数は1万9,038件、被害額は約453億円と、認知件数は3年連続、被害額は2年連続で増加し、高齢者を中心に多額の被害が生じており、依然として深刻な情勢にある。

令和5年中の特殊詐欺の検挙人員2,455人のうち、暴力団構成員等の人数は439人（17.9％）と、依然として暴力団が特殊詐欺を主要な資金源の一つとしている実態がうかがわれる一方、近年は、匿名・流動型犯罪グループによるものとみられる特殊詐欺が広域的に行われている状況がみられる。

特殊詐欺を敢行する匿名・流動型犯罪グループは、SNS等で高額な報酬を示唆して「受け子」等を募集し、犯行に加担させるなどしている。

また、首謀者、指示役、実行役の間の連絡手段には、匿名性が高く、メッセージが自動的に消去される仕組みを備えた通信手段を使用するなど、犯罪の証拠を隠滅しようとする手口が多くみられる。

[bookmark: aafp00010]　[image: 犯罪実行者募集情報の掲載イメージ]
犯罪実行者募集情報の掲載イメージ


CASE

無職の男（43）らは、令和4年6月、市役所職員等を装って高齢者に電話をかけ、還付金を受け取ることができるなどと虚偽の事実を告げ、その旨を誤信した同高齢者にATMを操作させて、同男らの管理する預金口座に約46万円を振り込ませるなどした。同男らは、特殊詐欺グループに属し、グループ内の連絡手段に匿名性の高い通信手段を使用するなどして犯行に及んでいた。令和5年9月までに、同男ら12人を電子計算機使用詐欺罪等で逮捕した（大分）。



さらに、近年、特殊詐欺を敢行する犯罪グループは、架け場等の拠点を小規模化・多様化して短期間で移転させる傾向を強めているほか、首謀者や指示役のほか、架け子・架け場が海外に所在するなどのケースもみられる。


CASE

職業不詳の男（38）らは、カンボジア国内において、令和5年1月、通信事業者を装って高齢者に電話をかけ、「有料サイトの未払料金等がある。指定する方法で未払料金等を支払ってほしい」などと虚偽の事実を告げ、25万円相当の電子マネーを購入させてだまし取った。同男らは、匿名性の高い通信手段を使用するなどして緩やかな結び付きでつながり、複数の高齢者に対して同様の手口で犯行を敢行していた。同年4月、カンボジアから退去強制された同男ら19人を、詐欺罪で逮捕した（警視庁、宮城、福島、茨城、栃木、埼玉、千葉、神奈川、新潟、長野、静岡、富山、岐阜、愛知、京都及び熊本）。



（2）SNS型投資・ロマンス詐欺

令和5年下半期において、SNSを使用した非対面型の投資詐欺やロマンス詐欺の被害が急増し、同年中の被害額は、特殊詐欺の被害額（約453億円）を上回る約455億円に上るなど、極めて憂慮すべき状況にある。

[bookmark: aafz00040]　図表特-4　SNS型投資・ロマンス詐欺の認知件数・被害額（令和5年・月別）
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これらの詐欺では、被疑者がSNSやマッチングアプリを通じて被害者と接触した上で、他のSNSに連絡ツールを移行し、やり取りを重ねて被害者を信用させ、預貯金口座への振込みにより被害金をだまし取るといった手口がみられる。同年中の被害状況をみると、被害者の年齢は、男性は50歳代から60歳代、女性は40歳代から50歳代の被害が多く、また、同年におけるSNS型投資・ロマンス詐欺の1件当たりの平均被害額は1,000万円を超えている。SNS型投資・ロマンス詐欺については、被害実態や犯行手口が必ずしも十分に明らかになっていないことから、これを早急に解明する必要がある。

[bookmark: aafz00050]　図表特-5　被害者の年齢層（SNS型投資詐欺）
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[bookmark: aafz00060]　図表特-6　被害者の年齢層（SNS型ロマンス詐欺）
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こうした情勢を踏まえ、令和6年6月、犯罪対策閣僚会議において、「国民を詐欺から守るための総合対策」（注1）が決定され、SNS型投資・ロマンス詐欺のほか、特殊詐欺やフィッシング詐欺を含め、この種の犯罪から国民を守るため、関係省庁・事業者等が連携し、同対策に基づく施策を推進することとされた。

SNS型投資・ロマンス詐欺には、匿名・流動型犯罪グループの関与がうかがわれることから、警察では、同グループが資金獲得活動として同種事案を敢行している可能性も視野に、SNS型投資・ロマンス詐欺対策が新たな「警戒の空白」（注2）となることのないよう、部門横断的な体制を構築した上で、特殊詐欺対策及び匿名・流動型犯罪グループ対策と一体的に捜査と抑止を含む総合的な対策を強力に推進していくこととしている。


注1：21頁参照

注2：警戒の空白を生じさせないための組織運営については、221頁参照（第7章）



（3）強盗・窃盗等（注）

強盗・窃盗等についても、SNSや求人サイト等で「高額バイト」、「即日即金」等の文言を用いて実行犯が募集された上で敢行される実態がうかがわれる。このような匿名・流動型犯罪グループによるものとみられる手口により敢行された強盗・窃盗等事件は、令和3年9月以降、令和6年3月までに22都道府県において78件発生しており、これらの中には、被害者を拘束した上で暴行を加えるなど、その犯行態様が凶悪なものもみられる。


注：強盗、窃盗、住居侵入、建造物侵入等




CASE

とび職の男（20）らは、令和5年2月、被害者宅に侵入し、被害者の両足をテープで緊縛した上、「金（きん）はどこにあるんだ」などと脅迫し、現金約8万円等を強取した。捜査を進めたところ、同男らは、SNSを通じて犯罪に加担するようになり、指示役の下、実行役、運転手等、役割を細分化させ、相互に連絡を取る際には匿名性の高い通信手段を用いるなどして犯行に及んでいたことが判明した。また、指示役には、暴力団の関係者が含まれていた。同年8月までに、同男ら9人を強盗殺人未遂罪等で逮捕した（福島）。




CASE

飲食店従業員の男（19）らは、令和5年5月、腕時計店に侵入し、店員に対してナイフ様の刃物を示して、「伏せろ、ぶっ殺すぞ」などと脅迫し、ショーケースをたたき割って腕時計等（販売価格合計約3億856万円）を強取した。捜査を進めたところ、犯行に使用された車両を用意した男（33）は、SNS上に掲載された犯罪実行者募集情報に応募の上、犯行に加担していたことが判明するなど、背後に犯罪の実行を指示する組織の存在がうかがわれた。令和6年2月までに、同男ら7人を強盗罪等で逮捕した（警視庁）。




MEMO　組織的窃盗・盗品流通事犯

近年、外国人グループ等により、組織的に金属盗や自動車盗、万引きが敢行され、盗品が海外へ不正に輸出されるなどの事案が発生しており、治安上の課題となっている。例えば、メンバーが流動的に入れ替わる外国人グループにより太陽光発電施設内の銅線が大量に盗み出され、買取業者に売却されるなど、窃盗等が組織的かつ計画的に行われているほか、こうした事案が不法滞在外国人等の収入源となっている実態もみられる。また、海外に所在する首謀者が、SNSを利用してつながった実行役に対して盗む物品を指示し、指定した場所に大量の盗品を送らせるという手口での犯行も確認されている。

警察では、匿名・流動型犯罪グループが組織的窃盗・盗品流通事犯にも関与している可能性を視野に、実態解明を進めているほか、このような組織的窃盗・盗品流通事犯に対し実効的な対策を講じるため、警察庁にワーキンググループを設置し、部門横断的な検討を行っている。


CASE

カンボジア人の男（26）らは、令和5年6月から同年7月にかけて、太陽光発電施設2か所において、銅線約2,800メートル（時価合計約1,200万円相当）を窃取した。捜査を進めたところ、外国人コミュニティを通じて知り合ったメンバーがグループを形成し、離合集散を繰り返しながら複数の犯行に及んでいた実態が明らかになった。同年12月までに、同男ら7人を窃盗罪で検挙した（群馬）。
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（4）繁華街・歓楽街における多様な資金獲得活動

匿名・流動型犯罪グループは、風俗店、性風俗店、賭博店の経営やスカウト行為等に直接的又は間接的に関わるなど、繁華街・歓楽街における活動を有力な資金源としているとみられる。また、インターネットやSNS、匿名性の高い通信手段の利用等によって、その活動実態や資金の流れを潜在化させつつあるほか、警察への対抗措置を強化している。


CASE

グループ内の規約に違反したとして、同じグループのメンバーである男性をマンションに監禁し、殴る蹴るなどの暴行を加えた男（32）ら21人を、令和6年2月までに、監禁罪、強制わいせつ致傷罪等で逮捕し、同グループに対する捜査を進めたところ、同グループが、違法なスカウト行為を組織的に敢行していた実態が明らかになった。

同グループは、1,000人以上の構成員を有し、首都圏のほか、宮城県、大阪府、熊本県等の繁華街・歓楽街で広域的に活動しており、風俗営業等に紹介した女性の売上げに応じて支払われる紹介料を、主な資金源としていた。同グループでは、構成員や活動を管理する要員を「総務課」や「契約課」と、グループ内での連絡に使用するアプリケーションを開発する要員を「アプリ課」と称するなどし、会社に扮した組織管理を行っていた。また、警察官から職務質問を受けた際の受け答えの指導等を担う要員を指定するなどして、警察への対抗措置を組織的に講じていた（警視庁）。
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また、近年、いわゆるホストクラブ等で男性従業員が女性客を接待するなどして高額な料金を請求し、その売掛金等名下に女性客に売春をさせたり、性風俗店で稼働させたりするといった事案が問題となっている。こうしたホストクラブ等の中には、風営適正化法に定められた営業の許可を得ることなく営業する店舗や、許可を受けていても、客引き禁止違反、営業時間制限違反、料金表示義務違反等の違法行為を行う店舗も見受けられるとともに、事案の背後で暴力団や匿名・流動型犯罪グループが不当に利益を得ている可能性が懸念される。

警察では、こうした犯罪組織の関与も視野に、違法行為を行う悪質なホストクラブ等に対する厳正な取締りを推進している。

（5）その他の資金獲得活動

匿名・流動型犯罪グループによる資金獲得活動は多岐にわたっており、特殊詐欺や強盗・窃盗にとどまらず、様々な手口で犯罪を繰り返している。

①　悪質なリフォーム業者による詐欺等

高齢者宅を狙って家屋修繕や水回り工事等の住宅設備工事やリフォーム訪問販売を装い、損傷箇所がないにもかかわらず家屋を故意に損傷させ、それを修理することで高額な施工料を要求するなどの悪質なリフォーム業者による犯罪行為が確認されている。こうした悪質行為が組織的に反復継続して敢行され、その収益が匿名・流動型犯罪グループの資金源となっている可能性があることから、警察では、実態解明及び取締りを推進している。


CASE

屋根補強工事代金名目で現金をだまし取ろうと考え、令和5年4月、高齢者の自宅を訪問して屋根瓦修繕工事契約を締結の上、雨漏りの解消又は防止の効果がない工事を行い、同高齢者から現金約64万円をだまし取ったとして、同年9月、屋根瓦修繕業の男（28）ら7人を詐欺罪及び特定商取引法違反（不備書面交付等）で逮捕した 。

捜査を進めたところ、同男らは、屋根瓦修繕の訪問販売を営むグループとして活動しており、指示役の指示の下、近隣での工事の挨拶を装って被害者宅を訪問し屋根の点検を勧める役割の者、被害者宅の屋根に上って瓦を調べた上、「このままでは雨漏りします」などと言って工事契約を勧める者、後日改めて契約を締結する者、雨漏りに効果のない工事を行う者等、役割を細分化させた上で、匿名性の高い通信手段を使ってグループのメンバーと連絡を取り合いつつ、静岡県、神奈川県及び山梨県等で活動していたことが判明した（静岡）。



②　オンラインカジノ

近年、海外オンラインカジノサイトへのアクセス数の増加が指摘されており、国内の賭客が自宅や違法な賭博店等のパソコン等からオンラインカジノサイトにアクセスして賭博を行う状況がうかがわれる。こうしたオンラインカジノに係る賭博事犯には、実質的な運営者として、又はその背後で、暴力団や匿名・流動型犯罪グループが関与しているケースもみられることから、警察では、捜査を徹底し、実態解明を進めているほか、賭博運営者等に対する組織的犯罪処罰法の適用による加重処罰や犯罪収益の剝奪に努めている。


CASE

無職の男（40）は、マンションの一室を利用し、備付けのパソコンを賭客に使用させてオンラインカジノで賭博を行わせる違法な賭博店を運営していた。同男らは、店舗となるマンションを移転するなどしてその活動を潜在化させていたほか、同店舗には暴力団員が頻繁に出入りするなど、背後組織として暴力団の関与が疑われる状況であった。令和6年2月までに、同男ら11人を賭博罪（常習賭博）等で検挙した（鹿児島）。



③　フィッシング

近年、フィッシング（注1）によるものとみられるインターネットバンキングに係る不正送金被害が増加しており、こうした事案の中には、匿名・流動型犯罪グループが関与する事例も確認されている。警察では、捜査を徹底し、実態解明を進めるとともに、関係機関・団体と連携した被害防止対策を推進している（注2）。


注1：実在する企業・団体等や官公庁を装うなどしたメール又はショートメッセージサービスを送り、その企業等のウェブサイトに見せかけて作成した偽のウェブサイト（フィッシングサイト）を受信者が閲覧するよう誘導し、当該フィッシングサイトでアカウント情報やクレジットカード番号等を不正に入手する手口

注2：フィッシングによる被害防止対策については、116頁参照（第3章）




CASE

元暴力団構成員の男（49歳）らは、令和元年9月から同年11月にかけて、フィッシングによりインターネットバンキング利用者から口座情報等を不正に取得したとみられる中国人の男と共謀して不正送金を敢行するとともに、「出し子」の男らに現金を引き出させるなどして、総額500万円を窃取した。同男らは、匿名性の高い通信手段を通じて連絡を取り合いながら、同様の手口での犯行を繰り返しており、被害総額は約9,300万円相当に上った。令和3年1月から令和6年1月にかけて、首謀者である同男や中国人の男を含む31人を、不正アクセス禁止法違反、電子計算機使用詐欺等で検挙した（沖縄、茨城、埼玉、神奈川、山梨、静岡、兵庫、福岡及び宮崎）。



④　このほかの各種事犯

匿名・流動型犯罪グループが大麻等薬物の密売やヤミ金融関連事犯等の資金獲得活動を行っている実態も確認されており、警察では、実態解明及び取締りを徹底することとしている。


CASE

傷害事件の捜査過程で、未成年を含む素行不良者グループを把握したことから、同グループの実態解明を進めた結果、同グループが、SNSを通じて入手した大麻や、自ら栽培した大麻を密売していることが明らかになった。同グループは、薬物の密売に当たって、匿名性の高い通信手段を用いて連絡を取り合うなどし、その活動を潜在化させていた。令和6年1月までに、同グループの男（33）ら10人を大麻取締法違反（営利目的栽培）等で逮捕した（愛媛）。




CASE

飲食店経営者の女（44）らは、令和元年11月から令和2年6月にかけて、融資を申し込んできた顧客4人に対し、法定利息の約6倍から約31倍で金銭を貸し付け、約40万円の元利金を受領した。捜査を進めたところ、同女らは、広域的にヤミ金融事犯を敢行するグループに属しており、同グループは、SNS等を通じてヤミ金融の利用客を募集し、返済に窮した同利用客を、別の利用客の募集や取立て等に従事させるなどしながら、犯行を繰り返していたことが明らかになった。令和5年10月までに、同グループのメンバー14人を出資法違反（超高金利）等で逮捕するとともに、同グループのメンバーらが保有する現金約800万円に対し、組織的犯罪処罰法の規定に基づく起訴前の没収保全命令が発出された（島根、福岡）。




MEMO　第一線から見た匿名・流動型犯罪グループ

警察庁では、匿名・流動型犯罪グループを治安対策上の脅威と位置付けて実効的な対策を推進するに当たり、組織犯罪対策を第一線で担う者が日々感じている実態を的確に反映するため、都道府県警察本部の組織犯罪対策部門で情報収集・分析を指揮する「情報官（注）」をはじめとする捜査幹部と意見交換を重ねている。ここでは、情報官や、特殊詐欺事件の捜査責任者から得られた「現場の声」の一端を紹介する。


注：都道府県警察本部の組織犯罪対策部門においては、関係する様々な部門が保有する組織犯罪に関する情報を一元的に集約・分析するとともに、関係部門間における情報の共有化等を図ることにより、より戦略的な組織犯罪対策を講ずるため、総括情報官等を設置する「情報官制度」を導入している。



①　匿名・流動型犯罪グループの勢力

匿名・流動型犯罪グループの勢力については、「全体的に勢力を拡大させている」ないし「部分的に勢力を拡大させている」との認識が大勢を占め、この傾向は、大都市圏のみならず全国的に共通である。

②　匿名・流動型犯罪グループに対する取締り

匿名・流動型犯罪グループに対する取締りに関し、SNSや匿名性の高い通信手段が捜査上のハードルとなっており、これを乗り越えていくことが重要であるとの認識が広く全国の捜査幹部に共有されている。そのための取組として、「通信事業者や暗号資産交換業者等の関係事業者との協力関係を強化する」、「携帯電話の解析技術を強化する」ことのほか、「仮装身分捜査（注）」のような新たな捜査手法の導入を求める声もある。

このほか、匿名・流動型犯罪グループに対する取締りに関し、次のような、現場からの強い声もある。




【第一線の声】

・匿名・流動型犯罪グループに対する取締りにおいては、各部門で強力に突き上げ捜査を行うことを前提として、部門間で情報を集約・共有し、無駄のない効率的な捜査に取り組むことが重要である。

・特殊詐欺等の全国的に敢行される犯罪については、各都道府県警察内部での連携等のみでは対処しきれないと感じている。全国警察が一丸となって取り組むことによって、効率的な捜査が実現され、匿名・流動型犯罪グループの壊滅に近づくことができる。

・匿名・流動型犯罪グループは、手を替え品を替えその活動を匿名化・潜在化させていることから、だまされたふり作戦、協力者への保護対策といった従来からの手法にとらわれず、警察としても、創意工夫しながら強力な対策を推進していく必要がある。

・匿名・流動型犯罪グループは新たな技術を取り入れつつ資金獲得のための犯罪を敢行していることから、こうした動向に的確に対応するため、SNSや携帯電話の解析技術等の向上を図り、携帯電話、預金口座、電子マネー等犯行ツール対策を今後更に強化していく必要がある。




警察では、こうした第一線の声も踏まえ、全国一丸となって、匿名・流動型犯罪グループに対する諸対策を強力に推進していくこととしている。


注：捜査員が仮装の身分を使用して捜査対象者と接触するなどして、情報・証拠の収集を行う捜査手法










第2節　匿名・流動型犯罪グループへの対策

1　実態解明・取締りのための体制強化

（1）匿名・流動型犯罪グループに対する戦略的な取締りのための体制強化

匿名・流動型犯罪グループが、その匿名性、流動性を利用して、特殊詐欺、強盗・窃盗等の多様な資金獲得活動を行っている実態を踏まえ、犯罪グループの収益構造に切り込んでいくべく、警察では、部門や罪種にこだわることなく、犯罪実態やターゲットの活動実態に応じた、警察の総合力を発揮できるような新たな体制を構築した上で、徹底した取締りを推進している。特に、匿名・流動型犯罪グループをターゲットとし、部門間の縦割りを排した専従体制として、令和6年（2024年）4月、全国警察において、暴力団、特殊詐欺に対する既存の取締り体制とは別に、匿名・流動型犯罪グループの犯罪手口、資金源等の活動実態を明らかにするための実態解明体制、中核的人物等の取締りを行うための事件検挙体制を、新たに整備した。

また、匿名・流動型犯罪グループを弱体化させるべく、犯罪で得た資金を確実に剝奪するため、その資金獲得活動とマネー・ローンダリングの実態解明等を推進することを狙い、犯罪収益の解明を担う既存の体制を拡充した。

さらに、大規模な繁華街・歓楽街を管轄する都道府県警察においては、繁華街・歓楽街を中心に風俗営業等の多様な資金獲得活動を行う匿名・流動型犯罪グループの実態解明・取締りのため、組織犯罪対策部門、生活安全部門等で構成する専従体制を構築し、部門横断的な対策を講じるなどしている。
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MEMO　警視庁「犯罪集団等の実態解明及び取締りに関する特命チーム」

警視庁では、令和4年12月、「犯罪集団等の実態解明及び取締りに関する特命チーム」を発足させた。同チームは、副総監を長として、犯罪集団等に関する情報の集約・分析を行うとともに、事案対処のための部門横断的なタスクフォースを立ち上げ、実態解明及び取締りを推進している。

例えば、「風俗・スカウトタスクフォース」では、暴力団や匿名・流動型犯罪グループが、繁華街・歓楽街を中心として風俗営業等や賭博、スカウト・客引き等に関わり、その収益や他の犯罪によって蓄えた資金を新たな風俗営業等の事業に充てるなど、犯罪収益等を還流させている実態がうかがわれることを踏まえ、暴力団対策課、組織犯罪対策総務課、国際犯罪対策課、薬物銃器対策課、組織犯罪対策特別捜査隊、保安課及び生活安全特別捜査隊が連携し、犯罪組織に対する実態解明と取締りを推進している。

「風俗・スカウトタスクフォース」では、令和5年6月、インターネット上に開設されたサイトを通じて応募した中国人女性を雇って中国人客を相手に池袋地区で売春をさせていた風俗店の経営者の男（40）らを風営適正化法違反（禁止地域営業）等で検挙するなどしている。




MEMO　匿名通報ダイヤルの運用

犯罪組織に関する情報を警察へ通報する手段としては、110番通報や警察総合相談電話等が存在するが、これらは警察に対する直接の通報であることから、通報者の身元が特定され、事情聴取等の形で刑事手続に関わることとなる可能性があることを理由に、通報をちゅうちょすることがあると推察される。特に、組織犯罪については、組織からの報復や嫌がらせを恐れ、警察への通報に踏み切れないケースが少なくない。

警察では、このような事情を踏まえ、匿名で寄せられた通報を受け付け、有効な通報を行った者に対して情報料を支払う匿名通報事業（匿名通報ダイヤル）を活用し、匿名・流動型犯罪グループをはじめとする犯罪組織の実態解明や取締りに役立てている。

[bookmark: aafp00030]　[image: 匿名通報ダイヤルに関する広報啓発資料]
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（2）広域的な捜査連携の強化

暴力団や匿名・流動型犯罪グループによって敢行される特殊詐欺は、全国各地で被害が発生しているが、その被疑者や犯行拠点の多くは首都圏をはじめとした大都市に所在していることから、捜査範囲が広域にわたる捜査をいかに効率的に行うかが課題になっていた。

こうした状況を踏まえ、全国警察が一体となって効率的に捜査を進めるため、令和6年4月から、他の都道府県警察から依頼を受けて管轄区域内で行うべき捜査を遂行する「特殊詐欺連合捜査班」（TAIT（注））を、各都道府県警察に構築した。特に捜査事項が集中すると見込まれる警視庁、埼玉、千葉、神奈川、愛知、大阪及び福岡の7都府県警察では、それぞれ専従の捜査体制を構築し、全国警察から派遣される捜査員を加え、合計約500人の捜査員を配置した。

また、SNS型投資・ロマンス詐欺についても、捜査手法等において特殊詐欺と共通する点があることから、迅速かつ効果的な捜査を推進するため、TAITを活用している。


注：Telecom scam Allianced Investigation Teamの略。「タイト」と呼称している。



[bookmark: aafz00090]　図表特-9　特殊詐欺連合捜査班（TAIT）の設置
[image: 図表特-9　特殊詐欺連合捜査班（TAIT）の設置]

[bookmark: aafp00040]　[image: 全国特殊詐欺取締主管課長等会議において、刑事局長がTAITの運用方針等について都道府県警察へ指示]
全国特殊詐欺取締主管課長等会議において、刑事局長がTAITの運用方針等について都道府県警察へ指示






2　匿名・流動型犯罪グループに新たに加担する者への対策

（1）匿名・流動型犯罪グループによる犯罪実行者の募集への対策

近年、SNS等のインターネット上において犯罪実行者を募集する内容が掲載されている実態がみられる。こうした犯罪実行者募集情報においては、「高額バイト」等の表現が用いられたり、仕事の内容を明らかにすることなく著しく高額な報酬を示唆したりするなど、犯罪の実行犯を募集する投稿であることを直接的な表現で示さないものがみられる。令和5年中に特殊詐欺の「受け子」等として検挙した被疑者のうち41.8％が、「受け子」等になった経緯として「SNSから応募した」旨を供述するなどしている。こうした犯罪実行者募集情報は、青少年等が安易に特殊詐欺をはじめとする犯罪に加担する契機となっている。

警察では、関係機関・団体等と連携し、このような犯罪の実行者を生まないための対策を多角的に推進している。

[bookmark: aafz00100]　図表特-10　受け子等になった経緯について
[image: 図表特-10　受け子等になった経緯について]

①　インターネット・ホットラインセンターの運用

警察庁では、一般のインターネット利用者等から、違法情報等に関する通報を受理し、警察への通報、サイト管理者への削除依頼等を行うインターネット・ホットラインセンター（IHC）（注1）を運用している。インターネット上に犯罪実行者募集情報が氾濫している状況を踏まえ、令和5年9月、IHCにおいて取り扱う対象である重要犯罪密接関連情報（注2）の類型に「犯罪実行者募集情報」を追加し、当該情報の排除を実施している。

また、警察では、SNSにおける返信（リプライ）機能を活用し、犯罪実行者募集情報の投稿者等に対する個別警告等を推進している。

IHCの運用状況については、図表特－11及び図表特－12のとおりである（注3）。


注1：117頁参照（第3章）

注2：個人の生命・身体等に危害を加えるおそれが高い重要犯罪等と密接に関連する情報。具体的には、例えば、拳銃等の譲渡等を直接的かつ明示的に誘引等する情報、爆発物・銃砲の製造を直接的かつ明示的に助長等していると認められる情報、殺人等を直接的かつ明示的に請負等する情報等をいう。

注3：数値は、IHCの公表資料による。



[bookmark: aafp00050]　[image: IHCに関する広報啓発資料]
IHCに関する広報啓発資料

[bookmark: aafz00110]　図表特-11　IHCにおける分析件数の推移（注）
[image: 図表特-11　IHCにおける分析件数の推移]

[bookmark: aafz00120]　図表特-12　警察に通報された違法情報の件数及び削除に至った違法情報の件数の推移（注）
[image: 図表特-12　警察に通報された違法情報の件数及び削除に至った違法情報の件数の推移]

②　サイバー空間からの違法・有害な労働募集の排除

求人サイト等においても犯罪実行者募集情報が掲載される実態があったことから、警察では、これを排除するため、求人メディア等の業界団体や事業主への働き掛けについて、都道府県労働局等の取組を支援するなどしている。

また、犯罪実行者募集情報等の発信が、職業安定法に規定する「公衆道徳上有害な業務に就かせる目的」での「労働者の募集」等として違法行為に該当することに鑑み、この種の犯罪の取締りを推進している。


CASE

無職の女（26）は、令和5年7月、特殊詐欺の「受け子」等をさせる目的で、SNSを利用して、「受け子募集」、「金額で10万円～30万円報酬で渡します」などと記載した求人情報を投稿した。同年10月、同女を職業安定法違反（有害業務の労働者募集）で逮捕した（宮城）。



（2）青少年をアルバイト感覚で犯罪に加担させない教育・啓発

匿名・流動型犯罪グループは、犯罪を敢行するに当たって、SNS等において犯罪の実行者を募集している。目先の利益を手に入れるため安易にこれに応募した青少年が、「指示されるままに次々と犯罪を敢行し、その上、一切の報酬が支払われなかった」、「犯罪グループから警察に密告され、逮捕された」といった事例にみられるように、犯罪グループは、青少年を都合よく利用するなど、言わば「使い捨て」にしている実態が認められる。

警察では、青少年が事の重大性を十分に認識することなく、アルバイト感覚で犯罪に加担してしまうことのないよう、関係機関とも連携して、様々な機会や広報媒体を活用して広報啓発を強化している。令和5年7月には、少年が犯罪実行者募集情報への応募をきっかけに犯罪組織に使い捨てにされ、検挙されるまでの実態を紹介した広報資料（注）を作成し、非行防止教室等において、犯罪実行者募集情報の実態、犯罪へ加担することの危険性、犯罪組織の悪質性について発信している。


注：https://www.npa.go.jp/bureau/safetylife/yamibaito/yamibaitojirei.pdf
[image: QRコード　青少年に対する広報啓発資料]



[bookmark: aafp00060]　[image: 青少年に対する広報啓発資料]
青少年に対する広報啓発資料






3　匿名・流動型犯罪グループが悪用する犯行ツールへの対策

（1）匿名・流動型犯罪グループに悪用される口座への対策

匿名・流動型犯罪グループは、不正に譲渡された預貯金口座を金銭の授受に悪用している実態がみられるところ、警察では、預貯金口座の犯罪への悪用を防止するべく、金融機関等に不正な口座開設に係る手口等の情報を提供したり、顧客等への声掛け・注意喚起を徹底・強化するよう要請したりしているほか、犯罪収益移転防止法等に基づく取締りを強化するなど、預貯金口座の不正利用防止対策を推進している。

また、近年、帰国する在留外国人から不正に譲渡された預貯金口座が、特殊詐欺をはじめとする匿名・流動型犯罪グループの各種資金獲得活動に利用される実態が認められることから、警察庁では、関係機関・団体と連携し、預貯金口座の不正譲渡の違法性について広報啓発を徹底し、注意喚起を行っている。

[bookmark: aafp00070]　[image: 外国人向けの注意喚起リーフレット]
外国人向けの注意喚起リーフレット

（2）匿名・流動型犯罪グループに悪用される電話への対策

匿名・流動型犯罪グループが多様な資金獲得活動を敢行するに当たって、電話を悪用している実態がみられる。例えば、特殊詐欺についてみると、令和5年中に特殊詐欺として被害届を受理した事案1万9,038件のうち、犯人側が被害者側に接触する最初の通信手段の77.5％が電話であり、また、用いられる番号種別も固定番号、特定IP電話番号（050IP番号）、携帯番号、国際番号等、様々なものが確認されている。警察では、このように悪用される電話への対策を多角的に推進している。

[bookmark: aafz00130]　図表特-13　特殊詐欺の犯行に利用された番号種別の推移
[image: 図表特-13　特殊詐欺の犯行に利用された番号種別の推移]

①　携帯電話対策

匿名・流動型犯罪グループの中には、自己への捜査を免れる目的で、不正に取得した携帯電話を悪用する実態が認められる。携帯音声通信事業者に対して偽造した本人確認書類を提示したり、本人確認書類に記載された者になりすましたりして契約するなどの方法で、不正に取得された架空・他人名義の携帯電話が悪用される事例が確認されている。

警察では、不正に取得された携帯電話について、携帯電話不正利用防止法に基づく役務提供拒否がなされるよう携帯音声通信事業者に情報提供を行うとともに、悪質なレンタル携帯電話事業者を検挙するなど、犯罪に悪用される携帯電話への対策を推進している。

[bookmark: aafz00140]　図表特-14　携帯音声通信事業者における携帯電話不正利用防止法に基づく役務提供拒否の仕組み
[image: 図表特-14　携帯音声通信事業者における携帯電話不正利用防止法に基づく役務提供拒否の仕組み]

②　固定電話対策

電話転送の仕組み（注）を悪用して、犯行グループの携帯電話等からかける電話を「03－××－××」などの固定電話からのものであるかのように偽装したり、官公署を装った電話番号への架電を求める文面のはがき等を送り付けてこれを信じて応じてきた相手をだましたりする手口が、匿名・流動型犯罪グループによりとられている。

このような状況に鑑み、令和元年9月以降、電気通信事業者においては、悪用された固定電話番号の利用を警察の要請に基づき停止する仕組みを運用しているほか、利用停止の対象となった電話番号の契約者情報を警察において集約し、複数回にわたって利用停止の要請がなされた契約者に対する電話番号の新規提供を一定期間停止するよう電気通信事業者に要請するなどの対策を講じている。警察による利用停止の要請に基づき、令和5年末までに1万2,665件の利用停止が実施されている。


注：電話転送サービス事業者が電気通信事業者から提供を受けた固定電話番号を顧客に貸し出し、その電話番号に係る通話を顧客やその通話相手の電話番号等に自動的に転送する仕組み



[bookmark: aafz00150]　図表特-15　悪用された固定電話の利用停止等の仕組み
[image: 図表特-15　悪用された固定電話の利用停止等の仕組み]

③　特定IP電話対策

近年、特定IP電話番号（050IP電話番号）が、匿名・流動型犯罪グループの多様な資金獲得活動の一つである特殊詐欺等の犯行に悪用される事例が多くみられたことなどに鑑み、令和3年11月、犯行に利用された固定電話番号を電気通信事業者が利用停止等する仕組みの対象に、特定IP電話番号が追加された。警察による利用停止の要請に基づき、令和5年末までに9,482件の特定IP電話番号の利用停止が実施されている。


MEMO　悪質な電話転送サービス事業者が保有している「在庫番号」利用の一括停止

電話転送サービス事業者の中には、特殊詐欺の実行犯人等に電話番号の供給を繰り返していると認められる悪質なものも確認されている。

こうした状況を踏まえ、警察と関係機関・団体が協力し、令和5年7月1日から、このような悪質な電話転送サービス事業者が保有する全ての「在庫番号」につき、既に顧客に対して提供されたものを含め、その利用を一括して停止する仕組みを導入した。

令和5年中は、4事業者3,270番号について一括停止が実施されている。




MEMO　いわゆる050アプリ電話番号の本人確認の義務化

特定IP電話番号への対策を更に強化するため、携帯電話不正利用防止法施行規則の一部改正により、令和6年4月から、いわゆる050アプリ電話についても、携帯電話不正利用防止法に基づく役務提供契約締結時の本人確認義務の対象とされた。



（3）匿名・流動型犯罪グループに悪用される名簿への対策

犯罪グループが高齢者を中心とした名簿を入手し、名簿に登載されている者に対して電話をかけるなどして特殊詐欺や強盗・窃盗等の犯行に及んでいる実態が認められるところ、警察では、捜査の過程で入手した名簿の登載者に対し、警察官による戸別訪問や警察が業務委託したコールセンターからの電話連絡を行い、注意喚起や具体的な対策について指導・教示するなどしている。

また、警察庁では、名簿の利用実態に関し、個人情報保護委員会事務局と意見交換を行ったほか、個人情報の適正な取扱いが一層確保されるよう関係機関・団体等への働き掛けを実施している。

（4）　匿名・流動型犯罪グループによる情報通信技術等を悪用した新たな犯罪への対策

①　暗号資産対策

近年、匿名・流動型犯罪グループの資金獲得活動において、暗号資産が犯罪に悪用されたり、犯罪収益等が暗号資産の形で隠匿されたりするなどの実態がみられる。警察では、こうした様々な犯罪に悪用される暗号資産の移転状況を追跡するとともに、警察庁において、追跡結果を横断的・俯瞰（ふかん）的に分析し、その結果を都道府県警察と共有している。こうした取組により、例えば、インターネットバンキングに係る不正送金事犯と特殊詐欺事案に関して同一被疑者の関与が判明するなど、従来の捜査では必ずしも明らかにならなかった複数事案同士の関連性や、背景にある組織性等が浮き彫りになっているところであり、今後も更なる捜査の進展が期待される。

また、暗号資産が犯罪に悪用される場合において、暗号資産交換業者の金融機関口座を送金先とする手口が多発している。こうした状況を踏まえ、令和6年2月、警察では、金融庁と連携し、関係団体等に対し、暗号資産交換業者の金融機関口座に対して行われる送金元口座名義人名と異なる依頼人名で送金された場合に取引を拒否すること、暗号資産交換業者への不正な送金を監視することなどの対策の強化を要請した。

②　電子マネー対策

匿名・流動型犯罪グループは、特殊詐欺をはじめとした資金獲得活動を敢行するに当たって、コンビニエンスストアで電子マネーを購入するよう被害者に仕向け、これを不正に取得するなどしている実態がみられる。電子マネー等を悪用するこうした手口への対策として、警察と関係事業者が協力し、不正な方法で詐取された電子マネーのモニタリングによる検知及び利用停止を強化するとともに、コンビニエンスストア等での従業員による電子マネー購入希望者への声掛けの強化、店頭販売棚やレジ・端末機画面における訴求力の高い注意喚起、情報発信といった取組を推進している。

③　フィッシング対策

警察では、フィッシング（注）によるものとみられるインターネットバンキングに係る不正送金被害が近年増加していることを踏まえ、具体的な被害事例を踏まえたフィッシング対策を講じるよう金融機関に対し要請するとともに、関係機関・団体と連携し、警察庁ウェブサイトにおいてフィッシングの被害防止に関する注意喚起を行っている。

また、警察庁では、都道府県警察が把握したフィッシングサイトに係るURL情報を集約し、ウイルス対策ソフト事業者等に提供することにより、ウイルス対策ソフトの機能による警告表示等、フィッシングサイトの閲覧を防止する対策を実施している。


注：8頁参照




MEMO　インターネット上における偽情報を悪用した犯罪への対策

近年、SNSや動画配信・投稿サイト等のデジタルサービスの普及により、あらゆる主体が情報の発信者となり、インターネット上で膨大な情報データが流通し、誰もがこれらを入手することが可能となっている。こうした中、ディープフェイク（注）を利用して作成された偽情報が拡散するという事例も発生している。

こうして作成された偽情報は、匿名・流動型犯罪グループによるものを含め、詐欺等の犯罪に悪用されるおそれもあることから、警察では、新たな技術を悪用した犯罪の動向を注視している。


注：AI技術を応用して偽の動画や音声を作る技術










4　繁華街・歓楽街における匿名・流動型犯罪グループに対する対策

匿名・流動型犯罪グループは、繁華街・歓楽街における違法な風俗店、性風俗店、賭博店の経営やスカウト行為等に関わり、その収益を有力な資金源としている実態がうかがわれる。こうした状況を踏まえ、警察では、大規模な繁華街・歓楽街を管轄する都道府県警察において、部門横断的な専従体制を構築するなど、風俗営業等に絡んで多様な資金獲得活動を行う匿名・流動型犯罪グループの実態解明・取締りを徹底している（注）ほか、繁華街・歓楽街を対象とした以下のような対策を推進している。


注：10頁参照



（1）繁華街・歓楽街における匿名・流動型犯罪グループの排除及び犯罪インフラの解体

警察では、違法風俗店等の取締りにより生じた空きビル・空き店舗等が再び違法風俗店等に利用されることを防止するため、宅地建物取引業者、ビルオーナー、管理会社等に対して、不動産賃貸借契約時における犯罪組織のメンバーや違法風俗店等の排除等の措置を指導するとともに、空きビル・空き店舗等に速やかに適正な用途の入居等が行われるよう、商店街等や自治体による対策を促している。

また、飲食業組合等と連携して、繁華街・歓楽街において営業する飲食店等が匿名・流動型犯罪グループをはじめとする犯罪組織からの不当な要求を拒否する活動を支援するとともに、警察として対応を要する行為を認めた場合には、厳正に対処することとしている。

さらに、風俗情報誌、風俗情報サイト、来日外国人向けフリーペーパー等について、犯罪組織の関与、在留資格や住居の不正な仲介、斡旋等が行われないよう、関係業界等に対して働き掛けを行っている。

（2）スカウト等の迷惑行為の防止

経済的困窮を抱えた女性や若年層につけ込み、性風俗店での勤務やアダルトビデオへの出演を斡旋することなどを目的として、主要な駅や繁華街の路上等において悪質なスカウト行為等がなされる例がある。この種のスカウト行為等が女性や若年層に対する性的搾取や労働搾取につながり、匿名・流動型犯罪グループをはじめとする犯罪組織の不法な利益となる。

警察では、こうした悪質なスカウト行為等、特定の地域で常態的に行われる売春目的の勧誘、風俗店等における客からの不当な料金の取立て、客引き等の迷惑行為に対して、風営適正化法、売春防止法等の関係法令を適用し、検挙、行政処分、警告、指導、街頭補導を行うなど、積極的な指導取締りを推進している。


CASE

千葉県警察では、令和5年12月、千葉市（千葉市客引き行為等防止指導員等）や防犯ボランティア団体等と連携して、千葉市中央区における合同パトロールを実施した。パトロールでは、店側に対し、その区域が千葉市の条例に基づき指定された「客引き行為禁止区域」であることを呼び掛けるとともに、通行人に対し、客引きを利用しないよう呼び掛けるなどした。このように、警察では、官民一体となって、風俗環境の浄化及び安全で安心なまちづくりを推進している。

[bookmark: aafp00080]　[image: 合同パトロールの状況]
合同パトロールの状況



（3）非行少年対策

少年らが繁華街・歓楽街にい集することにより、犯罪組織等との集団的不良交友関係が形成される実態があり、こうした少年らが匿名・流動型犯罪グループによる犯罪に加担してしまうことが懸念されていることから、警察では、少年事件の捜査・調査、街頭補導活動、商店街等との情報交換等により集団的不良交友関係の実態を解明するとともに、これを解消し、又は形成させないための取組を推進している。






5　国際捜査の徹底・外国当局等との更なる連携

近年、一部の匿名・流動型犯罪グループでは、その拠点を小規模化・多様化し、短期間で移転させる傾向を強めている。こうした中、首謀者や指示役のほか、架け子・架け場が海外に所在するなどのケースもみられる。特に海外の架け場等から敢行される特殊詐欺の認知・検挙件数が大きく増加しており、今後も更なる増加が懸念される。

警察庁では、外国で活動する犯罪グループの情報を入手した場合、その摘発に向けて、関係国の捜査機関と積極的に情報交換を行っているほか、被疑者や証拠品の引渡しに向けて、ICPO（注）等を通じた捜査協力、外交ルートや条約・協定を活用した国際捜査共助等を推進している。

また、国際会議の場を通じ、東南アジア諸国等の外国捜査機関等との間で、効果的な予防対策や拠点摘発、被疑者の引渡しに係る捜査協力の在り方等について積極的に情報交換や議論を行うなど、犯罪グループを抑え込むための国際連携を強化している。

令和5年中、海外における架け場等の拠点を外国当局が摘発し、日本に移送して検挙した被疑者の状況は、図表特－16のとおりである。


注：International Criminal Police Organization（国際刑事警察機構）の略



[bookmark: aafp00090]　[image: 東南アジア諸国との会議]
東南アジア諸国との会議

[bookmark: aafz00160]　図表特-16　令和5年における海外拠点に関する特殊詐欺事件被疑者の検挙状況
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MEMO　組織的な詐欺に対する各国との連携強化の推進

令和5年12月8日から同月10日にかけて、茨城県水戸市で開催されたG7内務・安全担当大臣会合（注）では、「国境を越える組織犯罪」と題するセッションが行われた。

本セッションでの活発な議論を通じ、国境を越える組織的詐欺がG7各国にとって共通の課題であり、各国が結束して闘っていくとの認識で一致し、「国境を越える組織的詐欺との闘いにおける協力強化に関するG7宣言」を含むG7茨城水戸内務・安全担当大臣コミュニケを採択した。

また、令和6年3月、ロンドンにおいて開催された国際詐欺サミットに警察庁次長が出席し、G7諸国を含む各国の関係機関やICPO、国連薬物・犯罪事務所（UNODC）等の国際機関等と組織的詐欺への連携強化等について協議を行った。同サミットにおいては、国際的に協働して詐欺に対処していくことを確認する成果文書が採択された。


注：G7茨城水戸内務・安全担当大臣会合の開催については、32頁参照（トピックスIV）



[bookmark: aafp00100]　[image: G7内務・安全担当大臣会合]
G7内務・安全担当大臣会合

[bookmark: aafp00110]　[image: 英国国際詐欺サミット]
英国国際詐欺サミット








6　犯罪収益対策

匿名・流動型犯罪グループは、獲得した犯罪収益について巧妙にマネー・ローンダリングを行っている。その手口は、コインロッカーを使用した現金の受け渡し、架空・他人名義の口座を使用した送金、他人の身分証明書等を使用した盗品等の売却、暗号資産・電子マネー等の使用、犯罪グループが関与する会社での取引に仮装した出入金、外国口座の経由等、多岐にわたり、捜査機関等からの追及を回避しようとしている状況がうかがわれる。

犯罪収益が最終的に行き着く先は、中核的人物であることから、匿名・流動型犯罪グループから犯罪収益を剝奪し、その還流を防ぐため、犯罪グループの資金の流れを徹底的に追跡、分析している。

また、国家公安委員会及び警察庁においては、犯罪収益移転防止法に基づき、疑わしい取引の集約、整理及び分析を行っている。具体的には、過去に届け出られた疑わしい取引に関する情報、警察が蓄積した情報及び公刊情報等を活用し、近年多種多様な方法で資金獲得活動を繰り返す匿名・流動型犯罪グループの実態の解明を行っている。

疑わしい取引に関する情報を総合的に分析した結果については、関係する捜査機関等へ提供している。警察庁が分析結果を捜査機関等へ提供した件数は毎年増加しており、令和5年中は過去最多の2万1,730件であった。

さらに、警察では、令和4年12月に法定刑が引き上げられた組織的犯罪処罰法（犯罪収益等隠匿・収受）等を積極的に適用するなど、適正な科刑の実現を目指した取締りを推進している。

このほか、実態のない法人が詐欺等の犯罪収益の隠匿等に悪用されている実態がある。警察としては、これらの取締りを推進するとともに、関係機関と連携し、こうした行為を防止するための対策を講じることとしている。

[bookmark: aafz00170]　図表特-17　犯罪組織における資金の流れ（イメージ）
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[bookmark: aafz00180]　図表特-18　疑わしい取引の届出から疑わしい取引に関する情報が捜査機関等へ提供されるまでの流れ
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CASE

無職の男（22）は、フィリピンに犯行拠点を置き、広域的に特殊詐欺等を敢行していたグループの「受け子」、「出し子」兼現金回収・運搬役として活動し、令和4年5月、同グループによる窃盗や強盗等によって得た犯罪収益である現金約100万円を、首謀者名義の銀行口座に偽名を用いて振込送金した。令和5年5月、同男を組織的犯罪処罰法違反（犯罪収益等隠匿）で逮捕した（警視庁）。








7　被害防止のための身近な対策の普及

警察庁では、匿名・流動型犯罪グループが利用する犯行ツールへの対策の観点から、各種電話対策や名簿対策を推進しているところ、匿名・流動型犯罪グループが、手当たり次第電話や自宅訪問等を行い詐欺等を敢行する手口をとることに鑑み、例えば、次のような身近な対策の普及を促進している。

（1）高齢者の自宅電話に犯罪グループから電話がかかることを阻止するための方策

匿名・流動型犯罪グループは、その資金獲得活動として、高齢者を標的とした特殊詐欺や強盗・窃盗を行っており、これらの犯行に当たっては、犯人側が、被害者方の固定電話に架電する実態がみられる。こうした犯罪の被害を防ぐためには、犯人から被害者の固定電話への電話を遮断するための対策が重要である。

令和5年5月以降、東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社（以下「NTT」という。）では、70歳以上の契約者等の回線を対象としたナンバー・ディスプレイ（注1）及びナンバー・リクエスト（注2）の無償化や、犯罪被害を理由に番号変更を希望する場合の変更手数料の無償化等を行っている。

警察においては、巡回連絡等の警察活動を通じ、NTTが実施する取組の具体的な内容が対象世帯に確実に届くよう周知するとともに、こうしたサービスの利用に向けた支援を実施している。

このほか、留守番電話設定の普及や、自動通話録音、警告音声、迷惑電話番号からの着信拒否等の機能を有する機器の設置促進に向けた取組を推進している。


注1：電話をかけてきた相手の電話番号が、電話に出る前に電話機等のディスプレイに表示されるサービス

注2：電話番号を通知しないで電話をかけてきた相手に、電話番号を通知してかけ直すよう音声メッセージで応答するサービス



[bookmark: aafp00120]　[image: ナンバー・ディスプレイ等の無償化に関する広報啓発資料]
ナンバー・ディスプレイ等の無償化に関する広報啓発資料


MEMO　国際電話番号を悪用した特殊詐欺への対策

令和5年7月以降、国際電話番号を利用した特殊詐欺が急増した。国際電話に関しては、国際電話3社（注1）において、海外との発着信を停止するサービスを提供しており、その受付窓口である「国際電話不取扱受付センター」（注2）に無料の申込手続を行えば、固定電話・ひかり電話を対象に国際電話番号からの発着信を休止することができる。警察では、国際電話番号からの発着信が見込まれない契約者等に対して、同センターの周知及び申込みの促進に向けた取組を行うとともに、自ら手続をすることを煩雑に感じるなどのため申込みを控えている高齢者世帯等に対し、申込書及び送付用封筒の配布等、契約のために必要な支援を行っている。


注1：KDDI株式会社、NTTコミュニケーションズ株式会社及びソフトバンク株式会社

注2：https://www.kokusai-teishi.com/
[image: QRコード　国際電話不取扱受付センター]



[bookmark: aafp00130]　[image: 国際電話番号による特殊詐欺を注意喚起する広報啓発資料]
国際電話番号による特殊詐欺を注意喚起する広報啓発資料



（2）現金を自宅に保管させないようにするための対策

高齢者が自宅に保管する現金を狙った強盗・窃盗、特殊詐欺等が発生していることから、その被害を防ぐため、警察では、金融機関等とも連携し、高額の現金を自宅に保管することの危険性や、金融機関への預貯金等を活用するなどの予防対策の広報・啓発を実施している。


MEMO　国民を詐欺から守るための総合対策

政府はこれまで、特殊詐欺等への対策として、「オレオレ詐欺等対策プラン」（令和元年6月25日犯罪対策閣僚会議決定）や「SNSで実行犯を募集する手口による強盗や特殊詐欺事案に関する緊急対策プラン」（令和5年3月17日犯罪対策閣僚会議決定）に基づき、金融機関、コンビニエンスストア等と連携した被害の未然防止や、携帯電話、電話転送サービス等が犯罪に悪用されにくくするための対策を推進するなど、官民一体となった対策を講じてきた。

他方で、近年、SNSやキャッシュレス決済の普及等が進む中、新たな科学技術を悪用した詐欺の手口が急激に巧妙化・多様化している。特に、特殊詐欺のほか、SNS型投資・ロマンス詐欺やフィッシングによる被害が拡大しており、極めて憂慮すべき状況にある。

こうした情勢を踏まえ、政府では、一層強力な対策を迅速かつ的確に講じるため、上記2つのプランを発展的に解消させ、特殊詐欺、SNS型投資・ロマンス詐欺及びフィッシングを対象に、政府が総力を挙げて取り組むべき施策をまとめ、「国民を詐欺から守るための総合対策」（令和6年6月18日犯罪対策閣僚会議決定）を策定した。

これを踏まえ、警察では、各種詐欺等の被害から国民を守るため、こうした犯罪への関与が疑われる匿名・流動型犯罪グループに対する取締りや実態解明を強化するとともに、関係省庁・事業者等と連携した対策を強力に推進していくこととしている。

[bookmark: aafz00190]　図表特-19　「国民を詐欺から守るための総合対策」における主な施策
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第3節　今後の展望

匿名・流動型犯罪グループは、多様な資金獲得活動により得た収益を吸い上げている中核部分は匿名化され、実行犯はSNSでその都度募集され流動化しているなどの特徴を有する、新たな形態のものである。こうしたグループが敢行する多様な資金獲得活動には、特殊詐欺等、その被害を拡大させているものや、強盗といった国民に大きな不安を与える凶悪な犯罪も含まれていることは、第1節第2項で述べたとおりである。国民の不安を払拭するためにも、こうした犯罪の検挙と抑止が急務である。

このような情勢から、警察が今後一層取り組むべき課題として、次のものが挙げられる。

（1）　実態解明と取締りの徹底

匿名・流動型犯罪グループによる多種多様な資金獲得活動は、特殊詐欺のみならず、SNS型投資・ロマンス詐欺、強盗や風俗関係事犯、サイバー空間における犯罪にまでその裾野を広げつつあるとみられる。活動分野を拡大するこうしたグループの弱体化と壊滅のために、全国警察が収集した犯罪グループに関する情報を集約・分析し、その実態を解明するとともに、分析結果に基づく統一的な指揮の下で全国警察が一体となり、中核的人物の検挙、徹底した犯罪収益の剝奪、資金源の遮断等の取締りを実施することが必要である。これについては、第2節でも述べたように、現在、都道府県警察において、部門の垣根を越えて匿名・流動型犯罪グループの犯罪手口、資金源等の活動実態を明らかにするための実態解明、中核的人物の取締りを行うための事件検挙に取り組んでおり、成果を上げつつあるところである。

（2）新たな情報通信技術・科学技術への対応

匿名・流動型犯罪グループに対する実態解明及び取締りを困難としている要因の一つに、同グループがSNSや匿名性の高い通信手段、暗号資産を用いたマネー・ローンダリング等、情報通信技術や科学技術の進展に合わせて、新たな技術を取り込みながらその活動を巧妙化させているという点が挙げられる。

警察においては、このように社会情勢の変化に伴い変容を続ける匿名・流動型犯罪グループに対して後手に回ることのないよう、情報通信技術や科学技術に精通した人材を育成するなどし、警察の技術力を活かして対策の高度化を図っていくことが求められている。

（3）取締体制の不断の見直し

匿名・流動型犯罪グループが敢行する、特殊詐欺をはじめとした広域的な資金獲得活動に対しては、広域的かつ弾力的な警察力の運用が重要となる。これについては、第2節で述べたように、全国各地で発生した特殊詐欺事件に関して他の都道府県警察からの依頼を受けて管轄区内の捜査を行う体制として「TAIT」が整備されたところである。今後、こうした捜査体制を余すところなく活用し、都道府県警察の枠にとらわれない、強力な取締りを一層推進していく必要がある。

また、警察庁においても、令和6年4月、長官官房参事官（特殊詐欺対策及び匿名・流動型犯罪グループ対策担当）を設置し、これを司令塔として、各部門が一体となった対策を一層推進していくこととしている。

（4）関係機関・団体との連携強化

匿名・流動型犯罪グループへの対策を推進していくに当たっては、関係機関との連携も必要不可欠である。非行少年グループや不良外国人グループが匿名・流動型犯罪グループの中に含まれている可能性もある中、少年や外国人がこうしたグループに加わらないようにし、また、高齢者をはじめ国民一般が匿名・流動型犯罪グループによる犯行の被害に遭わないようにするためには、警察での取組はもちろん、関係機関・団体等が一体となって総力を挙げたアプローチを行う必要がある。これについては、政府においても、「国民を詐欺から守るための総合対策」が策定されたところであり、同対策に基づく施策を推進していく必要がある。

匿名・流動型犯罪グループは、社会のトレンドの変化、科学技術の進展に合わせ、犯罪の手口、組織の連絡手段、組織形態等を変化させながら、国民の被害を拡大させ、取締りを逃れようとしている。

警察では今後、従来の方法にとらわれることなく、組織の総力を挙げて、匿名・流動型犯罪グループに対する実態解明及び取締りを強力に推進していく。






警察活動の最前線


匿名・流動型犯罪グループの一掃に向けて




宮城県警察本部刑事部組織犯罪対策局

組織犯罪対策第一課特殊詐欺対策室特殊詐欺対策係

兼生活安全部生活安全企画課犯罪抑止対策係

鈴木　裕介

[bookmark: aafm00010]　[image: みやぎくん]




特殊詐欺の被害額は、昨年、400億円を超えました。こうした深刻な被害の背後には、実行犯として犯罪に加担した者のみならず、SNS等を介して募集した若年者等を実行犯として使い捨てる、指示役の存在があります。

匿名・流動型犯罪グループといわれる集団は、匿名性の高いスキームによって実行犯等の人的資源を確保し、離合集散を繰り返しながら特殊詐欺等を敢行しており、その取締りは一層困難の度を増しています。

宮城県警察では、こうした匿名・流動型犯罪グループによる特殊詐欺等の抑止及び取締りを目的に、生活安全部門や刑事部門等の各部門の人員が結集したプロジェクトチームを発足させており、私も、その一員として対策の強化に当たっています。

SNS等において犯罪の実行犯を募集する投稿は雨後の筍そのもので、罠とも知らず「高額報酬」という欺瞞に釣られてしまう者が少なくありません。プロジェクトチームでは、SNS等に犯罪の実行犯を募集する投稿をしたグループのメンバーについて、職業安定法違反で検挙するとともに、当該募集に応募した実行犯による詐欺等の共犯としても検挙することで、犯罪の実行犯を募集する投稿に関する取締りを強化しています。

匿名・流動型犯罪グループの存在が社会に影を落とす中、有効な対策を講じ、これを一掃することが私たちの使命であり、誇りだと感じています。

[bookmark: aafp00140]　[image: 宮城県警察本部刑事部組織犯罪対策局 組織犯罪対策第一課特殊詐欺対策室特殊詐欺対策係 兼生活安全部生活安全企画課犯罪抑止対策係　鈴木　裕介]




金融機関と連携して「出し子」被疑者を検挙




前　広島県警察本部刑事部組織犯罪対策第一課（現　広島県広島東警察署次長）

志田原　康江

[bookmark: aafm00020]　[image: メイプル君]




特殊詐欺グループは、県内にとどまらず全国各地で多くの高齢者から多額の現金を奪い、拠点を海外にまで広げて捜査をかく乱させています。

組織犯罪対策第一課の特殊詐欺事件捜査室では、金融機関と「検挙」に向けた連携を強力に推進して、受け子・出し子を「逃がさず検挙」することをミッションに掲げています。

これまでも、金融機関には、携帯電話を使用しながらのATMでの払出しや高額の払出しをする利用者への声掛け等、抑止面で協力をいただいていますが、依然として被害に歯止めがかからない状況にありました。

このため、金融機関が有する情報を警察に対して迅速に提供していただくなど、「検挙」の観点でも連携を強化することにしたのです。この結果、実際に被疑者を短時間で検挙した事例もあるほか、所要の捜査によって、被害金を被害者に返還して被害を回復できる期待も高まります。

金融機関にとっても預金者の財産を守ることにつながるので、預金者と金融機関の利益を守り、被疑者の検挙という警察の目的も達成できるトリプルウィンの連携です。

今後も特殊詐欺を根絶するため、被疑者の徹底検挙、犯罪組織の壊滅を目指して特殊詐欺対策に取り組んでいきます。

[bookmark: aafp00150]　[image: 前　広島県警察本部刑事部組織犯罪対策第一課（現　広島県広島東警察署次長）　志田原　康江]



注：掲載されているキャラクターは、都道府県警察のマスコットキャラクターです。






トピックスI　銃砲による凶悪事件を踏まえた規制の強化と警察の取組

銃砲を悪用した凶悪事件が相次いで発生したことを踏まえ、令和6年6月、第213回国会において、銃砲等の発射及び所持に関する罰則を強化することなどを内容とする銃刀法の一部を改正する法律が成立した（注）。警察では、当該改正後の銃刀法（以下「改正銃刀法」という。）を厳正に運用し、銃砲による事件の未然防止に努めることとしている。


注：罰則の強化に関する規定については、令和6年7月に施行された。その他の規定については、令和7年3月までに施行することとされている。



（1）自作の銃砲を含む銃砲による危害防止対策

令和4年7月に奈良県奈良市内で発生した安倍晋三元内閣総理大臣に対する銃撃事件では、自作の銃砲が犯行に使用された。インターネットを利用して銃砲の製造に関する情報を容易に入手し、自ら製造することができるようになっており、自作の銃砲の悪用が治安上の課題となっている。これに対し、警察では、インターネット上に流通する情報の収集を強化し、銃砲等の製造行為の取締りを推進するとともに、インターネット・ホットラインセンター（IHC）（注1）で取り扱う情報の範囲に、爆発物・銃砲等の製造に関する情報等を追加し、サイト管理者への削除依頼を行うなど、自作の銃砲を含む銃砲による危害防止対策を推進している。

改正銃刀法において、銃砲等の発射及び所持に関する罰則の強化等が行われ、銃砲等の所持のあおり又は唆しに関する罰則が整備されるなどしたことから、今後、警察では、インターネット上に拳銃の不法所持をあおる投稿をするなどの行為の取締り等を通じ、自作の銃砲を含む銃砲による危害の防止を一層強化することとしている。

[bookmark: aatz00010]　図表I-1　銃刀法の一部を改正する法律の概要（自作の銃砲を含む銃砲による危害防止対策に関する部分）
[image: 図表I-1　銃刀法の一部を改正する法律の概要（自作の銃砲を含む銃砲による危害防止対策に関する部分）]


注1：117頁参照（第3章）

注2：猟銃その他装薬銃砲、空気銃及び電磁石銃並びにクロスボウ



[bookmark: aatp00010]　[image: 電磁石銃の一例]
電磁石銃の一例


CASE

無職の男（29）は、令和4年10月、札幌市内の自宅で自作の砲、黒色火薬及びHMTD（注）を所持した。令和5年1月までに、同男を銃刀法違反（所持）、火薬類取締法違反（所持）、爆発物取締罰則違反（所持）等で検挙した（北海道、警視庁）。


注：化学名「ヘキサメチレントリペルオキシドジアミン」の略。爆薬の一種





（2）許可猟銃の対策

銃刀法では、猟銃は、ライフル銃とそれ以外の猟銃に分類されており、ライフル銃の所持許可については、特例として、より厳格な基準が定められている。銃腔（こう）に腔旋を有する猟銃で腔旋を有する部分の割合がライフル銃に満たないいわゆるハーフライフル銃については、これまで、ライフル銃以外の猟銃に分類されていた。

令和5年5月に長野県中野市において発生した殺人事件では、被疑者が所持許可を得ていたハーフライフル銃を使用して犯行に及び、自宅に立てこもるなどしたところ、同事件を通じ、射程距離の長いハーフライフル銃が犯罪に悪用された場合の危険性が明らかになった。

そこで、改正銃刀法では、銃腔に腔旋を有する猟銃で腔旋を有する部分が銃腔の長さの5分の1以上であるものについて、ライフル銃としての所持許可の基準の特例を適用することとされ、これにより、ハーフライフル銃の所持許可の要件が厳格化された。一方、ハーフライフル銃は、獣類の駆除に利用されている実態があることから、警察では、獣類による被害の防止に支障が生じることがないようにしつつ、改正銃刀法を適切に運用することとしている。

また、警察では、銃砲等の所持許可の審査に際し、申請者と同居する親族や近隣の住民等に対して聞き取りを行うなどして、申請者が銃砲等により他人の生命、身体又は財産を害するなどのおそれがあるかなどの欠格事由の該当性を審査するための調査を行っており、こうした調査等を通じて、引き続き、不適格者の排除に努めることとしている。

[bookmark: aatp00020]　[image: ハーフライフル銃の一例（全体）]
ハーフライフル銃の一例（全体）

[bookmark: aatp00030]　[image: ハーフライフル銃の銃腔]
ハーフライフル銃の銃腔

さらに、改正銃刀法では、都道府県公安委員会は、猟銃等の所持許可を受けた者が引き続き2年以上当該猟銃等を当該所持許可に係る用途の全部又は一部に供していないと認めるときは、その所持許可を取り消し又は当該一部の用途が当該所持許可に係る用途に含まれないものに変更することができることとされた。警察では、銃刀法第13条に基づく検査等の機会に猟銃等の使用状況を厳正に確認することとしている。

[bookmark: aatp00040]　[image: 銃刀法第13条に基づく検査の様子]
銃刀法第13条に基づく検査の様子






トピックスII　良好な自転車交通秩序を実現させるための取組

（1）自転車関連交通事故の状況

令和5年（2023年）中の自転車関連交通事故件数は7万2,339件と、3年連続で増加し、全交通事故件数に占める割合は過去20年間で最高の23.5％に達した。また、自転車対歩行者事故の発生件数も近年増加傾向にあり、令和5年中は、過去20年間で最高の3,208件に達し、そのうち約4割は歩行者が優先されるべき歩道上で発生している。さらに、令和5年中に発生した自転車関連の死亡・重傷事故については、自転車側にも何らかの法令違反が認められるものが約7割を占めている。

[bookmark: aatz00020]　図表II-1　自転車関連交通事故件数の推移（平成26年（2014年）～令和5年）
[image: 図表II-1　自転車関連交通事故件数の推移（平成26年（2014年）～令和5年）]

（2）自転車の安全利用の促進に向けた警察の取組

①　自転車利用者に対する交通ルールの周知

警察では、地方公共団体、学校、自転車関係事業者等と連携し、全ての年齢層の自転車利用者に対して、自転車の安全利用に向けた交通安全教育や広報啓発を推進し、自転車の交通ルールの周知と遵守の徹底を図っている。例えば、学校において、自転車シミュレーターの活用等による参加・体験・実践型の自転車教室を開催しているほか、ウェブサイトやSNS等を積極的に活用し、自転車の交通ルール遵守の重要性について情報発信を行っている。また、道路交通法により全ての年齢層の自転車利用者に対して乗車用ヘルメット着用の努力義務が課されていることを踏まえ、交通事故時における頭部保護の重要性や乗車用ヘルメットの着用による被害軽減効果（注）についての教育・啓発を一層強化し、その着用の定着を図っている。


注：乗車用ヘルメットを着用していなかった場合の致死率（死傷者に占める死者の割合）は、乗車用ヘルメットを着用していた場合の約1.9倍となっている（令和元年から令和5年にかけての死傷者数を基に算出）。



[bookmark: aatp00050]　[image: 自転車シミュレーター]
自転車シミュレーター

②　自転車通行空間の整備

警察では、普通自転車専用通行帯（注1）を整備し、その区間において原則として駐車禁止規制を実施しているほか、道路管理者に対して自転車道（注2）の整備を働き掛けるなど、車道における自転車専用の通行空間の整備を推進している。また、普通自転車等の歩道通行を可能としている交通規制の見直し（注3）を行うなど、自転車と歩行者を適切に分離することによる安全確保を図っている。


注1：交通規制により指定された普通自転車専用の車両通行帯。普通自転車専用通行帯の整備状況を延長距離の推移で見ると、平成23年度末（257.3キロメートル）から令和3年度末（590.5キロメートル）にかけて、2倍以上に増加した（警察庁調べ）。

注2：縁石線や柵等の工作物によって分離された自転車専用の通行空間

注3：道路交通法では、自転車や特定小型原動機付自転車は車道通行が原則とされている。普通自転車や特例特定小型原動機付自転車については、道路標識等により歩道通行を可能とする交通規制を実施することができるが、歩道の有効幅員、交通実態、沿道状況等を総合的に勘案し、普通自転車等の歩道通行を可能としている交通規制の見直しを実施している。



[bookmark: aatp00060]　[image: 普通自転車専用通行帯]
普通自転車専用通行帯

③自転車利用者による交通違反に対する指導取締り

警察では、自転車指導啓発重点地区・路線（注1）を中心に、信号無視や一時不停止等の違反行為を行った自転車利用者に対し、「指導警告票」を活用した指導警告を行い、自らの違反行為の危険性や交通ルールを遵守することの重要性についての理解を促すとともに、他の交通主体に具体的な危険を生じさせるなど悪質・危険な違反行為を行った自転車利用者に対しては、検挙措置を積極的に講じている。

また、交通の危険を生じさせるおそれのある一定の違反行為を反復して行った自転車の運転者を対象として、自転車の運転による交通の危険を防止するための「自転車運転者講習」を実施しており、令和5年中は631人が受講した（注2）。


注1：自転車関連交通事故の発生状況、地域住民の苦情・要望等を踏まえ、全国1,963か所（令和6年3月末時点、警察庁調べ）を指定

注2：令和6年1月9日時点の集計値



[bookmark: aatz00030]　図表II-2　自転車利用者に対する指導取締り状況（令和5年）
[image: 図表II-2　自転車利用者に対する指導取締り状況（令和5年）]

（3）良好な自転車交通秩序の実現に向けた制度改正

警察庁では、令和5年8月から令和6年1月にかけて、最近における自転車関連交通事故や自転車の交通違反に対する指導取締りの情勢等を踏まえ、学識経験者、業界関係者等の有識者による「良好な自転車交通秩序を実現させるための方策に関する有識者検討会」を開催した。その結果、「良好な自転車交通秩序を実現させるための方策に関する報告書」が取りまとめられ、「ライフステージに応じた安全教育の充実化」や「違反者の行動改善に向けた指導取締りの推進」、「自転車が安全・安心に通行できる環境の整備」について今後の方向性が示された。自転車交通秩序をめぐるこうした情勢の下、令和6年5月、第213回国会において、道路交通法の一部を改正する法律が成立した。

主な改正内容は、次のとおりである。

①　自転車の交通違反に対する交通反則通告制度（注1）の適用

交通反則通告制度の適用がある自動車等と異なり、自転車の交通違反が検挙された際は、例外なく刑事手続の対象とされているものの、多くの場合は送致後に不起訴とされ、実態として違反者に対する責任追及が不十分であるという指摘がなされている。自転車の交通違反の検挙件数が増加する中、これらを簡易、迅速に処理することで、刑事手続に伴う手続的な負担の軽減を図るとともに、実効性のある制裁を科すため、新たに自転車（注2）を交通反則通告制度の対象とすることとされた（注3）。同制度の対象となる自転車の運転者は16歳以上の者とされたほか、自動車等と同様、信号無視や一時不停止等の比較的軽微であって現認可能・明白・定型の違反行為は、反則行為とすることとされた。

なお、酒酔い運転等の悪質・危険な違反行為については、反則行為とされず、引き続き、刑事手続の対象となる。


注1：道路交通法に違反する行為について罰則を存置しながら、車両等の運転者が行った違反のうち、比較的軽微であって、現認可能・明白・定型のものを反則行為とし、反則行為をした者（一定の者を除く。）に対しては、行政上の手続として警察本部長が定額の反則金の納付を通告し、その通告を受けた者が反則金を任意に納付したときは、その反則行為に係る事件について公訴を提起されないが、一定期間内に反則金を納付しなかったときは、本来の刑事手続が進行することを内容とする制度。これは、昭和40年（1965年）頃、自動車交通の急激な進展に伴い、道路交通法の規定に違反する事件の送致件数が急増しており、違反処理に多くの時間と労力を要する点において、国民側と国側の双方にとって負担になっていたことや、大量の違反者に対して違反内容の軽重を問わず全てに刑罰を科すことによって刑罰の感銘力の低下が懸念された状況等を踏まえて、昭和42年の道路交通法の改正により創設されたものである。

注2：自転車以外の軽車両（重被牽（けん）引車を除く。）についても新たに交通反則通告制度の対象とすることとされた。

注3：公布の日（令和6年5月24日）から2年以内に施行される。



②　自転車利用者による交通違反に対する罰則の整備

自転車乗用中の携帯電話等の使用等に起因する交通事故件数が増加傾向にあることや、自転車の運転者が酒気帯びの状態（注1）であった場合の死亡・重傷率が高い傾向にあることなどを踏まえ、都道府県公安委員会規則（注2）に設けられている自転車乗用中の携帯電話使用等の禁止規定を道路交通法に設け、これに違反した者に対する罰則を強化するとともに、自転車の酒気帯び運転等について新たに自動車等と同様の罰則を整備することとされた（注3）。


注1：身体に一定基準値以上（血液1ミリリットルにつき0.3ミリグラム又は呼気1リットルにつき0.15ミリグラム以上）のアルコールを保有する状態

注2：道路交通法の規定により、都道府県公安委員会は、道路又は交通の状況により、道路における危険を防止し、その他交通の安全を図るため必要と認める事項を運転者の遵守事項として定めることができることとされている。

注3：公布の日から6月以内に施行される。



[bookmark: aatz00040]　図表II-3　携帯電話使用等及び酒気帯び運転等に対する罰則の整備
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トピックスIII　重大サイバー事案対処に係る警察の取組

サイバー空間は、重要な社会経済活動が営まれる公共空間へと変貌を遂げ、あらゆる場面で実空間とサイバー空間の融合が進んでいる。

その一方、サイバー空間をめぐる脅威は、極めて深刻な情勢にある。中でも、重大サイバー事案（注）が一たび発生すれば、物流、医療等の人々の暮らしに不可欠な社会機能に影響が及んだり、先端技術を有する企業が情報を窃取されることなどにより国家と国民の安全が脅かされたりするおそれがあるなど、その脅威は深刻である。


注：国若しくは地方公共団体の重要な情報システムの運用や重要インフラ事業者の事業の実施に重大な支障が生じ、若しくは生ずるおそれのある事案、高度な技術的手法が用いられるなどの事案（マルウェア事案等）、又は国外に所在するサイバー攻撃者による事案



（1）サイバー特別捜査部の設置

こうした状況を踏まえ、警察におけるサイバー事案への対処能力の強化を図るため、令和4年（2022年）4月、重大サイバー事案の対処を担う国の捜査機関として、関東管区警察局にサイバー特別捜査隊が設置された。同隊は、全国警察からサイバー分野の知識や経験を豊富に持つ人材を登用するとともに、高度な資機材を整備し、国際共同捜査等を通じて、重大サイバー事案に係る捜査や実態解明を推進している。

令和6年4月には、同隊が発展的に改組され、新たに「サイバー特別捜査部」が設置されるとともに、その下に専門部署が置かれた。これにより、捜査はもとより、重大サイバー事案の対処に必要な情報の収集、整理及び総合的又は事案横断的な分析等を行う体制が強化された。

[bookmark: aatz00050]　図表III-1　関東管区警察局サイバー特別捜査部の体制
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[bookmark: aatp00070]　[image: サイバー特別捜査部ロゴマーク]
サイバー特別捜査部ロゴマーク

（2）重大サイバー事案に対処する人材の確保・育成

警察では、サイバー空間の脅威に係る様々な課題に対応するため、民間での勤務経験を有する者の中途採用や任期付き採用を推進するなど、サイバー事案について高度な知見を有する人材の確保・育成等に取り組んでいる。関東管区警察局サイバー特別捜査部においても、警察庁をはじめ全国警察から登用された多彩な経歴や資格を持つ職員たちが、日々、重大サイバー事案対処に当たっている。


MEMO　官民人事交流制度により採用した幹部警察官の活躍

サイバーセキュリティ関連企業出身の濵石佳孝警視正は、官民人事交流制度により令和5年10月に警察庁に採用され、幹部警察官として、民間企業で培った最新の知見を生かし、警察庁サイバー警察局及び関東管区警察局サイバー特別捜査部においてサイバー事案に関する情報集約・分析業務の一層の高度化に取り組んでいる。

[bookmark: aatp00080]　[image: 分析業務に従事する濵石佳孝警視正]
分析業務に従事する濵石佳孝警視正



（3）国際連携の推進

国境を越えて敢行される重大サイバー事案に対処するためには、外国捜査機関等との緊密な連携が不可欠である。

警察庁サイバー警察局では、令和4年6月から、国際共同捜査の実施等における我が国と欧州各国との橋渡し役として、サイバー事案対策に専従する連絡担当官をEUROPOL（注）に常駐させ、外国捜査機関等との連携を強化している。また、海外におけるサイバー事案の手口や技術の動向等について、平素から外国捜査機関等との情報交換を推進している。

関東管区警察局サイバー特別捜査部では、都道府県警察が初動捜査により収集した証拠について、高度な技術を用いて分析や解析を行い、その結果を外国捜査機関等と共有するなどして、国境を越えて敢行される重大サイバー事案に対し、国際共同捜査をはじめとする国際的なネットワークの下で対処している。


注：European Union Agency for Law Enforcement Cooperationを指す。欧州連合（EU）の法執行機関であるが、捜査権限はなく、加盟国間の情報交換の促進や収集した情報の分析等が主な任務である。



[bookmark: aatp00090]　[image: EUROPOL]
EUROPOL


CASE

我が国を含め世界各国の企業等に対してランサムウェア被害を与えている攻撃グループ「LockBit（ロックビット）」について、サイバー特別捜査隊と関係警察は、EUROPOL等との国際共同捜査を推進した。その結果、令和6年（2024年）2月、関係国の捜査機関が同グループの一員とみられる被疑者2名を逮捕したほか、同グループが使用するサーバ等のテイクダウン（機能停止）を実施し、流出した情報等が掲載されていたリークサイト上に、テイクダウンの実施を告げる「スプラッシュページ」を表示させた。

この事案では、LockBitにより暗号化されたデータを復号するツールを、サイバー特別捜査隊が独自開発し、国内の被害回復に活用するとともに、令和5年12月には同ツールをEUROPOLに提供した。また、令和6年2月、警察庁はEUROPOL等と連携し、世界中の企業等において被害回復が可能となるよう、同ツールについて情報発信を行い、その活用を促す旨の発表を行った（注）。


注：https://www.npa.go.jp/news/release/2024/20240214002.html
[image: QRコード　ランサムウェアによる暗号化被害データに関する復号ツールの開発について]



[bookmark: aatp00100]　[image: スプラッシュページ]
スプラッシュページ




MEMO　重大サイバー事案の捜査等を通じた実態解明の推進

重大サイバー事案への対処に当たっては、サイバー特別捜査部が、都道府県警察と共同で捜査を進めるとともに、不正プログラム等の解析の結果や犯罪捜査の過程で得た情報を総合的に分析することを通じ、攻撃者及び手口に関する実態解明を進めている。これらの情報は、被害の未然防止・拡大防止に向けた取組のほか、パブリック・アトリビューション（注1）にも活用されている。警察庁は、こうした実態解明の結果等を踏まえ、令和5年5月には、内閣サイバーセキュリティセンター（NISC（注2））と連名で、重要インフラ事業者等のウェブサイトへのDDoS攻撃に関する注意喚起を行い、令和5年9月には、米国の関係機関等と連名で、中国を背景とするサイバー攻撃グループBlackTechによるサイバー攻撃に関する注意喚起を行った。


注1：118頁参照（第3章）

注2：National center of Incident readiness and Strategy for Cybersecurityの略










トピックスIV　G7茨城水戸内務・安全担当大臣会合の開催について

国際組織犯罪、テロ、サイバー犯罪等、世界を取り巻く治安上の課題は、我が国の国民の安全・安心にも直結する我が国自身の課題でもある。これら国境を越える犯罪への対処に当たっては、国際的な協力が極めて重要である。

（1）G7茨城水戸内務・安全担当大臣会合の概要

令和5年（2023年）12月8日から同月10日までの3日間、茨城県水戸市で、G7茨城水戸内務・安全担当大臣会合が開催された。G7各国及びEUの内務・安全担当閣僚等並びにICPO（注）事務総長が一堂に会し、経済安全保障及び民主主義的価値の保護、サイバー空間の安全の確保、児童の性的搾取・虐待、ウクライナ支援、生成AI、国際組織犯罪並びにテロ・暴力的過激主義の7つの議題について意見を交わした。

例えば、経済安全保障及び民主主義的価値の保護に関しては、技術情報の窃取や偽情報の拡散といった課題への対応について議論したほか、ウクライナ支援に関しては、同国のイーホル・クリメンコ内務大臣がオンラインで参加し、ロシアによるウクライナ侵略下における同国の現状について説明した。また、生成AIに関しては、第一線の研究者も交え、生成AIのリスクや可能性について、将来予想される治安事象も含めた議論を行ったほか、国際組織犯罪に関しては、G7内務・安全担当大臣会合で初めて、特殊詐欺を議題として取り上げた。

3日間の会合の閉幕に際し、議論の結果を踏まえ、児童の性的搾取対策及び国境を越える詐欺への対策に関する附属文書を含む「G7茨城水戸内務・安全担当大臣コミュニケ」を採択し、様々な犯罪や治安上の課題と闘うG7としての意思と確固たる決意を、世界に力強く発信した。


注：18頁参照（特集）



[bookmark: aatp00110]　[image: 会合の様子]
会合の様子

[bookmark: aatp00120]　[image: オンラインで参加したウクライナのイーホル・クリメンコ内務大臣]
オンラインで参加したウクライナのイーホル・クリメンコ内務大臣

[bookmark: aatp00130]　[image: 会合の成果を発表する松村国家公安委員会委員長]
会合の成果を発表する松村国家公安委員会委員長

（2）今後の取組

警察では、G7諸国をはじめとする我が国と関わりの深い国の治安機関等との間で治安をめぐる課題について議論するなどし、国際的な捜査協力の促進や治安対策の強化に貢献していくこととしている。

[bookmark: aatz00060]　図表IV-1　成果文書の概要
[image: 図表IV-1　成果文書の概要]


MEMO　Mito16中学生安全サミット

令和5年11月、G7茨城水戸内務・安全担当大臣会合に先立ち、水戸市内の中学校16校の生徒による安全・安心な社会の実現に向けた議論が行われ、防災、SNSの利用、交通安全等がテーマとされた。会合3日目の12月10日には、SNSの利便性や危険性を踏まえたSNS利用の在り方について、各校の代表者16名から参加閣僚等に向けて英語で発表が行われ、「Mito16中学生安全サミット宣誓書」が松村国家公安委員会委員長に手交された。

[bookmark: aatp00140]　[image: 宣誓書の手交]
宣誓書の手交




MEMO　日本の魅力の発信

会合期間中には、各国の参加者が日本の文化・歴史・食・おもてなしに触れることができる様々なプログラムを用意した。食事には、茨城県産の食材を使用した我が国の伝統的な料理を提供したほか、文化プログラムとして、水戸市の有形文化財に指定されている道場で武道を体験する機会を設けるなどし、各国の参加者に対して開催地である茨城県・水戸市の魅力をアピールした。

[bookmark: aatp00150]　[image: 歓迎レセプション]
歓迎レセプション
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昼食会
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文化プログラム








トピックスV　令和6年能登半島地震への対応について

令和6年（2024年）1月1日午後4時10分、石川県能登地方を震源とするマグニチュード7.6（暫定値）の地震が発生し、石川県志賀町及び輪島市で震度7を、同県七尾市、珠洲（すず）市、穴水町及び能登町で震度6強を、それぞれ観測した。その後も余震が続き、震度5弱以上の地震が計18回（注1）発生した。また、この地震に伴い、大規模な土砂崩れや火災等が発生した。

この地震による人的被害は、死者が230人、負傷者が1,316人であり、物的被害は、全壊又は半壊した住家数が2万8,885戸、一部損壊した住家数が9万6,826戸（注2）であった。


注1：数値は、いずれも令和6年4月23日現在のもの。

注2：人的被害及び物的被害については、消防庁資料及び石川県資料による（数値は、いずれも令和6年6月4日現在のもの。死者数については、災害関連死を除く。）。



[bookmark: aatz00070]　図表V-1　令和6年能登半島地震における震度分布
[image: 図表V-1　令和6年能登半島地震における震度分布]

（1）警察の体制

警察では、石川県警察において、警察本部長を長とする災害警備本部を設置するとともに、全国から警察災害派遣隊等の警察官等を延べ約11万4,000人、警察用航空機（ヘリコプター）を延べ306機、石川県警察に派遣した。真冬の厳しい寒さ、断水や停電の長期化といった過酷な環境にあって、全国警察が一丸となり、その総合力をいかしながら、被災者の救出救助、安否不明者の捜索、被災状況についての情報収集、交通対策、応急通信対策、被災地の安全安心を確保するための活動等の災害警備活動に当たった（注）。


注：数値は、いずれも令和6年6月4日現在のもの。



（2）被災者の救出救助

全国から派遣された広域緊急援助隊（警備部隊）及び緊急災害警備隊は、石川県警察と一体となって、自衛隊、地方自治体、消防及びDMAT（注1）と連携しながら、倒壊家屋等からの救出救助活動のほか、土砂崩れ現場や広範囲で建物が焼失した地域における安否不明者の捜索活動を実施した。

発災直後は、土砂崩れ等のため、特に被害の大きかった珠洲市や輪島市への陸路での移動が困難であったことから、四輪駆動車等を活用し、通行可能な道路に関する情報収集を行うとともに、被災地への部隊展開を迅速に行った。また、自衛隊の協力を得て、広域緊急援助隊（警備部隊）の輸送を、自衛隊の大型輸送ヘリコプターで行った。

倒壊家屋等における安否不明者の捜索活動では、災害救助犬の積極的な活用により複数の被災者を発見した。また、土砂崩れ等により道路が寸断され孤立した集落においては、部隊員がヘリコプターから降下して住民の安否を確認するとともに、救助が必要な被災者をホイスト救助装置（注2）により吊り上げるなどして救出を行った。

これらの活動により、警察では、被災者114人（注3）の救出救助を行った。


注1：Disaster Medical Assistance Teamの略称。医師、看護師等で構成され、大規模災害等の現場において活動するための専門的な訓練を受けた医療チーム

注2：航空機の機外に装着した電動装置を用いて、ワイヤーで人や物を昇降させるための装備

注3：数値は、令和6年4月26日現在のもの。



[bookmark: aatp00180]　[image: 自衛隊による部隊輸送]
自衛隊による部隊輸送

[bookmark: aatp00190]　[image: 広範囲で建物が焼失した地域における捜索]
広範囲で建物が焼失した地域における捜索

[bookmark: aatp00200]　[image: 災害救助犬による捜索]
災害救助犬による捜索

[bookmark: aatp00210]　[image: ヘリコプターによる救出救助]
ヘリコプターによる救出救助


CASE

令和6年1月3日午前11時頃、神奈川県警察の広域緊急援助隊は、「倒壊した家屋に住民が取り残されている」との情報に基づき、珠洲市内において倒壊した家屋からの救出活動を開始した。現場は、木造2階建て家屋で、1階部分が押し潰されていた上、2階部分が大きく傾いており、余震が続く中で危険な状況にあったが、懸命な活動により、1階部分のわずかな隙間に閉じ込められていた80歳代男性を無事救出した。

[bookmark: aatp00220]　[image: 倒壊した家屋から救出する状況]
倒壊した家屋から救出する状況




CASE

令和6年1月12日、兵庫県警察の航空隊及び宮崎県警察の広域緊急援助隊は、道路が寸断され孤立していた輪島市内の集落において、住民から救助の要望に関する聞き取りを行った上で、このうち救助を求めた3人をホイスト救助装置によりヘリコプターに吊り上げて無事救出した。

[bookmark: aatp00230]　[image: ヘリコプターに吊り上げて救出する状況]
ヘリコプターに吊り上げて救出する状況




CASE

地震により石川県内の複数の無線中継所（注）が停電したことから、非常用発電機の活用によりその電力を確保し、被災状況の把握や被災者の救出救助等の警察活動に不可欠な情報通信を維持・確保した。

令和6年1月から同年2月にかけては、非常用発電機により電力を確保していた一部の無線中継所に至る道路が損壊等により寸断されていたことから、中部管区警察局石川県情報通信部等の職員が、非常用発電機の燃料をヘリコプターにより搬送し、警察通信施設の機能を維持するための活動を行った。


注：警察の無線通信を中継する設備等により構成される施設。広い地域にサービスを提供するため、山上等に設置されている。警察活動を支える警察情報通信については、210頁参照（第7章）



[bookmark: aatp00240]　[image: ヘリコプターによる燃料の搬送]
ヘリコプターによる燃料の搬送



（3）遺体の調査、身元確認等

犠牲者の遺体は、警察において調査、身元確認等を行った上で、遺族等への引渡しを行った。これらの遺体の調査、身元確認等に当たっては、9府県警察から1日当たり最大96人の広域緊急援助隊（刑事部隊）が石川県警察に派遣され、石川県警察と一体となって活動した。

（4）交通対策

①　交通規制・誘導等

38都道府県警察から派遣された広域緊急援助隊（交通部隊）及び特別交通部隊は、石川県警察と一体となって、道路損壊箇所に関する情報収集や、信号機が滅灯（注）した主要な交差点等での警察官による交通整理・交通誘導を実施した。

また、輪島・珠洲方面への主要な道路が被災したことを受け、災害復旧や救援物資輸送に関係する交通の円滑を図るため、令和6年1月7日から3月15日までの間、「のと里山海道」の一部の区間の通行をこれらの業務のための車両に特化する交通規制を実施したほか、輪島・珠洲方面に向かう一般車両の通行自粛に係る広報啓発活動を実施した。


注：信号機が表示されない状態



[bookmark: aatp00250]　[image: 信号機が滅灯した交差点における交通整理]
信号機が滅灯した交差点における交通整理

②　運転免許証の有効期間の延長等

令和6年能登半島地震による災害が特定非常災害（注）として指定されたことに伴い、令和6年1月1日以降に運転免許証の有効期間が満了する被災者について、有効期間を延長するなどの措置が講じられた。

このほか、石川県内の一部の警察署において、運転免許証の再交付申請の臨時窓口を設置し、本人確認書類を失った被災者等からの再交付申請を受け付けた。


注：特定非常災害の被害者の権利利益の保全等を図るための特別措置に関する法律第2条第1項に規定される特定非常災害



（5）被災地における安全・安心の確保（注1）

①　被災地の警戒・警らの強化

多くの被災者が自宅からの避難を余儀なくされたことを受け、被災地における空き巣等の犯罪の発生を抑止するとともに、被災地の安全・安心を確保するため、石川県警察は、45都道府県警察から派遣された特別自動車警ら部隊（注2）等と一体となって、1日当たり警察官最大約500人、パトカー最大約90台の体制で被災地域や避難所周辺の警戒・警らを行ったほか、活動現場における広報等の活動を強力に行った。


注1：数値は、いずれも令和6年4月末現在のもの。

注2：地域警察官を隊員とし、被災地等においてパトカーによる警戒・警らや現場広報等の活動を行う部隊



[bookmark: aatp00260]　[image: パトカーによる被災地の警戒・警ら活動]
パトカーによる被災地の警戒・警ら活動


MEMO　避難所等における防犯カメラの設置

警察では、被災地における防犯対策の一環として、犯罪の発生状況、防犯カメラの設置に関する被災者のニーズ及び設置による防犯上の効果を考慮した上で、石川県内において、避難所のほか、避難により住民の多くが不在となっている地域の街頭等に防犯カメラ1,006台を設置した。

こうした取組に対し、被災者からは、「防犯カメラが付き、ありがたい」、「防犯カメラが付いて安心している」などの声が寄せられた。

[bookmark: aatp00270]　[image: 防犯カメラの設置状況]
防犯カメラの設置状況



②　災害に便乗した悪質事犯への対策

地震の発生に便乗した悪質商法、義援金名目の詐欺等の発生が懸念されたことから、警察では、このような悪質な事犯に関して、避難所等での注意喚起や、政府広報、警察庁ウェブサイト（注）、SNS等を活用した被害防止のための広報啓発活動等を行うとともに、取締りの徹底を図っている。


注：https://www.npa.go.jp/bureau/security/biki/disaster.html



[bookmark: aatp00280]　[image: 防犯チラシによる注意喚起]
防犯チラシによる注意喚起

③避難所における相談対応等

女性警察官を中心とした特別生活安全部隊が、43都府県警察から派遣され、石川県警察と一体となって避難所を訪問し、防犯チラシを活用した被災者に対する防犯指導や、被災者への相談対応等、被災者に寄り添った活動を行った。

こうした活動に対し、被災者からは、「警察官の姿が見られるだけで安心する」、「遠くから来てくれてありがとう」などの声が寄せられた。

[bookmark: aatp00290]　[image: 女性警察官による活動状況]
女性警察官による活動状況


MEMO　被災者等に警察活動に関する情報等を届けるための取組

石川県警察をはじめ都道府県警察では、被災者等の気持ちに寄り添い、また、避難に伴う不安を解消するため、SNS等を活用し、警察による被災者の救出救助活動、被災地域における警戒・警ら活動等に関する情報や防犯に資する情報を積極的に発信するとともに、避難所への訪問を通じて被災者等に対しこうした情報の周知を図った。

さらに、警察庁では、これらの情報を被災者等に届きやすくするため、様々なメディアに対し、被災地での警察活動を撮影した映像を提供したほか、警察庁ウェブサイトやSNS上の災害情報専用のアカウント（注）において、これらの情報の発信を行った。


注：https://twitter.com/NPA_saigaiKOHO



[bookmark: aatp00300]　[image: X（旧Twitter）を活用した広報活動（被災地域への支援物資搬送の状況）]
X（旧Twitter）を活用した広報活動（被災地域への支援物資搬送の状況）

[bookmark: aatp00310]　[image: YouTubeを活用した広報活動（被災地域におけるパトロールの状況）]
YouTubeを活用した広報活動（被災地域におけるパトロールの状況）

[bookmark: aatp00320]　[image: チラシの配布による広報活動]
チラシの配布による広報活動








警察活動の最前線


国際共同捜査の「最前線」から




警察庁サイバー警察局サイバー捜査課国際捜査係

大川　豊

[bookmark: aatm00010]　[image: 警察庁ワッペン]




古くからの国際都市、オランダ・ハーグにあるEUROPOLでは、今日も、世界中の捜査員が机を並べ、様々な国際犯罪の情報共有や分析に取り組んでいます。特に、サイバー事案については、ここでの情報共有を通じた国際共同捜査の成否が捜査全体の行く末を左右すると言っても過言ではなく、正にここがサイバー捜査の「最前線」です。

私は、警察庁サイバー警察局が発足した令和4年度から、連絡要員の一人としてEUROPOLで勤務していました。ギブアンドテイクで情報が交わされる中、国際連携の実績が乏しかった日本が、いきなり国際共同捜査に参加できるほど世界は甘くはありません。当初は手探りの状態でしたが、各国のニーズを見極め、日本の強みを武器に粘り強く活動した結果、徐々にプレゼンスを発揮できるようになり、今では多くの国際共同捜査で、日本がその一翼を担っています。

例えば、ランサムウェア攻撃グループLockBitに係る国際共同捜査（注）は、EUROPOLでの情報共有からスタートしたものですが、日本は、高い技術力、とりわけ復号ツールを武器に存在感を示し、被疑者の逮捕や多くの被害回復に貢献しました。

このように、サイバー事案をめぐる日本を交えた国際連携は、着実に発展していますが、犯罪者たちもまた、変化し続けています。現状に満足せず、日本のプレゼンスを高め、世界中の仲間と共にサイバー空間の脅威に挑み続けたいと思います。


注：ランサムウェア攻撃グループLockBitに係る国際共同捜査については、31頁参照（トピックスIII）



[bookmark: aatp00330]　[image: 警察庁サイバー警察局サイバー捜査課国際捜査係　大川　豊]




国際会議の舞台裏




警察庁長官官房企画課G7ロジ係

皆川　宏平

[bookmark: aatm00020]　[image: 警察庁ワッペン]




G7茨城水戸内務・安全担当大臣会合の3日間の日程が、好天に恵まれる中、成功裏に閉幕しました。

私は、同会合の進行管理や会場の運営、スケジュールの調整等を担う「G7ロジ係」として、準備の初期段階から従事しました。

主要国の閣僚が未来をより良くするための世界的重要案件を議論する、華やかな国際会議の舞台裏では、想像をはるかに超える多くの人の支え、想（おも）い、そして苦労がありました。

警察庁が初めて単独でG7関係閣僚会合の開催事務を担うというプレッシャーの中、私たちは、各国閣僚の入国から出国まで、おもてなしの心を持ちつつ、安全で円滑に行事日程が進むよう、多くの関係者の方々と、あらゆる事態を想定した議論を、これでもかというほど細部まで尽くし、直前までとことん突き詰めました。

緊張の中迎えた本番では、運営に携わる職員全体への無線指示役を任され、錯綜するやりとりの統制や迅速な判断等の難しい局面や、時には肝を冷やす場面もあり、冷や汗の止まらない3日間でした。これらの難局を乗り切り、皆と成功を分かち合った瞬間や各国から称賛の声が届いた際の喜びは、何ものにも代え難いものとなりました。

警察がイベント等に関わる際の役割は、通常、警備対策等が主となる中、主催者側として携われたことは大変貴重な経験となりました。今回得られた知見や肌で感じた教訓を、今後のあらゆる警察活動に応用して活かせるよう、邁（まい）進したいと思います。

[bookmark: aatp00340]　[image: 警察庁長官官房企画課G7ロジ係　皆川　宏平]








第2部　本編

第1章　警察の組織と公安委員会制度

第1節　警察の組織

（1）公安委員会制度

公安委員会は、警察行政の民主的運営、政治的中立性の確保の目的で導入された合議制の行政委員会であり、国に国家公安委員会を置いて警察庁を管理し、都道府県に都道府県公安委員会を置いて都道府県警察を管理している。国家公安委員会委員長には、治安に対する内閣の行政責任の明確化を図るため、国務大臣が充てられている。

（2）国の警察組織

原則として、執行事務を一元的に担う都道府県警察に対し、国の機関である警察庁は、警察制度の企画立案のほか、国の公安に係る事案についての警察運営、警察活動の基盤である教育訓練、通信、鑑識等に関する事務、警察行政に関する調整等を行う役割を担っている（注）。警察庁長官は、国家公安委員会の管理の下、これらの警察庁の所掌事務について、都道府県警察を指揮監督している。


注：令和4年4月から、国家公安委員会の管理の下、警察庁が重大サイバー事案に係る犯罪の捜査その他の重大サイバー事案に対処するための警察の活動に関する事務をつかさどることとなり、現在、関東管区警察局に設置されたサイバー特別捜査部が執行事務を担っている。



[bookmark: aa1z00010]　図表1-1　国の警察組織（令和6年（2024年）度）
[image: 図表1-1　国の警察組織（令和6年（2024年）度）]

（3）都道府県の警察組織

令和6年4月1日現在、47の都道府県警察に、警察本部や警察学校等のほか、1,149の警察署が置かれている。

[bookmark: aa1z00020]　図表1-2　都道府県の警察組織（令和6年度）
[image: 図表1-2　都道府県の警察組織（令和6年度）]






第2節　公安委員会の活動

（1）国家公安委員会

①　組織

国家公安委員会は、国務大臣たる委員長及び5人の委員によって組織されている。委員は内閣総理大臣が両議院の同意を得て任命する。

[bookmark: aa1z00030]　図表1-3　国家公安委員会の構成（令和6年（2024年）6月1日現在）
[image: 図表1-3　国家公安委員会の構成（令和6年（2024年）6月1日現在）]

②　活動

国家公安委員会では、国家公安委員会規則の制定、警察庁長官や地方警務官（注1）の任命、監察の指示、交通安全業務計画や防災業務計画の策定等、警察法やその他の法律に基づきその権限に属させられた事務を行うほか、警察庁が担う警察制度の企画立案や予算、国の公安に関する事案、警察官の教育、警察行政に関する調整等の事務について警察運営の大綱方針を示し、警察庁を管理している。

国家公安委員会は、通常、毎週1回定例会議を開催するものとしている。また、委員相互の意見交換や警察庁からの報告の聴取、都道府県公安委員会委員との意見交換や警察活動の現場の視察を行うことなどにより、治安情勢と警察運営の把握に努めている。このような活動の状況については、ウェブサイト（注2）で紹介している。


注1：都道府県警察の警視正以上の階級にある警察官

注2：国家公安委員会ウェブサイト（https://www.npsc.go.jp/）
[image: QRコード　国家公安委員会ウェブサイト]



[bookmark: aa1p00010]　[image: 全国公安委員会連絡会議]
全国公安委員会連絡会議


CASE

令和5年10月、国家公安委員会委員長は、全国犯罪被害者支援フォーラム2023に出席し、挨拶した。

[bookmark: aa1p00020]　[image: 全国犯罪被害者支援フォーラム2023で挨拶する国家公安委員会委員長]
全国犯罪被害者支援フォーラム2023で挨拶する国家公安委員会委員長




CASE

令和5年10月、国家公安委員会委員は、愛知県を訪れ、通信指令システムの運用状況等を視察した。

[bookmark: aa1p00030]　[image: 通信指令システムの運用状況を視察する国家公安委員会委員]
通信指令システムの運用状況を視察する国家公安委員会委員




CASE

令和6年3月、国家公安委員会委員は、警視庁を訪れ、警察署庁舎内の留置施設を視察するとともに、若手留置担当官等と「困難かつ重要な業務に当たる留置担当官として心掛けていること」等について意見交換を行い、同職員を激励した。

[bookmark: aa1p00040]　[image: 若手留置担当官等との意見交換を行う国家公安委員会委員]
若手留置担当官等との意見交換を行う国家公安委員会委員



（2）都道府県公安委員会

①　組織

都道府県公安委員会及び方面公安委員会は、都、道、府及び指定県では5人、それ以外の県及び北海道の各方面では3人の非常勤の委員によって組織されており、委員は都道府県知事が都道府県議会の同意を得て任命する。ただし、道、府及び指定県の場合は、委員のうち2人の任命は当該道、府及び県が包括する指定市の市長がその市議会の同意を得て推薦した者について行う。

[bookmark: aa1z00040]　図表1-4　都道府県公安委員会委員の構成（令和5年末現在）
[image: 図表1-4　都道府県公安委員会委員の構成（令和5年末現在）]

②　活動

都道府県公安委員会は、運転免許、交通規制、犯罪被害者等給付金の裁定、古物営業等の各種営業の監督等、国民生活に関わりのある数多くの行政事務を処理するとともに、管内における事件、事故、災害の発生状況等を踏まえた警察の取組、組織や人事管理の状況等について、定例会議の場等で、警察本部長等から報告を受け、これを指導することにより、都道府県警察を管理している。

都道府県公安委員会は、通常、毎週1回定例会議を開催するほか、警察署協議会への参加、教育委員会等の関係機関との協議、警察活動の現場の視察等により、治安情勢と警察運営の把握に努めている。また、このような活動の状況について、ウェブサイトで紹介している。

[bookmark: aa1p00050]　[image: 長崎県公安委員会のウェブサイト]
長崎県公安委員会のウェブサイト


CASE

令和5年2月、岩手県公安委員会委員は、同県教育委員会と「登下校の安全について」をテーマに意見交換を行った。

[bookmark: aa1p00060]　[image: 岩手県教育委員会と意見交換を行う同県公安委員会委員]
岩手県教育委員会と意見交換を行う同県公安委員会委員




CASE

令和5年10月、北海道函館方面公安委員会委員は、同方面本部職員から鑑識資機材の活用方法について説明を受けた。

[bookmark: aa1p00070]　[image: 鑑識資機材の活用方法について説明を受ける北海道函館方面公安委員会委員]
鑑識資機材の活用方法について説明を受ける北海道函館方面公安委員会委員



（3）苦情処理及び監察の指示

警察法には苦情申出制度が設けられており、都道府県警察の職員の職務執行について苦情がある者は、都道府県公安委員会に対し文書により苦情の申出をすることができ、都道府県公安委員会は、原則として処理の結果を文書により申出者に通知している。令和5年中は、全国の都道府県公安委員会において1,438件の苦情を受理した。

また、令和4年4月から、重大サイバー事案に係る犯罪の捜査等に関する警察庁の警察官等の職務執行について苦情がある者は、国家公安委員会に対し文書により苦情の申出をすることができ、国家公安委員会は、原則として処理の結果を文書により通知することとなった。

[bookmark: aa1z00050]　図表1-5　苦情申出制度の概要
[image: 図表1-5　苦情申出制度の概要]

さらに、警察法の規定により、国家公安委員会は警察庁に対して、都道府県公安委員会は都道府県警察に対して、監察について必要があると認めるときは、具体的又は個別的な監察の指示をすることができる。

（4）公安委員会相互間の連絡

国家公安委員会と各都道府県公安委員会は、相互に独立した機関であるが、その職務の性質から、常に緊密な連携を保つため、各種の連絡会議を開催している。令和5年中は、国家公安委員会と全国の都道府県公安委員会との連絡会議を11月に開催し、「公安委員会の在り方について」をテーマに関係機関との連携等について意見交換を行った。

また、各管区及び北海道においても、管内の府県公安委員会相互、道公安委員会と方面公安委員会相互の連絡会議を開催しており、国家公安委員会委員も出席し、各道府県の治安情勢やそれぞれの取組についての報告や意見交換を行っている。

[bookmark: aa1p00080]　[image: 国家公安委員会の定例会議]
国家公安委員会の定例会議


CASE

令和5年10月、東北管区内公安委員会連絡会議が開催され、東北管区内各県の公安委員会委員、国家公安委員会委員等が出席した。同会議では、各県の公安委員会の活動事例を報告し、意見交換を行った。

[bookmark: aa1p00090]　[image: 東北管区内公安委員会連絡会議]
東北管区内公安委員会連絡会議








公安委員の声


私ならどうするか～元教員の公安委員としての視点～




山形県公安委員会委員

柴田　曜子（しばた　ようこ）




委員就任　　平成30年7月8日




私は長らく教育現場に身を置いてきたが、公安委員に就任して痛切に感じたのは組織の違いと教養の進め方の違いだ。警察はピラミッド型の組織で上下関係がはっきりしている。それに対して教育現場は鍋ぶた型で、各学校の校長・教頭の下には教員が一列に並んでいるような形だ。新任の教員もベテランの教員も、同じように授業を任され、クラスを持つことになる。警察では階級がはっきりしており、試験を受けて合格すれば昇任し、県や管区の警察学校で必要な教養を受ける。警察官になったかつての教え子が言っていたが、学生時代はあまり勉強をしなかったが、警察官になってからは階級があがる都度一生懸命勉強しているそうだ。そういう意味では警察は学び続けることが求められる組織といえる。

都道府県公安委員の役割は県警察の活動が適切に行われるよう管理することで、定例会では警察運営の基本方針やそれを踏まえた各種施策、事件・事故や災害の報告を受け、それらに対して県民の目線に立って意見を述べることが求められる。また、運転免許の行政処分では免許取消し等に係る案件を審議しているが、報告の中には、なぜこんな場所で交通事故が起こるのだろうと疑問に思うことも多い。感じるのは車を運転することが当たり前になっていて、車を運転することに慣れ過ぎ、前方を見ているようでも認識していないのではないかということだ。2018年のJAFの「信号機のない横断歩道における車の一時停止率」調査において山形県は7.6％であった。10台に1台も止まっていないことになる。停止率の高かった県にどんな対策を取っているのか問い合わせたところ、子供の頃から横断歩道で止まる車を見て、大人になって車を運転するときに、同じように止まるという良い循環が出来ているのではないかということであった。その後山形県では横断歩行者妨害に係る取締りを強化し、さらに「交通安全ありがとう運動」を展開して、停止率は昨年50％を超えた。この取組の効果として単に停止率が上がっただけでなく、走行車両のスピードが以前よりも落ちたように感じる。また、子供たちに交通安全を教える際に「右を見て、左を見て、もう一度右を見て車が来ないのを確認してから渡りましょう」と教えてきたが、これは車中心の発想だと思う。本来は「横断歩道では手を上げて、車を止めてから渡りましょう」なのではないかと思う。車が止まってくれるのを待つのではなく、主たる歩行者が車を止めるのだと、考えを改めるべきではないかと思う。車を運転していると、横断歩道近くの人が横断する意思があるのかわからなかったり、車を止めては悪いと思うのか、「行け」と手で合図したりする人も多い。子供の頃から横断の際には意思表示をするということを身に付けさせたい。

私たちは今までにない高齢化社会を迎え、かつ地方は車依存の社会になっている。高齢者の交通事故が問題になっているが、電車やバス等の移動手段のある都会と違い、地方において車の免許は大げさに言うと死活問題につながる。様々な会合で高齢者の車の運転について話題になるが、どこか他人事として話しているのが気になる。今問われているのは自分がその立場になった時にどうするかだと思う。

また、交通事故防止に関すること以外にも、犯罪を予防するための取組の強化や、重要・悪質な犯罪の検挙、情勢に即した警備諸対策等、山形県警察が推進すべき業務は山積している。

まだ数年任期があるが、常に私ならどうするかという視点で考え、これからも意見を言っていきたい。

[bookmark: aa1p00100]　[image: 山形県公安委員会委員　柴田　曜子]








第2章　生活安全の確保と犯罪捜査活動

第1節　犯罪情勢とその対策

刑法犯認知件数は、令和3年（2021年）に戦後最少を迎えたものの、それ以降、2年連続で前年比増となり、新型コロナウイルス感染症の感染拡大前である令和元年の水準に近づきつつある。また、重要犯罪（注1）の認知件数は既に令和元年を上回る数値となったほか、SNSで実行犯を募集する手口が特殊詐欺のみならず強盗等にまで拡大している。さらに、令和5年中においては、岸田首相に対する爆発物使用襲撃事件や、長野県中野市で警察官2人を含む4人が猟銃等により殺害される事案も発生した。加えて、インターネットを利用した詐欺の増加を背景として、財産犯（注2）の被害額が増加するなど、今後の動向について注視すべき状況にある。

サイバー事案については、インターネットバンキングに係る不正送金被害が過去最多となったほか、国家を背景に持つ集団によるサイバー攻撃も確認されているなど、極めて深刻な情勢が続いている。

特殊詐欺については、認知件数は3年連続、被害額は2年連続で増加したほか、架空料金請求詐欺の手口での被害が昨年比で大幅に増加するなど、深刻な情勢が続いている。また、令和5年下半期において、SNSを使用した非対面型の投資詐欺やロマンス詐欺の被害が急増している。

こうした犯罪の中には、首謀者や指示役のほか、犯行拠点が海外に所在するなどのケースもみられる（注3）。

人身安全関連事案については、ストーカー事案の相談等件数及び配偶者からの暴力事案等の相談等件数がいずれも昨年から増加したほか、児童虐待又はその疑いがあるとして警察から児童相談所に通告した児童数が過去最多に上るなど、注視すべき状況にある。

以上を踏まえれば、我が国の犯罪情勢は、厳しい状況にあると認められる。


注1：殺人、強盗、不同意性交等、不同意わいせつ、放火、略取誘拐及び人身売買

注2：強盗、恐喝、窃盗、詐欺、横領及び占有離脱物横領

注3：国外所在被疑者等に係る取組については、143頁参照（第4章）



1　刑法犯

（1）刑法犯の認知・検挙状況

刑法犯の認知・検挙状況の推移は、図表2－1のとおりである。

[bookmark: aa2z00010]　図表2-1　刑法犯の認知・検挙状況の推移（昭和26年（1951年）～令和5年）
[image: 図表2-1　刑法犯の認知・検挙状況の推移（昭和26年（1951年）～令和5年）]

（2）重要犯罪の認知・検挙状況

重要犯罪の認知・検挙状況の推移は、図表2－2のとおりである。

[bookmark: aa2z00020]　図表2-2　重要犯罪の認知・検挙状況の推移（平成26年～令和5年）
[image: 図表2-2　重要犯罪の認知・検挙状況の推移（平成26年～令和5年）]

①　殺人

殺人の認知・検挙状況の推移は、図表2－3のとおりである。

[bookmark: aa2z00030]　図表2-3　殺人の認知・検挙状況の推移（平成26年～令和5年）
[image: 図表2-3　殺人の認知・検挙状況の推移（平成26年～令和5年）]

[bookmark: aa2z00040]　図表2-4　殺人の被疑者と被害者の関係別検挙状況（令和5年）
[image: 図表2-4　殺人の被疑者と被害者の関係別検挙状況（令和5年）]

[bookmark: aa2z00050]　図表2-5　親族間の殺人の被疑者と被害者の関係別検挙状況（令和5年）
[image: 図表2-5　親族間の殺人の被疑者と被害者の関係別検挙状況（令和5年）]

②　強盗

強盗の認知・検挙状況の推移は、図表2－6のとおりである。

[bookmark: aa2z00060]　図表2-6　強盗の認知・検挙状況の推移（平成26年～令和5年）
[image: 図表2-6　強盗の認知・検挙状況の推移（平成26年～令和5年）]

[bookmark: aa2z00070]　図表2-7　強盗の手口別認知状況（令和5年）
[image: 図表2-7　強盗の手口別認知状況（令和5年）]

[bookmark: aa2z00080]　図表2-8　侵入強盗の手口別認知状況（令和5年）
[image: 図表2-8　侵入強盗の手口別認知状況（令和5年）]

③　不同意性交等・不同意わいせつ

不同意性交等の認知・検挙状況の推移は、図表2－9のとおりである。

また、不同意わいせつの認知・検挙状況の推移は、図表2－10のとおりである。

[bookmark: aa2z00090]　図表2-9　不同意性交等の認知・検挙状況の推移（平成26年～令和5年）
[image: 図表2-9　不同意性交等の認知・検挙状況の推移（平成26年～令和5年）]

[bookmark: aa2z00100]　図表2-10　不同意わいせつの認知・検挙状況の推移（平成26年～令和5年）
[image: 図表2-10　不同意わいせつの認知・検挙状況の推移（平成26年～令和5年）]

④　放火

放火の認知・検挙状況の推移は、図表2－11のとおりである。

[bookmark: aa2z00110]　図表2-11　放火の認知・検挙状況の推移（平成26年～令和5年）
[image: 図表2-11　放火の認知・検挙状況の推移（平成26年～令和5年）]

⑤　略取誘拐・人身売買

略取誘拐・人身売買の認知・検挙状況の推移は、図表2－12のとおりである。略取誘拐・人身売買の認知件数を被害者の男女別でみると、女性が被害者である割合は、令和5年は78.1％であった。

[bookmark: aa2z00120]　図表2-12　略取誘拐・人身売買の認知・検挙状況の推移（平成26年～令和5年）
[image: 図表2-12　略取誘拐・人身売買の認知・検挙状況の推移（平成26年～令和5年）]

（3）刑法犯による身体的被害の状況

刑法犯により死亡し、又は傷害を受けた者の数の推移は、図表2－13のとおりである。

[bookmark: aa2z00130]　図表2-13　刑法犯により死亡し、又は傷害を受けた者の数の推移（平成26年～令和5年）
[image: 図表2-13　刑法犯により死亡し、又は傷害を受けた者の数の推移（平成26年～令和5年）]






2　人身安全関連事案の現状と対策

（1）人身安全関連事案の現状

ストーカー事案・配偶者からの暴力事案等（注）の相談等件数及び対応状況の推移は、図表2－14から図表2－16までのとおりである。ストーカー事案の相談等件数は高水準で推移しており、また、令和5年中の配偶者からの暴力事案等の相談等件数は、配偶者暴力防止法の施行以降、最多となった。


注：平成25年6月に成立した配偶者暴力防止法の一部を改正する法律の施行に伴い、平成26年1月3日以降、生活の本拠を共にする交際（婚姻関係における共同生活に類する共同生活を営んでいないものを除く。）をする関係にある相手方からの暴力事案についても計上している。



[bookmark: aa2z00140]　図表2-14　ストーカー事案・配偶者からの暴力事案等の相談等件数の推移（平成26年～令和5年）
[image: 図表2-14　ストーカー事案・配偶者からの暴力事案等の相談等件数の推移（平成26年～令和5年）]

[bookmark: aa2z00150]　図表2-15　ストーカー事案への対応状況の推移（令和元年～令和5年）
[image: 図表2-15　ストーカー事案への対応状況の推移（令和元年～令和5年）]

[bookmark: aa2z00160]　図表2-16　配偶者からの暴力事案等への対応状況の推移（令和元年～令和5年）
[image: 図表2-16　配偶者からの暴力事案等への対応状況の推移（令和元年～令和5年）]

児童虐待事件については、令和5年中の検挙件数は2,385件、検挙人員は2,419人と、統計をとり始めた平成11年以降、過去最多となった。また、態様別検挙件数をみると、身体的虐待が全体の約8割を占めている。

さらに、児童虐待又はその疑いがあるとして警察から児童相談所に通告した児童数は年々増加しており、令和5年中は12万2,806人となった。態様別では、心理的虐待が9万761人と全体の約7割を占めている。

[bookmark: aa2z00170]　図表2-17　児童虐待事件の態様別検挙件数の推移（令和元年～令和5年）
[image: 図表2-17　児童虐待事件の態様別検挙件数の推移（令和元年～令和5年）]

[bookmark: aa2z00180]　図表2-18　警察から児童相談所に通告した児童数の推移（令和元年～令和5年）
[image: 図表2-18　警察から児童相談所に通告した児童数の推移（令和元年～令和5年）]

（2）ストーカー事案・配偶者からの暴力事案等への対策

①　迅速かつ的確な対応の徹底

ストーカー事案・配偶者からの暴力事案等は、恋愛感情のもつれ等の私的な人間関係に起因する事案であり、情報技術の進展等を背景としたコミュニケーション手段の変化や対人関係の多様化等により、被害の実態がつかみづらく、潜在化しやすい事案である一方で、加害者の被害者に対する執着心や支配意識が非常に強いものが多く、加害者が、被害者等に対して強い危害意思を有している場合には、検挙されることを顧みず大胆な犯行に及ぶこともあるなど、事態が急展開して重大事件に発展するおそれが大きいものである。

警察では、都道府県警察本部において、事案の認知の段階から対処の段階に至るまで、警察署への指導・助言・支援を一元的に行う生活安全部門と刑事部門を総合した体制を構築し、被害者等の安全の確保を最優先に、ストーカー規制法、配偶者暴力防止法等の関係法令を駆使した加害者の検挙等による加害行為の防止、被害者等の保護措置等、組織的な対応を推進している。この種の事案では、身近な者が行為者であるなどの理由から被害届の提出等をためらうことも見受けられることから、被害者に対し、事案の特徴、警察としてとり得る措置、被害者自身の選択・決断・協力の必要性等を分かりやすく説明するなど、被害者の意思決定を的確に支援するとともに、「危険性判断チェック票（注1）」を活用するなどし、被害者等からの相談への対応に万全を期している。また、緊急・一時的に被害者等を避難させる必要がある場合に、ホテル等の宿泊施設を利用するための費用を公費で負担している（注2）。さらに、ストーカー規制法に基づく禁止命令等を受けた加害者全員を対象として、電話連絡や面談による近況等の把握を通じ、その都度、加害者の再犯性や報復のおそれの有無等についてのリスク評価を行うとともに、被害者に講ずべき保護措置の見直しを行うなど、被害者の安全の確保をより確実なものとするための取組を推進している。


注1：ストーカー事案や配偶者からの暴力事案等について相談をした被害者から、被害者本人や加害者の性格、日常行動等に関する項目についてアンケート方式で聴取し、殺人等の重大事案に発展する危険性・切迫性を判断する上での参考資料とするための票

注2：106頁参照



[bookmark: aa2z00190]　図表2-19　体制の確立
[image: 図表2-19　体制の確立]

[bookmark: aa2z00200]　図表2-20　ストーカー事案・配偶者からの暴力事案等に関する手続の流れ
[image: 図表2-20　ストーカー事案・配偶者からの暴力事案等に関する手続の流れ]


CASE

令和5年6月、SNSのアカウントが乗っ取られ、プロフィール欄の内容が書き換えられたなどとの女性からの相談を受け、捜査を行った結果、同女性に好意を抱いていた男（38）が不正アクセス行為をし、複数回にわたり同女性が利用するアカウントのプロフィール欄に名誉を害する事項を記載したことが判明したことから、同年7月、同男をストーカー規制法違反等で逮捕した（山形）。



②　関係機関・団体と連携したストーカー対策

ストーカー事案に対し実効性のある対策を行うためには、社会全体での取組が必要であることから、警察庁では、平成27年3月にストーカー総合対策関係省庁会議が策定した「ストーカー総合対策」（令和4年7月改訂）、令和2年12月に閣議決定された「第5次男女共同参画基本計画」等に基づき、関係機関・団体と連携して、被害防止のための広報啓発、加害者に関する取組等を推進している。

警察においては、平成28年度から、加害者への対応方法やカウンセリング・治療の必要性について地域精神科医等から助言を受け、加害者に受診を勧めるなど、地域精神科医療機関等との連携を推進している。

③　リベンジポルノ等への対策

インターネットやスマートフォンの普及に伴い、画像情報等の不特定多数の者への拡散が容易になったことから、交際中に撮影した元交際相手の性的画像等を撮影対象者の同意なくインターネット等を通じて公表する行為（リベンジポルノ等）により、被害者が長期にわたり回復し難い精神的苦痛を受ける事案が発生している。

令和5年中の私事性的画像（注1）に関する相談等の件数（注2）は1,812件であった。このうち、被害者と加害者の関係については、交際相手（元交際相手を含む。）が48.6％、インターネット上のみの関係にある知人・友人が21.1％を占めており、また、被害者の年齢については、20歳代が40.8％、19歳以下が30.8％を占めている。さらに、私事性的画像被害防止法の適用による検挙件数は62件、脅迫、児童買春・児童ポルノ禁止法違反等の他法令による検挙は253件であった。


注1：私事性的画像被害防止法第2条第1項に定める性交又は性交類似行為に係る人の姿態等が撮影された画像をいう。

注2：私事性的画像記録又は私事性的画像記録物に関する相談のうち、私事性的画像被害防止法やその他の刑罰法令に抵触しないものを含む。



[bookmark: aa2z00210]　図表2-21　私事性的画像に係る相談等の状況（令和5年）
[image: 図表2-21　私事性的画像に係る相談等の状況（令和5年）]

警察では、このような事案について、被害者の要望を踏まえつつ、違法行為に対して厳正な取締りを行うとともに、プロバイダ等の事業者と連携し、公表された私事性的画像記録の流通・閲覧防止のための措置等の迅速な対応を講じている。また、広報啓発活動等を通じて、被害の未然防止を図っている。


CASE

令和5年7月、「インターネット上に自分の裸の画像が投稿されている」などとの女性からの相談を受け、捜査を行った結果、同女性の知人の男（36）が、同女性のものであると特定することができる性的画像をウェブサイトに投稿し、不特定多数が閲覧可能な状態にしていたことから、同年9月、同男を私事性的画像被害防止法違反（私事性的画像記録物公然陳列）等で逮捕した（徳島）。



（3）児童虐待防止対策

児童虐待は、児童が自ら助けを求めることが困難であるなどの理由により、被害が潜在化・長期化し、深刻な被害に至る可能性が高いという特徴を有している。

近年も重大な児童虐待事件が発生している状況であり、累次の児童虐待防止対策に関する関係閣僚会議決定等を踏まえ、政府一丸となって児童虐待防止対策が進められている。

①　児童の安全確保を最優先とした対応の徹底

警察では、児童虐待が疑われる事案を認知した際には、警察署長及び本部対処体制（注）に速報することとしており、本部対処体制においては警察署に対する指導・助言等の支援を行っている。

また、虐待を受けたと思われる児童については、児童相談所に対して、確実に児童虐待防止法に基づく通告を実施し、一時保護等の対応をとるよう求めているほか、児童虐待が疑われる事案については、通告に至らない場合であっても、児童相談所に対して、児童の身体の状況や保護者の対応等を客観的かつ具体的に情報提供することとしている。


注：53頁参照



②　迅速かつ的確な捜査の遂行

児童相談所への通告と並行して、事案に応じて厳正な捜査を行い、事件化する場合には、必要な捜査をできる限り速やかに行い、捜査を契機とした児童の安全確保を図っている。

③　児童の安全確保に向けた関係機関との連携の強化

ア　児童相談所との連携

警察では、児童相談所からの援助要請（注1）に基づいて、児童相談所職員による児童の安全確認、一時保護等に警察官が同行し、児童相談所と連携した児童の安全確認及び安全確保に努めている。

また、児童相談所との合同研修を実施しているほか、児童相談所を設置する自治体からの要請に応じ、児童相談所における警察OB等の配置への協力を実施している（注2）。


注1：児童虐待防止法第10条において、児童相談所長は、児童の安全確認又は一時保護を行う場合において、必要に応じて警察署長に援助を求めることができるとされている。

注2：令和5年4月1日現在、警察職員99人、警察OB254人が児童相談所へ配置されている。



イ　学校・教育委員会との連携

警察では、通告等の対応に関して保護者から威圧的な要求や暴力の行使が予想される場合等において、学校・教育委員会と連携して対応している。

ウ　要保護児童対策地域協議会を活用した関係機関との連携

警察では、自治体からの要請に基づいて、要保護児童対策地域協議会（注）に構成員として参画し、関係機関との間で児童虐待事案の情報共有等を行っている。


注：児童福祉法第25条の2において、地方公共団体は、単独で又は共同して、要保護児童の適切な保護又は要支援児童若しくは特定妊婦への適切な支援を図るため、関係機関、関係団体及び児童の福祉に関連する職務に従事する者その他の関係者により構成される要保護児童対策地域協議会を置くように努めなければならないとされている。



④　被害児童に対する配意及び支援

児童虐待が疑われる事案では、関係機関との緊密な連携の下、これらの代表者が被害児童からの聴取を行うなど、被害児童の負担軽減及びその供述の信用性の担保に配慮して対応しているほか、児童に対するカウンセリング等の支援を実施している。

⑤　警察における対応力の強化

警察では、児童虐待の早期発見等に資する教育訓練を徹底するとともに、都道府県警察本部に、児童相談所等関係機関との連携や、児童虐待事案における専門的対応に関して警察職員への指導等を行う「児童虐待対策官」を設置するなど、警察における児童虐待への対応力の強化を図るための取組を推進している。

（4）認知症に係る行方不明者への対策

令和5年中の認知症に係る行方不明者届の受理件数は1万9,039件であり、統計をとり始めた平成24年以降、増加を続けている。

警察では、認知症に係る行方不明者の特性を踏まえ、地域における認知症高齢者等の見守りネットワークの効果的な活用や、関係機関・団体等と緊密に連携した行方不明者発見活動を推進している。

[bookmark: aa2z00220]　図表2-22　認知症に係る行方不明者届受理件数の推移（令和元年～令和5年）
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3　子供の安全を守るための取組

（1）子供を犯罪から守るための取組

①　子供が被害者となる犯罪

13歳未満の子供が被害者となった刑法犯の認知件数（以下「子供の被害件数」という。）は、図表2－23のとおりである。同図表に掲げる罪種のうち、認知件数に占める子供の被害件数の割合が最も高い罪種は略取誘拐であり、令和5年中は38.8％（認知件数526件のうち204件）であった。

[bookmark: aa2z00230]　図表2-23　子供（13歳未満）の被害件数及び罪種別被害状況の推移（平成26年～令和5年）
[image: 図表2-23　子供（13歳未満）の被害件数及び罪種別被害状況の推移（平成26年～令和5年）]

②　子供の生活空間における安全対策

ア　学校や通学路の安全対策

「登下校防犯プラン」（平成30年6月登下校時の子供の安全確保に関する関係閣僚会議決定）等に基づき、警察では、子供が被害者となる犯罪を未然に防止し、子供が安心して登下校をすることができるよう、教育委員会・学校、自治体、保護者、見守りに関わる地域住民等と連携し、通学路や登下校時の集合場所等の点検を実施するとともに、こうした場所への重点的な警戒・パトロールを実施しているほか、スクールサポーター（注）を学校へ派遣している。また、防犯ボランティア団体、事業者等の多様な担い手と連携した子供の見守り活動を行うなど、学校や通学路等における子供の安全確保に係る各種の取組を推進している。

このほか、令和5年3月、埼玉県内において、刃物を持った少年が学校に侵入し、教員に対して切り付ける事件が発生したことを受け、文部科学省において、不審者の学校侵入防止対策を強化することとされたことから、警察においても、安全対策に関して、教育委員会・学校に指導・助言をするなど、学校安全の確保に向けた対策の支援等を行っている。


注：104頁参照



イ　被害防止教育の推進

警察では、子供に犯罪被害を回避する能力等を身に付けさせるため、小学校等において、学年や理解度に応じ、紙芝居、演劇、ロールプレイング方式等により、危険な事案への対応要領等について子供が考えながら参加・体験ができる防犯教室、地域安全マップ作成会等を関係機関・団体と連携して開催している。また、教職員に対しては、不審者が学校に侵入した場合の対応要領の指導等を行っている。


CASE

茨城県警察では、令和5年5月、管内の小学校と連携し、不審者が学校に侵入した場合の教職員の対応要領に関する訓練を実施したほか、登下校時に不審者から声を掛けられた場合の児童の対応に関する訓練を参加・体験型で実施する防犯教室を開催した。

[bookmark: aa2p00010]　[image: 児童に対する不審者対応訓練の状況]



ウ　情報発信活動の推進

警察では、子供が被害に遭った事案等の発生に関する情報を子供や保護者に対して迅速に提供することができるよう、警察署と教育委員会、小学校等との間で情報共有体制を整備するとともに、都道府県警察のウェブサイトや電子メール等を活用した情報発信を行うなど、地域住民に対する情報提供を実施している。

エ　ボランティアに対する支援

警察では、「子供110番の家」として、危険に遭遇した子供の一時的な保護と警察への通報等を行うボランティアに対し、ステッカーや対応マニュアル等を配布するなどの支援を行っているほか、防犯ボランティア団体が行う見守り活動に関する指導や合同パトロールを実施するなど、自主防犯活動を支援している。

③　子供女性安全対策班による活動の推進

警察では、都道府県警察本部に設置された子供女性安全対策班（JWAT（注））が、子供や女性を対象とする性犯罪等の前兆とみられる声掛け、つきまとい等の事案に関する情報収集、分析等により行為者を特定し、検挙又は指導・警告措置を講じている。検挙活動等に加え、これらの先制・予防的活動を積極的に推進していくことによって、子供や女性を被害者とする性犯罪等の未然防止に努めている。


注：Juvenile and Woman Aegis Teamの略



④　子供対象・暴力的性犯罪出所者の再犯防止措置制度の運用

警察では、16歳未満の子供を被害者とした不同意わいせつ等の暴力的性犯罪で服役して出所した者について、法務省から情報提供を受け、都道府県警察において、その所在確認を実施しているほか、必要に応じて当該出所者の同意を得て面談を行うなど、再犯防止に向けた措置を講じている。

（2）いじめ事案への対応

近年のいじめ（注）に起因する事件数及び検挙・補導状況は図表2－24のとおりであり、いずれも前年より大幅に増加した。また、令和5年中の検挙・補導人員（404人）のうち、その5割弱を中学生が占めている。

警察では、いじめ防止対策推進法の趣旨に基づき、少年相談活動やスクールサポーターの学校への訪問活動等により、いじめ事案の早期把握に努めるとともに、把握したいじめ事案の悪質性、重大性及び緊急性、いじめを受けた児童生徒（以下「被害児童等」という。）及びその保護者の意向、学校等の対応状況等を踏まえ、学校等と緊密に連携しながら、必要な対応を行っている。


注：いじめの定義は、平成25年6月に制定されたいじめ防止対策推進法第2条に定める「児童等に対して、当該児童等が在籍する学校に在籍している等当該児童等と一定の人的関係にある他の児童等が行う心理的又は物理的な影響を与える行為（インターネットを通じて行われるものを含む。）であって、当該行為の対象となった児童等が心身の苦痛を感じているもの」としている。



[bookmark: aa2z00240]　図表2-24　いじめに起因する事件数と検挙・補導状況の推移（令和元年～令和5年）
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[bookmark: aa2z00250]　図表2-25　警察によるいじめ事案への対応
[image: 図表2-25　警察によるいじめ事案への対応]

（3）少年（注1）の福祉を害する犯罪への対策と有害環境対策

警察では、福祉犯（注2）の取締り、被害少年の発見・保護、インターネット上の違法情報・有害情報の把握等をはじめ、少年を取り巻く有害環境対策を推進している。特に児童買春、児童ポルノの製造等の子供の性被害（注3）に係る対策については、令和4年5月に犯罪対策閣僚会議において策定された「子供の性被害防止プラン（児童の性的搾取等に係る対策の基本計画）2022」に基づき、関係機関・団体等と連携して以下の取組を推進している。


注1：20歳未満の者

注2：少年の心身に有害な影響を与え、少年の福祉を害する犯罪をいう。例えば、児童買春・児童ポルノ禁止法違反、児童福祉法違反（児童に淫行をさせる行為等）、労働基準法違反（年少者の危険有害業務等）等が挙げられる。

注3：児童に対する性的搾取（児童に対し、自己の性的好奇心を満たす目的又は自己若しくは第三者の利益を図る目的で、児童買春、児童ポルノの製造その他の児童に性的な被害を与える犯罪行為をすること及び児童の性に着目した形態の営業を行うことにより児童福祉法第60条に該当する行為をすること並びにこれらに類する行為をすることをいう。）及びその助長行為（児童買春の周旋、児童買春等目的の人身売買、児童の性に着目した形態の営業のための場所の提供、児童ポルノの提供を目的としたウェブサイトの開設等をいう。）



①　少年の福祉を害する犯罪への対策

福祉犯の被害少年数及び検挙件数は図表2－26のとおりであり、いずれも令和5年中は前年より減少した。

[bookmark: aa2z00260]　図表2-26　福祉犯の検挙件数等の推移（令和元年～令和5年）
[image: 図表2-26　福祉犯の検挙件数等の推移（令和元年～令和5年）]

被害少年を早期に発見・保護するとともに、新たな被害を発生させないため、警察では、積極的な取締り等を推進している。また、国民からの情報提供、インターネット・ホットラインセンター（IHC）（注）からの通報、街頭補導活動、サイバーパトロール等による端緒情報の把握に努めるとともに、情報の分析、積極的な取締り等を推進している。


注：117頁参照（第3章）



ア　児童ポルノ

令和5年中の児童ポルノ事犯の検挙件数、検挙人員及び被害児童数（注）は図表2－27のとおりである。被害態様別でみると、児童が自らを撮影した画像に伴う被害が約4割を占めた。

警察では、このような情勢を踏まえ、関係機関・団体と緊密な連携を図りながら、低年齢児童を狙ったグループや児童ポルノ販売グループによる悪質な事犯等に対する取締りの強化、国内サイト管理者等に対する児童ポルノ画像の削除依頼、被害児童に対する支援等を推進している。


注：児童ポルノ事犯の検挙を通じて、新たに特定された被害児童数



[bookmark: aa2z00270]　図表2-27　児童ポルノ事犯の検挙状況等の推移（令和元年～令和5年）
[image: 図表2-27　児童ポルノ事犯の検挙状況等の推移（令和元年～令和5年）]

イ　SNSに起因する事犯

SNSは、匿名で不特定多数の者に瞬時に連絡を取ることができる特性から、児童買春等の違法行為の「場」となっている状況がうかがえる。また、令和5年中、SNSに起因して犯罪被害に遭った児童の数は、1,665人と前年からは減少したものの、依然として高い水準で推移している。フィルタリング（注）の利用の有無が判明した被害児童のうち約9割が被害時にフィルタリングを利用していなかった。

このような状況を踏まえ、警察では、関係機関・団体等と連携し、保護者に対する啓発活動、児童に対する情報モラル教育、スマートフォンを中心としたフィルタリングの普及促進等の取組を推進している。

また、SNS事業者に対し検挙事例等に関する情報を提供するなど、事業者による自発的な被害防止対策の実施を促進している。


注：インターネット上のウェブサイト等を一定の基準に基づき選別し、青少年に有害な情報を閲覧できなくするプログラムやサービス



[bookmark: aa2p00020]　[image: 広報啓発用リーフレット]
広報啓発用リーフレット

[bookmark: aa2z00280]　図表2-28　SNSに起因する事犯の被害児童数の推移（平成26年～令和5年）
[image: 図表2-28　SNSに起因する事犯の被害児童数の推移（平成26年～令和5年）]


CASE

無職の男（20）は、令和5年8月、SNSで知り合った女子児童（13）に対し裸の画像を送信させ、その後「貰った画像全部晒すわ」などと脅迫した上、更に性的な部位を露出した映像を送信することを要求した。同年9月、同男を16歳未満の者に対する映像送信要求罪及び強要未遂罪で逮捕した（山梨）。




CASE

看護師の男（32）は、令和5年3月、駐車中の自動車内において、オンラインゲームで知り合った男子児童（13）に対し、ゲーム用機器を供与して、性交類似行為をした。同年5月、同男を児童買春・児童ポルノ禁止法違反（児童買春）で逮捕した（兵庫）。




MEMO　「こども・若者の性被害防止のための緊急対策パッケージ」を踏まえた被害少年保護のための取締りの強化

警察では、時代とともに福祉犯に係る被害の形態等が変遷していることを踏まえ、街頭補導、少年相談、行方不明者発見活動等を通じて、潜在的な福祉犯被害者を発見する取組を推進している。

また、政府では、弱い立場に置かれた子供や若者が性犯罪・性暴力の被害に遭う事案が後を絶たない現状等を踏まえ、令和5年7月26日、「性犯罪・性暴力対策強化のための関係府省会議」・「こどもの性的搾取等に係る対策に関する関係府省連絡会議」合同会議において、「こども・若者の性被害防止のための緊急対策パッケージ」が決定され、関係府省において、緊急対策を速やかに実施することとされた。同緊急対策パッケージには、警察が取り組むべき施策として、加害者に対する恋愛感情に付け込んだ事案や、親族関係、雇用関係、師弟関係等を背景とした加害者の被害者に対する強い影響力を利用した事犯等について、全国で取締りを強化し、その早期発見と被疑者の迅速な検挙に努め、被害に遭った子供の保護を図ることなどが盛り込まれ、都道府県警察では、同緊急対策パッケージが決定された趣旨及びその内容を踏まえ、警察内各部門間の連携に加えて、関係機関・団体等とも連携しつつ、被害少年の保護のための取締りを強化している。



②　少年を取り巻く有害環境への対策

近年、繁華街等において、JKビジネス等の少年に有害な影響を与える悪質な営業が行われており、こうした営業に巻き込まれた少年が児童買春等の犯罪被害に遭うことが懸念されることから、警察では、各地域の実態の把握に努めるとともに、これらの営業において稼働している児童等に対する補導、立ち直り支援等の取組を推進している。

また、少年にとって有害な商品等を取り扱う店等に対して、少年の健全育成のための自主的措置が促進されるよう指導・要請を行うなど、有害環境対策を推進している。

警察では、時代とともに有害環境が変遷していることを踏まえ、現状に応じた対策を推進することとしている。

[bookmark: aa2p00030]　[image: JKビジネスの営業所への立入調査]
JKビジネスの営業所への立入調査

（4）少年の犯罪被害への対応

警察では、犯罪の被害に遭った少年に対し、警察本部に設置された少年サポートセンター等に所属する少年補導職員（注）を中心として、カウンセリング等の継続的な支援を行うとともに、大学の研究者、精神科医、臨床心理士等の専門家に被害少年カウンセリングアドバイザーを委嘱し、支援を担当する職員が専門的な助言を受けることができるようにしている。


注：特に専門的な知識及び技能を必要とする活動を行わせるため、その活動に必要な知識と技能を有する警察職員（警察官を除く。）のうちから警視総監又は道府県警察本部長が命じた者で、少年の非行防止や立ち直り支援等の活動において、重要な役割を果たしている。令和6年4月1日現在、全国に820人の少年補導職員が配置されている。



[bookmark: aa2z00290]　図表2-29　被害少年の支援
[image: 図表2-29　被害少年の支援]






4　国民の財産を狙う事犯への対策

（1）財産犯の被害額の罪種別状況

財産犯の被害額の推移は、図表2－30のとおりである。

令和5年の財産犯の被害額の罪種別状況は、図表2－31のとおりである。

[bookmark: aa2z00300]　図表2-30　財産犯の被害額の推移（平成26年～令和5年）
[image: 図表2-30　財産犯の被害額の推移（平成26年～令和5年）]

[bookmark: aa2z00310]　図表2-31　財産犯の被害額の罪種別状況（令和5年）
[image: 図表2-31　財産犯の被害額の罪種別状況（令和5年）]

（2）特殊詐欺等への対策

①　特殊詐欺等の情勢

特殊詐欺の認知・検挙状況の推移は、図表2－32のとおりである。

令和5年中の特殊詐欺（注）の認知件数は3年連続、被害額は2年連続で増加し、高齢者を中心に多額の被害が生じており、依然として高い水準にある。


注：被害者に電話をかけるなどして対面することなく信頼させ、指定した預貯金口座への振込みその他の方法により、不特定多数の者から現金等をだまし取る犯罪（現金等を脅し取る恐喝及びキャッシュカード詐欺盗を含む。）の総称



[bookmark: aa2z00320]　図表2-32　特殊詐欺の認知・検挙状況の推移（平成26年～令和5年）
[image: 図表2-32　特殊詐欺の認知・検挙状況の推移（平成26年～令和5年）]

また、令和5年下半期において、SNSを使用した非対面型の投資詐欺やロマンス詐欺の被害が急増し、同年中の被害額は、特殊詐欺の被害額を上回る約455億円に上るなど、極めて憂慮すべき状況にある（注）。


注：5頁参照（特集）



②　「国民を詐欺から守るための総合対策」等に基づく対策の推進

令和6年6月に開催された犯罪対策閣僚会議において、詐欺手口の変化に応じ、官民一体となって推進する総合対策として「国民を詐欺から守るための総合対策」（注）が決定され、特殊詐欺やSNS型投資・ロマンス詐欺等の犯罪から国民を守るための対策を推進することとされた。同対策に基づき、警察では、金融機関やコンビニエンスストア等と連携した各種被害防止対策、特殊詐欺に悪用される電話への対策等の犯行ツール対策及び効果的な取締り等を推進している。また、高い発信力を有する著名な方々で構成される「ストップ・オレオレ詐欺47～家族の絆作戦～」プロジェクトチーム（略称：SOS47）では、特殊詐欺等の被害に遭いやすい高齢者への働き掛けのみならず、社会全体における特殊詐欺等の被害防止対策の一層の浸透を目指し、デジタル空間も含めた多種多様な媒体を活用するなどして、被害防止に向けたメッセージを継続的に発信している。


注：21頁参照（特集）



[bookmark: aa2p00040]　[image: 令和5年SOS47広報啓発ポスター]
令和5年SOS47広報啓発ポスター

[bookmark: aa2p00050]　[image: 令和6年SOS47広報啓発バナー]
令和6年SOS47広報啓発バナー


MEMO　AI画像分析を活用した特殊詐欺被害防止対策

金融機関等では、特殊詐欺の被害防止のため、犯人側からの指示を携帯電話で受けながら現金自動預払機（ATM）を操作する利用者を人工知能（AI）で検知し、特殊詐欺の被害者であることが疑われる利用者に対し、警告表示や警告音による注意喚起を速やかに行うシステムを導入している。警察庁では、注意喚起を呼び掛ける動画を提供するなど、金融機関等によるこうした取組に実証実験の段階から協力している。



（3）侵入窃盗対策

侵入窃盗の認知・検挙状況の推移は、図表2－33のとおりである。侵入窃盗の認知件数は、ピーク時である平成14年（33万8,294件）以降減少傾向にあったが、令和5年中は4万4,228件と、前年より増加した。警察庁、経済産業省、国土交通省及び建物部品関連の民間団体から構成される「防犯性能の高い建物部品の開発・普及に関する官民合同会議」では、平成16年4月から、侵入までに5分以上の時間を要するなど一定の防犯性能があると評価した建物部品（CP部品）を掲載した「防犯性能の高い建物部品目録」をウェブサイトで公表するなどして、CP部品の普及に努めており、目録には令和6年3月末現在で17種類3,473品目が掲載されている。また、警察庁のウェブサイトに「住まいる防犯110番」（注）を開設し、侵入犯罪対策の広報啓発を推進している。


注：https://www.npa.go.jp/safetylife/seianki26/top.html
[image: QRコード　住まいる防犯110番]



[bookmark: aa2p00060]　[image: CPマーク　CP部品だけが表示できる共通標章でCrime Prevention（防犯）の頭文字を図案化したもの]
CPマーク　CP部品だけが表示できる共通標章でCrime Prevention（防犯）の頭文字を図案化したもの

[bookmark: aa2z00330]　図表2-33　侵入窃盗の認知・検挙状況の推移（平成26年～令和5年）
[image: 図表2-33　侵入窃盗の認知・検挙状況の推移（平成26年～令和5年）]

（4）侵入強盗対策

侵入強盗の認知・検挙状況の推移は、図表2－34のとおりである。侵入強盗の認知件数は、ピーク時である平成15年（2,865件）以降減少傾向にあったが、令和5年中は414件と、前年より増加した。

警察では、コンビニエンスストアや金融機関等を対象とした強盗対策として、防犯体制、現金管理の方法、店舗等の構造、防犯設備等について基準を定め、警察官の巡回や機会を捉えた防犯訓練等を実施している。

[bookmark: aa2z00340]　図表2-34　侵入強盗の認知・検挙状況の推移（平成26年～令和5年）
[image: 図表2-34　侵入強盗の認知・検挙状況の推移（平成26年～令和5年）]

（5）自動車盗対策

自動車盗の認知・検挙状況の推移は、図表2－35のとおりである。

警察庁、財務省、経済産業省、国土交通省及び民間19団体から構成される「自動車盗難等の防止に関する官民合同プロジェクトチーム」では、「自動車盗難等防止行動計画」（平成14年1月策定、令和4年12月改定）に基づき、イモビライザ（注）等の盗難防止装置やナンバープレート盗難防止ネジ等の普及促進、自動車の使用者に対する防犯指導、広報啓発等を推進している。

こうした取組等の結果、ピーク時である平成15年（6万4,223件）以降、自動車盗の認知件数はおおむね減少傾向にあったが、令和5年中は5,762件と、令和3年から2年連続で増加した。


注：エンジンキーに埋め込まれた送信機から発するIDコードと、車両本体の電子制御装置にあらかじめ登録されたIDコードが一致しなければ、エンジンが始動しない電子式盗難防止装置



[bookmark: aa2z00350]　図表2-35　自動車盗の認知・検挙状況の推移（平成26年～令和5年）
[image: 図表2-35　自動車盗の認知・検挙状況の推移（平成26年～令和5年）]

（6）自転車盗対策

自転車盗の認知・検挙状況の推移は、図表2－36のとおりである。

警察庁の要請を踏まえ、平成12年以降、業界団体において、不正開錠に強い錠の普及が促進されたことなどから、ピーク時である平成13年（52万1,801件）以降、自転車盗の認知件数はおおむね減少傾向にあったが、令和5年中は16万4,180件と、令和3年から2年連続で増加した。

警察では、引き続き関係機関・団体等と連携し、自転車の利用者に対して施錠の励行や防犯登録の呼び掛けを行うなど、自転車の盗難防止及び被害回復に向けた取組を推進している。

[bookmark: aa2z00360]　図表2-36　自転車盗の認知・検挙状況の推移（平成26年～令和5年）
[image: 図表2-36　自転車盗の認知・検挙状況の推移（平成26年～令和5年）]

（7）万引き対策

万引きの認知・検挙状況の推移は、図表2－37のとおりである。万引きの認知件数は平成22年以降減少傾向にあったが、令和5年中は9万3,168件と、前年より増加し、刑法犯認知件数に占める万引きの認知件数の割合は13.2％と高い水準にある。また、万引きの検挙人員全体に占める65歳以上の高齢者の割合は高い水準にあり、令和5年中は40.9％であった。

近年、一部の外国人が窃盗グループを形成し、海外にいる首謀者からの指示により、国内にいる実行役が化粧品や医薬品、衣料品等を大量に万引きするとともに、万引きした商品を海外で転売するために、盗品回収役の業者が当該商品を輸出するといった組織的犯行に及んでいる例も見受けられる。

警察では、万引きを許さない社会気運の醸成や規範意識の向上を図るため、関係機関・団体等と連携した広報啓発を行うなど、社会を挙げた万引き防止に向けた取組を推進している。

[bookmark: aa2z00370]　図表2-37　万引きの認知・検挙状況の推移（平成26年～令和5年）
[image: 図表2-37　万引きの認知・検挙状況の推移（平成26年～令和5年）]

（8）ひったくり対策

ひったくりの認知・検挙状況の推移は、図表2－38のとおりである。ひったくりの認知件数は、ピーク時である平成14年（5万2,919件）以降、おおむね減少傾向にあり、同年から令和5年にかけて5万2,368件（99.0％）減少した。一方、ピーク時の平成14年中にひったくりの検挙人員全体の69.3％を占めていた14歳から19歳までの検挙人員は大きく減少している（ひったくりの検挙人員全体の減少数への寄与率（注1）は、71.5％）。これらの要因を一概に断定することは困難であるが、街頭防犯カメラの設置や街頭防犯活動等、官民一体となった取組が効果を上げていることや、少年の人口が減少していることなどが考えられる。

一方で、身近な場所で発生する犯罪であるひったくりは、依然として国民に不安を与えている（注2）ことから、警察では、ひったくり事件の発生状況や手口を分析して、ひったくりの被害防止に効果のあるかばんの携行方法や通行方法等について広報啓発を行っているほか、関係機関・団体等と協力し、自転車用のひったくり防止カバー等の普及を促進するなどしている。


注1：データ全体の変化を100とした場合に、構成要素となるデータの変化の割合を示す指標

注2：内閣府が令和3年に実施した「治安に関する世論調査」（https://survey.gov-online.go.jp/hutai/r03/r03-chian/r03-chian.pdf）によれば、「あなたが、自分や身近な人が被害に遭うかもしれないと不安になる犯罪は何ですか」との問い（複数回答）に対して、「すり、ひったくりなどの携行品を盗む犯罪」と答えた者は24.4％であり、ひったくりに不安を覚えている国民が少なくないことが分かる。
[image: QRコード　治安に関する世論調査]



[bookmark: aa2z00380]　図表2-38　ひったくりの認知・検挙状況の推移（平成26年～令和5年）
[image: 図表2-38　ひったくりの認知・検挙状況の推移（平成26年～令和5年）]

（9）金属盗（注1）対策

金属盗の認知・検挙状況の推移は、図表2－39のとおりである。

金属盗の認知件数は、統計をとり始めた令和2年以降増加傾向にあり、令和5年中は1万6,276件であった。

近年、外国人グループ等により太陽光発電施設内の銅線が大量に窃取されるなど、組織的な金属盗等が敢行され、治安上の課題となっている。警察では、この種事犯に対し実効的な対策を講じるため、関係機関・団体と連携して、事業者等に対し、防犯情報を提供するとともに、警察庁にワーキンググループを設置し、部門横断的な検討を行っている（注2）。


注1：被害品が金属類（銅板、銅線、溝蓋・マンホール等）に係る窃盗

注2：組織的窃盗・盗品流通事犯については、6頁参照（特集）



[bookmark: aa2z00390]　図表2-39　金属盗の認知・検挙状況の推移（令和2年～令和5年）
[image: 図表2-39　金属盗の認知・検挙状況の推移（令和2年～令和5年）]

（10）悪質商法事犯対策

①　利殖勧誘事犯（注1）

利殖勧誘事犯の検挙状況の推移は、図表2－40のとおりである。令和5年中は、集団投資スキーム（ファンド）に関連した事犯（注2）の検挙が目立った。

利殖勧誘事犯では、被害者が被害に遭ってから気付くまでに時間を要する場合が多いことから、警察では、同事犯の被害拡大防止のため、早期の事件化を図るとともに、犯罪に利用された預貯金口座の金融機関への情報提供等を推進しており、令和5年中は同事犯に関する情報提供を516件実施した。


注1：出資法、金融商品取引法、無限連鎖講の防止に関する法律等の違反に係る事犯。捜査の結果、詐欺に当たるものも含まれる。

注2：出資者から集めた資金を有価証券や事業への投資等で運用し、生じる利益を配分する仕組みを商材とする事犯



[bookmark: aa2z00400]　図表2-40　利殖勧誘事犯の検挙状況の推移（平成26年～令和5年）
[image: 図表2-40　利殖勧誘事犯の検挙状況の推移（平成26年～令和5年）]

[bookmark: aa2z00410]　図表2-41　利殖勧誘事犯の類型別検挙状況（令和5年）
[image: 図表2-41　利殖勧誘事犯の類型別検挙状況（令和5年）]


CASE

会社役員の男（38）らは、海外資産運用会社の運用事業に対する出資名目で金銭をだまし取ろうと考え、平成28年3月頃から令和4年1月頃にかけて、SNS等を通じて知り合った若者らに対し、約定どおりの配当及び返金を可能とする出資金の運用の実態はないにもかかわらず、「お客さんが出資したお金は、海外法人がヘッジファンドで運用する」、「毎月の配当として出資額の4パーセントを支払う」、「1年契約で、途中解約の場合は7割返金になるが、契約更新月に解約をすると100パーセント元本をお返しする」などとうそを言い、46都道府県の約3,400人から約200億4,400万円をだまし取るなどした。令和5年4月までに、同男ら1法人8人を金融商品取引法違反（無登録営業）で、同男ら8人を詐欺罪で、同男及び1法人を組織的犯罪処罰法違反（犯罪収益等隠匿）で検挙した（警視庁）。



②　特定商取引等事犯（注）

特定商取引等事犯の検挙状況の推移は、図表2－42のとおりである。令和5年中の検挙事件を類型別にみると、訪問販売に関連した事犯の検挙が目立った。

特定商取引等事犯では、被害者が被害に遭っていることに気付いたとしても、被害者自身で解決しようとして届出までに時間を要する場合もみられることから、警察では、ウェブサイト等を通じて警察や関係機関への早期の相談を呼び掛けている。


注：訪問販売、電話勧誘販売等で事実と異なることを告げるなどして商品の販売や役務の提供を行う悪質商法。具体的には、訪問販売等の特定商取引を規制する特定商取引法違反及び特定商取引に関連する詐欺、恐喝等に係る事犯



[bookmark: aa2z00420]　図表2-42　特定商取引等事犯の検挙状況の推移（平成26年～令和5年）
[image: 図表2-42　特定商取引等事犯の検挙状況の推移（平成26年～令和5年）]

[bookmark: aa2z00430]　図表2-43　特定商取引等事犯の類型別検挙状況（令和5年）
[image: 図表2-43　特定商取引等事犯の類型別検挙状況（令和5年）]


CASE

会社役員の男（33）らは、令和4年4月から令和5年8月にかけて、インターネット上で利用者が検索したキーワードに連動して表示される、いわゆるリスティング広告を見て自動車のバッテリー交換等を依頼してきた顧客に対し、役務提供契約の締結について勧誘をするに際し、「既に現場に来ているので、修理を断られても出張費等は払ってもらう」などと主張して高額な作業代金を請求した上、契約解除に関する事項につき、故意に事実を告げず、更に契約解除に関する事項が記載されていない書面を交付し、12都府県の約2,500人との間で約4億円の売買契約を締結した。令和5年10月までに、同男ら1法人6人を特定商取引法違反（事実の不告知等）で検挙した（愛知）。



（11）通貨偽造犯罪対策

①　発見状況

偽造日本銀行券の発見枚数（注）の推移は図表2－44のとおりである。


注：届出等により警察が押収した枚数



[bookmark: aa2z00440]　図表2-44　偽造日本銀行券の発見枚数の推移（平成26年～令和5年）
[image: 図表2-44　偽造日本銀行券の発見枚数の推移（平成26年～令和5年）]

②　特徴的傾向と対策

近年は、高性能のプリンタ等で印刷された偽造日本銀行券が多数発見されているほか、精巧に偽造された日本銀行券が海外から日本国内へ大量に持ち込まれる事案が発生している。

警察庁では、財務省、日本銀行等と連携して、ポスターやウェブサイトで偽造日本銀行券が行使された事例や偽造通貨を見破る方法を紹介するなどして、国民の注意を喚起している。


CASE

ベトナム人の男（36）は、令和5年6月から同年8月にかけて、ベトナムから、偽造一万円券176枚を手荷物に入れて本邦に輸入するとともに、熊本県内の郵便局等において、銀行口座に預け入れるなどのために、同偽造一万円券を手渡し、行使した。同年8月から同年10月までに、同男を偽造通貨輸入・同行使罪で逮捕した（熊本）。



（12）カード犯罪（注）対策

カード犯罪の認知・検挙状況の推移は、図表2－45のとおりである。

警察では、早期検挙のため捜査を徹底するほか、口座名義人からキャッシュカード等の盗難・紛失等の届出があった場合にカードの利用停止を促すなど、被害の拡大防止に努めている。


注：クレジットカード、キャッシュカード、プリペイドカード及び消費者金融カードを悪用した犯罪



[bookmark: aa2z00450]　図表2-45　カード犯罪の認知・検挙状況の推移（平成26年～令和5年）
[image: 図表2-45　カード犯罪の認知・検挙状況の推移（平成26年～令和5年）]

（13）ヤミ金融事犯対策

ヤミ金融事犯の検挙状況の推移は、図表2－46のとおりであり、無登録・高金利事犯（注1）の検挙事件数及び検挙人員は減少傾向にあるが、クレジットカードショッピング枠現金化の手口（注2）やいわゆる「先払い買取現金化」の手口（注3）等の巧妙な手口による犯罪が発生している。また、貸金業に関連した犯罪収益移転防止法違反、詐欺、携帯電話不正利用防止法違反等に係る事犯（ヤミ金融関連事犯）については前年より増加している。

なお、無登録・高金利事犯のうち、携帯電話や預貯金口座を利用して非対面で敢行されるものについては、令和5年中は、検挙事件数の23.2％、検挙人員の33.7％を占めている。また、暴力団が関与した事犯の割合は、14.3％であった。

警察では、ヤミ金融事犯に利用された預貯金口座の金融機関への情報提供、レンタル携帯電話等の解約に関する事業者への要請等の総合的な対策を行っており、令和5年中の同事犯に関する金融機関への情報提供件数は9,053件、レンタル携帯電話事業者への解約要請件数は745件であった。


注1：貸金業法違反（無登録営業）及び出資法違反（高金利等）に係る事犯

注2：クレジットカード決済による商品売買を装って商品代金の一部をキャッシュバック金として払い戻す方法で実質的に金銭の貸付けを行い、商品代金と払戻金との差額を利息相当分の利益として受領する手口

注3：先払いによる商品売買を装い、商品の先払いの代金として実質的に金銭を交付した上で、後日売買契約を解除させ、代金の返還と高額な違約金を求めるという形をとることで、実質的に貸付けを行う手口



[bookmark: aa2z00460]　図表2-46　ヤミ金融事犯の検挙状況の推移（平成26年～令和5年）
[image: 図表2-46　ヤミ金融事犯の検挙状況の推移（平成26年～令和5年）]


CASE

無登録で貸金業を営む男（45）らは、令和3年11月から令和4年7月にかけて、インターネット上で、融資を申し込んできた全国の顧客約1万2,800人に対し、商品代金先払いでスマートフォンやゲーム機を買い取ったかのように仮装して、法定利息の約31倍から約140倍で金銭を貸し付け、返済は同男らが管理する法人名義の口座に振込送金を受けるなどの方法により、元利金合計約8億3,000万円を受領した。令和5年1月、同男ら11人を貸金業法違反（無登録営業）及び出資法違反（高金利受領等）で逮捕した（茨城）。



（14）知的財産権侵害事犯対策

①　商標権侵害事犯（注1）及び著作権侵害事犯（注2）

知的財産権侵害事犯の検挙状況の推移は、図表2－47のとおりである。偽ブランド事犯等の商標権侵害事犯及び海賊版事犯等の著作権侵害事犯においては、インターネットを利用して侵害行為が行われる場合が多いことから、警察では、サイバーパトロール等による端緒情報の把握に努めている。

また、不正商品対策協議会（注3）の活動への参加をはじめ、権利者等と連携した知的財産権の保護及び不正商品の排除に向けた広報啓発活動を推進している。


注1：商標法違反に係る事犯

注2：著作権法違反に係る事犯

注3：不正商品の排除及び知的財産権の保護を目的として、知的財産権侵害に悩む各種業界団体により設立された任意団体。警察庁等の関係機関と連携し、シンポジウムの主催や各種催物への参加を通じて、広報啓発活動、海外における不正商品販売の実態調査、海外の捜査機関や税関等に対する働き掛け等を行っている。



[bookmark: aa2z00470]　図表2-47　知的財産権侵害事犯の検挙状況の推移（令和元年～令和5年）
[image: 図表2-47　知的財産権侵害事犯の検挙状況の推移（令和元年～令和5年）]

[bookmark: aa2z00480]　図表2-48　押収した偽ブランド品のうち、仕出国・地域が判明したものの国・地域別押収状況の推移（平成26年～令和5年）
[image: 図表2-48　押収した偽ブランド品のうち、仕出国・地域が判明したものの国・地域別押収状況の推移（平成26年～令和5年）]

②　営業秘密侵害事犯（注）

営業秘密侵害事犯については、令和5年中、26事件42人を検挙した。

警察では、各都道府県警察で指定された営業秘密保護対策官が、営業秘密の侵害に係る相談への対応や、事件化する場合の捜査等について、第一線たる警察署の捜査員等に必要な指導を行うことなどにより、警察における対応能力の一層の向上を図っているほか、被害の早期届出の必要性について企業に啓発するための取組を推進している。


注：不正競争防止法第21条第1項、第2項、第4項及び第5項に係る事犯




CASE

大手総合商社の元社員の男（32）は、同社退職後の令和4年7月、不正の利益を得る目的で、当時の同社従業員を誤信させて同社サーバーコンピュータへのアクセスが可能なアカウント情報等を入手し、転職先の会社から貸与されたパソコンを操作して、同アカウント情報等を使用し、営業秘密である取引台帳等のファイルデータを同パソコンに複製して保存し、営業秘密を取得した。令和5年9月、同男を不正競争防止法違反（営業秘密の不正取得）で逮捕した（警視庁）。








5　構造的な不正事案への対策

（1）政治・行政をめぐる不正事案

国又は地方公共団体の幹部職員等による贈収賄事件、入札談合等関与行為防止法違反事件、公契約関係競売等妨害事件、買収等の公職選挙法違反事件等の政治・行政をめぐる不正は依然として後を絶たない。

しかし、このような事案は、直接の被害者がおらず、金品の受渡し等は密室で行われることが多いことから、通常は被害申告や目撃者の証言等が期待できず、端緒情報の把握や犯罪事実の立証は容易ではない。

警察では、このような事案に対し、端緒情報の把握に努めるとともに、不正の実態に応じて様々な刑罰法令を適用するなどして、事案の解明を進めている。

[bookmark: aa2z00490]　図表2-49　政治・行政をめぐる不正事案の検挙事件数（注1）の推移（平成26年～令和5年）
[image: 図表2-49　政治・行政をめぐる不正事案の検挙事件数の推移（平成26年～令和5年）]


CASE

石川県志賀町長の男（57）は、令和4年7月から令和5年7月にかけて執行された道路改良工事等の3件の入札に関し、土木建築会社の代表取締役等に対して、秘密事項である同工事等の最低制限価格を漏えいし、職務上不正な行為をしたことに対する謝礼等として、現金合計110万円を収受した。同年10月から同年12月までに、同町長の男を加重収賄罪等で逮捕した（石川）。




CASE

第20回統一地方選挙（令和5年4月9日及び同月23日施行）の際、千葉県横芝光町議会議員の男（74）らは、令和5年3月から同年4月にかけて、複数の選挙人に対し、自己への投票及び投票取りまとめ等の選挙運動をすることの報酬として、プリペイドカード合計52枚（額面合計約26万円）を供与するなどした。同年5月、同町議会議員の男ら2人を公職選挙法違反（買収等）で逮捕した（千葉）。



（2）経済をめぐる不正事案

企業の役職員らが組織の内部統制を逸脱したことによる背任、詐欺、横領等の違法事犯のほか、金融機関からの各種融資をめぐる詐欺事犯や、国及び地方公共団体の補助金等の不正受給事犯が後を絶たない状況にある。また、弁護士や税理士といった社会的地位を有する者による詐欺、横領等の犯罪も発生している。

警察では、これらの金融・不良債権関連事犯、企業の経営等に係る違法事犯、証券取引事犯、財政侵害事犯その他国民の経済活動の健全性又は信頼性に重大な影響を及ぼすおそれのある犯罪の取締りを推進している。また、様々な投資名目で消費者等が被害に遭う詐欺事件等においては、被害者が多数・広域に及ぶ場合があることから、関係する都道府県警察が連携を図っている。

このような事案に対しては、対象となる企業等の財務実態の解明が不可欠であることから、都道府県警察においては、公認会計士や税理士等の専門的な知識を有する者を財務捜査官として採用し、その高度な技能を運用して事案の早期解明を図っている。

[bookmark: aa2z00500]　図表2-50　経済をめぐる不正事案の検挙事件数の推移（令和元年～令和5年）
[image: 図表2-50　経済をめぐる不正事案の検挙事件数の推移（令和元年～令和5年）]


CASE

電気通信事業を営むA社の元部長の男（46）らは、令和3年7月から同年10月にかけて、部材保管料等の名目で現金をだまし取ろうと考え、部材保管のための倉庫を確保していたなどの事実がないのに、これがあるように装い、倉庫業等を営むB社の担当者に同社名義の請求書をA社に送信させるなどして、A社から合計約98億3,700万円をだまし取った上、当該詐取金の一部を物件紹介料等としてC社名義等の銀行口座に振込送金させ、これらが正当な事業取引に基づく支払であるかのように装うなどした。令和5年3月から同年5月までに、同男ら3人を詐欺罪で逮捕するとともに、同年6月、同男ら2名を組織的犯罪処罰法違反（犯罪収益等隠匿等）で逮捕した（警視庁）。




CASE

旅行会社支店長の男（54）らは、令和3年9月から令和4年10月にかけて、市から委託を受けていた「新型コロナウイルスワクチン接種に係るコールセンター業務」に関し、同業務に従事したオペレーターの人員を水増しした内容虚偽の報告をし、同市から同業務委託費の支払名目で金銭をだまし取ろうと考え、内容虚偽の事業内訳書等を提出するなどし、合計約8億9,400万円をだまし取った。令和5年6月から同年7月までに、同男ら3人を詐欺罪で逮捕した（大阪、静岡、愛知及び兵庫）。




CASE

県議会議員の男（55）らは、令和3年8月から令和4年3月にかけて、緊急雇用安定助成金制度等を悪用し、同助成金名目で現金をだまし取ろうと考え、休業を実施して休業手当を支給した事実がないのに、これがあるように装い、内容虚偽の支給申請書等を提出して同助成金の支給を申請し、合計約2,900万円をだまし取るなどした。令和5年6月から同年7月までに、同男ら7人を詐欺罪等で逮捕した（愛媛、鳥取）。




CASE

弁護士の男（82）は、令和3年11月から令和4年6月にかけて、ロマンス詐欺の被害金回収等をうたい、業として報酬を得ていた会社役員の男（41）らに、弁護士名義を貸して法律事務をさせた。令和5年12月までに、弁護士の男ら4人を弁護士法違反（非弁護士との提携の禁止等）で逮捕した（大阪）。








6　国民の健康を害する事犯への対策

（1）保健衛生事犯（注）対策

保健衛生事犯の検挙状況の推移は、図表2－51のとおりである。

警察では、厚生労働大臣の承認を受けていない医薬品を広告・販売するなどの医薬品医療機器等法違反、無資格で美容施術を行う美容師法違反等の国民の健康被害に直結する保健衛生事犯の取締りを行っている。


注：薬事関係事犯（医薬品医療機器等法違反、薬剤師法違反等）、医事関係事犯（医師法違反、歯科医師法違反等）及び公衆衛生関係事犯（食品衛生法違反、狂犬病予防法違反等）



[bookmark: aa2z00510]　図表2-51　保健衛生事犯の検挙状況の推移（令和元年～令和5年）
[image: 図表2-51　保健衛生事犯の検挙状況の推移（令和元年～令和5年）]


CASE

栄養補助食品の販売事業等を営む会社の社員の男（57）らは、令和4年3月から同年6月にかけて、同社ウェブサイトに厚生労働大臣の承認を受けていない医薬品の効能等に関する広告をするなどした。令和5年6月、同男ら1法人4人を医薬品医療機器等法違反（無承認医薬品の広告の禁止等）で検挙した（千葉）。



（2）食の安全に係る事犯（注）対策

食の安全に係る事犯の検挙状況の推移は、図表2－52のとおりである。

警察では、食の安全に係る事犯の取締りを推進するとともに、関係機関との連携の強化に努めている。


注：食品衛生関係事犯（食品衛生法違反等）及び食品の産地等偽装表示事犯（不正競争防止法違反等）



[bookmark: aa2z00520]　図表2-52　食の安全に係る事犯の検挙状況の推移（平成26年～令和5年）
[image: 図表2-52　食の安全に係る事犯の検挙状況の推移（平成26年～令和5年）]


CASE

水産物販売会社役員の男（44）らは、不正の目的をもって、令和2年7月頃、外国産アサリを販売するに当たり、納品書等の品名欄に「熊本県産アサリ」と記載して原産地について誤認させるような表示をし、販売譲渡するとともに、売却代金として取得した収益を同男らが管理する法人名義の口座に振込入金させた。令和5年4月までに、同男ら4法人7人を不正競争防止法違反（誤認惹起行為）及び組織的犯罪処罰法（犯罪収益等隠匿）で検挙した（熊本、佐賀）。








7　良好な生活環境の保持

（1）風俗営業等の状況

警察では、風営適正化法に基づき、風俗営業等に対して必要な規制を行っている。

①　風俗営業の状況

風俗営業の許可数（営業所数）は、近年、継続的に減少している。

[bookmark: aa2z00530]　図表2-53　風俗営業の許可数の推移（令和元年～令和5年）
[image: 図表2-53　風俗営業の許可数の推移（令和元年～令和5年）]

②　性風俗関連特殊営業の状況

性風俗関連特殊営業の状況についてみると、近年、店舗型性風俗特殊営業の届出数は、継続的に減少し、無店舗型性風俗特殊営業及び映像送信型性風俗特殊営業の届出数は、継続的に増加している。

[bookmark: aa2z00540]　図表2-54　性風俗関連特殊営業の届出数の推移（令和元年～令和5年）
[image: 図表2-54　性風俗関連特殊営業の届出数の推移（令和元年～令和5年）]

③　深夜酒類提供飲食店営業の状況

深夜酒類提供飲食店営業の届出数は、近年、継続的に減少している。

[bookmark: aa2z00550]　図表2-55　深夜酒類提供飲食店営業の届出数の推移（令和元年～令和5年）
[image: 図表2-55　深夜酒類提供飲食店営業の届出数の推移（令和元年～令和5年）]

④　特定遊興飲食店営業の状況

特定遊興飲食店営業の許可数（営業所数）は、近年、継続的に増加している。

[bookmark: aa2z00560]　図表2-56　特定遊興飲食店営業の許可数の推移（令和元年～令和5年）
[image: 図表2-56　特定遊興飲食店営業の許可数の推移（令和元年～令和5年）]

（2）売春事犯及び風俗関係事犯の現状

①　売春事犯

売春事犯の検挙件数及び検挙人員はいずれも増減を繰り返している。最近では、出会い系サイト（注）を利用して、売春の周旋をする目的で、人を売春の相手方となるように誘引する事犯や、マッサージ店を仮装して、不特定多数の男性客を相手に売春をさせる事犯がみられる。

このほか、売春グループが、海外での売春を女性に勧めるといった事例もみられる。


注：面識のない異性との交際（以下「異性交際」という。）を希望する者（以下「異性交際希望者」という。）の求めに応じ、その異性交際に関する情報をインターネットを利用して公衆が閲覧することができる状態に置いてこれを伝達し、かつ、当該情報の伝達を受けた異性交際希望者が電子メールその他の電気通信を利用して当該情報に係る異性交際希望者と相互に連絡することができるようにする役務を提供するウェブサイト等



[bookmark: aa2z00570]　図表2-57　売春防止法違反の検挙状況の推移（令和元年～令和5年）
[image: 図表2-57　売春防止法違反の検挙状況の推移（令和元年～令和5年）]


CASE

売春グループの首魁（かい）の女（37）らは、令和4年9月から令和5年1月にかけて、女性らに対し、出会い系サイト等を利用して募った不特定の男性客を売春の相手方として紹介した。令和5年2月までに、同女らを売春防止法違反（周旋）で逮捕した（愛知）。




MEMO　ホストクラブ等の売掛金等に起因する事件について

昨今、ホストクラブ等で高額な料金を請求され、その売掛金等名下で女性客が売春をさせられたり、性風俗店で稼働させられたりするといった事案が問題となっている。

警察では、ホストクラブ等の売掛金等に起因する違法行為について、売春防止法違反、職業安定法違反等で検挙している。また、警察庁では、ウェブサイト上で具体的な検挙事例を紹介し、悪質なケースの実態について周知しているほか、被害に遭う女性が一人で悩むことがないよう、最寄りの警察署への通報や警察相談専用電話の利用を啓発するととともに、関係機関の相談窓口をウェブサイト上で紹介するなどの取組を行っている。



②　風俗関係事犯

風営適正化法による検挙件数及び検挙人員は、近年減少傾向にあったが、令和5年中の検挙件数は882件、検挙人員は1,029人と、いずれも前年より増加した。

また、わいせつ事犯に関しては、インターネットを利用して、わいせつな動画を販売する事犯やわいせつな画像情報が記録されたDVD等を販売する事犯がみられる。

さらに、賭博事犯に関しては、いわゆるオンラインカジノを利用した賭博事犯がみられるほか、店舗の内外に複数の監視カメラを設置する、見張り役の従業員を常時配置する、身分確認を行って常連客以外の客を排除するなど、警察の取締りから逃れるための対策が巧妙化している。

オンラインカジノを利用した賭博事犯のうち、自宅のパソコン等からアクセスして賭博を行うものについては、アクセス数の大幅な増加及びこれに伴う依存症の問題が強く指摘されており、警察では、取締りを推進するとともに、広報啓発用ポスターや警察庁ウェブサイト等を活用して、オンラインカジノを利用した賭博を行わないよう周知している。

[bookmark: aa2z00580]　図表2-58　風営適正化法違反の検挙状況の推移（令和元年～令和5年）
[image: 図表2-58　風営適正化法違反の検挙状況の推移（令和元年～令和5年）]

[bookmark: aa2z00590]　図表2-59　わいせつ事犯の検挙状況の推移（令和元年～令和5年）
[image: 図表2-59　わいせつ事犯の検挙状況の推移（令和元年～令和5年）]

[bookmark: aa2p00070]　[image: オンラインカジノ違法性の広報啓発ポスター]
オンラインカジノ違法性の広報啓発ポスター


CASE

動画配信業の男（30）は、令和4年9月から令和5年4月にかけて、日本国内の自宅に設置したパソコンを使用して、海外のオンラインカジノサイトにインターネット接続して賭博を行った。同男は、賭博の状況をインターネット上の動画配信サイトを利用してライブ配信していたところ、警察がサイバーパトロールにより当該状況を認知し、捜査の結果、令和5年9月、同男を常習賭博罪で逮捕した（千葉）。



（3）人身取引事犯等への対策

①　人身取引事犯の検挙・保護の状況

警察では、令和4年に政府が策定した「人身取引対策行動計画2022」等に基づき、出入国在留管理庁等の関係機関と連携し、水際での取締りや悪質な雇用主、ブローカー等の取締りを強化し、被害者の早期保護及び国内外の人身取引（性的サービスや労働の強要等）の実態解明を図っている。また、関係国の大使館、被害者を支援する民間団体等と緊密な情報交換を行っているほか、被害者の早期保護のため、警察等に情報提供や被害申告をするよう呼び掛けるリーフレットを複数の言語で作成し、これをウェブサイトに掲示するとともに、関係機関等を通じて周知するなどの取組を行っている。

さらに、人身取引事犯の被害者等による警察への通報を促すため、SNSの広告配信を活用した広報を実施している。

令和5年中の人身取引事犯の検挙人員は55人であった。また、警察で保護した人身取引事犯の被害者は57人で、その国籍については、日本が約9割を占めており、日本人被害者の年齢は、18歳未満が約7割を占めていた。

[bookmark: aa2z00600]　図表2-60　人身取引事犯の検挙状況の推移（令和元年～令和5年）
[image: 図表2-60　人身取引事犯の検挙状況の推移（令和元年～令和5年）]

[bookmark: aa2z00610]　図表2-61　人身取引事犯の被害者の保護状況の推移（令和元年～令和5年）
[image: 図表2-61　人身取引事犯の被害者の保護状況の推移（令和元年～令和5年）]

[bookmark: aa2p00080]　[image: 人身取引事犯の被害者向けリーフレット]
人身取引事犯の被害者向けリーフレット

[bookmark: aa2p00090]　[image: SNSの広告配信を活用した人身取引対策の広報]
SNSの広告配信を活用した人身取引対策の広報


CASE

無職の男（29）は、令和5年9月、知人女性に暴行や脅迫を加えた上、同女性をホテルに居住させ、ホテル客室等において不特定多数の客を相手に対償を受けて売春させることを業とした。同年11月までに、同男を売春防止法違反（売春をさせる業）等で逮捕した（大阪）。



②　アダルトビデオ出演被害問題への対策

アダルトビデオ出演被害問題に対し、警察では、各都道府県警察で指定された統括責任者を中核として、各種法令を適用した厳正な取締り、被害防止のための広報啓発、相談体制の充実等を推進している。


CASE

アダルトビデオ制作販売業の男（41）らは、令和4年11月から令和5年5月にかけて、出演者の女性との間で性行為映像制作物の出演契約を締結しようとするに際し、あらかじめ、説明書面等を交付等しなかった。同年8月、同男らをAV出演被害防止・救済法違反（説明書面等の不交付等）等で逮捕した（静岡）。



（4）銃砲等及び刀剣類の適正管理と危険物対策

①　銃砲等及び刀剣類の適正管理

令和5年末現在、銃刀法に基づき、都道府県公安委員会から8万4,679人が、16万9,489丁の猟銃及び空気銃の所持許可を受けている。令和5年中、申請を不許可等とした件数は42件、所持許可を取り消した件数は41件であった。また、クロスボウにあっては、令和5年末現在、114人（前年比+7人）が179本（前年比+27本）の所持許可を受けている。令和5年中、申請を不許可等とした件数は2件、所持許可を取り消した件数は0件であった。さらに、猟銃等の事故及び盗難を防止するため、毎年一斉検査を行うとともに、講習会等を通じて適正な取扱いや保管管理の徹底について指導を行っている。

警察では、銃刀法を厳正に運用し、銃砲等及び刀剣類の所持許可の審査と行政処分を的確に行って不適格者の排除に努めるなど、銃砲等及び刀剣類による事件・事故の未然防止に努めている。

[bookmark: aa2z00620]　図表2-62　猟銃及び空気銃の許可所持者の推移（令和元年～令和5年）
[image: 図表2-62　猟銃及び空気銃の許可所持者の推移（令和元年～令和5年）]

[bookmark: aa2z00630]　図表2-63　猟銃及び空気銃の許可丁数の推移（令和元年～令和5年）
[image: 図表2-63　猟銃及び空気銃の許可丁数の推移（令和元年～令和5年）]

[bookmark: aa2z00640]　図表2-64　猟銃等所持不適格者の排除状況の推移（令和元年～令和5年）
[image: 図表2-64　猟銃等所持不適格者の排除状況の推移（令和元年～令和5年）]

②　危険物対策

火薬類や特定病原体等、放射性物質といった危険物の運搬に当たっては、火薬類取締法、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律、放射性同位元素等の規制に関する法律、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律等の規定に基づき、都道府県公安委員会にその旨を届け出ることとされている。

警察では、これらの危険物が安全に運搬されるよう、関係事業者に対して事前指導や指示等を行うとともに、これらの危険物の取扱場所への立入検査等により、その盗難、不正流出等の防止に努めている。

[bookmark: aa2z00650]　図表2-65　運搬届出・立入検査の状況（令和5年）
[image: 図表2-65　運搬届出・立入検査の状況（令和5年）]

（5）環境事犯対策

①　廃棄物事犯（注）

令和5年中の廃棄物事犯の検挙事件数の約5割を、廃棄物の不法投棄事犯が占めている。

警察では、環境行政部局との人的な交流や情報交換を引き続き行うなどし、廃棄物事犯の早期発見・早期検挙に努めている。


注：廃棄物処理法違反に係る事犯



[bookmark: aa2z00660]　図表2-66　廃棄物事犯の検挙状況の推移（平成26年～令和5年）
[image: 図表2-66　廃棄物事犯の検挙状況の推移（平成26年～令和5年）]


CASE

会社役員の男（76）らは、令和4年4月、民家敷地内において、産業廃棄物であるコンクリート片約1万3,540キログラムを土中に埋めて、投棄するなどした。令和5年2月までに、同男ら1法人2人を廃棄物処理法違反（不法投棄等）で検挙した（鳥取）。



②　動物・鳥獣関係事犯（注1）

令和5年中の動物・鳥獣関係事犯の検挙事件数のうち、犬、猫等を殺傷するなどの動物虐待事犯（注2）は181事件（前年比+15事件（9.0％）増加）であり、前年と比べて増加した。また、違法に捕獲等した鳥獣を飼養するなどの鳥獣保護管理法違反や、希少動物を違法に取引するなどの種の保存法違反等も、引き続き検挙されている。


注1：動物愛護管理法、鳥獣保護管理法違反等に係る事犯

注2：動物愛護管理法第44条違反に係る事犯



[bookmark: aa2z00670]　図表2-67　動物・鳥獣関係事犯の検挙状況の推移（平成26年～令和5年）
[image: 図表2-67　動物・鳥獣関係事犯の検挙状況の推移（平成26年～令和5年）]


CASE

無職の男（64）は、令和5年4月、河川敷において、猫1匹に対し、吹き筒を使用して吹き矢を放ち、傷害を負わせた。同年5月、同男を動物愛護管理法違反（愛護動物の殺傷）で逮捕した（埼玉）。



（6）探偵業の状況

令和5年中の探偵業法での検挙件数は3件、行政処分件数は30件（営業廃止0件、営業停止1件及び指示処分29件）であった。警察では、探偵業法に基づき、探偵業者（注）の業務実態を把握し、違法行為に対しては厳正に対処するとともに、業界団体と連携の下、研修会等を通じて、探偵業務の運営の適正化を図っている。


注：探偵業の届出数（営業所数）は7,027件（令和5年末現在）








第2節　犯罪捜査に関する取組

近年、犯罪の態様が多様化・複雑化する中、警察では、捜査活動の適正の確保に努めつつ、各種事件の捜査において様々な捜査手法や捜査技能を駆使し、被疑者の検挙や犯行の実態の解明に部門をまたいで取り組んでいる。

1　犯罪捜査に関する各種取組

（1）取調べの録音・録画に係る取組

令和元年（2019年）6月以降、逮捕又は勾留されている被疑者を裁判員裁判対象事件で取り調べる場合等においては、原則として、その全過程の録音・録画が義務付けられているほか、警察においては、逮捕又は勾留されている被疑者が知的障害、発達障害、精神障害等を有する場合の取調べ等においても、必要に応じて、録音・録画に努めることとしている。

警察では、制度の趣旨を踏まえた適正かつ効果的な取調べを推進している。

[bookmark: aa2z00680]　図表2-68　裁判員裁判対象事件等に係る取調べの録音・録画の実施件数の推移（平成26年度（2014年度）～令和5年度）
[image: 図表2-68　裁判員裁判対象事件等に係る取調べの録音・録画の実施件数の推移（平成26年度（2014年度）～令和5年度）]

[bookmark: aa2z00690]　図表2-69　精神に障害を有する被疑者に係る取調べの録音・録画の実施件数の推移（平成26年度～令和5年度）
[image: 図表2-69　精神に障害を有する被疑者に係る取調べの録音・録画の実施件数の推移（平成26年度～令和5年度）]

（2）通信傍受の有効かつ適正な実施

通信傍受は、他の捜査手法のみでは困難な組織的犯罪の全容解明や真に摘発すべき犯罪組織中枢の検挙に有用な捜査手法であることから、警察では、引き続き通信傍受法の定める厳格な要件・手続に従いつつ、通信傍受の有効かつ適正な実施に努めていくこととしている。なお、令和5年中は、22事件について通信傍受を実施し、70人を逮捕した。

（3）初動捜査における客観証拠の収集

事件発生時には、迅速・的確な初動捜査を行い、犯人を現場やその周辺で逮捕し、又は現場の証拠物や目撃者の証言等を確保することが、犯人の特定や犯罪の立証、更には事件の連続発生の防止のために極めて重要である。

都道府県警察では、機動的な初動捜査を行うため、機動捜査隊、機動鑑識隊（班）、現場科学検査班等を設置し、事件発生後、これらの部隊等が直ちに現場に臨場して迅速な客観証拠等の収集を行うことを徹底している。

[bookmark: aa2z00700]　図表2-70　初動捜査態勢の整備と鑑識活動の徹底
[image: 図表2-70　初動捜査態勢の整備と鑑識活動の徹底]

（4）国民からの情報提供の促進

警察では、犯罪捜査に不可欠な国民の理解と協力を得るため、国民に対し、都道府県警察等のウェブサイトやSNSをはじめとする様々な媒体を活用して、聞き込み捜査に対する協力、事件に関する情報の提供等を広く呼び掛けている。また、必要に応じ、被疑者の発見、検挙及び犯罪の再発防止を目的として、被疑者の氏名、画像、映像等を公表することにより、積極的に国民の協力を求める公開捜査を行っている。

さらに、警察庁では、平成19年度から、広く国民から重要凶悪犯罪等の被疑者検挙に資する情報の提供を受けるため、公的懸賞金制度である捜査特別報奨金制度を導入し、警察庁ウェブサイト等で対象となる事件等について広報している（注）。


注：https://www.npa.go.jp/bureau/criminal/reward/index.html
[image: QRコード　捜査特別報奨金制度の実施]



（5）犯罪死の見逃し防止への取組

警察が取り扱った死体数（注1）は、令和5年中は19万8,664体であった。

警察では、適正な死体取扱業務を推進して犯罪死の見逃しを防止するため、検視官（注2）を現場に臨場させるとともに、死体取扱業務に携わる警察官に対する教育・訓練の充実を図っている。

また、体液又は尿中の薬毒物の有無を確認することができる簡易検査キットや、現場の映像等を送信して検視官によるリアルタイムの確認等を可能とする映像伝送装置の整備・活用も行っている。

これらの資機材を効果的に活用することに加え、CT、MRI等による死亡時画像診断も積極的に活用しながら、死因・身元調査法に基づく調査、検査等の措置を的確に実施するとともに、必要な解剖を確実に実施するよう努めている。


注1：交通関係及び東日本大震災による死者を除く。

注2：原則として、刑事部門における10年以上の捜査経験又は捜査幹部として4年以上の強行犯捜査等の経験を有する警視の階級にある警察官で、警察大学校における法医専門研究科を修了した者から任用される死体取扱業務の専門家



[bookmark: aa2p00100]　[image: 警察官に対する教育・訓練の状況（死体は模擬）]
警察官に対する教育・訓練の状況（死体は模擬）

[bookmark: aa2z00710]　図表2-71　死体取扱数及び検視官の臨場率の推移（平成26年～令和5年）
[image: 図表2-71　死体取扱数及び検視官の臨場率の推移（平成26年～令和5年）]

（6）緻密かつ適正な捜査の徹底

警察では、被疑者を検挙し、事案の真相を明らかにするため、法と証拠に基づく緻密かつ適正な捜査の徹底を図っている。

①　的確な捜査指揮・管理の徹底

警察では、取調べに過度に依存することのない適正な捜査を推進するため、事件の全容を把握した上での適切な捜査方針の樹立、事件の性質に応じた組織的捜査の推進等、捜査幹部による的確な捜査指揮に努めている。

このため、捜査幹部や捜査実務を担う捜査員に対し、客観証拠の確実な収集、証拠の価値の適正な評価、先入観を排した裏付け捜査の徹底等について指導を行っているほか、警察庁や都道府県警察本部による巡回業務指導等を警察署において実施し、証拠品や捜査書類の管理をはじめとする捜査管理に関する指導を継続的に行っている。

②　教育・訓練の実施

警察では、警察官の採用時や昇任時の機会を捉えて適正捜査に関する入念な指導教育を行っているほか、警察大学校、管区警察学校等において適正捜査をテーマとした専門的な教育や訓練を行うなど、個々の捜査員に至るまで、適正捜査が徹底されるよう、教育・訓練を充実させている。

[bookmark: aa2p00110]　[image: 取調べを想定した教育訓練]
取調べを想定した教育訓練

③　適正な取調べの徹底

警察では、「警察捜査における取調べ適正化指針」（注）に基づく取調べの一層の適正化のための各種施策を推進している。

その一環として、警察大学校、管区警察学校等において、捜査員の適正な取調べについての見識の醸成、取調べの具体的手法の習得等を図っているほか、熟練した捜査員等による技能指導を行うなど、若手捜査員の取調べ技能の向上に努めている。

また、平成21年4月以降、取調べの一層の適正化に資するため、警察庁及び都道府県警察本部の総務又は警務部門に設置された被疑者取調べの監督業務を担当する所属の職員が、取調べの状況の確認、調査等必要な措置を行っている。


注：平成19年11月、警察捜査における取調べの一層の適正化を推進するため、国家公安委員会によって決定された「警察捜査における取調べの適正化について」に基づき、警察庁において、警察が当面取り組むべき施策を取りまとめたもの。




MEMO　刑事手続における情報通信技術の活用

令和6年2月、法務大臣の諮問機関である法制審議会において、「情報通信技術の進展等に対応するための刑事法の整備に関する諮問」について要綱（骨子）の答申がなされ、現在、法整備に向けた検討が進められている。

令状請求、送致等の捜査手続において情報通信技術を活用することは、捜査の効率化・迅速化を通じた安全・安心な社会の実現等に資するものである。警察庁では、令和8年度中に新たなシステムを利用した運用を一部開始することを目指し、関係機関と連携しつつ、高い情報セキュリティを備えたIT基盤の整備に向けた検討を進めている。

[bookmark: aa2z00720]　図表2-72　捜査手続における情報通信技術の活用のイメージ
[image: 図表2-72　捜査手続における情報通信技術の活用のイメージ]



（7）捜査技能の伝承

近年、捜査の現場における世代交代が進んでいる中、特に地域の治安に責任を持つ警察署においては、捜査経験が豊富な捜査員が減少しており、犯罪の捜査に必要不可欠な捜査技能の伝承が課題となっている。

従来、捜査技能については、先輩や上司のやり方を見習わせ、実際に何度も経験させてみるなど、捜査経験が豊富な捜査員と共同して捜査に当たるオンザジョブトレーニングの方法により伝承されてきたが、警察捜査において新たな捜査手法や最先端の科学技術を活用した捜査が必要となっていることや、捜査員の世代交代が急速に進んでいることなどから、従来の方法のみでは捜査技能の伝承が困難となっている。

警察では、犯罪の捜査に必要不可欠な捜査技能が体系的に伝承されるようにするとともに、新たな捜査手法等の習得にも万全を期するため、各種取組を進めている。

①　将来の警察組織を担うにふさわしい刑事捜査員等の育成

新たな捜査手法や最先端の科学技術を活用した捜査は、全ての捜査員が実際の事件で経験することができるわけではない。他方、こうした捜査手法等が必要となる事件は、時間や場所を問わず発生し得るものである。警察では、各捜査員の捜査技能の更なる向上を図るため、様々な教育訓練の場において、仮想の事件の模擬的な捜査を通じて、防犯カメラ画像、DNA型鑑定資料等の客観証拠の収集方法を含む様々な捜査手法を体験させるなどしている。

[bookmark: aa2p00120]　[image: 指導状況（DNA型鑑定資料の採取）]
指導状況（DNA型鑑定資料の採取）

[bookmark: aa2p00130]　[image: 指導状況（足跡の採取）]
指導状況（足跡の採取）

②　警察庁指定広域技能指導官制度

警察庁では、平成6年から警察庁指定広域技能指導官制度の運用を開始し、卓越した専門技能又は知識を有する警察職員を警察庁長官が指定し、その職員を警察全体の財産として、都道府県警察の枠を越えて広域的に指導官として活用している。

令和6年4月15日現在、全国警察において、222人の警察職員が情報分析、強行犯捜査、性犯罪捜査、窃盗犯捜査、薬物事犯捜査、鑑識等の各分野（注）で広域技能指導官に指定され、各都道府県警察職員に対して警察活動上必要な助言や実践的指導を行うとともに、警察大学校、管区警察学校等において講義を実施している。


注：このほか、職務質問、交通鑑識、警衛・警護等の様々な分野において広域技能指導官を活用している。



（8）犯罪インフラ対策の推進

犯罪インフラとは、犯罪を助長し、又は容易にする基盤のことをいい、本人確認書類を偽造して携帯電話やクレジットカード等の契約をするなどその行為自体が犯罪となるもののほか、それ自体は合法であっても、特殊詐欺等の犯罪に悪用されている各種制度やサービス等がある。

警察では、犯罪インフラに関連する情報を広範に収集・分析をし、関係事業者等との連携を強化することによって、犯罪インフラの解体等を図るとともに、関係事業者が提供するサービス等に関する捜査に必要な情報を適時かつ円滑に確保することができるようにすることにより、迅速かつ的確な捜査に資する捜査環境（捜査インフラ）を構築するための取組を推進している。

警察庁においては、関係機関・団体等と連携し、技術の発展等に伴う新たな制度やサービス等が犯罪に悪用されることの防止・解消をするための取組を推進している（注）。


注：匿名・流動型犯罪グループに悪用される電話への対策については、14頁参照（特集）








2　科学技術の活用

客観証拠による的確な立証を図り、犯罪の悪質化・巧妙化等に対応するため、警察では、犯罪捜査において、DNA型鑑定、プロファイリング等の科学技術の活用を推進している。

また、DNA型鑑定等のうち、特に高度な専門的知識・技術が必要となるものについては、都道府県警察からの依頼により、警察庁の科学警察研究所において実施している。

（1）DNA型鑑定

DNA型鑑定とは、ヒト身体組織の細胞内に存在するDNA（デオキシリボ核酸）（注）の塩基配列を分析することによって、個人を高い精度で識別する鑑定法である。


注：細胞核に存在する23対46本の染色体を構成する物質の一つで、長いらせんのはしご状（二重らせん）の構造をしている。



①　警察におけるDNA型鑑定

警察で行っているDNA型鑑定は、主に、STR型検査法と呼ばれるもので、STRと呼ばれる特徴的な塩基配列の繰り返し回数に個人差があることを利用し、個人を識別する検査法である（注）。


注：塩基の繰り返し配列について、その反復回数を調べて、その繰り返し回数を「型」として表記して個人識別を行う。



[bookmark: aa2z00730]　図表2-73　警察におけるDNA型鑑定の概要
[image: 図表2-73　警察におけるDNA型鑑定の概要]

②　DNA型鑑定の犯罪捜査への活用

DNA型鑑定の実施件数の推移は、図表2－74のとおりであり、殺人事件等の凶悪事件のほか、窃盗事件等の身近な犯罪の捜査にも活用されている。

また、警察では、被疑者から採取した資料から作成した被疑者DNA型記録及び犯人が犯罪現場等に遺留したと認められる資料から作成した遺留DNA型記録をデータベースに登録し、未解決事件の捜査をはじめとする様々な事件の捜査において犯人の割り出しや余罪の確認等に活用している。

[bookmark: aa2z00740]　図表2-74　DNA型鑑定実施件数の推移（令和元年～令和5年）
[image: 図表2-74　DNA型鑑定実施件数の推移（令和元年～令和5年）]

[bookmark: aa2z00750]　図表2-75　DNA型データベースの運用状況（令和元年～令和5年）
[image: 図表2-75　DNA型データベースの運用状況（令和元年～令和5年）]

③　身元確認のためのDNA型鑑定の活用

警察では、身元不明死体の身元確認及び特異行方不明者（注）の速やかな発見に活用するため、身元不明死体に関する資料から作成した変死者等DNA型記録及び死体DNA型記録並びに特異行方不明者本人、その実子、実父又は実母に関する資料から作成した特異行方不明者等DNA型記録をデータベースに登録している。


注：犯罪や事故等に巻き込まれ、生命又は身体に危険が生じているおそれ等のある行方不明者



[bookmark: aa2z00760]　図表2-76　身元確認のためのDNA型データベースの活用
[image: 図表2-76　身元確認のためのDNA型データベースの活用]

（2）デジタル・フォレンジック（注）

電磁的記録は、犯罪捜査において重要な客観証拠となる場合がある一方で、消去、改変等が容易であるため、これを犯罪捜査に活用するためには、適正な手続により解析・証拠化することが重要である。

警察では、デジタル・フォレンジックを活用し、電子機器等から電磁的記録を抽出した上で、文字や画像等の人が認識できる形に変換するという電磁的記録の解析を行っている。

また、近年、新たな電子機器や情報通信サービスが次々と登場し、電磁的記録の解析が一層困難になる中で、最新の技術を有する民間企業や研究機関との技術協力を推進し、技術情報を継続的に収集するとともに、国内外の関係機関・団体等との連携を強化し、電磁的記録の解析に係るノウハウや技術の蓄積に努めている。


注：犯罪の立証のための電磁的記録の解析技術及びその手続



[bookmark: aa2z00770]　図表2-77　デジタル・フォレンジックの概要
[image: 図表2-77　デジタル・フォレンジックの概要]

（3）指掌紋自動識別システム

指掌紋は、「万人不同」かつ「終生不変」の特性を有し、個人を識別するための資料として極めて有用であることから、明治44年（1911年）に警視庁において指紋制度が導入されて以来、現在に至るまで、犯罪の捜査に欠かせないものになっている。

警察では、被疑者から採取した指掌紋と犯人が犯罪現場等に遺留したと認められる指掌紋をデータベースに登録して自動照合を行う、指掌紋自動識別システムを運用し、犯人の割り出し、余罪の確認等に活用している。

[bookmark: aa2p00140]　[image: 指掌紋自動識別システムによる指掌紋確認状況]
指掌紋自動識別システムによる指掌紋確認状況

（4）防犯カメラ画像等の活用

防犯カメラ画像等は、被疑者の特定や犯行の立証に有効であることから、事件関係者の足取りの確認、防犯カメラ画像等を公開しての追跡捜査等、警察捜査における様々な場面で活用されている。

防犯カメラ画像等の分析結果から被疑者の検挙に結び付いた事件の中には、被害者と全く面識がない被疑者による偶発的な犯行によるものもあり、防犯カメラ画像等は、警察捜査に欠かせないものとなっている。

①　防犯カメラ画像等の迅速な収集・分析

防犯カメラ画像等が記録されているハードディスク等の記録媒体は、一定期間を過ぎるとデータが上書きにより消去されるものが多い。データが上書きにより消去されるまでの期間は、防犯カメラが設置されている施設や機種ごとに異なるが、数日程度と短いものもある。そのため、警察が事件を認知し、防犯カメラ画像等の入手を試みた時点で、捜査に必要な部分のデータが上書きにより残っていないという場合も少なくない。また、防犯カメラ画像等の中には記録の抽出等に技術的な困難を伴うものもある。

警察では、事件発生後、迅速に防犯カメラ画像等の収集・分析をするための体制の構築を進めている。

[bookmark: aa2p00150]　[image: 防犯カメラ画像等の収集・分析]
防犯カメラ画像等の収集・分析

②　防犯カメラ画像等の解析

警察で収集した防犯カメラ画像等は、録画装置の性能や撮影条件等により画像が不鮮明な場合があり、分析に支障を来すことがある。

警察では、画像を鮮明化するための技術開発を進めており、これらの技術を駆使して防犯カメラ画像等の解析を行い、犯人の特定や追跡等に役立てている。

[bookmark: aa2z00780]　図表2-78　画像の鮮明化技術
[image: 図表2-78　画像の鮮明化技術]


CASE

令和5年5月、三重県内において、外出先から帰宅した女性が自宅前路上で何者かに殺害され、所持品を奪われる強盗殺人事件が発生した。

現場周辺に設置された防犯カメラ画像等の収集・分析により、1台の不審車両が浮上し、捜査対象者の特定に至った。また、現場から約200キロメートルに及ぶ「リレー方式」での防犯カメラ画像の追跡捜査を行い、同車両の走行状況及び立ち寄り先を明らかにするなどの捜査の結果、事件発生から20日後に、ブラジル人の夫（48）ら3人を強盗殺人罪で逮捕した（三重）。



（5）犯罪関連情報の総合的な分析

警察では、従来のシステムが集約・統合された警察共通基盤（注）を運用し、様々な犯罪関連情報の一元的な管理と総合的な分析を行っている。警察共通基盤では、犯罪発生状況のほか、犯罪手口、犯罪統計等の犯罪関連情報を地図上に表示し、その他の様々な情報とも組み合わせることで、犯罪の発生場所、時間帯、被疑者の特徴等を推定することが可能であり、警察共通基盤を活用した的確な捜査指揮や効率的な捜査の支援を行うことで、事件解決に役立てている。


注：212頁参照（第7章）



[bookmark: aa2z00790]　図表2-79　犯罪関連情報の総合的な分析
[image: 図表2-79　犯罪関連情報の総合的な分析]

（6）自動車ナンバー自動読取システム

自動車盗をはじめとする多くの犯罪では、犯行や逃走に自動車が悪用されていることから、被疑者の早期検挙を果たすためには、車両ナンバーに基づいて当該車両の発見・捕捉をすることが効果的である。このため、警察庁では、通過する自動車のナンバーを自動的に読み取り、手配車両のナンバーと照合する、自動車ナンバー自動読取システムの整備に努めている。

（7）プロファイリング

プロファイリングとは、犯行現場の状況、犯行の手段、被害者等に関する情報や資料を、統計データや心理学的手法等を用い、また、警察共通基盤を活用して分析・評価をすることにより、犯行の連続性の推定、犯人の年齢層、生活様式、職業、前歴、居住地等の推定や次回の犯行の予測を行うものである（注）。

プロファイリングは、連続して発生している性犯罪、窃盗、放火、通り魔事件等、犯行状況に関する情報量の多い事件や犯人の行動の特徴がつかみやすい事件において、特に効果が期待される。

警察では、より高度で効率的な捜査を推進するため、捜査員とプロファイリング担当者が情報の共有・連携をし、聞き込み捜査等の従来の捜査の結果と科学的見地に基づくプロファイリングによる推定結果の双方から、犯人像の推定等を行っている。また、プロファイリングには、行動科学や統計分析に関する専門的知識が求められることから、警察庁では、全国警察の捜査員及び科学捜査研究所で勤務する職員に対し、科学警察研究所による研修を実施するなどして、プロファイリング担当者の育成を図る一方、全国警察における分析結果の集約、検証等を通じて分析技術の高度化について研究を進めている。


注：我が国では、平成6年に科学警察研究所においてプロファイリングに関する研究が開始され、平成12年には北海道警察が都道府県警察として初めて特異犯罪分析班を設置した。警察庁においては、平成18年に情報分析支援室が設置され、プロファイリングを担当することとなり、平成26年には、体制を充実させ、捜査支援分析管理官が設置された。それ以降、都道府県警察においても体制の整備を進めている。



[bookmark: aa2z00800]　図表2-80　プロファイリング
[image: 図表2-80　プロファイリング]






第3節　地域住民の安全安心確保のための取組

1　交番・駐在所の活動

交番・駐在所では、パトロールや巡回連絡等の様々な活動を通じて、地域住民の意見・要望等に応えるべく、管轄する地域の実態を把握し、その実態に即した活動を行っている。また、昼夜を分かたず常に警戒体制を保ち、様々な警察事象に即応する活動を行うことにより、地域住民の安全と安心のよりどころとなり、国民の身近な不安を解消する機能を果たしている。

令和6年（2024年）4月1日現在、全国に交番は6,215か所、駐在所は5,923か所設置されている。

（1）パトロール、立番等

①　パトロール、立番等による警戒

地域警察官は、事件・事故の発生を未然に防ぐとともに、犯罪を取り締まるため、犯罪の多発する時間帯・地域に重点を置いたパトロールを行っている。パトロールに当たっては、不審者に対する職務質問、危険箇所の把握、犯罪多発地域の家庭や事業者に対する防犯指導、パトロールカード（注）による情報提供等を行っている。

また、交番の施設の外に立って警戒に当たる立番や、駅、繁華街等の人が多く集まる場所や犯罪が多発している場所において、一定の時間警戒する駐留警戒等を行っている。


注：パトロール中に気付いた防犯上の注意事項を伝えたり、空き巣等の被害者にパトロールを行っていることを知らせて安心してもらったりすることなどを目的として、地域警察官が管内の地域住民に配布するもので、交番名やパトロールを行った日時等が記載されている。



[bookmark: aa2p00160]　[image: 立番]
立番


CASE

鹿児島県警察では、警察官が常駐しない有人離島において、移動交番車を活用し、園児や小学生に対する交通安全・防犯教室の開催や、島民に対する詐欺被害防止等の広報啓発活動を行った。

[bookmark: aa2p00170]　[image: 移動交番車の活用]
移動交番車の活用



②　職務執行力の強化

警察では、地域警察官の職務執行力を強化するため、職務質問、書類作成等の能力の向上を目的とした研修・訓練を実施するとともに、卓越した職務質問の技能を有する者を選抜して、警察庁指定広域技能指導官又は都道府県警察の職務質問技能指導官等として指定し、実戦的な指導等を通じて地域警察官全体の職務質問技能の向上に努めている。

令和5年中の地域警察官による刑法犯検挙人員は11万7,804人と、警察による刑法犯の総検挙人員の64.3％を占めている。


MEMO　交番等の安全確保に向けた取組

交番等勤務員に対する襲撃事件の発生等を受け、警察では、装備資機材の高機能化、複数勤務体制の推進及び実戦的な訓練の実施に加え、防犯カメラの設置等により、交番等のセキュリティを強化するなど、交番等の安全確保に向けた取組を推進している。

[bookmark: aa2p00180]　[image: 遮蔽板を備えたカウンターの設置]
遮蔽板を備えたカウンターの設置



③　交番相談員の活用

令和6年4月1日現在、全国で約6,200人の交番相談員が配置されている。交番相談員は、警察官の身分を有しない非常勤の職員であり、地域住民の意見・要望等の聴取、拾得物・遺失届の受理、被害届の代書及び預かり、事件・事故発生時の警察官への連絡、地理案内等の業務に従事しており、その多くは、警察業務に関する知識や経験を有する退職警察官である。

[bookmark: aa2p00190]　[image: 交番相談員]
交番相談員

（2）地域住民と連携した活動

①　巡回連絡

地域警察官は、担当する地域の家庭、事業所等を訪問し、犯罪や事故の防止等、地域住民の安全で平穏な生活を確保するために必要な事項の指導・連絡や、地域住民からの意見・要望等の聴取を行う巡回連絡を行っている。

[bookmark: aa2p00200]　[image: 巡回連絡]
巡回連絡


CASE

茨城県警察では、地域警察官が行う巡回連絡を活用して、事件・事故に遭いやすい65歳以上の高齢者世帯を重点的に訪問し、具体的な詐欺被害防止・交通事故防止対策について呼び掛けを行うなど、高齢者の安全を確保するための総合的な対策を推進している。



②　交番・駐在所連絡協議会

令和6年4月1日現在、全国の交番・駐在所に1万1,200の交番・駐在所連絡協議会が設置されている。そこでは、地域警察官が、地域住民と地域の治安に関する問題について協議したり、地域住民の警察に対する意見・要望等を把握したりすることにより、地域社会と協力して事件・事故の防止等を図っている。

（3）交番等における外国人への対応

①　機器等の整備及び活用

警察では、日本語を解さない外国人が各種届出等のために交番等を訪れた場合に、意思の伝達や手続を円滑に行うことができるよう、翻訳機能を備えた機器や外国語を併記した遺失届等の各種届出関係書類等の整備及び活用を図っている。

②　電話通訳の活用

警察では、外国人への対応のため通訳が必要となった場合、携帯型端末を利用するなどして電話通訳を行い、外国人との迅速・的確な意思の疎通を図っている。また、地域警察官に対し、電話通訳を行う手順や通訳を介した事情聴取の要領等に関する訓練を行っている。

（4）遺失物の取扱い

警察では、拾得物を速やかに遺失者に返還するため、拾得物・遺失届の受理業務を行っている。令和5年中に届出のあった拾得物は、特例施設占有者保管分（注）を含め約2,979万点に上っている。

なお、警察に提出された拾得物のうち、通貨については約158億円が、物品については約1,144万点が遺失者に返還されている。


注：一定の公共交通機関又は都道府県公安委員会が指定した施設占有者（特例施設占有者）は、拾得物に関する事項を警察に届け出たときは、その物件を自ら保管することができる。



[bookmark: aa2z00810]　図表2-81　拾得物・遺失届の取扱い状況の推移（令和元年～令和5年）
[image: 図表2-81　拾得物・遺失届の取扱い状況の推移（令和元年～令和5年）]

[bookmark: aa2z00820]　図表2-82　遺失物の取扱いの流れ
[image: 図表2-82　遺失物の取扱いの流れ]


MEMO　遺失物関係手続のオンライン化

警察庁では、遺失物関係手続をオンラインで行うための新たなシステムを構築し、令和5年3月から運用を開始している。このシステムでは、遺失届の提出、拾得物情報の全国一括検索や拾得物を取り扱う施設占有者が警察署長に提出する各種書類の提出が可能となっている。

令和6年3月現在、20府県警察（注）においてこのシステムを運用しており、今後、対象となる都道府県警察を順次拡大し、令和8年度末までに全国に展開する予定である。


注：青森、宮城、秋田、茨城、埼玉、新潟、長野、石川、福井、滋賀、京都、兵庫、奈良、鳥取、岡山、高知、長崎、大分、鹿児島及び沖縄の20府県警察



[bookmark: aa2p00210]　[image: 警察国民向けポータル]
警察国民向けポータル（注）


注：https://lostproperty.pcf.npa.go.jp/ZDSERVFP/SZDSA0101
[image: QRコード　警察国民向けポータル]










2　事件・事故への即応

交番、駐在所等の警察官は、事件、事故等が発生した際、直ちに現場に向かい、初動措置をとっている。警察では、警察官が迅速に現場に駆け付けられるよう、110番通報の受理や警察署等への指令を行うシステムを整備するとともに、パトカー等の活用による機動力の強化に努めている。

（1）110番通報

令和5年中の110番通報受理件数（注1）は、約1,021万件であり、約3.1秒に1回、国民約12人に1人から通報を受理したことになる。また、携帯電話等の移動電話からの110番通報が76.9％を占めた。

警察では、110番通報の適切な利用の促進のため、事件・事故等の緊急の対応を必要とする場合にはためらわずに110番通報を利用する一方、緊急の対応を必要としない相談等の通報については「＃（シャープ）9110」番（注2）や各種相談電話を利用するよう呼び掛けている。


注1：無応答、いたずら、かけ間違い等は計上していない。

注2：95頁参照



[bookmark: aa2z00830]　図表2-83　110番通報受理件数の推移（平成26年（2014年）～令和5年）
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（2）110番通報への対応

①　通信指令システム

110番通報に迅速かつ的確に対応するため、都道府県警察には通信指令室が設けられている。110番通報を受理した通信指令室では、直ちに通報内容を警察署等に伝え、地域警察官を現場に急行させるとともに、必要に応じて緊急配備（注）の発令等を行っている。令和5年中の緊急配備の発令件数は、前年と比べ245件（5.4％）増加し、4,799件となった。

警察では、携帯電話等からの110番通報に的確に対応するため、携帯電話等で110番通報がされた際に、音声通話と同時に発信者の位置情報が通知されるシステム（位置情報通知システム）を全都道府県警察において運用するなど、通信指令システムの高度化を図っている。


注：重要事件等が発生した際に、迅速に被疑者を検挙するため、警戒員を配置して行う検問、張り込み等



②　聴覚障害者等からの110番通報への対応

警察では、聴覚障害者等、音声による110番通報が困難な方が、スマートフォン等を利用して、文字や画像で警察に通報できる「110番アプリシステム」を整備し、各都道府県警察において運用している。

③　外国語による110番通報への対応

警察では、外国語に通じた警察官を通信指令室に配置するほか、通訳センター等の警察職員を含めた三者通話を行うなどして、日本語を解さない外国人からの110番通報に対応している。

④　110番映像通報システム

警察では、110番通報に対し、より迅速かつ的確に対応するとともに、事情聴取に伴う通報者の負担軽減を図るため、全国の都道府県警察において110番映像通報システムを運用している。

110番映像通報システムは、令和5年中、全国の都道府県警察において9,360件使用され、事件・事故等に対する初動警察活動に活用された。

[bookmark: aa2z00840]　図表2-84　110番映像通報システムの使用方法イメージ
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CASE

令和5年6月、「人の家に勝手に入っている犯人を目撃した」旨の通報を受け、110番映像通報システムを通じて目撃者から送信を受けた被疑者の画像を手懸かりに、警察官が現場付近を検索したところ、同画像の被疑者に酷似した男（52）を発見したため職務質問を実施した結果、犯行を認めたことや、自供した犯行場所と被害場所が一致したことから、同男を住居侵入罪で逮捕した（三重）。



⑤　PIII（注）等を活用した初動警察活動

警察では、PIII端末等の活用により、通信指令室で受理した110番通報の内容、各種事案の現場で撮影した画像・映像、GPSで測位された警察官の位置等の情報を、警察本部、警察署及び現場の警察官が組織的に共有し、的確な初動警察活動に当たっている。


注：211頁参照（第7章）



（3）初動警察活動の強化

①　通信指令を担う人材の育成強化

警察では、110番通報の受理、指令及び無線報告の技能等を競う全国通信指令・無線通話技能競技会の開催、通信指令の知識・技能に関する検定制度の運用、卓越した通信指令の技能を有する者として選抜された警察庁指定広域技能指導官や都道府県警察の技能指導官等による実戦的な指導等を通じ、組織的な人材育成に努めている。

②　実戦的な訓練の実施

警察では、事案対応能力の更なる強化を図るため、無差別殺傷事件その他の重大事案の発生を想定した実戦的な訓練を継続的に実施している。

（4）鉄道警察隊の活動

鉄道警察隊は、鉄道事業者等と連携し、警乗（注）、駅等の鉄道施設及びその周辺のパトロールや警戒警備等を実施している。

また、警察では、近年、列車内での殺傷事件が相次いで発生したことを踏まえ、鉄道事業者との連携を一層密にしつつ、効果的な警乗の実施、不審者に対する積極的な職務質問の実施、大規模駅施設等への警戒強化等の取組を実施している。


注：列車内における公安の維持を図るため、警察官が列車に乗務して、列車内における犯罪の予防、被疑者の検挙、事故の防止等に当たること。



[bookmark: aa2p00220]　[image: 警乗]
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CASE

令和6年1月、静岡県警察は、鉄道事業者と共に、電車内において、刃物を携帯する不審者が暴れた場合等に対応するための訓練を実施した。

[bookmark: aa2p00230]　[image: 合同訓練]
合同訓練



（5）パトカーの活用

警察では、全国の警察本部や警察署に配備したパトカーを活用して、管内のパトロールを行うとともに、事件・事故等の発生時における初動措置をとっている。


CASE

令和5年4月、パトカーで警ら中に不審車両を発見したため、運転手の男（39）に対する職務質問を行い、同男の同意を得た上で同車両内の検索を実施したところ、覚醒剤等を発見したことから、同男を覚醒剤取締法違反（所持等）で逮捕した（茨城）。



（6）警察用航空機（ヘリコプター）（注）及び警察用船舶の活用

警察では、ヘリコプターテレビシステムやホイスト救助装置等の様々な資機材が装備された警察用航空機（ヘリコプター）及び水難者救助用の各種資器材が装備された警察用船舶を全国に配備しており、通信指令室やパトカーと連携し、その機動力を生かしたパトロール等を行っている。


注：203頁参照（第6章）



（7）山岳遭難及び水難に対する警察活動

令和5年中の山岳遭難の発生件数は3,126件、遭難者数は3,568人（うち死者・行方不明者は335人）であり、水難の発生件数は1,392件、水難者数は1,667人（うち死者・行方不明者は743人）であった。

警察では、パトロール、広報啓発活動等により遭難の防止を図るとともに、遭難救助訓練や研修会の開催により救助技術の向上を図っているほか、遭難が発生した際には、関係機関・団体等と連携の上、警察用航空機を活用するなどして、遭難者の捜索救助に当たっている。

[bookmark: aa2p00240]　[image: 山岳における救助訓練]
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[bookmark: aa2z00850]　図表2-85　山岳遭難及び水難の発生件数の推移（令和元年～令和5年）
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3　相談業務の充実強化

（1）相談取扱いの現状

相談取扱件数の推移については、図表2－86のとおりである。令和5年中の相談取扱件数は259万6,188件と、前年より23万6,606件（10.0％）増加した。

[bookmark: aa2z00860]　図表2-86　相談取扱件数の推移（平成26年～令和5年）
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（2）相談受理体制

警察では、国民から寄せられた相談に対し、迅速・確実に組織的な対応を行うことができるよう、都道府県警察本部及び各警察署の総・警務部門に、それぞれ相談の総合窓口を設置している。総合窓口には、警察職員のほか、経験豊富な元警察職員等の警察安全相談員を配置し、体制の確保に努めている。また、都道府県警察本部の総合窓口に全国統一番号の警察相談専用電話（「＃（シャープ）9110」番（注））を設置し、電話をかければ発信地を管轄する警察本部等の総合窓口につながるようにしているほか、都道府県警察のウェブサイト上でも相談を受け付けている。


注：携帯電話からも利用できる。なお、ダイヤル回線及び一部のIP電話では利用できないので、相談専用の一般加入電話番号を警察庁ウェブサイト等で広報している。



（3）相談内容に応じた適切な対応の推進

①　相談への組織的な対応

寄せられた相談に対しては、犯罪等の被害の発生の有無にかかわらず、相談内容に応じて、関係する部署が連携して対応し、指導、助言、他の専門機関の教示、相手方への警告、検挙等、相談者の不安等を解消するために必要な措置を講じている。

特に、相談者等の生命又は身体に危害が及ぶおそれのあるものなど緊急の対応を要する相談事案については、警察署長等の指揮の下、迅速かつ的確な対応を行っている。

②　相談に対応する職員への研修の実施

治安に関する多種多様な相談に適切に対応することができる職員を育成するため、都道府県警察では、相談に対応する職員に対し、各部門の業務担当者による事案ごとの相談受理・対応要領の講義や様々な専門的知識を有する部外講師による講義等、実務に直結する研修を実施している。

③　関係機関・団体等との連携の推進

警察以外の機関・団体等で取り扱うことが望ましい相談や警察以外の機関・団体等との緊密な連携が必要な相談への適切な対応を図るため、関係機関・団体等との連絡会議を開催して意見交換を行うなど、関係機関・団体等との連携強化に努めている。


MEMO　「旧統一教会（注1）」問題等に対する適切な対応

「旧統一教会」について社会的に指摘されている問題に関し、令和4年11月、「「旧統一教会」問題関係省庁連絡会議」において取りまとめられた「被害者の救済に向けた総合的な相談体制の充実強化のための方策」に基づき、日本司法支援センター（法テラス）の「霊感商法等対応ダイヤル」（注2）を中核とした関係機関・団体のネットワーク化による総合的な相談体制が構築された。令和6年1月には、「「旧統一教会」問題関係省庁連絡会議」を引き継ぐ形で、「「旧統一教会」問題に係る被害者等への支援に関する関係閣僚会議」が設置されるとともに、第1回関係閣僚会議において、被害者等に寄り添った支援を一層充実・強化するための対策が取りまとめられた。警察では、関係機関・団体との一層緊密な連携を図りつつ、寄せられた相談に対し適切な対応を行っている。


注1：現在は世界平和統一家庭連合

注2：霊感商法をはじめとする金銭トラブル、心の悩み、家族の悩み、児童虐待、修学、就労、生活困窮等、「旧統一教会」問題やこれと同種の問題で悩んでいる人を対象に相談窓口情報を案内するフリーダイヤル










第4節　社会における良好な治安確保のための取組

1　犯罪防止に向けた取組

（1）地域社会との協働

良好な治安は、社会・経済の発展の礎であるが、その確保は、独り警察のみによって達せられるものではない。警察は、地域社会や関係機関・団体等との連携の下、社会全体で良好な治安が保たれるよう取り組んでいる。

①　社会の犯罪予防機能の高度化

ア　安全で安心なまちづくり

政府では、安全で安心なまちづくりのための地域の自主的な取組を支援し、官民連携した取組を全国に展開する「安全・安心なまちづくり全国展開プラン」（平成17年（2005年）6月犯罪対策閣僚会議・都市再生本部合同会議決定）等に基づき、関係機関・団体等と連携して、防犯ボランティア活動等への支援や犯罪に強い住宅街の整備に関する取組等を推進している。

また、令和4年（2022年）12月に閣議決定された「「世界一安全な日本」創造戦略2022」も踏まえ、引き続き全国で安全・安心なまちづくりの取組を推進していくこととしている。

イ　安全で安心なまちづくりを推進する気運を高めるための取組

犯罪対策閣僚会議において定められた「安全安心なまちづくりの日」（毎年10月11日）の前後の期間を中心に、安全で安心なまちづくりの気運を高めるための様々な取組が行われており、政府では、その取組の一環として、安全で安心なまちづくりに関し、顕著な功績等があった個人又は団体を内閣総理大臣が表彰する「安全安心なまちづくり関係功労者表彰」を毎年実施している。

また、警察庁では、優れた活動を行う防犯ボランティア団体が取組内容を発表する「防犯ボランティアフォーラム」を開催し、自主防犯活動の活性化に取り組んでいる。

[bookmark: aa2p00250]　[image: 安全安心なまちづくり関係功労者表彰]
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ウ　繁華街・歓楽街の安全安心の確保に向けた総合対策の推進

警察では、健全で魅力あふれるまちづくりを推進するための施策を講じている。具体的には、繁華街・歓楽街における犯罪組織の実態解明を推進し、違法風俗営業等の風俗関係事犯や、薬物の密売、みかじめ料の徴収、恐喝等の犯罪組織による資金獲得犯罪、不法就労、偽装結婚等の偽装滞在事犯、人身取引事犯、少年の健全育成を阻害する事犯に対する取締りを徹底するとともに、犯罪収益の確実な剝奪を図るなど、犯罪組織の壊滅・弱体化と風俗環境の浄化に資する取締りを推進している。

また、犯罪組織が暗躍することのないよう、雑居ビル、広告宣伝媒体等から犯罪組織を排除する取組を推進するとともに、繁華街・歓楽街の安全安心の確保に向け、商店街、商工会議所、商工会、地域住民等や自治体と問題意識を共有し、自治体が行うまちづくり事業に計画段階から積極的に関与するほか、客引きやスカウト行為、特定の地域で常態的に行われる売春目的の勧誘、非行少年や不良行為者のい集、違法広告物の設置、ゴミや自転車の放置、違法駐車、落書き等の迷惑行為の取締り等を通じて街並みの改善を図っている。

②　防犯ネットワークの整備と活用促進

警察では、地方公共団体、地域住民、事業者等との重層的な防犯ネットワークを整備し、これを有効活用した積極的な情報交換や、地域住民による防犯パトロール等の防犯ボランティア活動及び事業者による防犯に関するCSR（注）活動に対する支援等を行うことで、地域社会が一体となった犯罪対策の推進を図っている。


注：Corporate Social Responsibilityの略。企業の社会的責任と訳される。法令遵守、環境保護、地域貢献等、純粋に財務的な活動以外の分野において、企業が持続的な発展を目的として行う自主的取組



ア　防犯ボランティア団体の活動

令和5年末現在、警察が把握している防犯ボランティア団体は全国で4万4,113団体（注）であり、その構成員数は233万3,536人となっている。多くの団体で防犯パトロールや通学路等における子供の見守り活動を行っているほか、最近の犯罪情勢を踏まえ、特殊詐欺の被害防止のため、警察と連携したATM利用者への注意喚起や高齢者の居宅の訪問を通じた防犯指導等を実施している団体もみられる。


注：平均月1回以上の活動実績（単に意見交換や情報交換のみを行う会議を除く。）があり、かつ、構成員が5人以上の団体



イ　自主防犯活動に対する支援

警察では、防犯ボランティア団体に対し、犯罪情報の提供や合同パトロールの実施等の活動支援を行っているほか、自主防犯パトロールに使用する自動車に青色回転灯等を装備することができる仕組みづくりを行い、令和5年末現在、全国で9,519団体、4万1,860台の青色回転灯等装備車が活動している。また、警察庁ウェブサイト上に「自主防犯ボランティア活動支援サイト」（注）を開設し、防犯ボランティア団体相互のネットワークづくりを推進している。


注：https://www.npa.go.jp/safetylife/seianki55/
[image: QRコード　自主防犯ボランティア活動支援サイト]



[bookmark: aa2p00260]　[image: 青色回転灯等装備車]
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CASE

静岡県警察では、県内の学生を中心として結成されたヤング防犯ボランティア「しずおか・ぴーす」を運営し、研修会や交流会を開催しているほか、ボランティアが考案した防犯キャンペーンを共同で実施するなど、若者世代が中心となった自主防犯活動の活性化を図っている。



ウ　犯罪情報や地域安全情報等の提供

警察では、自主防犯活動の更なる活性化を図るため、地域住民に向けて、警察の保有する犯罪発生情報や防犯情報等を様々な手段・媒体を用いて適時適切に提供している。また、事業者による防犯に関するCSR活動に資する情報提供や活動方法についての助言等を行っている。

（2）犯罪防止に配慮した環境設計

①　公共施設や住宅の安全基準の策定等

警察庁では、犯罪防止に配慮した環境設計による安全で安心なまちづくりを推進するため、住宅の防犯性能の向上や防犯に配慮した公共施設等の整備等に関する安全基準を策定し、その普及に努めている。

②　共同住宅や駐車場の防犯性能の認定・登録制度

警察では、関係団体と協力して、防犯に配慮した構造や設備を有するマンション、駐車場等を、防犯優良マンション、防犯モデル駐車場等として登録又は認定をする制度の普及を図っており、令和6年3月末現在、防犯優良マンション制度は25都道府県（注1）で、防犯モデル駐車場制度は13都府県（注2）でそれぞれ整備されている。


注1：北海道、宮城、埼玉、東京、千葉、神奈川、山梨、長野、静岡、福井、岐阜、愛知、三重、滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、鳥取、広島、山口、愛媛、熊本、大分及び沖縄。令和6年3月末現在、3,065件の登録又は認定がされている。

注2：東京、千葉、神奈川、福井、滋賀、京都、大阪、兵庫、鳥取、広島、愛媛、大分及び沖縄。令和6年3月末現在、277件の登録又は認定がされている。



③　街頭防犯カメラの設置

街頭防犯カメラは、被害の未然防止や犯罪発生時の的確な対応に有効である。警察では、令和6年3月末現在、29都道府県で2,246台（注）の街頭防犯カメラを設置しているほか、民間事業者等による設置・運用について支援を行っている。


注：このほか、令和6年能登半島地震に伴い、令和6年3月末現在、石川県に1,006台、富山県に12台の街頭防犯カメラを設置している（36頁参照（トピックスV））。



④　都市再構築の機会等を捉えた犯罪の起きにくいまちづくり

警察では、地方公共団体が主催する各種会議等に参画し、関係部門との意見調整等を継続的に行って、地方公共団体の安全で安心な都市整備に向けた主体的行動を促すとともに、復興、防災等の観点から行われる都市再構築の機会を捉えた犯罪の起きにくいまちづくりを推進している。

⑤　防犯設備関連業界との連携

警察では、最新の犯罪情勢や手口等を事業者に提供するなどにより、社会のニーズに応じた優良な防犯設備の開発を支援している。また、防犯設備に関する知識・技能を有する専門家として公益社団法人日本防犯設備協会が認定している防犯設備士等（注）と協働し、防犯設備の効果的な設置及び適正な管理に向けた取組を推進している。


注：防犯設備士（令和6年4月1日現在3万2,295人）、総合防犯設備士（同495人）




CASE

青森県警察では、令和5年2月、住宅メーカーとの間で、防犯カメラの設置拡充や住宅の防犯性能の向上による安全で安心なまちづくりを目的とする「防犯カメラの設置促進に関する協定」を締結した。同協定において、青森県警察は、同メーカーが行う防犯カメラ設置推進活動等に必要な情報提供を行うこととしており、こうした民間企業と相互に連携した活動を通じて、安全で安心なまちづくりを推進している。

[bookmark: aa2p00270]　[image: 「防犯カメラ設置促進」に関する協定締結式]
「防犯カメラ設置促進」に関する協定締結式



（3）痴漢・盗撮事犯への対策

令和5年3月、内閣府、警察庁、法務省、文部科学省及び国土交通省により「痴漢撲滅に向けた政策パッケージ」が取りまとめられたことを受け、警察では、同政策パッケージに基づき、重点的な取締りの強化、捜査における被害者の負担軽減に資する取組、鉄道事業者と連携した広報啓発活動、学校等における広報啓発活動、防犯アプリの普及等の取組を強力に推進している。

[bookmark: aa2p00280]　[image: 広報啓発用リーフレット]
広報啓発用リーフレット

[bookmark: aa2p00290]　[image: 鉄道事業者と連携した啓発活動]
鉄道事業者と連携した啓発活動

また、警察庁では、被害を申告・相談しやすい環境の整備のための取組として、被害者・目撃者の方にとっていただきたい行動、被害の届出を受けた警察の対応、通報・相談窓口の連絡先等について、高校生等からの意見も取り入れて、若年層にも分かりやすく記載したリーフレットを作成し、ウェブサイトに掲載しているほか、都道府県警察においても様々な機会を通じて普及を図っている。

痴漢・盗撮事犯の検挙件数等の推移は図表2－87から図表2－89までのとおりである。

なお、令和5年7月13日に施行された性的姿態撮影等処罰法に規定する性的姿態等撮影罪（ひそかに撮影する行為に係るものに限る。）（注）については、令和5年中の認知件数は2,391件であった。


注：性的姿態撮影等処罰法第2条第1項第1号に規定する罪



[bookmark: aa2z00870]　図表2-87　痴漢事犯検挙状況の推移（令和元年～令和5年）
[image: 図表2-87　痴漢事犯検挙状況の推移（令和元年～令和5年）]

[bookmark: aa2z00880]　図表2-88　盗撮事犯検挙状況の推移（令和元年～令和5年）
[image: 図表2-88　盗撮事犯検挙状況の推移（令和元年～令和5年）]

[bookmark: aa2z00890]　図表2-89　電車内における不同意わいせつの認知件数（令和元年～令和5年）
[image: 図表2-89　電車内における不同意わいせつの認知件数（令和元年～令和5年）]


CASE

派遣社員の男（37）は、令和5年12月、商業施設内において、ひそかに、同男が履いていた靴に細工して取り付けた動画撮影機能付き小型カメラを被害者のスカート下方に差し入れ、同被害者が着用している下着を撮影し、同月から令和6年1月までの間、同行為により生成された動画データの一部を複写して生成された性的影像記録を、不特定多数のインターネット利用者が閲覧可能な状態にした。同年2月までに、同男を性的姿態等撮影罪及び性的影像記録提供等罪（注）で逮捕した（栃木）。


注：性的姿態撮影等処罰法第3条に規定する罪










2　警備業、古物営業及び質屋営業の状況

（1）警備業の状況

令和5年末現在、全国の警備業者数は1万674業者、警備員数は58万4,868人となっている。

警備業は、施設警備業務、雑踏警備業務、交通誘導警備業務、現金輸送警備業務、ボディガード等の様々な形態があるところ、特に各種センサー、非常通報装置等の警備業務用機械装置を使用して、住宅、事務所、店舗、駐車場等における盗難等の事故の発生を警戒し、防止する機械警備が広く普及するなど、国民に幅広く生活安全サービスを提供しているほか、空港や原子力発電所等の重要施設や大規模イベント等における警備業務も担うなど、警備業に対する社会的な需要は増大している。

警察では、警備業が果たすこうした役割に鑑み、警備業法に基づき、業界団体と連携して警備業務の質の向上を図るとともに、警備業者に対する指導監督を行うなどして、警備業務の実施の適正を図っている。

[bookmark: aa2z00900]　図表2-90　警備業者及び警備員数の推移（平成26年～令和5年）
[image: 図表2-90　警備業者及び警備員数の推移（平成26年～令和5年）]

（2）古物営業及び質屋営業の状況

古物商や質屋においては、その営業の中で古物や質物として盗品等を扱うおそれがあることから、古物営業法及び質屋営業法では、これらの営業に係る業務について事業者に対する必要な規制等を定め、窃盗その他の犯罪の防止を図っている。

令和5年中、古物商及び質屋から都道府県警察に対してなされた不正品の疑いがある旨の申告件数は135件であった。このほか、古物商及び質屋の業界団体は、各種防犯活動への参加や啓発活動を行っている。警察では、古物営業法又は質屋営業法に基づく品触れ（注）や指導監督等により、盗品等の流通防止と被害の迅速な回復に努めている。


注：警察本部長等が盗品等の発見のために必要があると認めたときに、古物商等に対して被害品の特徴等を通知し、その有無の確認及び届出を求めるもの



[bookmark: aa2z00910]　図表2-91　古物営業及び質屋営業許可件数の推移（平成26年～令和5年）
[image: 図表2-91　古物営業及び質屋営業許可件数の推移（平成26年～令和5年）]






3　少年非行防止に向けた取組

（1）少年非行の現状

①　少年非行情勢

刑法犯少年の検挙人員は、戦後最少であった令和3年から2年連続で増加し、令和5年中は1万8,949人と、前年より4,062人（27.3％）増加した。同年齢層の人口1,000人当たりの検挙人員は2.9人で20歳以上（1.6人）と比べ、引き続き高い水準にある。

触法少年（刑法）の補導人員は、戦後最少であった令和2年から3年連続で増加し、令和5年中は7,257人と、前年より1,232人（20.4％）増加した。

不良行為少年の補導人員は11年連続で減少していたが、令和5年中は32万1,689人と、前年より2万4,611人（8.3％）増加した。

[bookmark: aa2z00920]　図表2-92　刑法犯少年の検挙人員・人口比の推移（平成6年～令和5年）
[image: 図表2-92　刑法犯少年の検挙人員・人口比の推移（平成6年～令和5年）]

[bookmark: aa2z00930]　図表2-93　触法少年（刑法）及び不良行為少年の補導人員の推移（平成26年～令和5年）
[image: 図表2-93　触法少年（刑法）及び不良行為少年の補導人員の推移（平成26年～令和5年）]

②　令和5年中の少年非行の主な特徴

ア　刑法犯少年

令和5年中に検挙した少年の包括罪種別検挙人員は、全ての罪種で増加した。

[bookmark: aa2z00940]　図表2-94　刑法犯少年の包括罪種別検挙人員の推移（平成26年～令和5年）
[image: 図表2-94　刑法犯少年の包括罪種別検挙人員の推移（平成26年～令和5年）]


CASE

令和5年6月、無職の少年（19）らは他の者と共謀して、孫を装って高齢者に電話をかけ、「書類を紛失して多額のお金が必要になった」などと虚偽の事実を告げ、現金120万円とキャッシュカード1枚をだまし取った。同年10月までに、リクルーター、受け子及び道具調達役の同少年ら3人を詐欺罪で検挙した（警視庁）。



イ　再犯者（注）

刑法犯少年の再犯者数・再犯者率の推移は、図表2－95のとおりであり、再犯者数は19年連続で減少していたが、令和5年中は増加に転じた。再犯者率は30.2％と、減少傾向にある。


注：非行を犯した者であって、当該非行の以前に、非行を犯し、処分を受けたことのあるものをいう。処分の未決・既決は問わず、触法少年時に受けた処分や警察限りの扱いも含む。



[bookmark: aa2z00950]　図表2-95　刑法犯少年の再犯者数・再犯者率の推移（平成26年～令和5年）
[image: 図表2-95　刑法犯少年の再犯者数・再犯者率の推移（平成26年～令和5年）]

ウ　中学生及び高校生の検挙・補導人員（刑法）

中学生及び高校生の検挙・補導人員の推移は、図表2－96のとおりであり、いずれも前年より増加し、6年連続で高校生が中学生を上回った。

[bookmark: aa2z00960]　図表2-96　中学生及び高校生の検挙・補導人員（刑法）の推移（平成26年～令和5年）
[image: 図表2-96　中学生及び高校生の検挙・補導人員（刑法）の推移（平成26年～令和5年）]

（2）非行少年を生まない社会づくり

警察では、都道府県警察に少年サポートセンターを設置し、少年補導職員を中心に非行防止に向けた取組を行っている。また、少年の規範意識の向上及び社会とのきずなの強化を図るため、非行少年を生まない社会づくりに取り組んでいる。

①　少年相談活動

少年や保護者等の悩みや困りごとについて、専門的な知識を有する職員等が面接や電話、電子メール等で相談に応じ、指導・助言を行っている。

②　街頭補導活動

少年のい集する繁華街や公園等において、少年警察ボランティア等と共同で、喫煙や深夜はいかい等をしている少年に指導・注意を行う街頭補導活動を実施している。

③　継続補導・少年に手を差し伸べる立ち直り支援活動

少年相談や街頭補導活動を通じて関わった少年に対し、本人や保護者等の申出に応じて指導・助言等を行う継続補導を実施している。また、問題を抱え非行に走る可能性がある少年及びその保護者に対して警察から連絡し、専門的な機関との協働による活動も念頭に、継続的に声を掛けるほか、体験活動等への参加促進、修学・就労の支援等を行い、少年が再び非行に走ることのないよう立ち直りを支援する活動を推進している。

④　広報啓発活動

学校で非行防止教室、薬物乱用防止教室等を実施するなどして、地域の非行情勢や非行要因等について情報発信し、少年警察活動等についての理解を促している。

（3）学校その他関係機関との連携確保

①　学校と警察との連携

教育委員会等と警察の間で締結した協定等に基づき、非行等の問題がある児童・生徒に関する情報を学校と警察が相互に通知する学校・警察連絡制度が、全ての都道府県で運用されている。また、警察署の管轄区域、市町村の区域等を単位に、令和6年4月現在、全ての都道府県で約2,400の学校警察連絡協議会が設けられている。

②　スクールサポーター

退職した警察官等をスクールサポーターとして警察署等に配置し、学校からの要請に応じて派遣するなどして、いじめ等の学校における少年の問題行動等への対応、巡回活動、相談活動、児童の安全確保に関する助言等を行っている。令和6年4月現在、44都道府県で約850人が配置されている。

③　少年サポートチーム

個々の少年の問題状況に応じた的確な対応を行うため、学校、警察、児童相談所等の担当者から構成される少年サポートチームを編成し、それぞれの専門分野に応じた役割分担の下、少年等への指導・助言を行っている。

（4）少年警察ボランティアとの連携

警察では、令和6年4月現在、少年警察ボランティアとして、全国で少年補導員（注1）約4万6,000人、少年警察協助員（注2）約220人及び少年指導委員（注3）約5,600人を委嘱しており、協力して少年の健全育成のための活動を推進している。また、同年3月現在、大学生ボランティア約7,700人が全国で活動しており、少年と年齢が近く、その心情や行動を理解しやすいなどの特性を生かし、学習支援活動や少年の居場所づくり活動等にも取り組んでいる。


注1：街頭補導活動をはじめとする幅広い非行防止活動に従事している。

注2：非行集団に所属する少年を集団から離脱させ、非行を防止するための指導・相談に従事している。

注3：風営適正化法に基づき、都道府県公安委員会から委嘱を受け、少年を有害な風俗環境の影響から守るための少年補導活動や風俗営業者等への助言活動に従事している。



[bookmark: aa2p00300]　[image: 少年補導員による万引き防止教室の実施]
少年補導員による万引き防止教室の実施

（5）少年事件対策

警察では、集団的不良交友関係（注）に関する情報を収集・分析し、少年事件対策に活用するとともに、都道府県警察本部に少年事件指導官を置き、個々の少年の特性に応じた取調べや客観的証拠の収集等による非行事実の厳格な特定等に努めるよう、捜査員等に対して指導・教育を行うことにより、少年事件の厳正かつ的確な捜査・調査に努めている。


注：非行集団等及びその構成員又はこれに準じる2人以上の交友関係








第5節　犯罪被害者等支援

1　第4次犯罪被害者等基本計画の推進

犯罪被害者等基本法において、政府は、犯罪等により害を被った者及びその家族又は遺族（以下「犯罪被害者等」という。）のための施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、犯罪被害者等のための施策に関する基本的な計画を定めなければならないこととされている。

これに基づき、平成17年（2005年）以降、3次にわたり「犯罪被害者等基本計画」が策定され、令和3年（2021年）3月には、令和3年度から7年度までの5年間を計画期間とする第4次犯罪被害者等基本計画が策定された。

犯罪被害者等基本計画の作成及び推進に関する事務を担う警察庁では、関係府省庁、地方公共団体の担当部局等の関係機関・団体に対し、犯罪被害者等のための施策の更なる充実を働き掛けつつ、その進捗状況を定期的に確認するとともに、年次報告（犯罪被害者白書）等を通じて公表するなど、同計画の確実な推進を図っている。

[bookmark: aa2p00310]　[image: 令和5年版犯罪被害者白書]
令和5年版犯罪被害者白書


MEMO　国における司令塔機能の強化

令和5年6月、内閣総理大臣を長とする犯罪被害者等施策推進会議において、「犯罪被害者等施策の一層の推進について」が決定され、国における司令塔機能を強化して犯罪被害者等施策の一層の推進を図ることとされた。こうしたことなどを踏まえ、政府においては、令和5年9月に「犯罪被害者等のための施策の推進に関する業務の基本方針について」を閣議で決定し、令和5年10月以降、「国家公安委員会が犯罪被害者等施策の全体を俯瞰しつつ、施策の推進に関する企画及び立案並びに総合調整を行うことで施策を一元的に牽引し、関係府省庁の緊密な連携、協力の下、政府全体で犯罪被害者等施策の推進に関する業務に効果的かつ効率的に取り組むこと」とされた。




MEMO　犯罪被害者等施策の充実に向けた検討会の開催について

「犯罪被害者等施策の一層の推進について」において、犯罪被害給付制度の抜本的強化や地方における途切れない支援の提供体制の強化に関して検討を行うこととされたことを受け、警察庁において、関係府省庁の協力を得て、それぞれ有識者検討会を開催し、令和6年4月に各検討会の議論が取りまとめられた。

「犯罪被害給付制度の抜本的強化に関する有識者検討会」においては、犯罪被害給付制度を見直すことにより、犯罪被害者等給付金の支給最低額の引上げ及び遺族自身に生じる影響を踏まえた遺族給付金の支給額の増額を行うことや、犯罪被害者等の損害回復・経済的支援等については課題も残されており、引き続き政府全体で検討すべきことを内容とする取りまとめがなされた。

また、「地方における途切れない支援の提供体制の強化に関する有識者検討会」においては、都道府県におけるコーディネーターを配置した多機関ワンストップサービス及び一つの機関・団体内における機関内ワンストップサービスの双方を確立することなどを内容とする取りまとめがなされた。

警察庁においては、関係府省庁の協力を得つつ、必要な施策を実施していくこととしており、犯罪被害給付制度については、令和6年6月に、「犯罪被害者等給付金の支給等による犯罪被害者等の支援に関する法律施行令の一部を改正する政令」が施行され、幼い子供を犯罪被害により亡くした両親が受給する金額が、一定の場合320万円から1,060万円に引き上げられるなど、給付水準が大幅に引き上げられた。








2　警察による犯罪被害者等支援

（1）基本施策

犯罪被害者等は、犯罪によって直接、身体的、精神的又は経済的な被害を受けるだけでなく、様々な二次的被害を受ける場合がある。そこで、警察では図表2－97のとおり、様々な側面から犯罪被害者等支援の充実を図っている。また、各都道府県警察において、あらかじめ指定された警察職員が事件発生直後に犯罪被害者等支援を行う指定被害者支援要員制度（注）が導入されている。


注：108頁参照



[bookmark: aa2z00970]　図表2-97　犯罪被害者等支援に関する主な施策
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（2）犯罪被害給付制度・国外犯罪被害弔慰金等支給制度

警察では、通り魔殺人等の故意の犯罪行為により不慮の死亡、重傷病又は障害という重大な被害を受けたにもかかわらず、公的救済や損害賠償を得られない犯罪被害者又はその遺族に対し、経済的・精神的負担の軽減に資するため、犯罪被害者支援法に基づき、国が一定の給付金を支給する「犯罪被害給付制度」を、昭和56年（1981年）1月から運用している。同制度は、犯罪被害等の早期の軽減に重要な役割を果たしている。

また、日本国外において行われた人の生命又は身体を害する故意の犯罪行為により死亡した日本国籍を有する者（日本国外の永住者を除く。以下同じ。）の第一順位遺族（日本国籍を有せず、かつ、日本国内に住所を有しない者を除く。）に対し、国外犯罪被害弔慰金として被害者一人当たり200万円を、当該犯罪行為により障害等級第1級相当の障害が残った日本国籍を有する者に対し、国外犯罪被害障害見舞金として一人当たり100万円を、国外犯罪被害弔慰金等の支給に関する法律に基づき、国がそれぞれ支給する「国外犯罪被害弔慰金等支給制度」を、平成28年11月から運用している。

[bookmark: aa2z00980]　図表2-98　犯罪被害給付制度
[image: 図表2-98　犯罪被害給付制度]

（3）犯罪被害者等の特性に応じた施策

犯罪類型等によって犯罪被害者等には異なる特性があることから、警察では、性犯罪被害者、交通事故被害者（注1）、配偶者からの暴力事案の被害者（注2）、ストーカー事案の被害者（注3）、被害少年（注4）、暴力団犯罪被害者等について、その特性に応じた施策を推進している。


注1：174頁参照

注2：53頁参照

注3：53頁参照

注4：61頁参照



[bookmark: aa2z00990]　図表2-99　性犯罪被害者の特性に応じた施策
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（4）関係機関・団体との連携

犯罪被害者等が支援を必要とする事柄は生活、医療、公判等多岐にわたるため、全ての都道府県において、警察のほか、検察庁、弁護士会、医師会、公認心理師関連団体、地方公共団体の担当部局等の関係機関・団体から構成される被害者支援連絡協議会が設立され、犯罪被害者等支援のための相互の連携を図っているほか、犯罪被害者等の具体的なニーズを把握して、事案に応じたきめ細かな総合的支援を行うため、警察署等を単位とした連絡協議会（被害者支援地域ネットワーク）を設置している。

また、警察庁では、犯罪被害者等の生活支援を効果的に行うため、地方公共団体の職員に対し、犯罪被害者等施策主管課室長会議等を通じて、総合的対応窓口と関係機関・団体との連携・協力の一層の充実・強化を要請するとともに、犯罪被害者等支援の分野における社会福祉士や公認心理師等の専門職の活用を働き掛けているほか、各都道府県内における市区町村間の連携・協力を促進するため、市区町村の職員等に対する研修会等を開催するなど、犯罪被害者等施策の総合的な推進に関する事業を行っている。

さらに、よりきめ細かな犯罪被害者等支援を行うため、全ての都道府県において、犯罪被害者支援法に基づき、都道府県公安委員会が犯罪被害等の早期の軽減に資する事業を適正かつ確実に実施できる団体を、犯罪被害者等早期援助団体として指定している。都道府県警察では、同団体に対し、犯罪被害者等の同意を得て、犯罪被害の概要等に関する情報提供を行うなど、緊密な連携を図っている。


MEMO　犯罪被害者週間について

第4次犯罪被害者等基本計画においては、「国民の理解の増進と配慮・協力の確保への取組」が重点課題の一つとして掲げられている。

警察庁においては、関係機関の協力を得て、犯罪被害者等が置かれている状況等について国民の理解・共感を深め、犯罪被害者等施策への協力を確保することなどを目的として、犯罪被害者週間（毎年11月25日から12月1日まで）を設定し、当該週間に合わせた広報啓発事業を集中的に実施している。

令和5年中は、タレントの井上咲楽氏を起用したメッセージ動画を配信するとともに、11月28日に地方公共団体等との共催による地方大会（山梨県）を、12月1日に中央イベント（東京都）を、それぞれ開催した。

[bookmark: aa2p00320]　[image: 令和5年度犯罪被害者週間ポスター]
令和5年度犯罪被害者週間ポスター








警察活動の最前線


警察による犯罪被害者等支援の例




警察では、犯罪被害者等が直面する様々な状況に応じた支援の充実を図っている。その支援について警察署及び警察本部における対応の一例を紹介する（被害者は模擬）。

①　事件の認知

「繁華街で男が通行人を次々と襲っており、怪我人もいるようだ」との110番通報を受理した。警察官を現場に派遣するとともに被害状況を確認したところ、複数の負傷者が発生した重大事件と判明したことから、早期に被害者支援体制を構築して指定被害者支援要員を派遣した。

[bookmark: aa2p00330]　[image: 指定被害者支援要員による付添い]
指定被害者支援要員による付添い


犯罪被害者等への適切な支援を行うため、必要な人数の指定被害者支援要員を派遣します。

犯罪被害者等の置かれた状況は様々で、時間の経過とともに直面する問題も変わってきますので、指定被害者支援要員は、被害者の付添い支援や刑事手続等の説明のほか、被害者からの心配事の相談受理など犯罪被害者等に寄り添った活動を継続的に行っていきます。




指定被害者支援要員制度

「指定被害者支援要員制度」とは、専門的な犯罪被害者等支援が必要とされる事案が発生したときに、あらかじめ指定された警察職員（指定被害者支援要員）が事件発生直後から各種被害者等支援活動を推進する制度であり、各都道府県警察で導入されている。令和5年末現在、全国で3万8,676人が指定されている。



②　病院への付添い

重傷を負った被害者の方が搬送された病院に指定被害者支援要員が向かうとともに、本人に代わって家族への連絡を行った。突然の出来事に混乱する家族に対し、その心情に配意しつつ、被害の状況を説明した。


病院等への付添いの際は、犯罪被害者等のプライバシーの確保に気を付けています。

また、犯罪被害者等に被害等の状況を確認する際は、その行為自体が二次的被害を生じさせてしまうおそれもあることから、専門的研修で学んだ犯罪被害者等の心理状況を意識しながら、対応を行っています。



[bookmark: aa2p00340]　[image: 病院への付添い]
病院への付添い

③　被害者の手引の交付

被害者の方に対し、被害者の手引を交付し、今後の刑事手続や各種被害者等支援制度の説明を行った。


犯罪被害者等にとって、犯罪被害者等支援の内容や、刑事手続に関することは、余りなじみのないものであるので、丁寧な説明をするよう心掛けています。
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被害者の手引

④　被害者連絡の実施

被疑者が逮捕されたことを伝えるため、被害者の方に対し、事件を担当する捜査員から連絡を行った。あわせて、最近の生活状況を聴取すると、被害者の方が強い精神的ショックを受けていることが判明した。


捜査の状況等に関する情報は、犯罪被害者等にとって、非常に関心の高いものであるため、丁寧な伝え方を心掛けています。
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被害者連絡

⑤　精神的負担の軽減

被害者の方の一部には、強い精神的ショックにより日常生活に支障が生じていたため、カウンセリングに関する専門知識を有する警察職員によるカウンセリングを実施した。


犯罪被害者等は、体験したことのない強いストレスにさらされることから、身体的にも精神的にも不調が伴います。劇的な回復は難しくても、少しずつ前を向けるようなお手伝いを心掛けています。
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カウンセリング

⑥　経済的負担の軽減

被害者の方に対し、犯罪被害者等給付金の申請について教示したほか、地方公共団体における経済的支援制度等について教示した。


警察では、犯罪被害者等の経済的負担を軽減するため、犯罪被害給付制度や各種公費負担制度（注）を運用しています。支援に携わる職員がこれらの制度に加え、地方公共団体における経済的支援制度等についても理解した上で、犯罪被害者等の置かれた状況等に十分配意し、適時適切に確実な教示を行うことが重要であり、様々な場を通じて、関係職員に対する教育訓練を徹底しています。




注：106頁参照



[bookmark: aa2p00380]　[image: 関係職員への教育訓練]
関係職員への教育訓練

⑦　関係機関・団体との連携

被害者の方が公判への参加を要望したため、被害者の方の同意を得て、犯罪被害者等早期援助団体（注）に対し、犯罪被害の概要に関する情報提供を行い、被害者の方への付添いを依頼した。


犯罪被害者等のニーズは、生活上の支援をはじめ、医療や公判に関することなど、極めて多岐にわたります。よりきめ細かな支援を行うため、犯罪被害者等早期援助団体や地方公共団体の職員と連携を図りながら、犯罪被害者等のニーズに対応した支援活動の推進に努めています。




注：107頁参照
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被害者の方への付添い








警察活動の最前線


営業秘密保護対策官として日本の企業を守る




神奈川県警察本部生活安全部生活経済課営業秘密保護対策官

笹森　雄悦

[bookmark: aa2m00010]　[image: ピーガルくん]




私は、警察本部生活経済課において、営業秘密侵害事犯に関する相談対応や事件指導を担当しています。

神奈川県では、これまでに複数の営業秘密侵害事犯を検挙しており、過去には営業秘密を海外で使用した事犯を検挙したこともあります。最近では、多数の従業員らが関与して転職先に顧客情報を持ち出した事犯も発生し、営業秘密の持ち出しに際して、コンピュータへの接続の形跡を残さないように情報を窃取するなど巧妙な手口も見受けられます。

こうした犯罪による被害を防止するためには、営業秘密を守るための企業による対策が重要です。私は、営業秘密保護対策官として、警察本部の窓口等で被害相談を受けるだけではなく、企業等に対して被害防止のための啓発活動を行うことも、非常に効果的であると考えています。

特に、様々な企業が集まる場での啓発活動は効果的であり、令和6年1月には、INPIT（独立行政法人工業所有権情報・研修館）神奈川県知財総合支援窓口と連携し、企業等が研究開発や学習の成果等を発表するイベントで、企業の経営者等を対象に講義を実施しました。

また、営業秘密侵害事犯の取締りのためには、若手捜査員に対する教育も大切です。

日本経済を揺るがしかねない営業秘密侵害事犯を一件でも減少させるため、営業秘密保護対策官として、引き続き警察内外での幅広い活動を行ってまいります。

[bookmark: aa2p00400]　[image: 神奈川県警察本部生活安全部生活経済課営業秘密保護対策官　笹森　雄悦]




いち鑑定人として




青森県警察本部刑事部科学捜査研究所心理科兼捜査支援分析課

花山　愛子

[bookmark: aa2m00020]　[image: 青森県警察シンボルマスコット「レピーちゃん・アピーくん」]
青森県警察シンボルマスコット「レピーちゃん・アピーくん」




私は、科学捜査研究所心理科で仕事をしている、いわゆる「科捜研の女」です。テレビドラマのような華やかさはありませんが、科学で捜査を支えるとてもやりがいのある仕事です。

心理科は、「ポリグラフ検査」を主な業務としています。ポリグラフ検査とは、被検査者の生理反応を測定し、質問に対する反応を見ることによって、事件に関する記憶があるかどうかを確かめる検査です。検査結果は、その後の捜査に役立てられたり、証拠として活用されたりします。最近は特に、密室で行われることの多い性犯罪や虐待事案で、検査結果が立証に役立てられることが多くあります。

17年前に拝命してから数多くの検査を実施してきましたが、これまで一度として同じ検査はありません。また、検査を受ける方はほとんどが一生に一度のことですし、慣れない状況に戸惑っている方もいますので、真摯な気持ちで接することを心掛けています。警察組織に属してはいますが、立場は、いち鑑定人。あくまで中立の立場で、科学的見地から被検査者やデータと向き合っています。

ポリグラフ検査は、これからまだまだ発展していく分野ですので、今後も、一回一回の検査を大事にしつつ、心理学の知見を活かした警察活動の発展のために、日々研究にも邁進していきたいと思います。

[bookmark: aa2p00410]　[image: 青森県警察本部刑事部科学捜査研究所心理科兼捜査支援分析課　花山　愛子]








第3章　サイバー空間の安全の確保

第1節　サイバー空間における脅威

サイバー空間は、地域や年齢、性別を問わず、全国民が参加し、重要な社会経済活動が営まれる公共空間へと変貌を遂げ、金融、航空、鉄道、医療等といった国民生活や社会経済活動を支える基盤となる機能から、警察や防衛といった治安や安全保障に関わる国家機能に至るまで、あらゆる場面で実空間とサイバー空間の融合が進んでいる。

こうした中、親ロシア派ハッカー集団によるものとみられるDDoS攻撃（注1）により、政府機関や重要インフラ事業者のウェブサイトの閲覧障害が断続的に発生するとともに、中国を背景とするサイバー攻撃グループにより、情報窃取を目的としたサイバー攻撃が行われていることが確認された。また、ランサムウェア被害が依然として高水準で推移していることに加え、クレジットカード不正利用被害が急増し、インターネットバンキングに係る不正送金被害が過去最多となっているほか、インターネット上では児童ポルノや規制薬物の広告等の違法情報や、自殺誘引等情報（注2）、爆発物・銃砲等の製造方法、殺人や強盗の請負等の有害情報が氾濫するなど、サイバー空間をめぐる脅威は、引き続き極めて深刻な情勢にある。


注1 ： Distributed Denial of Serviceの略。特定のコンピュータに対し、複数のコンピュータから大量のアクセスを繰り返し行い、コンピュータのサービス提供を不可能にするサイバー攻撃

注2：他人を自殺に誘引・勧誘する情報等



1　サイバー事案等の検挙状況

（1）サイバー事案（注）の検挙件数

令和5年（2023年）中のサイバー事案の検挙件数は、3,003件であった。


注：116頁参照



（2）不正アクセス禁止法違反

令和5年中の不正アクセス禁止法違反の検挙件数は521件と、前年より1件（-0.2％）減少し、検挙人員は259人と、前年より2人（0.8％）増加した。不正アクセス禁止法違反として検挙した不正アクセス行為の類型別内訳をみると、他人の識別符号を無断で入力する「識別符号窃用型」が475件（91.2％）と最多であった。

また、令和5年中の不正アクセス行為の認知件数（注）は6,312件であり、これを不正アクセス行為後の行為別にみると、「インターネットバンキングでの不正送金等」が5,598件（88.7％）と最多であった。


注：不正アクセス被害の届出を受理した場合のほか、余罪として新たな不正アクセス行為の事実を認知した場合、報道を踏まえて事業者等に不正アクセス行為の事実を確認した場合その他関係資料により不正アクセス行為の事実を確認することができた場合において、被疑者が行った犯罪構成要件に該当する行為の数



（3）コンピュータ・電磁的記録対象犯罪（注）

令和5年中のコンピュータ・電磁的記録対象犯罪の検挙件数は1,000件と、前年より52件（5.5％）増加した。


注：刑法に規定されているコンピュータ又は電磁的記録を対象とした犯罪



（4）サイバー犯罪（注）の検挙件数の推移

最近5年間のサイバー犯罪の検挙状況は、図表3－1のとおりである。

サイバー犯罪の検挙件数は増加傾向にあり、令和5年中の検挙件数は1万2,479件と、前年より110件（0.9％）増加し、過去最多を記録した。


注：不正アクセス禁止法違反、コンピュータ・電磁的記録対象犯罪その他犯罪の実行に不可欠な手段として高度情報通信ネットワークを利用する犯罪



[bookmark: aa3z00010]　図表3-1　サイバー犯罪の検挙件数の推移（令和元年～令和5年）
[image: 図表3-1　サイバー犯罪の検挙件数の推移（令和元年～令和5年）]






2　インターネットバンキングに係る不正送金事犯の情勢

令和5年におけるインターネットバンキングに係る不正送金事犯の発生件数は5,578件、被害額は約87億3,130万円と、過去最高となった。その被害の多くは、金融機関等を装ったフィッシング（注）によるものと考えられる。


注：8頁参照（特集）



[bookmark: aa3z00020]　図表3-2　インターネットバンキングに係る不正送金事犯の発生件数の推移（令和元年～令和5年）
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3　ランサムウェアの情勢

令和5年中のランサムウェアによる被害の報告件数（注1）は197件（令和5年上半期103件、下半期94件）であり、引き続き高い水準で推移している。こうした被害において、暗号化したデータを復元する対価として企業等に金銭等を要求する手口のほか、データを企業等から窃取した上で「対価を支払わなければ当該データを公開する」などと対価を要求する手口であるダブルエクストーション（二重恐喝）が認められる。対価を要求する手口を警察として確認したランサムウェアによる被害の報告件数175件のうち、ダブルエクストーション（二重恐喝）の手口によるものは130件であり、74％を占めている。

また、ランサムウェアによる被害の報告件数を被害企業・団体等の規模別（注2）にみると、大企業は71件、中小企業は102件と、企業・団体等の規模を問わず被害が発生している。さらに、企業・団体等におけるランサムウェア被害の実態を把握するため、被害企業・団体等を対象としてランサムウェアの感染経路に関するアンケート調査を実施したところ、有効回答数115件のうち、VPN機器（注3）が利用されて侵入された事例は73件（63％）、リモートデスクトップサービス（注4）が利用されて侵入された事例は21件（18％）と、テレワークに利用される機器等のぜい弱性や強度の弱い認証用パスワード等の情報を利用して侵入したと考えられるものが大半を占めている。

加えて、企業・団体等のネットワークに侵入し、データを暗号化することなくデータを窃取した上で対価を要求する手口（ノーウェアランサム）による被害が、令和5年中30件確認されている。


注1：企業・団体等におけるランサムウェアによる被害として都道府県警察から警察庁に報告のあった件数

注2：中小企業基本法第2条第1項に規定する中小企業者の範囲を踏まえて分類した。

注3：Virtual Private Networkの略。インターネットや多人数が利用する閉域網を介して、暗号化やトラフィック制御技術により、プライベートネットワーク間が、あたかも専用線接続されているかのような状況を実現するための機器

注4：職場等に設置されたコンピュータのデスクトップ環境を、別の場所に設置されたコンピュータ等から閲覧・操作等できるサービス



[bookmark: aa3z00040]　図表3-4　ランサムウェアによる被害の報告件数
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CASE

令和5年7月、名古屋港運協会は、名古屋港のコンテナターミナルにおけるコンテナの船積み・船卸や搬出入の作業等を一元的に管理するシステムがランサムウェアに感染し、同システムのサーバが暗号化されたことにより、システム障害が発生したと発表した。これにより、同ターミナルにおけるコンテナの搬出入等が約3日間停止し、物流に大きな影響が生じた。








4　サイバーテロ・サイバーエスピオナージの情勢

重要インフラの基幹システムを機能不全に陥れ、社会の機能を麻痺（ひ）させるサイバーテロ（注）や情報通信技術を用いて政府機関や先端技術を有する企業から機密情報を窃取するサイバーエスピオナージ事案が、世界的規模で発生している。


注：重要インフラ（「重要インフラのサイバーセキュリティに係る行動計画」（令和6年3月8日サイバーセキュリティ戦略本部決定）において、情報通信、金融、航空、空港、鉄道、電力、ガス、政府・行政サービス（地方公共団体を含む。）、医療、水道、物流、化学、クレジット、石油及び港湾の15分野が指定されている。）の基幹システム（国民生活又は社会経済活動に不可欠な役務の安定的な供給、公共の安全の確保等に重要な役割を果たすシステム）に対する電子的攻撃又は重要インフラの基幹システムにおける重大な障害で電子的攻撃による可能性が高いもの



（1）サイバーテロの情勢

情報通信技術が浸透した現代社会において、重要インフラの基幹システムに対する電子的攻撃は、インフラ機能の維持やサービスの供給を困難とし、国民の生活や社会経済活動に重大な被害をもたらすおそれがある。海外では、電力会社がサイバーテロの被害に遭い、広範囲にわたって停電が発生するなど国民に大きな影響を与える事案が発生している。

（2）サイバーエスピオナージの情勢

近年、情報を電子データの形で保有することが一般的となっている中で、軍事技術への転用も可能な先端技術や、外交交渉における国家戦略等の機密情報の窃取を目的としたサイバーエスピオナージの脅威が世界各国で問題となっている。また、我が国に対するテロの脅威が継続していることを踏まえると、現実空間でのテロの準備行為として、重要インフラ事業者等の警備体制等の機密情報を窃取するためにサイバーエスピオナージが行われるおそれもある。我が国においても、不正プログラムや不正アクセスにより、機密情報が窃取された可能性のあるサイバーエスピオナージ事案が発生している。


MEMO　家庭用ルーターの不正利用に関する注意喚起

警察における捜査の過程で、家庭用ルーターが、初期設定のID・パスワードの変更や最新のソフトウェアへのアップデートなどの従来の対策では対応することができない手法で、サイバーエスピオナージ等に悪用されていることが判明した。そこで、令和5年3月、警察庁及び警視庁において、複数の関係メーカーと協力し、注意喚起を実施した。

同注意喚起では、各家庭で所有するルーターについて、従来の対策に加え、新たな対策として、見覚えのない設定変更がなされていないか確認するよう呼び掛けを行った。

[bookmark: aa3p00010]　[image: 注意喚起文の一部と警視庁が公表したリーフレット]
注意喚起文の一部と警視庁が公表したリーフレット








第2節　サイバー空間における脅威への対処

1　サイバー事案への対策

（1）不正アクセス対策

警察では、不正アクセス行為の犯行手口の分析に基づき、関係機関等とも連携し、広報啓発等の不正アクセスを防止するための取組を実施しているほか、不正アクセス行為による被害防止のための広報啓発に資することを目的として、毎年、民間企業や行政機関等に対する「不正アクセス行為対策等の実態調査」（注1）及び「アクセス制御機能に関する技術の研究開発状況等に関する調査」（注2）を行っている。


注1：令和5年の調査は、同年8月23日から9月15日までの間に、市販のデータベースに掲載された企業、教育機関（国公立、私立の大学等）、医療機関、地方公共団体（県・市区町村等）、独立行政法人及び特殊法人から2,951件を無作為に抽出し、調査票を郵送で配布して実施した。電子メール又は郵送により、618件の回答を得た。

注2：令和5年の調査は、同年8月23日から9月15日までの間に、市販のデータベースに掲載された企業のうち業種分類が「情報・通信」、「サービス」、「電気機器」又は「金融」であるもの及び国公立・私立大学のうち理工系学部又はこれに準ずるものを設置するものから、1,844件を無作為に抽出し、調査票を郵送で配布して実施した。電子メール又は郵送により、214件の回答を得た。



（2）インターネットバンキングに係る不正送金事犯への対策

警察では、インターネットバンキングに係る不正送金事犯に対し、関係機関と連携したフィッシング被害の実態把握や、フィッシングサイトに関する分析及び関係事業者への照会等、早期の実態解明と必要な取締りを推進している。

また、警察では、一般財団法人日本サイバー犯罪対策センター（JC3（注1））等との間における官民連携の枠組みも活用して把握したフィッシングサイトの情報をウイルス対策ソフト事業者等に提供するなど、積極的な被害防止対策を推進している。このほか、令和4年（2022年）7月から8月にかけてSIMスワップ（注2）による不正送金事犯が急増した状況を踏まえ、令和4年9月、大手携帯電話事業者に対し、販売店における本人確認の強化についての要請を総務省と連携して行ったところ、令和5年2月までに、各事業者において要請に基づき本人確認が強化された結果、令和5年上半期におけるSIMスワップによる不正送金事犯の被害が激減した。


注1：Japan Cybercrime Control Centerの略

注2：実在する人物になりすまして店舗に来店し、本人確認資料として偽造した運転免許証等を用い、MNP（携帯電話番号ポータビリティ）又はSIMカードの再発行を行うことで、携帯電話番号を乗っ取る手口



[bookmark: aa3z00050]　図表3-5　SIMスワップに係る不正送金発生状況
[image: 図表3-5　SIMスワップに係る不正送金発生状況]


MEMO　「キャッシュレス社会の安全・安心の確保に関する検討会」の開催

クレジットカードの不正利用及びインターネットバンキングに係る不正送金事犯の被害が過去最多となっている状況を踏まえ、警察庁において、「キャッシュレス社会の安全・安心の確保に関する検討会」を、令和5年11月から令和6年2月にかけて開催した。同検討会では、最先端技術の活用等によるフィッシング対策の高度化・効率化や、クレジットカードの不正利用に関する関係事業者との情報共有による被害防止対策・捜査の推進等に関し、これらの知見を有する金融業界やセキュリティ関係団体等の有識者の間で幅広い議論が行われ、令和6年3月、被害に遭わないための環境整備等を内容とする報告書が取りまとめられた。



（3）インターネット上の違法情報・有害情報対策

インターネット上には、児童ポルノ、規制薬物の広告に関する情報等の違法情報や、違法情報には該当しないが、犯罪や事件を誘発するなど公共の安全と秩序の維持の観点から放置することができない有害情報が多数存在している。

①　インターネット・ホットラインセンター及びサイバーパトロールセンターの運用

警察庁では、一般のインターネット利用者等から違法情報や、重要犯罪密接関連情報（注1）、自殺誘引等情報（注2）に関する通報を受理して、警察への通報、サイト管理者への削除依頼等を行うインターネット・ホットラインセンター（IHC）を運用している。令和5年中、IHCでは1,913件の違法情報の削除依頼を行い、そのうち1,645件（86.0％）が削除されたほか、3,379件の重要犯罪密接関連情報の削除依頼を行い、そのうち2,411件（71.4％）が、6,609件の自殺誘引等情報の削除依頼を行い、そのうち3,851件（58.3％）が、それぞれ削除された。IHCに通報された違法情報等の中には、外国のサーバにそのデータが蔵置されているものがあるところ、このうち児童ポルノについては、各国のホットライン相互間の連絡組織であるINHOPE（注3）の加盟団体に対し、削除に向けた措置を依頼している。

また、警察庁では、インターネット上の重要犯罪密接関連情報等を収集し、IHCに通報するサイバーパトロールセンター（CPC）を運用している。CPCでは、令和5年9月、重要犯罪密接関連情報を自動収集してその該当性を判定するAI検索システムを導入し、サイバーパトロールの高度化を図っている。


注1：12頁参照（特集）

注2：112頁参照

注3：現在の名称はInternational Association of Internet Hotlines であるが、旧名称のInternet Hotline Providers in Europe Associationの略称を現在も使用している。平成11年（1999年）に設立され、平成31年1月末現在、IHCを含む52団体（47の国・地域）から構成される国際組織



[bookmark: aa3z00060]　図表3-6　インターネット・ホットラインセンターにおける取組
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[bookmark: aa3p00020]　[image: 重要犯罪密接関連情報に関する広報啓発資料]
重要犯罪密接関連情報に関する広報啓発資料

②　インターネット・ホットラインセンター等における取組の強化

近年、著しく高額な報酬の支払いを示唆して犯罪の実行者を直接的かつ明示的に誘引等（募集）する情報（犯罪実行者募集情報）が、インターネット上に氾濫していることを踏まえ、「SNS上で実行犯を募集する手口による強盗や特殊詐欺事案に関する緊急対策プラン」（令和5年3月17日犯罪対策閣僚会議決定）では、この種の情報の排除に向けた更なる取組の推進が掲げられた。こうしたことを受け、令和5年9月、IHC及びCPCにおいて取り扱う情報の範囲に犯罪実行者募集情報を追加した。

また、大手SNS事業者と個別に面談し、違法情報・有害情報に係る削除依頼への迅速な対応を要請するなど削除の実効性を確保するための取組を推進している。

③　効果的な違法情報等の取締り

警察では、サイバーパトロール等により違法情報・有害情報の把握に努めるとともに、効率的な違法情報の取締り及び有害情報を端緒とした取締りを推進している。

また、合理的な理由もなく違法情報の削除依頼に応じないサイト管理者については、検挙を含む積極的な措置を講じることとしている。

（4）ランサムウェア対策

警察では、ランサムウェア等による被害に関する警察への通報・相談を促進し、サイバー事案の潜在化を防止するとともに、捜査活動の効率化及び再発防止を図っている。特に、国民生活に大きく影響を及ぼすおそれのある医療機関等における被害の未然防止及び拡大防止を図るため、医療機関等に対する講演や個別訪問等を実施している。

また、警察庁ウェブサイト（注）において、ランサムウェア事案の手口に関する情報等を公開し、被害の未然防止対策等を講ずるよう注意喚起を行っている。


注：警察庁ウェブサイト「ランサムウェア被害防止対策」
（https://www.npa.go.jp/bureau/cyber/countermeasures/ransom.html）
[image: QRコード　警察庁ウェブサイト「ランサムウェア被害防止対策」]



（5）サイバー攻撃対策

警察では、サイバー攻撃に適切に対処するため、サイバー警察局、サイバー特別捜査部等と都道府県警察が緊密に連携して、迅速かつ的確な捜査を推進することとしている。また、サイバー攻撃を受けたコンピュータやサイバー攻撃に使用された不正プログラムを解析し、その結果や犯罪捜査の過程で得た情報等を総合的に分析するなどして、攻撃者及び手口に関する実態解明を進めており、これらの情報等は、被害の未然防止・拡大防止に向けた取組のほか、サイバー攻撃の攻撃者を公表し、非難することでサイバー攻撃を抑止する、いわゆるパブリック・アトリビューションにも活用されている。


MEMO　BlackTechに対するパブリック・アトリビューション

中国を背景とするサイバー攻撃グループBlackTechが、平成22年頃以降、日本を含む東アジア及び米国の政府機関や工業、科学技術、メディア、エレクトロニクス、電気通信分野の事業者を標的とし、情報窃取を目的としたサイバー攻撃を行っていることが確認された。

これを受け、令和5年9月、警察庁は、内閣サイバーセキュリティセンター（NISC）、米国国家安全保障局（NSA）、米国連邦捜査局（FBI）及び米国国土安全保障省サイバーセキュリティ・インフラストラクチャセキュリティ庁（CISA）との連名で注意喚起を行い、BlackTechの手口を説明したほか、リスク低減のための対処例について呼び掛けた。

[bookmark: aa3p00030]　[image: BlackTechに対するパブリック・アトリビューション]








2　技術支援と解析能力の向上

（1）サイバーフォースの役割

警察では、深刻化するサイバー事案に対処するため、攻撃の対象となったサイバーセキュリティ上のぜい弱性に関する情報や、標的型メール攻撃等の犯行手口に関する情報等を、捜査活動及び事業者との情報交換を通じて把握・分析し、被害の未然防止及び拡大防止に努めている。

近年のサイバー事案をみると、国家を背景に持つサイバー攻撃集団による高度な攻撃が引き続き発生しているほか、新たなぜい弱性とその対策が日々発見されており、それに応じて用いられる手口も次々と変化している。

このような情勢に対応するため、警察では、都道府県警察のサイバー事案対策部門に技術的な面から支援を行う部隊であるサイバーフォースを、警察庁及び全国の情報通信部（注1）にそれぞれ設置している。サイバーフォースは、個々の重要インフラ事業者等に対する脅威情報の提供や助言、サイバーテロ対策協議会（注2）での講演、サイバー事案発生を想定した共同対処訓練を実施するなどして、官民連携の強化に努めている。また、サイバー事案発生時には、都道府県警察と連携し、被害状況の把握、被害拡大の防止、証拠保全等について技術的な緊急対処を行っている。

さらに、警察庁のサイバーフォースセンターは、全国のサイバーフォースの司令塔の役割を担っており、サイバー事案発生時には被害状況の把握等を行う拠点として機能するほか、24時間体制でのサイバー事案の予兆・実態把握、標的型メールに添付された不正プログラムの解析、全国のサイバーフォースに対する指示等を行っている。


注1：管区警察局情報通信部（四国警察支局情報通信部を含む。以下同じ。）、東京都警察情報通信部、北海道警察情報通信部、府県情報通信部（四国警察支局の管轄区域内の県情報通信部を含む。以下同じ。）及び方面情報通信部

注2：126頁参照



[bookmark: aa3z00070]　図表3-7　サイバーフォースの役割と活動
[image: 図表3-7　サイバーフォースの役割と活動]

（2）サイバー事案の予兆・実態等の把握

①　リアルタイム検知ネットワークシステムの運用

サイバーフォースセンターでは、サイバー事案の予兆・実態等を把握することを目的として、平成14年からリアルタイム検知ネットワークシステムを運用している。本システムでは、インターネット上にセンサーを設置し、当該センサーに対して送られてくる通信パケット（注1）を収集している。このセンサーは、外部に対して何らサービスを提供していないため、本来であれば外部から通信パケットが送られてくることはないことから、攻撃者が攻撃対象を探索する場合等に不特定多数のIPアドレスに対して無差別に送信される、通信パケットを観測することができる。この通信パケットを分析することで、インターネットに接続された各種機器のぜい弱性の探索行為、当該ぜい弱性を悪用した攻撃、不正プログラムに感染したコンピュータの動向等、インターネット上で発生している各種事象を把握することができる。

本システムは、インターネット上で発生するDoS攻撃（注2）を早期に検知するDoS攻撃被害観測機能や、犯罪の温床となっているダークウェブの実態を把握するためにダークウェブ上の情報を収集・分析する機能を備えており、インターネット上の事象の変化等に応じて機能の強化を行っている。

サイバーフォースセンターでは、本システムから得られる情報を用いて、24時間体制でサイバー事案の予兆・実態等を把握し、インターネット利用者がサイバー事案の危険性を正しく認識し、適切な対策を自主的に講じられるよう、分析結果を警察庁ウェブサイトにおいて広く一般に公開している。


注1：ネットワークを通して送信される際に分割されるデータのかたまりのことであり、各パケットには、送信先や送信元のIPアドレス等の情報が付加されている。

注2：Denial of Serviceの略。特定のコンピュータに対し、大量のアクセスを繰り返し行い、コンピュータのサービス提供を不可能にするサイバー攻撃



[bookmark: aa3z00080]　図表3-8　リアルタイム検知ネットワークシステムの概要
[image: 図表3-8　リアルタイム検知ネットワークシステムの概要]

[bookmark: aa3p00040]　[image: リアルタイム検知ネットワークシステムの運用状況]
リアルタイム検知ネットワークシステムの運用状況

②　リアルタイム検知ネットワークシステムによる令和5年中のインターネット観測結果

令和5年中、リアルタイム検知ネットワークシステムのセンサーにより、一つのセンサー当たり約9.4秒に1回という高い頻度で世界中から不審なアクセスが行われていることを観測した。不審なアクセス件数は増加の一途をたどっており、引き続きサイバー空間をめぐる脅威の情勢は極めて深刻であることがうかがわれる。

[bookmark: aa3z00090]　図表3-9　リアルタイム検知ネットワークシステムにおいて検知した一つのセンサーに対する1日当たりの不審なアクセス件数の推移（令和元年～令和5年）
[image: 図表3-9　リアルタイム検知ネットワークシステムにおいて検知した一つのセンサーに対する1日当たりの不審なアクセス件数の推移（令和元年～令和5年）]

検知した不審なアクセスについて、宛先ポート番号（注）に着目すると、1024番以上のポート番号へのアクセスが大きな割合を占めている。IoT機器では、標準設定として1024番以上のポート番号が使用されているものも多く、こうしたアクセスの多くは、ぜい弱性を有するIoT機器の探索行為やIoT機器に対するサイバー攻撃であるとみられる。

このほか、Wi-Fiルーターを対象とした不審なアクセスが複数観測された。観測されたアクセスは、Wi-Fiルーターのぜい弱性を狙ったもののほか、Wi-Fiルーターの設定変更等を行うための管理用のポートに対してユーザ名・パスワードを送信してログインを試行したと疑われるものであった。


注：TCP/IP通信（インターネット等で用いられるネットワーク上でデータを交換する際の取決め）において、利用するサービスを識別するための番号であり、0から65535までが割り当てられている。



[bookmark: aa3z00100]　図表3-10　ポート番号1023以下及び1024以上のポートへのアクセス件数の推移（令和元年～令和5年）
[image: 図表3-10　ポート番号1023以下及び1024以上のポートへのアクセス件数の推移（令和元年～令和5年）]

（3）不正プログラムの解析

近年、標的型メールに添付された不正プログラムを用いたサイバー事案が発生しているほか、病院、発電所、化学プラント等の重要インフラの基幹システム等を標的としたランサムウェア（注）を用いたサイバー事案が発生している。

警察庁では、不正プログラムの動作解析や攻撃手口の解明等に資する情報の収集・分析及び機械学習を活用した不正プログラム解析の高度化・効率化に取り組んでいる。


注：114頁参照



[bookmark: aa3z00110]　図表3-11　機械学習を活用した不正プログラム解析の高度化・効率化のイメージ
[image: 図表3-11　機械学習を活用した不正プログラム解析の高度化・効率化のイメージ]

特に、重要インフラの制御・監視を行う産業制御システムを標的としたサイバー事案への対処能力の強化を図るため、大規模産業型制御システム模擬装置等を整備し、実際に不正プログラムを実行させ、その動作を検証するとともに、不正プログラムが動作することで残される証跡等を調査することにより、事案発生時における迅速な原因特定・対処に万全を期している。

また、産業制御システムを標的としたサイバー事案を想定した対処訓練に当該装置を活用しているほか、当該装置による検証の結果を踏まえ、関係機関・団体等とサイバー事案の未然防止・被害拡大防止対策のための情報交換を実施している。

[bookmark: aa3z00120]　図表3-12　大規模産業型制御システム模擬装置の活用例
[image: 図表3-12　大規模産業型制御システム模擬装置の活用例]

（4）犯罪の取締りのための技術支援体制

情報化社会の進展は、匿名性が高く、追跡が困難なサイバー空間を利用した様々な犯罪の敢行を容易にさせており、こうした犯罪の取締りにおいては、高度な技術的知見が必要となっている。

このため、警察では、警察庁及び全国の情報通信部（注）に情報技術解析課を設置し、都道府県警察等に対し、捜索・差押えの現場でコンピュータ等を適切に差し押さえるための技術的な指導や、押収したスマートフォン等から証拠となる情報を取り出すための解析の実施についての技術支援を行っている。

また、警察庁情報技術解析課に設置された高度情報技術解析センターは、高度で専門的な知識及び技術を有する職員を配置するとともに、高性能な解析用資機材を整備し、破損した電磁的記録媒体からの情報の抽出・可視化、不正プログラムの解析等を行っている。


注：119頁参照



[bookmark: aa3z00130]　図表3-13　犯罪の取締りへの技術支援体制
[image: 図表3-13　犯罪の取締りへの技術支援体制]

さらに、警察庁では、技術支援体制の強化に向け、全国の情報技術解析部門の限られた人的・物的資源を効率的かつ最大限に活用するため、全国を結ぶネットワークを通じて、高度な解析を実施するためのソフトウェアの共有・利用や相互支援を可能とする解析基盤装置を、令和5年5月から運用している。また、最新の資機材の整備を進めるなど、サイバー事案の対処に必要な資機材の整備・高度化を推進している。

（5）解析能力向上のための取組

近年、不正プログラムを悪用したサイバー事案が多発する中、その手口の巧妙化・多様化により、不正プログラム解析には極めて高い技術力が求められている。また、IoT機器をはじめとする新たな電子機器やそれに関連するサービスの社会への定着、スマートフォン等のアプリの多様化・複雑化、自動運転システムの実現に向けた技術開発等が進む中、警察捜査を支えるためには、最新の技術に対応した解析能力の向上を図っていく必要がある。

このため、警察では、解析手法の開発や資機材の整備、高度な解析技術を持つ職員の育成のほか、犯罪に悪用され得る最先端の情報通信技術の調査・研究を推進している。






3　警察における人材育成の推進

（1）サイバー空間における脅威への対処に係る人材育成

都道府県警察では、サイバー事案に的確に対処するため、事案発生時には、多数の捜査員を従事させるとともに、警察本部等にサイバー事案への対処について高度な知見を有するサイバー犯罪捜査官等の専門捜査員を配置している。サイバー犯罪捜査官等は、民間企業での経験や情報通信技術に関する高度な資格の保有を条件として中途採用・特別採用をした警察官等であり、その知識や技能を生かして捜査の第一線で活躍している。

また、警察庁では、従前から情報通信に関する専門的な技術を有する者を技術系職員として採用し、実践的な研修を実施するなどして育成しており、これらの職員は、その専門知識を生かして、情報技術解析等の第一線で活躍している。

こうしたサイバー空間における脅威への対処のための人的基盤を強化するため、警察では、職員の採用・登用、教育・研修、キャリアパスの管理等を部門横断的かつ体系的に実施している。

（2）捜査員等に対する実践的研修

警察大学校サイバーセキュリティ対策研究・研修センター捜査研修室では、都道府県警察の捜査員等を対象とした高度な実践的研修を実施している。平成30年度以降、サイバーレンジ（注）を導入し、仮想環境下において実際の犯行手口や被害状況を再現することにより、最新の手口により行われるサイバー事案に対する実践的な捜査演習や、大規模なサイバー攻撃の被害事案を想定した訓練等を実施している。

また、警察庁では、高度な解析技術を持つ職員の育成を行うため、最新の技術を有する民間企業や研究機関との技術協力を推進している。


注：サイバー事案に対する実的な訓練を行うためのサイバー演習環境



[bookmark: aa3z00140]　図表3-14　サイバー空間における脅威への対処に係る人材育成
[image: 図表3-14　サイバー空間における脅威への対処に係る人材育成]


MEMO　サイバーセキュリティ対策研究・研修センターにおける取組

警察大学校サイバーセキュリティ対策研究・研修センター解析研究室では、ハードウェア及びソフトウェアに関する知識や技術を駆使して、電子機器の解析に関する研究や、犯罪に悪用され得る最先端の情報通信技術に関する研究を行っている。

自動運転システムの解析に関する研究

自動運転システムを備えた自動車にはカメラやレーダー等が搭載されており、同システムには事件・事故等の捜査に必要な情報が記録されている可能性があることから、自動運転システムの解析に関する研究を行っている。令和5年度は、自動車に対するサイバー攻撃に備え、学術機関及び民間企業の知見を活用し、自動車におけるセキュリティインシデントの解明に関する共同研究を行った。

[bookmark: aa3p00050]　[image: 学会における発表]
学会における発表




MEMO　サイバーコンテストの開催

警察庁では、都道府県警察の捜査員等を対象に、サイバー空間における脅威への対処に関する知識・技能を競うサイバーコンテストを開催している。同コンテストでは、実際の事案を想定したシナリオを使用し、捜査員等の知識・技能の向上を図るとともに、全国の優秀な人材の発掘に取り組んでいる。








4　国際連携の推進

（1）外国捜査機関等との連携の推進

警察庁では、多国間における情報交換や協力関係の確立等に積極的に取り組んでおり、令和5年中は、G7ローマ／リヨン・グループ（注1）に置かれたハイテク犯罪サブグループ、サイバー犯罪条約（通称：ブダペスト条約）（注2）の締約国等が参加するサイバー犯罪条約委員会会合、EUROPOL（注3）が主催するサイバー犯罪会議等の国際会議に参加した。また、FBIが主催する各国の捜査機関職員を対象としたサイバー犯罪対策等に関する研修に我が国の警察職員を派遣するなど、サイバー空間における脅威に関する情報の共有や、国際捜査共助に関する連携強化等を推進している。

さらに、情報技術解析に関する知識・経験等の共有を図るため、ICPO（注4）加盟国の法執行機関に加えて、国外の民間企業や学術機関が参加するICPOデジタル・フォレンジック専門家会合に平成28年から参加しているほか、情報セキュリティ事案に対処する組織の国際的な枠組みであるFIRST（注5）に平成17年から加盟しており、組織間の情報共有を通じ、適切な事案対処に資する技術情報の収集を行っている。


注1：昭和53年（1978年）にボン・サミットを契機に発足したG8テロ専門家会合（G8ローマ・グループ）と平成7年（1995年）にハリファクス・サミットで設置されたG8国際組織犯罪対策上級専門家会合（G8リヨン・グループ）が、平成13年（2001年）の米国における同時多発テロ事件以降合同で開催されているもので、国際組織犯罪対策やテロ対策等について検討している。なお、平成26年（2014年）3月から、G7として実施している。

注2：サイバー犯罪に関する条約。サイバー犯罪から社会を保護することを目的として、コンピュータ・システムに対する違法なアクセス等一定の行為の犯罪化、コンピュータ・データの迅速な保全等に係る刑事手続の整備、犯罪人引渡し等に関する国際協力等につき規定している。平成24年に我が国について発効した。

注3：31頁参照（トピックスIII）

注4：18頁参照（特集）

注5：Forum of Incident Response and Security Teamsの略




MEMO　外国捜査機関との連携強化に資する取組

令和5年9月、警察庁サイバー警察局では、英国及びイタリアの捜査機関との間で、サイバー空間をめぐる脅威情勢等について、サイバー犯罪対策部門の長等を交えたハイレベルな意見交換を行ったほか、同年11月、外国捜査機関のデジタル・フォレンジックの専門家を招へいし、破損機器の解析等に関する意見交換を実施した。また、令和5年10月に我が国で開催されたG7ローマ／リヨン・グループ会合におけるハイテク犯罪サブグループでは、サイバー空間をめぐる脅威情勢や暗号資産を悪用した犯罪の捜査等について議論し、G7各国の捜査機関との緊密な連携を図った。



（2）国際協力の推進

警察庁では、サイバー空間における脅威への諸外国の対処能力の向上を図るとともに、外国捜査機関等との協力関係を強化することを目的として、外務省や独立行政法人国際協力機構（JICA（注））と連携して外国捜査機関等に対する支援を行っている。平成26年度からは、外国捜査機関等のサイバー犯罪対策等に従事する職員を招へいし、サイバー空間における脅威への対処に関する知識・技術を習得させることなどを目的とした研修を実施しているほか、平成29年度からは、ベトナム公安省の職員を受け入れて、サイバーセキュリティ対策等に関する知識・技術の習得を目的とした研修を行っている。


注：Japan International Cooperation Agencyの略








5　官民連携の推進

（1）日本サイバー犯罪対策センターとの連携

我が国における産学官連携の枠組みとして平成26年から業務が開始されたJC3（注）では、産学官の情報や知見の集約・分析をし、その結果等を還元することで、脅威の大本を特定し、これを軽減し、又は無効化することにより、以後の事案発生の防止を図ることとしている。警察では、捜査関連情報等をJC3において共有し、産学におけるサイバーセキュリティに関する取組に貢献するとともに、JC3において共有された情報を警察活動に迅速・的確に活用し、安全で安心なサイバー空間の構築に努めている。


注：116頁参照



[bookmark: aa3z00150]　図表3-15　JC3の概要
[image: 図表3-15　JC3の概要]

（2）サイバー防犯ボランティアに対する支援

サイバーパトロールにより発見した違法情報・有害情報をIHC、サイト管理者等に通報する取組やインターネット利用者に対する講演活動等を行うサイバー防犯ボランティアは、全国で308団体、7,067人（令和5年12月末現在）となっており、警察では、研修会を開催するなどして、こうした活動を行う団体の拡大と取組の活性化を図っている。

[bookmark: aa3p00060]　[image: サイバー防犯ボランティアの活動の様子]
サイバー防犯ボランティアの活動の様子


CASE

警察庁では、令和6年2月から3月にかけて、サイバー防犯ボランティアを対象とした広報啓発コンテストを実施した。「ID・パスワードの設定と管理」又は「サポート詐欺対策」をテーマとした広報動画を募集し、警察庁X（旧Twitter）への掲載等により審査を行い、テーマごとに、最優秀作品にはサイバー警察局長賞を授与した。

[bookmark: aa3p00070]　[image: サイバー防犯ボランティア広報啓発コンテスト最優秀作品]
サイバー防犯ボランティア広報啓発コンテスト最優秀作品



（3）サイバーテロ対策協議会

警察では、各都道府県警察及びサイバー事案の標的となるおそれのある重要インフラ事業者等で構成される「サイバーテロ対策協議会」を全ての都道府県において設置し、サイバー事案の脅威やサイバーセキュリティに関する情報提供、民間の有識者による講演及び参加事業者間の意見交換・情報共有を行っているほか、サイバー事案の発生を想定した共同対処訓練等を行っている。

[bookmark: aa3p00080]　[image: サイバーテロ対策協議会]
サイバーテロ対策協議会

（4）サイバーインテリジェンス情報共有ネットワーク

警察では、情報窃取の標的となるおそれの高い先端技術を有する事業者等との間で、情報窃取を企図したとみられるサイバー事案に関する情報共有を行う「サイバーインテリジェンス情報共有ネットワーク」を構築しており、このネットワークを通じて事業者等から提供された情報を集約するとともに、これらの事業者等から提供された情報及びその他の情報を総合的に分析し、事業者等に対し、分析結果に基づく注意喚起を行っている。

（5）不正プログラム対策協議会

警察では、警察庁及びウイルス対策ソフト提供事業者等で構成される「不正プログラム対策協議会」において、不正プログラム対策に関する情報共有を行っている。特に、警察からは、市販のウイルス対策ソフトで検知することができない新たな不正プログラムに関する情報をはじめとする不正プログラム対策に資する情報を提供し、サイバーセキュリティ対策の向上を図っている。

（6）不正通信防止協議会

警察では、警察庁及びセキュリティ監視サービス又はセキュリティ事案に対処するサービスを提供する事業者で構成される「サイバーインテリジェンス対策のための不正通信防止協議会」において、標的型メール攻撃等に利用される不正プログラムの接続先等の情報を共有することにより、我が国の事業者等が不正な接続先へ通信を行うことを防止している。

（7）高度な研究開発等を行う大学を標的としたサイバー事案への対策の推進

近年、高度な研究開発を行う大学を標的としたサイバー事案が発生していることから、警察では、当該サイバー事案に関する情報収集・分析を強化するとともに、大学と連携し、サイバー事案をめぐる最新の情勢や被害防止対策等に関する情報共有及びサイバー事案の発生を想定した共同対処訓練を実施することなどにより、高度な研究開発を行う大学を標的としたサイバー事案への対処能力の強化を図っている。

（8）被害の潜在化防止に向けた取組の推進

①　関係機関と連携した通報・相談の推進

サイバー事案対処に当たっては、警察への通報・相談を一層促進し、国民・事業者等からの情報を広範に収集することが求められる一方、被害者自身に対する社会的評価の悪化の懸念等から通報・相談そのものがためらわれる傾向があり、いわゆる「被害の潜在化」が課題となっている。こうした状況を踏まえ、警察庁では、サイバー事案の被害に関する通報・相談の促進に向け、令和5年4月、医療機関との連携について日本医師会との間で、同年6月、クレジットカード番号等の漏えいへの対応として経済産業省との間で、それぞれ覚書を締結した。また、警察では、関係機関・団体、サイバー保険（注1）を取り扱う損害保険会社をはじめとする民間事業者等との連携、民間事業者等との共同対処協定（注2）の締結等を通じて、サイバー事案による被害に関する警察への通報・相談を促進している。


注1：サイバー事案等により企業に生じた損害等を補填する保険

注2：令和5年12月末までに、金融機関や暗号資産交換事業者等、全国で739事業者・団体と本協定を締結している。



②　通報・相談しやすい環境整備

警察庁では、令和4年度に開催した「サイバー事案の被害の潜在化防止に向けた検討会」において取りまとめられた報告書を踏まえ、令和6年3月、インターネットから通報・相談をすることができる一元的な窓口を整備した。また、ウェブサイト等における発信を通じて、サイバー事案に関する警察への通報・相談を促す広報を行うなどの取組を実施している。

さらに、サイバー事案に関する通報・相談に適切に対応するため、採用時教養、昇任時教養等において、サイバー事案対処に関する講義を実施するなど警察職員全体の対処能力の向上に向けた人材育成を推進している。






警察活動の最前線


大学との連携による安全・安心なサイバー空間の実現について




福岡県警察本部生活安全部サイバー犯罪対策課特別対処係

古賀　淳

[bookmark: aa3m00010]　[image: ふっけい君]




私は、サイバー犯罪に悪用される情報技術に関する調査・研究を行う業務を担当しています。

以前、マルウェアによりフィッシングメールが大量送信される事案を認知し、マルウェアの解析を行うに際し、知見を有する福岡県内の大学に協力を求め、その挙動を解明できたことがありました。

以降、同大学とサイバーセキュリティに関する対処協定を締結し、サイバー犯罪に悪用される情報技術に関する共同研究を進めています。

その成果の一つとして、未把握のフィッシングサイトを検知する仕組みを共同で開発しました。国際論文誌IEEE Accessにおいて成果を公表したほか、検知したフィッシングサイトの閲覧防止措置等の被害防止対策に活用しています。

近年のサイバー犯罪は、最新の情報通信技術を悪用するなど複雑化・巧妙化しており、その対策を講じるには、産・学・官の様々な機関・団体が緊密に連携することが不可欠となっています。

今後も、新たな知識・技術の習得に努めるとともに、関係機関・団体との更なる連携を積極的に進め、安全・安心なサイバー空間の実現に貢献していきたいと思います。

[bookmark: aa3p00090]　[image: 福岡県警察本部生活安全部サイバー犯罪対策課特別対処係　古賀　淳]




日々巧妙化する不正プログラムの解析経験を通して




近畿管区警察局京都府情報通信部情報技術解析課技術支援係

松尾　優希奈

[bookmark: aa3m00020]　[image: 警察庁ワッペン]




私が所属する情報技術解析課では、京都府警察からの要請を受け、捜索・差押え等における技術的な支援や、押収された電子機器に記録された電磁的記録の抽出・可視化、不正プログラムの解析等を行っています。

これまでの解析経験の中でも、「表面上は不正な動作を行わない不正プログラム」の動作の解析業務が、特に印象に残っています。このプログラムは、自身が動作するパソコンの環境の情報を検知し、その環境によって動作を停止するといった、解析を妨害する耐解析機能を有していました。そこで、このプログラムを段階的に実行しては停止させ、その都度詳細な動作を確認する作業を繰り返し行うことで、解析の妨害を免れる方法を特定し、隠されていた不正な動作を見つけ出すことに成功しました。結果として、このプログラムはパソコンの遠隔操作に悪用できることが分かり、後の捜査に大きく貢献することができました。

不正プログラムは、用いられる技術・手口が日々多様化・巧妙化しており、その解析には、より高度かつ最新の技術が求められます。これからも、解析手法の検討や技術の調査を行いながら自らの技術・知識のアップデートに努め、技術の変化に即した解析を行っていきます。

[bookmark: aa3p00100]　[image: 近畿管区警察局京都府情報通信部情報技術解析課技術支援係　松尾　優希奈]








第4章　組織犯罪対策

第1節　暴力団等対策

1　暴力団情勢

（1）暴力団構成員及び準構成員等（注1）の推移

暴力団構成員及び準構成員等の過去10年間の推移は、図表4－1のとおりであり、その総数は平成17年（2005年）以降減少し、令和5年（2023年）末には、暴力団対策法が施行された平成4年以降最少となった。この背景としては、全国警察による集中的な取締りや暴力団排除の取組の進展により、暴力団からの構成員の離脱が進んだことなどが考えられる。

また、六代目山口組からの分裂組織を含む主要団体等（注2）の暴力団構成員及び準構成員等の総数に占める割合は、令和5年末も7割を超えており、寡占状態は継続している。


注1：暴力団構成員以外の暴力団と関係を有する者であって、暴力団の威力を背景に暴力的不法行為等を行うおそれがあるもの、又は暴力団若しくは暴力団構成員に対し資金、武器等の供給を行うなど暴力団の維持若しくは運営に協力し、若しくは関与するもの。

注2：平成26年までは、六代目山口組、稲川会及び住吉会を「主要3団体」と、平成27年以降は、神戸山口組を含む4団体を「主要団体」と、平成30年以降は、絆會（きずなかい）（任侠（にんきょう）山口組から改称）を含む5団体を、令和3年以降は、池田組を含む6団体を「主要団体等」という。



[bookmark: aa4z00010]　図表4-1　暴力団構成員及び準構成員等の推移（平成26年～令和5年）
[image: 図表4-1　暴力団構成員及び準構成員等の推移（平成26年～令和5年）]

（2）暴力団の解散・壊滅

令和5年中に解散・壊滅をした暴力団の数は97組織であり、これらに所属していた暴力団構成員の数は189人である。このうち主要団体等の傘下組織の数は52組織（53.6％）であり、これらに所属していた暴力団構成員の数は112人（59.3％）である。

（3）暴力団の指定

令和6年6月1日現在、暴力団対策法の規定に基づき25団体が指定暴力団として指定されている。令和5年中は6団体が、令和6年中は6月までに4団体が、それぞれ指定の有効期間を満了したことから、引き続き指定を受けた（注）。


注：令和5年中は浪川会、三代目侠道会、太州会、十代目酒梅組、極東会及び二代目東組が、令和6年中は2月に松葉会及び四代目福博会が、3月に絆會が、4月に関東関根組がそれぞれ指定を受けた。



[bookmark: aa4z00020]　図表4-2　指定暴力団一覧表
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2　暴力団犯罪の取締りと暴力団対策法の運用

（1）検挙状況

暴力団構成員及び準構成員その他の周辺者（以下「暴力団構成員等」という。）の検挙人員は、図表4－3のとおりである。令和5年中は9,610人と、前年と比べ293人（3.0％）減少した。また、平成5年以降の検挙人員の罪種別割合をみると、図表4－4のとおりであり、恐喝、賭博及びノミ行為等（注）の割合が減少傾向にあるのに対し、詐欺の割合が増加傾向にあり、暴力団が資金獲得活動を変化させている状況がうかがわれる。


注：公営競技をめぐって施行者以外の第三者が行う勝馬投票等類似行為等の競馬法、自転車競技法、小型自動車競走法及びモーターボート競走法違反



[bookmark: aa4z00030]　図表4-3　暴力団構成員等の検挙人員の推移（令和元年～令和5年）
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[bookmark: aa4z00040]　図表4-4　暴力団構成員等の検挙人員の罪種別割合の推移（平成5年、平成15年、平成25年及び令和5年）
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（2）資金獲得犯罪

暴力団は、覚醒剤の密売、繁華街における飲食店等からのみかじめ料の徴収、企業や行政機関を対象とした恐喝・強要のほか、強盗、窃盗、各種公的給付制度を悪用した詐欺等、時代の変化に応じて様々な資金獲得犯罪を行っている。特に、近年、暴力団構成員等が主導的な立場で特殊詐欺に深く関与し、暴力団が特殊詐欺を有力な資金源の一つとしている実態がうかがわれる。

また、暴力団は、実質的にその経営に関与している暴力団関係企業を利用し、又は共生者（注）と結託するなどして、その実態を隠蔽しながら、一般の経済取引を装った違法な貸金業や労働者派遣事業等の資金獲得犯罪を行っている。

警察では、巧妙化・不透明化をする暴力団の資金獲得活動に関する情報の収集・分析をするとともに、社会経済情勢の変化に応じた暴力団の資金獲得活動の動向にも留意しつつ、暴力団や共生者等に対する取締りを推進している。


注：暴力団に利益を供与することにより、暴力団の威力、情報力、資金力等を利用し自らの利益拡大を図る者




CASE

稲川会傘下組織の組長の男（56）らは、令和4年11月、労働者を現場作業員として派遣し、足場組立等の建設業務に従事させ、労働者派遣が禁止されている建設業務について労働者派遣事業を行った。令和5年10月、同男ら2人を労働者派遣法違反で逮捕した（千葉）。



（3）対立抗争事件等の発生

暴力団は、組織の継承等をめぐって銃器を用いた対立抗争事件を引き起こしたり、自らの意に沿わない事業者を対象とする報復・見せしめ目的の襲撃等事件を起こしたりするなど、自己の目的を遂げるためには手段を選ばない凶悪性がみられる。

近年の対立抗争事件、暴力団等によるとみられる事業者襲撃等事件等の発生状況は、図表4－5のとおりである。これらの事件の中には、銃器が使用されたものもあり、市民生活に対する大きな脅威となるものであることから、警察では、重点的な取締りを推進している。

[bookmark: aa4z00050]　図表4-5　対立抗争事件の発生件数等の推移（令和元年～令和5年）（注1）
[image: 図表4-5　対立抗争事件の発生件数等の推移（令和元年～令和5年）]


CASE

六代目山口組傘下組織の幹部の男（49）は、令和5年6月、神戸市内の神戸山口組組長の自宅に放火する目的で、ライターを携帯するとともに、ガソリンを同建物付近にまいた。同月、同男を放火予備罪で逮捕した（兵庫）。



（4）暴力団対策法の運用

指定暴力団員がその所属する暴力団の威力を示して暴力的要求行為（注）を行った場合等においては、暴力団対策法に基づき、都道府県公安委員会が中止命令等を発出することができることとされている。中止命令等の発出件数の推移は、図表4－6のとおりである。


注：指定暴力団の暴力団員が威力を示して行う不当な金品等の要求行為



[bookmark: aa4z00060]　図表4-6　暴力団対策法に基づく中止命令等の発出件数の推移（令和元年～令和5年）
[image: 図表4-6　暴力団対策法に基づく中止命令等の発出件数の推移（令和元年～令和5年）]


CASE

六代目山口組傘下組織の幹部の男（51）は、令和5年5月、仕事上のトラブルを理由に男性らを呼び出し、「俺の名前を出したんだから、俺に200万円ずつ払え」、「ヤクザなめんじゃねーぞ」などと告げて、自己が所属する暴力団の威力を示して、金銭を支払うように要求した。同年6月、同男に対し、暴力的要求行為を継続することなどをしてはならない旨の中止命令を発出した（茨城）。




MEMO　山口組分裂後の対立抗争と暴力団対策法の活用

六代目山口組と神戸山口組の間では、平成31年4月以降、拳銃を使用した殺人事件等が相次いで発生するなど、対立抗争が激化し、地域社会に大きな不安を与えた。こうした状況を受け、令和2年1月以降、兵庫県等の公安委員会が、暴力団対策法に基づき、特に警戒を要する区域（以下「警戒区域」という。）を定めた上で、両団体を「特定抗争指定暴力団等」に指定しており、その後も、対立抗争等の情勢に応じて警戒区域を追加するなどの措置を講じることにより、対立抗争に伴う市民への危害の防止に努めている。令和6年5月末現在、9府県17市町を警戒区域と定めている。

また、神戸山口組から離脱した池田組と六代目山口組の間でも、令和4年5月以降、サバイバルナイフを使用した殺人未遂事件が発生するなど、対立抗争が激化する状況が認められたことから、令和4年12月、岡山県等の公安委員会が、暴力団対策法に基づき、警戒区域を定めた上で、両団体を特定抗争指定暴力団等に指定した。令和6年5月末現在、4県4市を警戒区域と定めている。

[bookmark: aa4p00010]　[image: 暴力団事務所に対する標章貼付の状況]
暴力団事務所に対する標章貼付の状況








3　暴力団排除活動の推進

（1）国及び地方公共団体における暴力団排除活動

国及び地方公共団体においては、犯罪対策閣僚会議の下に設置された暴力団取締り等総合対策ワーキングチーム（以下「ワーキングチーム」という。）における申合せ等に基づき、警察と連携しつつ、受注業者の指名基準や契約書に暴力団排除条項（注）（下請契約、再委託契約等に係るものを含む。）を盛り込んだり、暴力団等による不当な介入がなされた場合における警察への通報等を受注業者に義務付けたりするなどの取組を推進している。また、民間工事等に関係する業界及び独立行政法人に対しても、同様の取組が推進されるよう所要の指導・要請を行っている。


注：法令、規約及び契約書等に設けられている条項であって、許可を取得する者、事務の委託の相手方、契約等の取引の相手方等から暴力団員等の暴力団関係者又は暴力団関係企業を排除する旨を規定する条項



（2）各種事業・取引等からの暴力団排除

①　各種事業からの暴力団排除

近年、各種事業から暴力団関係企業等を排除するため、法令等において暴力団排除条項の整備が進んでおり、警察では、暴力団の資金源を遮断するため、関係機関・団体と連携して、貸金業、建設業等の各種事業からの暴力団排除を推進している。

②　各種取引からの暴力団排除

近年、暴力団の資金獲得活動が巧妙化・不透明化をしていることから、警察では、取引先が暴力団関係企業等であると気付かずに企業が経済取引を行ってしまうことを防ぐため、「企業が反社会的勢力による被害を防止するための指針」（注）及びワーキングチームにおける申合せに基づき、関係機関・団体と連携を強化し、各種取引からの暴力団排除を推進している。


注：平成19年の犯罪対策閣僚会議幹事会における申合せ。企業が反社会的勢力による被害を防止するための基本的な理念や具体的な対応について取りまとめたもの。



（3）地域住民等による暴力団排除活動

警察では、暴力追放運動推進センター（以下「暴追センター」という。）及び弁護士会と緊密に連携し、適格暴追センター制度（注）も活用しながら、事務所撤去訴訟等に対する支援を実施するなどして、地域住民等による暴力団排除活動を支援している。

また、指定暴力団の代表者等の損害賠償責任に関する暴力団対策法の規定を効果的に活用し、暴力団犯罪に係る損害賠償請求訴訟に対する支援を実施するなどして、暴力団の不当要求による被害の救済等に努めている。


注：国家公安委員会から適格暴追センターとして認定を受けた暴追センターが、指定暴力団等の事務所の付近住民等から委託を受けて、自己の名をもって事務所使用差止請求を行うことができる制度



[bookmark: aa4p00020]　[image: 暴力追放県民大会の状況]
暴力追放県民大会の状況

（4）地方公共団体における暴力団排除に関する条例の運用

各都道府県においては、暴力団排除に関する条例の効果的な運用に努めている。これら条例は、地方公共団体、住民、事業者等が連携・協力をして暴力団排除に取り組む旨を定め、暴力団排除に関する基本的な施策、青少年に対する暴力団からの悪影響排除のための措置、暴力団の利益になるような行為の禁止等を主な内容としている。

各都道府県では、条例に基づき、暴力団の威力を利用する目的で財産上の利益の供与をしてはならない旨の勧告等を実施している。令和5年中における実施件数は、勧告が46件、指導が1件、中止命令が7件、再発防止命令が5件、検挙が20件となっている。


CASE

飲食店経営者の男（53）は、令和4年9月から令和5年3月にかけて、暴力団の威力を利用する目的で、六代目山口組傘下組織の会長の男（58）にマンション1室及び駐車場を無償で貸し与えるなどして合計約100万円の財産上の利益を供与した。同年7月、大阪府公安委員会は、大阪府暴力団排除条例に基づき、同経営者に対して暴力団に利益の供与をしてはならない旨の勧告を、同会長に対して事業者から利益の供与を受けてはならない旨の勧告をそれぞれ実施した（大阪）。




CASE

住吉会傘下組織の組長の男（58）らは、令和3年3月から令和5年1月にかけて、東京都暴力団排除条例に定める暴力団事務所の開設又は運営の禁止区域において、暴力団事務所を運営した。同年3月、同男ら7人を同条例違反（暴力団事務所の開設及び運営の禁止）で逮捕した（警視庁）。



（5）暴力団員の社会復帰対策の推進

暴力団を壊滅するためには、構成員を一人でも多く暴力団から離脱させ、その社会復帰を促すことが重要である。警察庁では、令和5年に閣議決定された「第二次再犯防止推進計画」等に基づき、関係機関・団体と連携して、構成員に対する暴力団からの離脱に向けた働き掛けの充実を図るとともに、構成員の離脱・就労、社会復帰等に必要な社会環境及びフォローアップ体制の充実に関する効果的な施策を推進している。


CASE

暴力団から離脱して社会復帰することを望む旨を警察に相談していた暴力団員から、別の組織に所属する暴力団員も離脱を希望している旨の情報を得て、両名に対する離脱支援及び就労支援を実施したところ、いずれの者も、所属する組織から離脱し、令和5年7月、社会復帰対策協議会（注）を通じて協賛企業に就労した。


注：警察、暴追センター、関係機関・団体等から構成される、暴力団を離脱した者の安定した雇用の場の確保のための連絡組織










4　匿名・流動型犯罪グループの動向と警察の取組

暴力団勢力が衰退していく中、暴力団のような明確な組織構造は有しないが、先輩・後輩、友人・知人といった人間関係に基づく緩やかなつながりで集団を構成しつつ、暴力団等と密接な関係を有するとうかがわれる集団も存在しており、警察では、従来、こうした集団を暴力団に準ずる集団として「準暴力団」と位置付け、取締りの強化等に努めてきた。

こうした中、近年、準暴力団に加え、SNSや求人サイト等を利用して実行犯を募集する手口により特殊詐欺等を広域的に敢行するなどの集団がみられ、治安対策上の脅威となっている。これらの集団は、各種資金獲得活動により得た収益を吸い上げている中核部分は匿名化され、実行犯はSNS等でその都度募集され流動化しているなどの特徴を有する新たな形態のものである。

警察では、こうした集団を「匿名・流動型犯罪グループ」と位置付けた上、その動向を踏まえ、繁華街・歓楽街対策、特殊詐欺対策、侵入強盗対策、暴走族対策、少年非行対策等を担う関係部門間における連携を強化し、匿名・流動型犯罪グループに係る事案を把握するなどした場合の情報共有を行い、部門の垣根を越えた実態解明を図るとともに、あらゆる法令を駆使した取締りの強化に努めている（注）。


注：匿名・流動型犯罪グループに対する警察の取組については、2頁参照（特集）








第2節　薬物銃器対策

1　薬物情勢

令和5年（2023年）中の薬物事犯の検挙人員は1万3,330人と、引き続き高い水準にあり、20歳代以下の若年層による大麻事犯が相次いで検挙されたほか、大麻事犯の検挙人員が警察庁が保有する昭和33年（1958年）以降の統計で最多となるなど、我が国の薬物情勢は依然として厳しい状況にある。薬物は、乱用者の精神や身体をむしばむばかりでなく、幻覚、妄想等により、乱用者が殺人、放火等の凶悪な事件や重大な交通事故等を引き起こすこともあるほか、薬物の密売が暴力団等の犯罪組織の資金源となることから、その乱用は社会の安全を脅かす重大な問題である。

[bookmark: aa4z00070]　図表4-7　薬物事犯の検挙人員（令和5年）
[image: 図表4-7　薬物事犯の検挙人員（令和5年）]

（1）薬物事犯別の検挙状況

①　覚醒剤事犯

令和5年中、覚醒剤事犯の検挙人員は前年より減少したが、全薬物事犯の検挙人員の44.4％を占めている。また、押収量は1,342.9キログラムと、前年より1,053.9キログラム増加した。覚醒剤事犯の特徴としては、検挙人員に占める暴力団構成員等の割合が高いことのほか、30歳代以上の検挙人員が多いことや、他の薬物事犯と比べて再犯者の占める割合が高いことが挙げられる。

②　大麻事犯

大麻事犯の検挙人員は過去最多となり、全薬物事犯の検挙人員の48.6％を占め、覚醒剤事犯の検挙人員を上回った。近年、面識のない者同士がSNSを通じて連絡を取り合いながら大麻の売買を行う例もみられる。大麻事犯の特徴としては、他の薬物事犯と比べて、検挙人員のうち初犯者や20歳代以下の若年層の占める割合が高いことが挙げられる。

[bookmark: aa4z00080]　図表4-8　各種薬物事犯の検挙状況及び押収量の推移（令和元年～令和5年）
[image: 図表4-8　各種薬物事犯の検挙状況及び押収量の推移（令和元年～令和5年）]

（2）薬物密輸入事犯の検挙状況

令和5年中の薬物密輸入事犯の検挙件数は419件と、前年より125件（42.5％）増加し、検挙人員は495人と、前年より119人（31.6％）増加した。

覚醒剤密輸入事犯の検挙状況の推移は、図表4－9のとおりである。令和5年中は、覚醒剤の押収量が前年より増加し、また、暴力団構成員等や来日外国人の検挙人員が前年より増加した。覚醒剤密輸入事犯の検挙件数は、前年より増加し、覚醒剤に対する根強い需要が存在しているものと考えられる。

[bookmark: aa4z00090]　図表4-9　覚醒剤密輸入事犯の検挙状況及び押収量の推移（平成26年（2014年）～令和5年）
[image: 図表4-9　覚醒剤密輸入事犯の検挙状況及び押収量の推移（平成26年（2014年）～令和5年）]

（3）犯罪組織等の動向

①　暴力団による薬物事犯

令和5年中の薬物事犯の検挙人員（1万3,330人）のうち、暴力団構成員等が20.8％（2,778人）を占めている。また、密売関連事犯（注）の検挙人員（767人）のうち、暴力団構成員等が34.8％（267人）を占めているところ、これらを薬物事犯別でみると、覚醒剤の密売関連事犯の検挙人員（333人）のうち50.8％（169人）を、大麻の密売関連事犯の検挙人員（389人）のうち22.1％（86人）を、それぞれ暴力団構成員等が占めており、覚醒剤や大麻の密売に暴力団が深く関与していることがうかがわれる。


注：営利目的所持、営利目的譲渡し及び営利目的譲受け



②　来日外国人による薬物事犯

令和5年中の来日外国人による薬物事犯の検挙人員は870人と、前年より218人（33.4％）増加した。このうち、営利目的輸入事犯の検挙人員は234人であり、国籍・地域別でみると、ベトナムが25.2％（59人）を占めているほか、密売関連事犯の検挙人員は31人であり、国籍・地域別でみると、ベトナムが51.6％（16人）を占めている。


CASE

道仁会傘下組織の幹部の男（34）らは、令和3年3月から令和5年2月にかけて、熊本県内等において、SNSを利用するなどして覚醒剤や大麻の密売等をした。同年4月までに、同男ら10人を覚醒剤取締法違反及び大麻取締法違反（営利目的所持等）等で検挙するとともに、同男らから覚醒剤や大麻を購入するなどした客25人を覚醒剤取締法違反及び大麻取締法違反（所持等）等で検挙した（熊本）。

[bookmark: aa4p00030]　[image: 押収された覚醒剤や大麻等]
押収された覚醒剤や大麻等








2　薬物対策

（1）供給の遮断

我が国で乱用されている薬物の大半が海外から流入していることから、警察では、これを水際で阻止するため、税関、海上保安庁等の関係機関との連携を強化するとともに、国際捜査共助等の積極的な実施や国際会議への参加を通じた情報交換等による国際捜査協力を推進している。令和6年1月には、警察庁のODA事業として、28の国・地域及び2国際機関の参加を得て、第26回アジア・太平洋薬物取締会議（ADEC（注1））を東京都で開催し、薬物情勢、捜査手法及び国際協力に関する討議を行った。

また、薬物犯罪組織の壊滅を図るため、組織犯罪の取締りに有効な通信傍受等の捜査手法を積極的に活用し、組織の中枢に迫る捜査を推進している。さらに、薬物犯罪組織に資金面から打撃を与えるため、麻薬特例法の規定に基づき、業として行う密輸・密売等（注2）やマネー・ローンダリング事犯の検挙、薬物犯罪収益の没収（注3）・追徴（注4）等の対策を推進している。

このほか、インターネットを利用した薬物密売事犯対策として、サイバーパトロールやインターネット・ホットラインセンター（IHC（注5））からの通報等により薬物密売情報の収集を強化し、密売人の取締りを推進している。


注1：Asia-Pacific Operational Drug Enforcement Conference の略

注2：通常の密輸・密売等より重く処罰することができ、また、一連の行為を集合犯として捉え、その間の薬物犯罪収益総体が没収・追徴の対象となる。

注3：財産を剝奪して国庫に帰属させる処分を内容とする財産刑

注4：財産の全部又は一部を没収することができない場合に、その価額の納付を強制する処分

注5：117頁参照（第3章）



（2）需要の根絶

警察では、薬物乱用者を厳しく取り締まるとともに、広報啓発活動を行い、社会全体から薬物乱用を排除する気運の醸成を図っている。

また、薬物事犯で検挙された者やその家族等の希望に応じて、薬物乱用防止のための相談先等を記載した資料を配付するなど、薬物再乱用防止に向けた相談活動の充実を図っている。

[bookmark: aa4p00040]　[image: 薬物再乱用防止のための広報資料]
薬物再乱用防止のための広報資料

[bookmark: aa4p00050]　[image: 大麻乱用防止のための広報ポスター]
大麻乱用防止のための広報ポスター






3　銃器情勢とその対策

（1）銃器情勢

令和5年中は、銃器発砲事件が9件発生し、このうち、3件が暴力団等によるとみられる事件であり、これら3件は繁華街や住宅街において発生している。

[bookmark: aa4z00100]　図表4-10　銃器発砲事件の発生状況の推移（平成26年～令和5年）
[image: 図表4-10　銃器発砲事件の発生状況の推移（平成26年～令和5年）]

[bookmark: aa4z00110]　図表4-11　銃器発砲事件による死傷者数の推移（平成26年～令和5年）
[image: 図表4-11　銃器発砲事件による死傷者数の推移（平成26年～令和5年）]

（2）銃器対策

拳銃の押収丁数の推移は、図表4－12のとおりであり、前年より増加した。銃器に対する厳しい規制は、我が国の良好な治安の根幹を支えるものであるところ、警察では、暴力団等の犯罪組織が所持・管理をする銃器の摘発に重点を置いた取締りを行うほか、インターネット上に流通する銃器に関係する情報の収集に努めるとともに、関係機関と連携した活動等により、銃器犯罪の根絶と違法銃器の排除を広く国民に呼び掛け、国民の理解と協力の確保に努めるなど、総合的な銃器対策を推進している（注）。


注：銃砲による凶悪事件を踏まえた規制の強化と警察の取組については、26頁参照（トピックスI）



[bookmark: aa4z00120]　図表4-12　拳銃押収丁数の推移（平成26年～令和5年）
[image: 図表4-12　拳銃押収丁数の推移（平成26年～令和5年）]






第3節　来日外国人犯罪対策

1　来日外国人犯罪の情勢

（1）来日外国人犯罪の組織化の状況

令和5年（2023年）中の来日外国人による刑法犯の検挙件数に占める共犯事件の割合は38.7％と、日本人（12.9％）の約3倍に上っている（注）。罪種別にみると、万引きで25.8％と、日本人（3.6％）の約7.1倍に上る。

このように、来日外国人による犯罪は、日本人によるものと比べて組織的に行われる傾向がうかがわれる。


注：来日外国人と日本人の共犯事件については、主たる被疑者の国籍・地域により、来日外国人による共犯事件であるか、日本人による共犯事件であるかを分類して計上している。



[bookmark: aa4z00130]　図表4-13　来日外国人と日本人の刑法犯における共犯率の違い（令和5年）
[image: 図表4-13　来日外国人と日本人の刑法犯における共犯率の違い（令和5年）]

（2）組織の特徴

来日外国人で構成される犯罪組織についてみると、出身国や地域別に組織化されているものがある一方で、より巧妙かつ効率的に犯罪を行うために様々な国籍の構成員が役割を分担するなど、構成員が多国籍化しているものもある。このほか、面識のない外国人同士がSNSを通じて連絡を取り合いながら犯行に及んだ例もみられる。

また、近年、他国で行われた詐欺事件による詐取金の入金先口座として日本国内の銀行口座を利用し、詐取金入金後にこれを日本国内で引き出してマネー・ローンダリングを行うといった事例があるなど、犯罪行為や被害の発生場所等の犯行関連場所についても、日本国内にとどまらず複数の国に及ぶものがある。

（3）犯罪インフラ（注）の実態

来日外国人で構成される犯罪組織が関与する犯罪インフラ事犯には、地下銀行による不正な送金、偽装結婚、偽装認知、不法就労助長、旅券・在留カード等偽造等がある。

地下銀行は、不法滞在者等が犯罪収益等を海外に送金するために利用されている。また、偽装結婚、偽装認知及び不法就労助長は、在留資格の不正取得による不法滞在等の犯罪を助長しており、これを仲介して利益を得るブローカーや暴力団が関与するものがみられるほか、近年では、在留資格の不正取得や不法就労を目的とした難民認定制度の悪用が疑われる例も発生している。偽造された旅券・在留カード等は、身分偽装手段として利用されるほか、不法滞在者等に販売されることもある。


注：84頁参照（第2章）




CASE

ベトナム人の男（31）らは、令和3年11月に、暗号資産取引口座を別のベトナム人の男に開設させた上で、同年12月、依頼人からベトナム国内への送金依頼を受け、同口座を用いて同国内の銀行口座に振込入金するなどの手口で地下銀行を営み、合計約85万円を不正送金することにより、無免許で営業として為替取引を行っていた。令和5年6月までに、不正送金を行っていたベトナム人の男ら2人を銀行法違反（無免許営業）等で、他人に使用させる目的で同口座を開設したベトナム人の男1人を詐欺罪で、それぞれ逮捕した（神奈川）。








2　来日外国人犯罪の検挙状況

（1）全般的傾向

来日外国人犯罪の検挙状況の推移は、図表4－14のとおりである。

令和5年中の来日外国人による刑法犯の検挙状況をみると、ベトナム人による窃盗犯等の増加に伴い、検挙件数・検挙人員共に増加した。また、特別法犯の検挙状況を同様にみると、ベトナム人やタイ人による入管法違反等の増加に伴い、検挙件数・検挙人員共に増加した。

[bookmark: aa4z00140]　図表4-14　来日外国人犯罪検挙状況の推移（平成26年（2014年）～令和5年）
[image: 図表4-14　来日外国人犯罪検挙状況の推移（平成26年（2014年）～令和5年）]

（2）国籍・地域別検挙状況

令和5年中の来日外国人犯罪の検挙状況を国籍・地域別にみると、図表4－15のとおりである。検挙件数・人員は、ベトナム及び中国の2か国で検挙件数全体の約6割を占めており、検挙人員全体の約半数を占めている（注）。

また、刑法犯検挙件数（罪種別）をみると、侵入窃盗及び万引きについてはベトナムが、詐欺については中国及びベトナムが、それぞれ高い割合を占めている。


注：令和5年6月末現在、入管法上の在留資格をもって我が国に在留する外国人のうち、永住者、永住者の配偶者等及び特別永住者を除いた者（約255.8万人）の国籍・地域別の割合は以下のとおり。
中国21.9％、ベトナム19.6％、フィリピン7.2％、韓国6.2％、ネパール5.9％、インドネシア5.1％、米国4.6％、台湾4.6％、ブラジル3.6％、ミャンマー2.6％、タイ1.9％、その他16.8％（出入国在留管理庁作成資料を基に警察庁が集計）



[bookmark: aa4z00150]　図表4-15　来日外国人犯罪の国籍・地域別検挙状況（令和5年）
[image: 図表4-15　来日外国人犯罪の国籍・地域別検挙状況（令和5年）]


CASE

ベトナム人の男（26）らは、電気通信事業者が提供する携帯電話機の紛失補償サービスを不正に利用して携帯電話機をだまし取ろうと考え、令和2年5月から令和4年6月にかけて、携帯電話機を紛失した事実はないのに、同携帯電話機を紛失したように装い、同サービスに基づく新たな携帯電話機の交付を申し込み、携帯電話機をだまし取るなどしていた。令和5年1月までに、ベトナム人の男ら12人を詐欺罪等で逮捕した（奈良）。








3　国際組織犯罪に対処するための取組

（1）国内関係機関との連携

警察では、事前旅客情報システム（APIS（注））等を活用して関係機関と連携した水際対策を行っている。出入国在留管理庁との間では、被疑者が国外に逃亡するおそれのある場合の手配や、偽装滞在者等に対する合同摘発を行うなどの連携を図っている。また、税関との間では、不正輸出入を防止するための合同摘発を行うなどの連携を図っている。


注：Advance Passenger Information Systemの略。航空機で来日する旅客及び乗員に関する情報と関係省庁が保有する要注意人物等に係る情報を入国前に照合するシステム




CASE

東京出入国在留管理局と連携して捜査したところ、中国人の男（26）らが、令和5年10月、販売する目的で、在留カード19枚を偽造したことが判明した。同月、中国人の男及び日本人の女を入管法違反（在留カード偽造）で逮捕した（警視庁、岩手、群馬、埼玉、千葉、愛知、大阪及び兵庫）。

[bookmark: aa4p00060]　[image: 押収された偽造在留カード等]
押収された偽造在留カード等



（2）外国捜査機関等との連携

複数の国・地域において犯罪を行う国際犯罪組織に対処するためには、関係国の捜査機関等との情報交換、捜査協力等が不可欠であり、警察では次のような取組を進めている。

①　ICPOを通じた国際協力

ICPO（注）は、犯罪捜査における国際的な協力を目的として、各国の警察機関によって構成される機関であり、令和5年末現在、我が国を含む196の国・地域が加盟している。ICPOでは、国際犯罪に関する情報の収集と交換、犯罪対策のための国際会議の開催や国際手配書の発行等が行われている。警察庁は、捜査協力の実施のほか、ICPOが開催する国際組織犯罪対策に関連する様々な会合への参加、事務総局等への職員の派遣、分担金の拠出等により、ICPOの活動に貢献している。


注：18頁参照（特集）



[bookmark: aa4p00070]　[image: 第91回ICPO総会（©INTERPOL）]
第91回ICPO総会（©INTERPOL）

[bookmark: aa4z00160]　図表4-16　主な国際手配書の種別
[image: 図表4-16　主な国際手配書の種別]

②　外国捜査機関等との連携

警察庁では、ICPOを通じた捜査協力のほか、外交ルート、刑事共助条約（協定）（注1）、国際的な組織犯罪の防止に関する国際連合条約等を活用して、外国捜査機関に対して捜査共助（注2）を要請するなどしている。

例えば、被疑者が国外に所在する可能性が疑われる場合には、外国捜査機関等と迅速に情報を交換し、捜査に必要な証拠の提供を受けるなどして、事件の全容解明を図っている。

また、外国捜査機関との間で開催される二国間協議等に積極的に参加し、連携の強化を図っている。


注1：224頁参照（第7章）

注2：外国の要請により、当該外国の刑事事件の捜査に必要な証拠の提供をすること



[bookmark: aa4z00170]　図表4-17　ICPOを通じた捜査協力件数の推移（平成26年～令和5年）
[image: 図表4-17　ICPOを通じた捜査協力件数の推移（平成26年～令和5年）]

[bookmark: aa4z00180]　図表4-18　捜査共助件数の推移（平成26年～令和5年）
[image: 図表4-18　捜査共助件数の推移（平成26年～令和5年）]

（3）国外逃亡被疑者等（注1）の追跡

国外逃亡被疑者等の数の推移は、図表4－19のとおりである。

警察では、被疑者が国外に逃亡するおそれがある場合には、出入国在留管理庁に手配するなどして、出国前の検挙に努めている。また、被疑者が国外に逃亡した場合には、関係国の捜査機関との捜査協力を通じ、被疑者の所在確認等を行っており、所在が確認された場合には、犯罪人引渡条約（注2）等に基づき被疑者の引渡しを受けるなどして、確実な検挙に努めている。

さらに、被疑者が国外に拠点を置き日本国内において罪を犯した場合についても、国外逃亡被疑者等と同様に、追跡を行って検挙等に努めている。

このような取組の結果、令和5年中は、出国直前の被疑者29人（うち外国人27人）のほか、国外所在被疑者（注3）140人（うち国外逃亡被疑者（注4）72人）を検挙した（図表4－20）。

このほか、事案に応じ、国外所在被疑者等（注5）が行った日本国内における犯罪に関する資料等を所在国の捜査機関に提供するなどして、所在国における国外犯処罰規定の適用を促し、犯罪者の「逃げ得」を許さないための取組を進めている。


注1：日本国内で犯罪を行い、国外に逃亡している者及びそのおそれのある者であって、主として警察が捜査対象としている者

注2：224頁参照（第7章）

注3：国外逃亡被疑者及び日本国外に所在しながら犯罪を構成する事実の全部又は一部を日本国内で生じさせた者であって、主として警察が捜査対象としている者

注4：日本国内で犯罪を行い、国外に逃亡している者であって、主として警察が捜査対象としている者

注5：国外逃亡被疑者等及び日本国外に所在しながら（そのおそれのある場合を含む。）犯罪を構成する事実の全部又は一部を日本国内で生じさせた者であって、主として警察が捜査対象としている者



[bookmark: aa4z00190]　図表4-19　国外逃亡被疑者等数の推移（平成26年～令和5年）
[image: 図表4-19　国外逃亡被疑者等数の推移（平成26年～令和5年）]

[bookmark: aa4z00200]　図表4-20　国外所在被疑者及び国外逃亡被疑者の検挙人員の推移（平成26年～令和5年）
[image: 図表4-20　国外所在被疑者及び国外逃亡被疑者の検挙人員の推移（平成26年～令和5年）]






第4節　犯罪収益対策

1　犯罪収益移転防止法に基づく活動

暴力団等の犯罪組織を弱体化させ、壊滅に追い込むためには、犯罪収益の移転を防止するとともに、これを確実に剝奪することが重要である。警察では、犯罪収益移転防止法、組織的犯罪処罰法及び麻薬特例法を活用し、関係機関、事業者、外国のFIU（注）等と協力しながら、総合的な犯罪収益対策を推進している。


注：19頁参照（特集）



（1）犯罪収益移転防止法の適切な履行を確保するための措置

国家公安委員会では、犯罪収益移転防止法に基づき、毎年、犯罪収益の移転に係る手口等に関する調査及び分析を行った上で、特定事業者（注）等が行う取引の種別ごとに、当該取引による犯罪収益の移転の危険性の程度等、当該調査及び分析の結果を記載した犯罪収益移転危険度調査書を作成・公表している。

また、国家公安委員会では、関係機関と連携し、犯罪収益移転防止法に基づき、顧客等の取引時確認、疑わしい取引の届出等を行う特定事業者に対する研修会等を実施しているほか、特定事業者が犯罪収益移転防止法上の義務に違反していると認めた場合には、当該特定事業者に対して報告を求めるなどの必要な調査を行うとともに、当該特定事業者を所管する行政庁に対して、是正命令等を行うべき旨の意見陳述を行っている。


注：19頁参照（特集）



（2）疑わしい取引の届出

犯罪収益移転防止法に定める疑わしい取引の届出制度（注）により特定事業者がそれぞれの所管行政庁に届け出た情報は、国家公安委員会が集約して整理・分析を行った後、都道府県警察や検察庁をはじめとする捜査機関等に提供され、各捜査機関等において、マネー・ローンダリング事犯の捜査等に活用されている。

疑わしい取引の届出の年間通知件数は、図表4－21のとおりであり、おおむね増加傾向にある。


注：特定事業者（弁護士等及び司法書士等を除く。）は、業務で収受した財産が犯罪収益である疑いがあると判断した場合等に所管行政庁へその旨を届け出ることが義務付けられている。



[bookmark: aa4z00210]　図表4-21　疑わしい取引の届出状況の推移（令和元年（2019年）～令和5年）
[image: 図表4-21　疑わしい取引の届出状況の推移（令和元年（2019年）～令和5年）]

[bookmark: aa4z00220]　図表4-22　都道府県警察の捜査において活用された疑わしい取引に関する情報の件数の推移（令和元年～令和5年）
[image: 図表4-22　都道府県警察の捜査において活用された疑わしい取引に関する情報の件数の推移（令和元年～令和5年）]






2　マネー・ローンダリング事犯の検挙状況

マネー・ローンダリング事犯の検挙件数は、図表4－23のとおりであり、令和5年中は909件（前年比183件（25.2％）増加）であった。前提犯罪（注）別にみると、主要なものとしては詐欺に係るものが334件、窃盗に係るものが319件、電子計算機使用詐欺に係るものが160件となっている。

令和5年中におけるマネー・ローンダリング事犯の検挙件数のうち、暴力団構成員等が関与したものは57件と、全体の6.3％を占めている。前提犯罪別にみると、主要なものとしては電子計算機使用詐欺に係るものが17件、詐欺に係るものが12件、窃盗に係るものが9件と、暴力団構成員等が多様な犯罪に関与し、マネー・ローンダリング事犯を行っている実態がうかがわれる。

また、令和5年中における来日外国人が関与したマネー・ローンダリング事犯は96件と、全体の10.6％を占めている。前提犯罪別にみると、主要なものとしては詐欺に係るものが46件、窃盗に係るものが27件、電子計算機使用詐欺に係るものが10件となっている。さらに、日本国内に開設された他人名義の口座を利用したり、不正入手した他人の電子決済コードを利用したりするなど、様々な手口を使ってマネー・ローンダリング事犯を行っている実態がうかがわれる。


注：不法な収益を生み出す犯罪であって、その収益がマネー・ローンダリングの対象となるもの。



[bookmark: aa4z00230]　図表4-23　マネー・ローンダリング事犯の検挙状況の推移（平成26年（2014年）～令和5年）
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CASE

会社役員の男（41）らは、令和4年6月から同年7月にかけて、特殊詐欺グループが料金請求名目でだまし取った電子マネーギフト券合計約1,180万円相当の利用権を、同男が経営する法人名義でインターネット・オークションに出品し、合計約1,080万円で不特定の購入者に売却した。令和5年8月、同男ら2人を組織的犯罪処罰法違反（犯罪収益等隠匿）で逮捕した（大阪）。








3　犯罪収益の剝奪

犯罪収益が、犯罪組織の維持・拡大や将来の犯罪活動への投資等に利用されることを防止するためには、これを剝奪することが重要である。警察では、没収・追徴の判決が裁判所により言い渡される前に犯罪収益の隠匿や費消等が行われることのないよう、組織的犯罪処罰法及び麻薬特例法に定める起訴前の没収保全措置を積極的に活用し、没収・追徴の実効性を確保している。

（1）没収・追徴の状況

第一審裁判所において行われる通常の公判手続における組織的犯罪処罰法及び麻薬特例法の没収・追徴規定の適用状況は、図表4－24のとおりである。

[bookmark: aa4z00240]　図表4-24　組織的犯罪処罰法及び麻薬特例法の没収・追徴規定の適用状況の推移（令和元年～令和5年）
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（2）起訴前の没収保全

令和5年中における起訴前の没収保全命令は、組織的犯罪処罰法に基づくものとして風営適正化法違反、詐欺、窃盗、入管法違反、賭博事犯等に関して211件（前年比49件（30.2％）増加）が、麻薬特例法に基づくものとして20件（前年比3件（13.0％）減少）が、それぞれ発出されている。

[bookmark: aa4z00250]　図表4-25　起訴前の没収保全命令の発出状況の推移（令和元年～令和5年）
[image: 図表4-25　起訴前の没収保全命令の発出状況の推移（令和元年～令和5年）]


CASE

ソープランドの実質的経営者の男（52）らは、令和4年4月から令和5年2月にかけて、同店において、業として、不特定の男性客を相手に女性従業員が売春を行う場所を提供した。同年3月までに、同男ら7人を売春防止法違反（場所提供業）で逮捕するとともに、押収した現金のうち約150万円に対して、同年4月、組織的犯罪処罰法の規定に基づく起訴前の没収保全命令が発出された。また、同年5月、同男から押収した現金約1億2,000万円に対して、同法の規定に基づく追徴保全命令が発出された（神奈川）。








4　国際連携

国境を越えて行われるマネー・ローンダリングやテロ資金供与を防止するためには、各国が連携して対策を講ずることが不可欠である。このため、国際社会においては、FATF（注1）、APG（注2）、エグモント・グループ等の枠組みの下、マネー・ローンダリング対策及びテロ資金供与対策の国際的基準の策定、普及等が行われており、警察庁もこれらの活動に積極的に参画している。


注1：Financial Action Task Force（金融活動作業部会）の略

注2：Asia/Pacific Group on Money Laundering（アジア・太平洋マネー・ローンダリング対策グループ）の略



（1）FATFの活動と警察庁の参画状況

FATFは、マネー・ローンダリング対策、テロ資金供与対策及び拡散金融（注1）対策に関する国際協力を推進するため設置されている政府間会合であり、令和5年末現在、我が国を含む38の国・地域及び2の地域機関が参加している。警察庁では、全体会合等に参加し、マネー・ローンダリング対策等のための新たな枠組みづくりに向けた議論を行っている。

FATFは、各国が法執行、刑事司法及び金融規制の各分野において講ずるべき措置を、「FATF勧告」として示すとともに、参加国における勧告の遵守の徹底のため、順次、各国に審査団を派遣して相互審査を実施している。これまで我が国に対しても4回にわたって審査が実施されており、令和3年6月の全体会合では、4回目の審査についての審査結果報告書の討議・採択が実施された。同報告書において、金融機関等に対する監督やマネー・ローンダリング及びテロ資金供与の捜査・訴追等に優先的に取り組むべきであるとされたことを踏まえ、令和4年5月には、政府において「マネロン・テロ資金供与・拡散金融対策の推進に関する基本方針」が決定されたほか、同年12月には、犯罪収益移転防止法を含む関係法律の改正（注2）がなされた。


注1：大量破壊兵器の拡散に寄与する資金の供与

注2：国際的な不正資金等の移動等に対処するための国際連合安全保障理事会決議第千二百六十七号等を踏まえ我が国が実施する国際テロリストの財産の凍結等に関する特別措置法等の一部を改正する法律（令和4年法律第97号）



（2）APGの活動と警察庁の参画状況

APGは、アジア・太平洋地域のFATF非参加国・地域におけるマネー・ローンダリング対策等の強化・促進をするために設置された機関であり、マネー・ローンダリング対策等に取り組む国・地域に対する支援等を行っている。令和5年末現在、我が国を含む42の国・地域が参加している。警察庁では、年次会合に参加し、最新のマネー・ローンダリングの手口・傾向等についての議論を行っている。

（3）エグモント・グループの活動と警察庁の参画状況

エグモント・グループは、各国のFIU間の情報交換、研修、専門知識に関する協力等を目的として設置された機関であり、令和5年末現在、我が国を含む170の国・地域のFIUが参加している。警察庁では、年次会合及び作業部会にそれぞれ参加し、FIU間の情報交換に係る行動規範等に関する議論を行っている。

（4）外国のFIUとの情報交換

国境を越えて行われるマネー・ローンダリングやテロ資金供与を発見するためには、各国のFIUが保有する情報の積極的な交換が必要であることから、国家公安委員会では、外国のFIUとの連携を強化し、活発な情報交換を実施している。

また、令和5年末現在、114の国・地域のFIUとの間で情報交換のための枠組みを設定している。






警察活動の最前線


大麻事犯撲滅を目指して




警視庁組織犯罪対策部薬物銃器対策課薬物捜査指導第一係

別役　将史
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近年、未来ある若者たちの大麻事犯が急増しています。

そのため、警視庁では、若者の大麻乱用に歯止めをかけるべく、「大麻取締りプロジェクト」を発足させました。

プロジェクトでは、例えば、大麻を栽培する目的で大麻種子を購入した者らを大麻栽培予備罪で検挙するという新たな捜査手法により、徹底した取締りを実施しました。

その捜査過程において、岡山県内に大麻栽培工場を発見したものの、犯人たちは、栽培工場を移転させるなど警察の目を欺くためにあらゆる手段を駆使しており、捜査は難航しました。しかし、岡山県警察、富山県警察との協力の下、昼夜を問わない張り込み捜査等により、何とか新たな栽培工場を突き止めました。検挙の着手当日、我々捜査員は、極寒の雪山の中で息を潜めて時機をうかがい、無事に犯人たちの姿を確認し一斉着手・検挙に成功しました。栽培工場からは、大量の大麻を押収するとともに大麻の売上金数千万円を没収し、大麻栽培工場を壊滅しました。

今回の事件のように、薬物犯罪の手口は広域化・多様化しています。今後も「オールジャパンの精神」で他の道府県警察と協力しながら犯罪者らを上回る知恵を振り絞り、大麻事犯撲滅の一翼を担っていきたいと思います。

[bookmark: aa4p00080]　[image: 警視庁組織犯罪対策部薬物銃器対策課薬物捜査指導第一係　別役　将史]




首魁は海外にいる！！




奈良県警察本部刑事部組織犯罪対策課

前田　邦彦

[bookmark: aa4m00020]　[image: ナポくん]




私は、国際捜査を担当しており、来日外国人による様々な犯罪を捜査し、被疑者の検挙や情報収集を通じた実態解明を行い、犯罪組織を壊滅させて治安維持に貢献することを使命に、捜査活動を行っています。

最近では、携帯電話機の紛失補償サービス等を利用して、ベトナム人犯罪組織が不正に携帯電話機を取得した詐欺事件の捜査に従事しました。この事件の被疑者の大半は日本に在住していましたが、捜査を進めるうちに、ベトナム在住の首魁被疑者からSNS等を通じて指示を受け、警察署に携帯電話機を紛失したとの虚偽の届出をし、携帯電話会社の紛失補償サービスに申請して代替機をだまし取るという、詐欺行為の全貌が判明しました。また、同犯罪組織は、紛失補償サービス等の利用に際し、海外からインターネット回線を使用して携帯電話会社へ申請していたため、行為者の特定は困難を極めました。しかし、捜査員一丸となって粘り強く、首魁被疑者と思われる人物につながる捜査や資料分析を緻密に行った結果、ベトナム在住の首魁被疑者を特定することができたのです。その後、ベトナムから日本に再入国した首魁被疑者の逮捕に至りました。

今後も、海外を拠点として犯罪行為を敢行する被疑者は増えていくと考えられますが、当係は「日本における犯罪は、日本の手で決着をつける」との気概を持ち、国際捜査に邁進していきます。
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第5章　安全かつ快適な交通の確保

第1節　交通事故情勢

1　交通事故の現状

（1）令和5年（2023年）の概況

令和5年中の交通事故による死者数（注）（以下単に「死者数」という。）は2,678人と、8年ぶりに前年比で増加した。

また、重傷者数も2万7,636人と、23年ぶりに前年比で増加した。


注：交通事故発生から24時間以内の死者数



[bookmark: aa5z00010]　図表5-1　交通事故の概況（令和5年）
[image: 図表5-1　交通事故の概況（令和5年）]

（2）過去10年間の死者数等の推移

平成26年（2014年）と比較すると、令和5年中の死者数は全年齢層で34.9％、65歳以上で33.2％それぞれ減少し、令和5年中の人口10万人当たりの死者数は全年齢層で33.7％、65歳以上で41.2％それぞれ減少した。

他方、令和5年中の65歳以上の人口10万人当たりの死者数は全年齢層のそれと比較して約2倍であり、また、死者数全体に占める65歳以上の割合は54.7％と、いずれも引き続き高い水準となっており、高齢者の交通事故防止対策が重要となっている。

[bookmark: aa5z00020]　図表5-2　死者数の推移（平成26年～令和5年）
[image: 図表5-2　死者数の推移（平成26年～令和5年）]

[bookmark: aa5z00030]　図表5-3　人口10万人当たり死者数の推移（平成26年～令和5年）
[image: 図表5-3　人口10万人当たり死者数の推移（平成26年～令和5年）]

[bookmark: aa5z00040]　図表5-4　死者数全体に占める65歳以上の割合（平成26年～令和5年）
[image: 図表5-4　死者数全体に占める65歳以上の割合（平成26年～令和5年）]

（3）状態別・類型別の特徴

人口10万人当たりの死者数を状態別にみると、令和5年中は歩行中、自動車乗車中、二輪車乗車中、自転車乗用中の順に多いが、二輪車乗車中の死者数は前年より特に増加（注1）しており、中でも直進二輪車と対向右折車両との事故による死者数が特に増加（注2）している。

また、運転免許保有者10万人当たりの死亡事故件数（注3）を事故類型別にみると、令和5年中は、正面衝突等（注4）、歩行者横断中の順に多い。


注1：二輪車乗車中の死者数は、令和4年中は435人、令和5年中は508人である。

注2：直進二輪車と対向右折車両との事故による二輪車乗車中の死者数は、令和4年中は69人、令和5年中は97人である。

注3：自動車、自動二輪車及び原動機付自転車の運転者による事故を計上

注4：正面衝突、路外逸脱又は工作物衝突



[bookmark: aa5z00050]　図表5-5　状態別人口10万人当たり死者数の推移（平成26年～令和5年）
[image: 図表5-5　状態別人口10万人当たり死者数の推移（平成26年～令和5年）]

[bookmark: aa5z00060]　図表5-6　原付以上運転者（第1当事者）の類型別運転免許保有者10万人当たり死亡事故件数の推移（平成26年～令和5年）
[image: 図表5-6　原付以上運転者（第1当事者）の類型別運転免許保有者10万人当たり死亡事故件数の推移（平成26年～令和5年）]

（4）時間帯別・月別の特徴

最近5年間における死亡事故を時間帯別にみると、17時台から19時台にかけて多く発生しており、中でも薄暮時間帯（注）の死亡事故は、10月から12月にかけて特に多く発生している。


注：日の入り時刻の前後1時間



[bookmark: aa5z00070]　図表5-7　時間帯別死亡事故件数（令和元年～令和5年の合計）
[image: 図表5-7　時間帯別死亡事故件数（令和元年～令和5年の合計）]

[bookmark: aa5z00080]　図表5-8　薄暮時間帯の月別死亡事故件数（令和元年～令和5年の合計）
[image: 図表5-8　薄暮時間帯の月別死亡事故件数（令和元年～令和5年の合計）]






第2節　交通安全意識の醸成

1　交通安全教育と交通安全活動

（1）交通安全教育

国家公安委員会では、地方公共団体、民間団体等が適切かつ効果的に交通安全教育を行うことができるようにするとともに、都道府県公安委員会が行う交通安全教育の基準とするため、交通安全教育指針を作成し、公表している。

警察では、関係機関・団体等と連携し、同指針を基準として、教育を受ける者の年齢、心身の発達段階や通行の態様に応じた体系的な交通安全教育を実施している。

（2）交通安全活動

①　全国交通安全運動

広く国民に交通安全思想の普及・浸透を図り、交通ルールの遵守と正しい交通マナーの実践を習慣付けるとともに、国民自身による道路交通環境の改善に向けた取組を推進することにより、交通事故防止の徹底を図ることを目的として、毎年春と秋の2回、全国交通安全運動を実施している。

②　歩行者の交通ルール遵守の徹底

警察では、歩行者に対し、横断歩道を渡ること、信号機のあるところではその信号に従うことなどの基本的な交通ルールの周知に加え、自らの安全を守るための交通行動として、「手を上げる・差し出す、運転者に顔を向けるなどして運転者に対して横断する意思を明確に伝えること」、「安全を確認してから横断を始めること」、「横断中も周りに気を付けること」等を促す交通安全教育等を推進している。

また、薄暮時・夜間に歩行者等が被害に遭う交通事故を防止するため、反射材用品等の視認効果、使用方法等について理解を深める参加・体験・実践型の交通安全教育や関係機関・団体等と連携した広報啓発活動を実施するなど、反射材用品等の着用促進を図っている。

③　運転者の交通ルール遵守の徹底

警察では、運転者に対し、交通ルールの遵守のほか、歩行者や他の車両に対する「思いやり・譲り合い」の気持ちを持って通行するといった交通マナーの実践を呼び掛けている。また、横断歩道等における歩行者等の優先義務（注）を再認識させるための交通安全教育を推進している。


注：車両等が横断歩道等に接近する場合には、歩行者等がないことが明らかな場合を除き、直前で停止することができるような速度で進行するとともに、横断中又は横断しようとする歩行者等があるときは、一時停止等をしなければならない義務



④　地方公共団体や民間団体等と連携した交通安全活動の推進

交通安全活動は、警察と地方公共団体や民間団体等が連携して行うことが重要であることから、警察では、交通安全キャンペーン等の広報啓発活動に協力するなど、地方公共団体や民間団体等による交通安全活動が、より効果的なものとなるよう連携を図っている。


MEMO　横断歩道における歩行者の保護に資する取組

長野県警察では、長野県県民文化部くらし安全・消費生活課と連携し、毎年、「横断歩道ルール・マナーアップ運動」を実施している。令和5年（2023年）9月、同運動の一環として、啓発チラシや小学校低学年向けの啓発動画の作成・配布、ラジオCMの放送等により、横断歩道における運転者の交通ルール遵守と歩行者の交通マナーの実践について呼び掛けたほか、通学路における交通誘導等を実施するなど、横断歩道における歩行者保護意識の向上に取り組んだ。

[bookmark: aa5p00010]　[image: 横断歩道における交通誘導]
横断歩道における交通誘導








2　高齢者の交通安全の確保

（1）高齢者の死亡事故の特徴

令和5年中の交通事故による65歳以上の高齢者の死者数は1,466人と、死者数全体の54.7％を占める。これを状態別にみると、歩行中が最も多く、687人（46.9％）となっており、歩行中死者数全体の70.6％を占めている。

また、自動車対歩行者事故における歩行中高齢者の死亡事故を事故類型別にみると、横断中が469件と、73.5％を占めているが、これら横断中高齢者側の59.5％には、走行車両の直前直後を横断するなどの法令違反が認められる。

[bookmark: aa5z00090]　図表5-9　高齢者の状態別死者数の推移（平成26年（2014年）～令和5年）
[image: 図表5-9　高齢者の状態別死者数の推移（平成26年（2014年）～令和5年）]

[bookmark: aa5z00100]　図表5-10　歩行中死者数の推移（平成26年～令和5年）
[image: 図表5-10　歩行中死者数の推移（平成26年～令和5年）]

[bookmark: aa5z00110]　図表5-11　自動車対歩行者事故における歩行中高齢者の死亡事故件数（令和5年）
[image: 図表5-11　自動車対歩行者事故における歩行中高齢者の死亡事故件数（令和5年）]

（2）高齢者の交通事故防止対策

警察では、運転免許を保有していない高齢者を含め、あらゆる高齢者が、加齢に伴う身体機能の変化が行動に及ぼす影響等を理解し、自ら納得して安全な交通行動を実践することができるよう、関係機関・団体等と連携し、シミュレーター等の教育機材を積極的に活用した参加・体験・実践型の交通安全教育を実施している。

特に、最近では、自動車と歩行中高齢者との死亡事故の大半が歩行中高齢者の横断中に発生し、横断中高齢者側に何らかの法令違反が認められる場合が多いことを踏まえ、横断歩道以外の場所や走行車両の直前直後等を横断することの危険性についての広報啓発等を強化している。

また、関係機関・団体等と連携し、交通安全教育を受ける機会の少ない高齢者に対する地域ぐるみの交通安全指導を促進するなど、きめ細かな対策を推進している。

このほか、自動車メーカーをはじめとする関係機関・団体等と連携し、安全運転サポート車の普及啓発を進めるとともに、その機能の限界や使用上の注意点を正しく理解し、同機能を過信せずに責任を持って安全運転を行わなければならないことについても、周知を図っている。

[bookmark: aa5p00020]　[image: 参加・体験・実践型の交通安全教育]
参加・体験・実践型の交通安全教育






3　子供の交通安全の確保

（1）子供が関係する交通事故の特徴

令和5年中の交通事故による15歳以下の子供の死者数は40人であり、同年齢層の人口10万人当たりの死者数は、全年齢層に比べても大幅に少なく、過去10年間の減少率も大きい。

15歳以下の子供の死者・重傷者数は減少傾向となっていたが、令和2年以降はほぼ横ばいで推移している。これを状態別にみると、令和5年中は、自転車乗用中、歩行中の順に多くなっている。

また、平成26年から令和5年までの期間における小学生の死者・重傷者数を学齢別にみると、小学2年生が最も多く、各学齢を更に状態別でみると、低学年ほど歩行中の事故、高学年になるほど自転車乗用中の事故の割合が高くなっている。

[bookmark: aa5z00120]　図表5-12　15歳以下の人口10万人当たり死者数の推移（平成26年～令和5年）
[image: 図表5-12　15歳以下の人口10万人当たり死者数の推移（平成26年～令和5年）]

[bookmark: aa5z00130]　図表5-13　15歳以下の状態別死者・重傷者数の推移（平成26年～令和5年）
[image: 図表5-13　15歳以下の状態別死者・重傷者数の推移（平成26年～令和5年）]

[bookmark: aa5z00140]　図表5-14　小学生の学齢別状態別死者・重傷者数（平成26年～令和5年の合計）
[image: 図表5-14　小学生の学齢別状態別死者・重傷者数（平成26年～令和5年の合計）]

（2）子供の交通事故防止対策

警察では、心身の発達段階に応じた段階的かつ体系的な交通安全教育を推進している。

幼児に対しては、チャイルドシートの使用等の幼児に特有の内容のほか、自らの判断で行動する歩行者となるために基本となる交通ルールや交通マナー等を習得させるため、幼稚園・保育所、保護者等と連携して、腹話術や紙芝居等の視聴覚に訴える教育手法を取り入れた交通安全教室等を実施している。

児童に対しては、歩行者及び自転車利用者として必要な技能・知識を習得させるとともに、道路交通における危険を予測し、これを回避して安全に通行する意識及び能力を高めるため、小学校、PTA等と連携した交通安全教育を実施している。

中学生に対しては、自転車で安全に道路を通行するために必要な技能・知識を習得させるとともに、自己の安全のみならず他人の安全にも配慮することができるようにするため、中学校、PTA等と連携した自転車教室等を実施している。

このほか、令和3年6月に千葉県八街市で下校中の小学生の列にトラックが衝突して5人が死傷する痛ましい交通事故が発生したことを受け、警察では、教育委員会、学校、道路管理者等と連携して通学路における合同点検を実施し、その結果を踏まえ、対策が必要な箇所については、速度規制や登下校時間帯に限った車両通行止め等によるソフト面での対策に加え、信号機、横断歩道等の交通安全施設等の整備等によるハード面での対策を実施している。また、可搬式速度違反自動取締装置を活用して子供の通行が多い生活道路等における取締りを推進するなど、子供の交通安全の確保に取り組んでいる。

[bookmark: aa5p00030]　[image: 幼児に対する交通安全教育]
幼児に対する交通安全教育






4　飲酒運転の根絶に向けた警察の取組

（1）安全運転管理者の確実な選任・飲酒運転の根絶に向けた使用者対策の強化

令和3年6月に千葉県八街市で発生した交通死亡事故を受け、同年8月に決定された「通学路等における交通安全の確保及び飲酒運転の根絶に係る緊急対策」を踏まえ、警察では、安全運転管理者の未選任事業所の一掃に向けて、安全運転管理者が確実に選任されるよう、関係機関と連携し、選任義務（注1）等の周知を図っている。また、使用者対策の強化に向けて、道路交通法施行規則の一部改正により、運転者の運転前後における酒気帯びの有無の確認等を安全運転管理者に義務付ける規定が新設され（注2）、そのうちアルコール検知器を用いた酒気帯びの有無の確認等を義務付ける規定が令和5年12月1日から施行された。


注1：令和4年10月1日から、安全運転管理者の選任義務違反等に対する罰則が引き上げられた。

注2：目視等により酒気帯びの有無について確認を行うことなどを義務付ける規定については、令和4年4月1日から施行された。



（2）飲酒運転の根絶に向けた交通安全教育と広報啓発活動等の推進

警察では、飲酒運転の危険性や飲酒運転による交通事故の実態等について積極的に広報するとともに、飲酒が運転等に与える影響について理解を深めるため、映像機器や飲酒体験ゴーグルを活用した参加・体験型の交通安全教育を推進している。また、飲酒運転根絶の広報啓発をより積極的に展開するため、交通ボランティアや交通安全関係団体、酒類製造・販売業、酒類提供飲食業等の関係業界と連携して、一般財団法人全日本交通安全協会等が推進している「ハンドルキーパー運動」（注）への参加を広く国民に呼び掛けるなど、関係機関・団体等と連携して「飲酒運転を絶対にしない、させない」という国民の規範意識の更なる向上を図っている。


注：自動車によりグループで酒類提供飲食店に来たときには、その飲食店の協力を得て、グループ内で酒を飲まず、他の者を自宅まで送る者（ハンドルキーパー）を決め、飲酒運転を根絶しようという運動



（3）飲酒運転根絶の受け皿としての運転代行サービスの普及促進

飲酒運転根絶の観点からは、その受け皿としての運転代行サービスの普及促進を図っていく必要がある。警察庁では、国土交通省と共同で策定した「安全・安心な利用に向けた自動車運転代行業の更なる健全化対策」に基づき、自動車運転代行業の健全化及び利用者の利便性・安心感の向上を図るための施策を推進している。

（4）飲酒運転の根絶に向けた取締りの一層の強化

飲酒運転の根絶に向け、飲酒運転をした運転者のみならず、車両等の提供者、飲酒場所、同乗者、飲酒の同席者等に対する徹底した捜査を行い、車両等の提供、酒類の提供及び要求・依頼しての同乗や教唆行為について、確実な立件に努めている。

また、事業活動に関して行われた飲酒運転について、運転者の取締りにとどまらず、飲酒運転を下命・容認していた自動車の使用者等（注）に対する責任追及を徹底している。


注：使用者のほか、安全運転管理者その他自動車の運行を直接管理する地位にある者を含む。



[bookmark: aa5z00150]　図表5-15　飲酒運転の取締り件数（令和5年）
[image: 図表5-15　飲酒運転の取締り件数（令和5年）]


CASE

県内で発生した大型貨物自動車と自転車による死亡事故に関し、同大型貨物自動車を所有する建築資材運搬会社では、平成30年6月から令和4年12月までの間、同社本店を使用の本拠として大型貨物自動車5台以上を使用していたにもかかわらず、安全運転管理者が選任されていなかったことが判明したことから、令和5年2月、同社の代表取締役の男（52）を道路交通法違反（安全運転管理者の選任義務違反）で検挙するとともに、同社に両罰規定を適用した（栃木）。








第3節　きめ細かな運転者施策による安全運転の確保

1　運転者教育

（1）運転者教育の体系

運転者教育の機会は、運転免許を受ける過程及び運転免許を受けた後における各段階に体系的に設けられており、その流れは図表5－16のとおりである。

[bookmark: aa5z00160]　図表5-16　運転者教育の体系
[image: 図表5-16　運転者教育の体系]

（2）運転免許を受けようとする者に対する教育の充実

運転免許を受けようとする者は、都道府県公安委員会の行う運転免許試験を受けなければならないが、指定自動車教習所の卒業者は、このうち技能試験が免除される。

指定自動車教習所は、初心運転者教育の中心的役割を担うことから、警察では、教習指導員の資質の向上を図るなどして、指定自動車教習所における教習の充実に努めている。

全国で令和5年（2023年）末現在1,291か所ある指定自動車教習所の卒業者で、令和5年中に運転免許試験に合格した者の数は、152万6,978人となっている。

また、運転免許を受けようとする者は、その種類に応じ、安全運転に関する知識や技能等を習得するための講習（取得時講習）を受講することが義務付けられているが、指定自動車教習所又は特定届出自動車教習所を卒業した者については、これと同内容の教育を受けているため、受講が免除されている。

[bookmark: aa5z00170]　図表5-17　取得時講習の実施状況（令和5年）
[image: 図表5-17　取得時講習の実施状況（令和5年）]

（3）運転免許取得後の教育の充実

①　きめ細かな更新時講習の実施

更新時講習は、運転免許証の更新の機会に定期的に講習を行うことにより、安全な運転に必要な知識を補い、運転者の安全意識を高めることを目的としている。この講習は、受講対象者を法令遵守の状況等により優良運転者、一般運転者、違反運転者及び初回更新者に区分して実施している。

[bookmark: aa5z00180]　図表5-18　更新時講習の実施状況（令和5年）
[image: 図表5-18　更新時講習の実施状況（令和5年）]

②　危険運転者の改善のための教育

道路交通法等に違反する行為をし、累積点数が一定の基準に該当した者や行政処分を受けた者に対しては、その危険性の改善を図るための教育として、初心運転者講習、取消処分者講習、停止処分者講習及び違反者講習を実施している。特に、飲酒運転違反者に対する一層効果的な教育を目的として、AUDIT（注1）やブリーフ・インターベンション（注2）、飲酒運転をテーマとしたディスカッション形式の指導といった様々なカリキュラムを盛り込んだ取消処分者講習（飲酒取消講習）を全国で実施し、受講者の飲酒行動の改善や飲酒運転に対する規範意識の向上のための効果的な飲酒運転者対策を推進している。また、停止処分者講習等において、飲酒運転違反者を集めて行う飲酒学級を設け、運転シミュレーターを活用した飲酒運転の疑似体験、飲酒ゴーグルを活用した飲酒状態の疑似体験等を実施して飲酒運転の危険性を理解させるなど、教育内容の充実を図っている。

このほか、令和5年4月以降、飲酒取消講習以外の取消処分者講習においても、妨害運転等を行った運転者の運転行動の改善を図ることを目的としたディスカッション形式の指導を導入している。


注1：Alcohol Use Disorders Identification Testの略。世界保健機関（WHO）がスポンサーになり、数か国の研究者によって作成された「アルコール使用障害に関するスクリーニングテスト」で、面接又は質問紙により、その者が危険有害な飲酒習慣を有するかどうかなどを判別するもの

注2：受講者に、自身が設定した日々の飲酒量等に関する目標の達成状況を一定期間記録させた上で、その記録内容に基づき、受講者ごとに問題飲酒行動及び飲酒運転の抑止のための指導を行うもの



[bookmark: aa5z00190]　図表5-19　危険運転者の改善のための教育の実施状況（令和5年）
[image: 図表5-19　危険運転者の改善のための教育の実施状況（令和5年）]

③　自動車教習所における交通安全教育

自動車教習所は、ペーパードライバー教育をはじめとする運転免許保有者に対する交通安全教育も行っており、地域における交通安全教育センターの役割を果たしている。都道府県公安委員会では、認定制度により、こうした教育の水準の向上と普及を図っている。






2　高齢運転者の交通事故防止対策の推進

（1）高齢運転者に対する教育等の現状

更新期間が満了する日における年齢が70歳以上の者は、運転免許証を更新する際、講義、運転適性検査器材による指導及び実車指導を内容とする2時間の高齢者講習の受講が義務付けられている。

また、更新期間が満了する日における年齢が75歳以上の者は、満了する日より前の6月以内に、認知機能検査を受けることが義務付けられている。

加えて、普通自動車に対応する運転免許保有者のうち一定の違反歴がある75歳以上の者は、同じく6月以内に、運転技能検査の受検が義務付けられており、これに合格しなければ、運転免許証が更新されないこととなる。運転技能検査では、一時停止や信号通過等の課題が課され、検査の結果が一定の基準に達しない者は不合格となるが、更新期日まで繰り返し受検することができる。

なお、普通自動車を運転することができない運転免許（原動機付自転車免許、普通自動二輪車免許、小型特殊自動車免許等）のみを受けている者又は運転技能検査対象者に対しては、実車指導を除いた1時間の講習を行っている（注）。

警察では、運転技能検査、認知機能検査及び高齢者講習の円滑な実施に向け、受検・受講枠の拡大や予約しやすい環境の整備等の取組を推進している。


注：高齢運転者による交通死亡事故の多くは、普通自動車により発生していること、また、高齢者講習の実車指導においては、運転技能検査と同様に客観的指標を用いた評価を行うことから、普通自動車を運転することができない運転免許のみを受けている者又は運転技能検査対象者については、高齢者講習における実車指導を免除している。



[bookmark: aa5z00200]　図表5-20　運転免許証の更新時における運転技能検査、認知機能検査及び高齢者講習の流れ（令和4年5月13日施行）
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[bookmark: aa5z00210]　図表5-21　更新時の認知機能検査及び臨時認知機能検査の実施状況（令和5年）
[image: 図表5-21　更新時の認知機能検査及び臨時認知機能検査の実施状況（令和5年）]

[bookmark: aa5z00220]　図表5-22　高齢者講習及び臨時高齢者講習の実施状況（令和5年）
[image: 図表5-22　高齢者講習及び臨時高齢者講習の実施状況（令和5年）]

[bookmark: aa5z00230]　図表5-23　運転技能検査の実施状況（令和5年）
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（2）運転免許証の自主返納（申請による運転免許の取消し）等

身体機能の低下等を理由に自動車の運転をやめる際には、申請により運転免許証を返納することができるが、その場合には、返納後5年以内に申請すれば、運転経歴証明書の交付を受けることができる。また、運転免許証の更新を受けずに失効した場合でも、失効後5年以内に申請すれば、運転経歴証明書の交付を受けることができる。運転経歴証明書の交付を受けた者は、バス・タクシーの乗車運賃の割引等の様々な特典を受けることができる。

警察では、自主返納及び運転経歴証明書制度の周知を図るとともに、運転免許証の返納後又は運転免許の失効後に運転経歴証明書の交付を受けた者への支援について、関係機関・団体等に働き掛けを行い、自動車の運転に不安を有する高齢者等が運転免許証の自主返納等をしやすい環境の整備に向けた取組を進めている（注1）。

一方、運転に不安を覚える高齢運転者等に対して、運転免許証の自主返納だけでなく、より安全な自動車に限って運転を継続するという中間的な選択肢として、運転免許に、運転できる自動車等の種類をサポートカー（注2）に限定するなど一定の条件を付すことを申請することができることとしている。


注1：一般社団法人全日本指定自動車教習所協会連合会のウェブサイト（http://www.zensiren.or.jp/kourei/）において、運転免許証を自主返納した者等を対象とした各種支援施策について紹介している都道府県警察等のウェブサイトを集約し、高齢者等への情報提供に取り組んでいる。
[image: QRコード　一般社団法人全日本指定自動車教習所協会連合会のウェブサイト]

注2：他の車両や歩行者に接近した場合にブレーキが作動する衝突被害軽減ブレーキ及びブレーキとアクセルを踏み間違えた場合の急発進を防ぐペダル踏み間違い時加速抑制装置の先進安全技術が搭載された自動車



[bookmark: aa5p00040]　[image: 運転経歴証明書の様式]
運転経歴証明書の様式

[bookmark: aa5p00050]　[image: サポートカー限定免許に関する広報ポスター]
サポートカー限定免許に関する広報ポスター

[bookmark: aa5z00240]　図表5-24　申請による運転免許の取消し件数及び運転経歴証明書の交付件数の推移（令和元年～令和5年）
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（3）高齢運転者に係る安全運転相談の充実・強化

警察では、高齢運転者等に対して、加齢に伴う身体機能の低下を踏まえた安全運転の継続に必要な助言・指導や、自主返納制度及び自主返納者等に対する各種支援施策の教示を行っている。また、都道府県警察の安全運転相談窓口に直接つながる全国統一の専用相談ダイヤルとして、「＃8080（シャープハレバレ）」を導入している。

[bookmark: aa5p00060]　[image: 安全運転相談に関する広報ポスター]
安全運転相談に関する広報ポスター






3　様々な運転者へのきめ細かな対策

（1）運転者の危険性に応じた行政処分の実施

警察では、道路交通法違反を繰り返し犯す運転者や重大な交通事故を起こす運転者を道路交通の場から早期に排除することによって交通の安全を図るため、運転免許の行政処分を厳正かつ迅速に実施している。

[bookmark: aa5z00250]　図表5-25　運転免許の行政処分件数の推移（令和元年～令和5年）
[image: 図表5-25　運転免許の行政処分件数の推移（令和元年～令和5年）]

（2）安全運転相談の充実等

警察では、自動車等の安全な運転に不安のある高齢運転者やその家族のほか、身体の障害や一定の症状を呈する病気等のため自動車等の安全な運転に支障のある者等からの相談を受け付けるため、安全運転相談窓口を設けている。

この窓口では、看護師の資格を有する医療系専門職員（注）をはじめとする専門知識の豊富な職員を配置し、適切な相談場所を確保するなどして、相談者のプライバシー保護のための配慮をしているほか、相談後も運転者等に連絡したり、患者団体や医師会等と密接に連携し、必要に応じて相談者に専門医を紹介したりするなど、安全運転相談の充実を図っている。


注：令和6年4月現在、42都府県で73人の医療系専門職員が配置されている。



[bookmark: aa5p00070]　[image: 安全運転相談の状況]
安全運転相談の状況

[bookmark: aa5z00260]　図表5-26　安全運転相談の受理件数の推移（令和元年～令和5年）
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（3）国際化への対応

警察では、日本語を解さない外国人が運転免許を取得するなどし、安全に自動車等を運転することができるよう、外国語による学科試験の実施、更新時講習等における外国語版講習用映像資料の活用等を推進している。

また、外国等の行政庁等の運転免許証を有する者については、一定の条件の下に運転免許試験の一部を免除することができることとされており、この制度による令和5年中の運転免許証の交付件数は6万10件であった。

[bookmark: aa5z00270]　図表5-27　外国等の行政庁等の運転免許証を有する者に対する運転免許試験の一部免除の流れ
[image: 図表5-27　外国等の行政庁等の運転免許証を有する者に対する運転免許試験の一部免除の流れ]

（4）運転免許手続等の利便性の向上と国民負担の軽減

警察では、運転免許証の更新に係る利便性の向上と国民の負担の軽減のため、更新免許証の即日交付、日曜日の申請受付、警察署における更新窓口の設置等の施策を推進している。令和5年中は、全国で1,083か所の運転免許証の更新窓口において、1,742万5,553件の更新免許証を交付しており、このうち即日交付は1,418万8,888件であった。

また、障害者の利便性向上のため、試験場施設のバリアフリー化等の施設の整備・改善、漢字に振り仮名を付した学科試験の実施、身体障害者用に改造された持込車両を用いた技能試験の実施等を推進するとともに、指定自動車教習所等に対して、障害者の教習体制の充実等の働き掛けを行っている。

さらに、令和4年2月以降、北海道、千葉県、京都府又は山口県に住所を有する優良運転者のうちマイナンバーカードを保有する者を対象として、オンライン更新時講習のモデル事業を実施している。これにより、専用ウェブサイトでの講習動画の視聴によってオンラインで更新時講習を受講することができる。令和5年10月には、一般運転者にまで対象を拡大して効果検証を実施しており、令和6年度末までには、全国でオンライン更新時講習を開始する予定である。

なお、マイナンバーカードと運転免許証の一体化については、令和6年度末までの少しでも早い時期に運用を開始することとしている。

[bookmark: aa5p00080]　[image: オンライン講習における講習動画（イメージ）]
オンライン講習における講習動画（イメージ）


MEMO　普通仮免許等の取得可能年齢の引下げ

令和6年5月、第213回国会において、普通仮免許等を取得することができる年齢の引下げ等を内容とする道路交通法の一部を改正する法律が成立した。

従来、普通仮免許及び普通免許を取得することができる年齢はいずれも18歳とされていたことから、いわゆる「早生まれ」の高校3年生が、卒業を間近に控えた18歳の誕生日を迎えるまで普通仮免許を取得することができず、高校を卒業するまでに普通免許を取得することが困難な場合があった。

そこで、「早生まれ」の高校3年生であっても、高校を卒業して新生活を始める前に運転免許を取得することができるよう、他の交通の安全への影響等を考慮し、普通免許の取得可能年齢は引き続き18歳としつつ、普通仮免許（注）については、法令の定める資格を有する者を同乗させてその指導の下に運転を行うこととされていることに鑑み、その取得可能年齢を18歳から17歳6か月に引き下げることとされた。


注：準中型仮免許についても同様に、取得することができる年齢を18歳から17歳6か月に引き下げることとした。



[bookmark: aa5z00280]　図表5-28　高校卒業までに指定自動車教習所を卒業する者の割合
[image: 図表5-28　高校卒業までに指定自動車教習所を卒業する者の割合]



（5）運転者の特性に応じた運転者標識

自動車の運転者は、免許を受けていた期間や年齢等に応じ、運転時に車両の前面及び後面に初心運転者標識、高齢運転者標識（注）、身体障害者標識又は聴覚障害者標識を表示することとされている。これらの標識は、他の車両の運転者に注意を喚起するとともに、標識を表示した自動車を保護することなどによって交通事故防止を図るものであり、これらの標識を表示した自動車に対する幅寄せや割込みは禁止されている。


注：高齢運転者標識は、平成23年に様式が変更されたが、更新前の標識（「もみじマーク」）についても、当分の間、表示することができる。
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第4節　交通環境の整備

1　交通実態を踏まえた交通環境の整備

（1）交通安全施設等整備事業の推進

警察では、交通の安全と円滑を確保するため、信号機や道路標識をはじめとする交通安全施設等の整備を進めている。

交通安全施設等の整備については、昭和41年（1966年）以降、多発する交通事故を緊急かつ効果的に防止するため、「交通安全施設等整備事業長期計画」に即して推進してきたが、平成15年（2003年）以降は、交通安全施設等、道路、港湾等の社会資本の整備に関して従来の事業分野別の長期計画を統合した「社会資本整備重点計画」に即して推進している。

令和3年（2021年）度から令和7年度までにおいては、当該期間を計画期間とする「第5次社会資本整備重点計画」に即して、重点的、効果的かつ効率的に交通安全施設等の整備を推進することとしている。

[bookmark: aa5z00290]　図表5-29　主な交通安全施設等整備状況
[image: 図表5-29　主な交通安全施設等整備状況]

[bookmark: aa5z00300]　図表5-30　警察の整備する交通安全施設等
[image: 図表5-30　警察の整備する交通安全施設等]

[bookmark: aa5z00310]　図表5-31　第5次社会資本整備重点計画の概要（警察関連部分）
[image: 図表5-31　第5次社会資本整備重点計画の概要（警察関連部分）]

一方、整備後長期間が経過した交通安全施設等の老朽化対策が課題となっており、警察庁では、平成25年11月にインフラ老朽化対策の推進に関する関係省庁連絡会議において策定された「インフラ長寿命化基本計画」に基づき、警察関連施設の維持管理・更新等を着実に推進するための中長期的な取組の方向性を明らかにする「警察庁インフラ長寿命化計画」を策定した。警察では、中長期的な視点に立った維持管理・更新を行うため、耐久性の高い素材の利用等による交通安全施設等の長寿命化や、交通環境の変化等により効果が低下した交通安全施設等の撤去等を推進し、戦略的なストック管理、ライフサイクルコストの削減等に努めている。

[bookmark: aa5z00320]　図表5-32　老朽化した交通安全施設等
[image: 図表5-32　老朽化した交通安全施設等]


MEMO　持続可能な交通規制の推進

警察では、交通実態の変化等に対応し、交通の安全と円滑等を継続的に図っていくため、同一内容で重複して設置されている道路標識の撤去といった交通安全施設等の管理等を推進することとしている。

また、車両の通過による横断歩道標示の摩耗を防ぐため、横断歩道標示の白線に関し、45センチメートルから50センチメートルとされている設置間隔を90センチメートルまで拡大することができるよう、検討を進めている。

[bookmark: aa5p00130]　[image: 同一内容の道路標識が重複して設置されている状況]
同一内容の道路標識が重複して設置されている状況

[bookmark: aa5p00140]　[image: 横断歩道標示の設置間隔（45センチメートル）　横断歩道標示の設置間隔（90センチメートル）]



（2）交通管制システムの整備

都市部における道路交通の複雑化・過密化が、交通渋滞、交通公害及び交通事故の一因となっているため、警察では、交通管制システムを通じて、道路交通を効率的に管理することにより、交通の安全と円滑の確保を図っている。

具体的には、車両感知器等から収集した交通量や走行速度等の情報を分析し、交通状況に即応した信号の制御を行うことで、車両の流れをコントロールしているほか、収集した交通情報を交通情報板や光ビーコン（注）等を活用して提供することで、交通流・交通量の誘導及び分散を図るなどの対策を講じている。


注：通過車両を感知して交通量等を測定するとともに、車載装置と交通管制センターの間のやり取りを媒介する路上設置型の赤外線通信装置



[bookmark: aa5z00330]　図表5-33　交通管制システム
[image: 図表5-33　交通管制システム]

（3）交通管理者等による環境対策

警察では、沿道地域の交通公害の状況や道路交通の実態に応じて、通過車両の走行速度を低下させてエンジン音や振動を抑えるための最高速度規制、エンジン音や振動の大きい大型車を沿道から遠ざけるための中央寄り車線規制等の対策を実施している。

また、交通状況に即応した信号の制御により、交差点における車両の停止・発進回数を低減させることで、騒音、振動及び排出ガスの発生を抑え、交通公害の低減を図っている。

（4）交通実態の変化等に即した交通規制

警察では、地域の交通実態を踏まえ、速度、駐車等に関する交通規制や交通管制の内容について常に点検・見直しを図るとともに、道路整備、地域開発、商業施設の新設等による交通事情の変化に対しても、これを的確に把握してソフト・ハード両面での総合的な対策を実施することにより、安全で円滑な交通流の維持を図っている。

例えば、一般道路（注1）における速度規制については、実勢速度（注2）、交通事故発生状況等を勘案しつつ、規制速度の引上げ、規制理由の周知等を計画的に推進している。

また、交通事故の減少や被害の軽減、交差点における待ち時間の減少、災害時の対応力の向上等の効果が見込まれる環状交差点の適切な箇所への導入を推進しており、令和5年度末までに161か所で導入された。

さらに、信号制御については、歩行者・自転車の視点で、信号をより守りやすくするために、横断実態等を踏まえた信号表示の調整等の運用の改善を推進している。


注1：生活道路において推進している速度抑制対策については、165頁参照

注2：ここでいう実勢速度とは、85パーセンタイル速度（ある区間を走行する車両の速度を低い順番から並べた場合に、全体の85％が含まれる速度の値）を表す。



[bookmark: aa5p00150]　[image: 環状交差点（福島県いわき市）]
環状交差点（福島県いわき市）

（5）警察による交通情報提供

警察では、交通管制システムにより収集・分析をしたデータを交通情報板やVICS（注1）等を通じて交通情報として広く提供し、運転者が混雑の状況や所要時間を的確に把握して安全かつ快適に運転することができるようにすることにより、交通流を分散させ、交通渋滞の緩和や交通公害の低減を促進している。

また、関係団体の協力の下、警察が保有するリアルタイムの交通情報をカーナビゲーション装置等にオンラインで提供するシステムを構築するなど、民間の交通情報提供事業の高度化を支援するとともに、交通情報の提供に関する指針を定め、当該事業が交通の安全と円滑に資するものとなるよう働き掛けている。さらに、民間事業者が保有するプローブ情報（注2）を活用しつつ、災害時に通行実績情報等の交通情報を提供するためのシステムを整備・運用している。

このほか、交通規制情報、断面交通量情報（注3）及び交差点制御情報（注4）を、関係団体のウェブサイトを通じて提供している。


注1：Vehicle Information and Communication System（道路交通情報通信システム）の略。光ビーコン等を通じてカーナビゲーション装置に対して交通情報を提供するシステムで、時々刻々変動する道路交通の状況をリアルタイムで地図画面上に表示することができるほか、図形・文字でも分かりやすく表示することができる。

注2：カーナビゲーションに蓄積された走行履歴情報

注3：道路上の特定の地点を単位時間当たりに通過する車両台数情報

注4：サイクル（信号機の灯火が青色、黄色、赤色と一巡する時間）、スプリット（1サイクル時間のうち、信号機が設置された交差点を通過する交通流のうち、同時に通行権を与えられている交通流の一群にそれぞれ割り当てられる時間の割合）等に関する実行履歴情報



[bookmark: aa5p00160]　[image: VICS対応型カーナビゲーション装置の画面表示例]
VICS対応型カーナビゲーション装置の画面表示例






2　道路交通環境の整備による歩行者等の安全通行の確保

（1）歩行空間の整備

警察では、平成23年以降、市街地等の生活道路における歩行者等の安全な通行を確保するため、道路管理者と連携して、ゾーン30（注1）の整備を推進しており、令和5年度末までに全国で4,358か所を整備した。

令和3年8月からは、最高速度30キロメートル毎時の区域規制とハンプ（注2）等の物理的デバイスとの適切な組合せにより交通安全の向上を図ろうとする区域を「ゾーン30プラス」として設定し、生活道路における人優先の安全・安心な通行空間の整備の更なる推進を図ることとしており、令和5年度末までに全国で128か所を整備した。

また、幅員の狭い道路を通行する自動車の速度を抑制するため、中央線、車両通行帯、中央帯等のいずれもが設けられていない道路の法定速度を30キロメートル毎時とすることに向けた検討を進めている。


注1：区域内における速度を規制し、通過交通の抑制・排除を図るもの。

注2：車両の低速走行等を促すための道路に設ける盛り上がり（凸部）



[bookmark: aa5z00340]　図表5-34　生活道路の交通安全に係る新たな連携施策「ゾーン30プラス」
[image: 図表5-34　生活道路の交通安全に係る新たな連携施策「ゾーン30プラス」]

（2）バリアフリー対応型信号機等の整備の推進

警察では、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律に基づき、高齢者、障害者等が道路を安全に横断することができるよう、音響により信号表示の状況を知らせる音響信号機、信号表示面に青時間までの待ち時間及び青時間の残り時間を表示する経過時間表示付き歩行者用灯器、歩行者等と車両が通行する時間を分離して交通事故を防止する歩車分離式信号等のバリアフリー対応型信号機を整備している。

また、自動車の前照灯の光を反射しやすい素材を用いるなどして見やすく分かりやすい道路標識・道路標示を整備するとともに、横断歩道上における視覚障害者の安全性及び利便性を向上させるエスコートゾーンを整備している。

[bookmark: aa5z00350]　図表5-35　バリアフリー対応型信号機等
[image: 図表5-35　バリアフリー対応型信号機等]






3　総合的な駐車対策

（1）違法駐車の状況

違法駐車は、交通渋滞を悪化させる要因となるほか、歩行者や車両の安全な通行の妨げとなったり、緊急自動車の活動に支障を及ぼしたりするなど、地域住民の生活環境を害し、国民生活全般に大きな影響を及ぼしている。

（2）駐車対策の推進

警察では、必要やむを得ない駐車需要への対応が十分でない場所を中心に、地方公共団体や道路管理者に対し、路外駐車場や荷さばきスペースの整備等を働き掛けるとともに、きめ細かな駐車規制、違法駐車の取締り、広報啓発活動等を行うなどの対策を推進している。

①　きめ細かな駐車規制

地域住民の意見・要望等を十分に踏まえつつ、駐車規制の点検・見直しを実施しており、物流の必要性や自動二輪車の駐車需要等にも配慮し、地域の交通実態等に応じた規制の緩和を行うほか、十分な必要性が認められないパーキングメーター等を撤去するなど、きめ細かな駐車規制を推進している。

[bookmark: aa5p00170]　[image: 貨物集配中の貨物車を対象とする駐車可の交通規制]
貨物集配中の貨物車を対象とする駐車可の交通規制

②　違法駐車の取締り

違法駐車の取締りについては、地域住民の意見・要望等を踏まえてガイドラインを策定・公表し、悪質性・危険性・迷惑性の高いものに重点を置いて実施している。当該ガイドラインについては、定期的に見直しを行い、常に警察署管内における駐車実態を反映したものとなるよう努めている。また、放置車両の確認事務については、警察署長から委託を受けた法人の駐車監視員や警察官等により適正に運用されている。

[bookmark: aa5z00360]　図表5-36　確認事務の民間委託の状況の推移（令和元年～令和5年）
[image: 図表5-36　確認事務の民間委託の状況の推移（令和元年～令和5年）]

[bookmark: aa5z00370]　図表5-37　放置車両確認標章の取付け状況の推移（令和元年～令和5年）
[image: 図表5-37　放置車両確認標章の取付け状況の推移（令和元年～令和5年）]

（3）保管場所の確保対策

警察では、道路が自動車の保管場所として使用されることを防止するため、自動車の保管場所の確保等に関する法律に基づき、保管場所証明書の交付、軽自動車の保管場所に係る届出受理等を行うとともに、青空駐車（注1）や車庫とばし（注2）の取締りを行っている。

また、関係機関と連携し、自動車の保有に伴い必要となる行政手続を対象とするワンストップサービスシステム（注3）を運用し、更なる利便性向上に係る取組を推進している。


注1：道路を自動車の保管場所として使用する行為

注2：自動車の使用の本拠の位置や保管場所の位置を偽って保管場所証明を受ける行為

注3：1回の申請で手続を完了することのできるシステムで、国民の負担軽減及び行政事務の効率化を図るためのもの。



[bookmark: aa5z00380]　図表5-38　自動車保有関係手続のワンストップサービスの概要
[image: 図表5-38　自動車保有関係手続のワンストップサービスの概要]


MEMO　保管場所標章の廃止

令和6年5月、第213回国会において、保管場所証明書の交付等に際して交付される保管場所標章の廃止等を内容とする自動車の保管場所の確保等に関する法律の一部を改正する法律が成立した。

標章の廃止により、保管場所関係手続の全てをオンラインで完結させることが可能となり、利便性の向上が図られるなどの効果が期待される。

[bookmark: aa5p00180]　[image: 保管場所標章]
保管場所標章








4　高速道路における交通警察活動

（1）高速道路ネットワークと交通事故の状況

令和5年末現在、高速道路は215路線であり、その総延長距離は1万3,000キロメートルを超えている。令和5年中の高速道路における死者数は138人と、前年より14人（9.2％）減少した。

[bookmark: aa5z00390]　図表5-39　高速道路における交通事故発生件数・死者数の推移（平成26年～令和5年）
[image: 図表5-39　高速道路における交通事故発生件数・死者数の推移（平成26年～令和5年）]

（2）高速道路における交通の安全と円滑の確保

①　道路管理者と連携した交通安全対策

警察では、交通事故の発生状況を詳細に分析し、死亡事故等の発生地点や交通事故の多発地点等における現場点検を道路管理者と共同して実施し、必要な対策を検討するとともに、パトロール等を強化している。特に、逆走が原因となる交通事故や、中央帯がなく往復の方向別に分離されていない区間における対向車線へのはみ出しによる交通事故が後を絶たないことから、道路管理者と連携し、誤進入防止のための道路交通環境の改善や、対向車線へのはみ出しを防止するためのワイヤロープの設置等を推進している。

②　安全利用のための広報啓発及び交通安全教育

警察では、高速道路の安全利用のため、関係機関・団体等と連携して、高速道路を通行する際の注意点や逆走・誤進入の危険性等に関する広報啓発活動を行うとともに、車両故障や交通事故等により運転が困難となった場合の措置等に関する参加・体験・実践型の交通安全教育を行っている。

③　交通事故抑止に資する交通指導取締り

警察では、妨害運転や著しい速度超過、飲酒運転、車間距離不保持、通行帯違反等の悪質性・危険性の高い違反に重点を置いた取締りを推進している。また、全ての座席でのシートベルトの着用及びチャイルドシートの使用の徹底を図るため、関係機関・団体等と連携した普及啓発活動を推進するとともに、令和5年中はシートベルト装着義務違反について11万1,033件の取締りを行った。

④　高速自動車国道における大型貨物自動車等の法定速度の引上げ

令和5年6月、「我が国の物流の革新に関する関係閣僚会議」において取りまとめられた「物流革新に向けた政策パッケージ」で「高速自動車国道上の大型貨物自動車の最高速度について、交通事故の発生状況のほか、車両の安全に係る新技術の普及状況などを確認した上で、引き上げる方向で調整する」とされたことを踏まえ、警察庁において、「高速道路における車種別の最高速度の在り方に関する有識者検討会」が開催された。同年12月に取りまとめられた同検討会による提言を踏まえ、令和6年3月、道路交通法施行令の一部を改正する政令が公布され、同年4月から施行された。この改正により、高速自動車国道における大型貨物自動車等の法定速度が80キロメートル毎時から90キロメートル毎時に引き上げられた。






5　ITSの推進と自動運転の実現に向けた取組

（1）ITS（注1）の推進

①　UTMS（注2）の開発・整備によるITSの推進

警察では、最先端の情報通信技術等を用いて交通管理の最適化を図るため、光ビーコン等の機能を活用したUTMSの開発・整備を行うことによりITSを推進し、安全・円滑かつ快適で環境負荷の低い交通社会の実現を目指している。


注1：Intelligent Transport Systems（高度道路交通システム）の略

注2：Universal Traffic Management Systems（新交通管理システム）の略



[bookmark: aa5z00400]　図表5-40　主なUTMSの概要（令和5年度末現在）
[image: 図表5-40　主なUTMSの概要（令和5年度末現在）]

②　ITSに関する国際協力の推進

警察では、令和5年（2023年）10月に中国・蘇州で開催された第29回ITS世界会議及び同年11月に東京で開催されたMobility Innovation Week Japan 2023において、UTMSの先進的な技術を紹介するとともに、参加国とITSに関して情報交換を行うなどして協力関係を深めた。

また、警察庁では、令和6年1月、米国運輸省道路交通安全局との会議を米国・ワシントンD.C.で開催し、両国が推進するITSに関する施策等について情報交換を行った。

（2）自動運転の実現に向けた取組

自動運転の技術は、交通事故の削減や渋滞の緩和等に有効なものと考えられる。警察としても、令和元年及び令和4年には、それぞれSAEレベル3（注1）及びレベル4（注2）に相当する自動運転の実用化に対応するための法制度の整備を進めたほか、我が国の道路交通環境に応じた自動運転が早期に実用化されるよう、その進展を支援すべく、公道実証実験に係る道路使用許可基準を策定するなど、必要な取組を進めてきている。


注1：「自動運転に係る制度整備大綱」等で採用されている、SAE（Society of Automotive Engineers）InternationalのJ3016における運転自動化レベルのうち、システムが全ての動的運転タスク（操舵（だ）、加減速、運転環境の監視、反応の実行等、車両を操作する際にリアルタイムで行う必要がある機能）をシステムが機能するよう設計されている特有の条件内で実施するが、システムの作動継続が困難な場合は、システムの介入要求等に対して、運転者の適切な応答が期待されるもの。

注2：SAE InternationalのJ3016における運転自動化レベルのうち、システムが全ての動的運転タスク及びシステムの作動継続が困難な場合への応答をシステムが機能するよう設計されている特有の条件内で実施し、システムの作動継続が困難な場合、運転者が介入要求等に応答することが期待されないもの。



①　法制度の整備

前述の令和4年改正道路交通法により、運転者がいない状態での無人自動運転のうち、限定地域における遠隔監視のみの無人自動運転移動サービスを念頭に置いた許可制度が創設され、令和5年4月1日から施行された。

この改正により、自動運行装置（注）のうち同装置の使用条件を満たさなくなった場合に直ちに自動的に安全な方法で自動車を停止させることができるものを適切に使用して自動車を運行することが「特定自動運行」と定義され、「運転」の定義から除外されたことで、運転者の存在を前提としないSAEレベル4に相当する自動運転のうち一定の許可基準を満たすものの実施が可能となった。

特定自動運行を行おうとする者は、特定自動運行を行おうとする場所を管轄する都道府県公安委員会に、経路や交通事故発生時の対応方法等を記載した特定自動運行計画等を提出し、許可を受けなければならないこととされたほか、許可を受けた者（特定自動運行実施者）は、車内又は遠隔監視を行うための車外の決められた場所に特定自動運行主任者を配置した上で、特定自動運行計画に従って特定自動運行を行う義務を負うとともに、当該特定自動運行主任者は、交通事故があった場合に必要な措置を講じなければならないことなどとされた。


注：プログラムにより自動的に自動車を運行させるために必要な装置であって、当該装置ごとに当該装置が道路運送車両法に基づく保安基準に適合すると国土交通大臣が認めるときに付する条件（使用条件）で使用される場合において、自動車を運行する者の操縦に係る認知、予測、判断及び操作に係る能力の全部を代替する機能を有するもの。



[bookmark: aa5z00410]　図表5-41　特定自動運行の許可制度のイメージ
[image: 図表5-41　特定自動運行の許可制度のイメージ]

②　公道実証実験の環境整備

現在、自動運転の早期社会実装を目指して、全国で様々な事業者等による公道実証実験が行われている。警察庁では、安全の確保を前提としつつ、円滑な公道実証実験を支援する観点から、ガイドラインや道路使用許可基準を策定し、公表している（注）。


注：警察庁ウェブサイト「自動運転の公道実証実験について」（https://www.npa.go.jp/bureau/traffic/selfdriving/roadtesting/index.html）
[image: QRコード　警察庁ウェブサイト「自動運転の公道実証実験について」]



③　国際的な議論への参画

我が国が締約しているジュネーブ条約（注1）では、車両には運転者がいなければならないことなどが規定されている一方で、システムが完全に運転操作を実施する自動運転もあり得ることなどから、近年、自動運転に関する国際条約の改正や解釈の整理等に関し、国際連合経済社会理事会の下の欧州経済委員会内陸輸送委員会に置かれたWP.1（注2）において議論が行われており、警察庁としても、こうした議論に参画している。また、令和3年（2021年）からは、交通における自動運転車両の使用に係る新たな法的文書の作成のための専門家グループ（LIAV-GE）（注3）にも参加している。


注1：昭和24年（1949年）にスイス・ジュネーブにおいて作成された道路交通に関する条約の通称

注2：Global Forum for Road Traffic Safety（道路交通安全グローバルフォーラム）の通称

注3：Group of Experts on drafting a new legal instrument on the use of automated vehicles in trafficの略



④　自動運転システムの実用化に向けた研究開発等

自動運転システムの実用化に当たっては、信号認識の確実性を向上させることが求められる。この点、信号の灯火の色を認識する車載カメラを補完するため、信号情報の活用が有効であることなどを踏まえ、警察では、信号情報の提供技術に関する研究開発等を実施している。

[bookmark: aa5z00420]　図表5-42　信号情報提供のイメージ
[image: 図表5-42　信号情報提供のイメージ]


MEMO　SIP（注）での取組

令和5年度から開始されたSIP第3期「スマートモビリティプラットフォームの構築」では、信号情報の配信に関する検討が進められており、警察では、これらの検討に必要な実証実験の環境を整備することなどにより、産官学連携による研究開発に参画している。


注：Cross-ministerial Strategic Innovation Promotion Program（戦略的イノベーション創造プログラム）の略





⑤　自動運転に係る正しい知識の普及啓発と過信、誤用等に対する注意喚起

SAEレベル3（注）の自動運転では、自動運行装置の使用条件を満たさなくなる場合には、運転者が同装置から運転操作を確実に引き継ぎ適切に対処する必要がある。

また、自動運行装置に該当しない運転支援機能を用いて自動車を運転する場合においては、運転者は、絶えず前方や周囲の状況を確認し、安全運転を行う義務がある。

警察では、これらの機能を備えている自動車の性能や限界、運転上の留意事項等について、ウェブサイト等を通じた広報啓発に努めている。


注：169頁参照








第5節　道路交通秩序の維持

1　交通事故抑止に資する交通指導取締り

（1）交通事故分析に基づく交通指導取締り

警察では、交通事故の発生実態等を分析し、取締りを実施する時間、場所等の交通指導取締りに関する方針を策定した上で、計画的に取締りを実施するなどして交通事故抑止に資する交通指導取締りを推進している。

また、交通指導取締りの必要性について国民の理解を深めるため、最高速度違反に起因する交通事故の発生状況や地域住民からの要望等を踏まえた速度取締りに関する指針を策定し、速度取締りを重点的に実施する路線や時間帯をウェブサイト等により公表している。

（2）悪質性・危険性・迷惑性の高い運転行為への対策

警察では、交通街頭活動を推進し、違法行為の未然防止に努めるとともに、無免許運転、飲酒運転、著しい速度超過、交差点関連違反等の交通事故に直結する悪質性・危険性の高い違反及び駐車違反等の迷惑性の高い違反に重点を置いた取締りを推進している。

また、運転中に携帯電話等を使用することは重大な交通事故につながり得る極めて危険な行為であることから、警察では、関係機関・団体等と連携し、運転者等に対して広報啓発を推進するとともに、携帯電話使用等の交通指導取締りを推進している。

さらに、妨害運転等の悪質・危険な運転行為を防止するため、交通指導取締りを強化するとともに、「思いやり・譲り合い」の気持ちを持った運転の必要性、ドライブレコーダーの有用性等について広報啓発等を推進している。

令和5年（2023年）中は、448万4,894件の道路交通法違反の取締りを行っている。

[bookmark: aa5p00190]　[image: 悪質・危険な運転行為への交通指導取締り対策]
悪質・危険な運転行為への交通指導取締り対策

[bookmark: aa5z00430]　図表5-43　主な道路交通法違反の取締り状況（令和5年）
[image: 図表5-43　主な道路交通法違反の取締り状況（令和5年）]


CASE

外国語指導助手の女（27）は、令和5年7月、公安委員会の運転免許を受けないで、一般原動機付自転車に該当する電動スケートボードを運転した。同年11月、同女を道路交通法違反（無免許運転）で検挙した（富山）。

[bookmark: aa5p00200]　[image: 電動スケートボード]
電動スケートボード




MEMO　ペダル付き原動機付自転車に関連する交通事故防止のための取組

ペダル付き原動機付自転車（注1）は、自転車と類する外観を有するものの、原動機を用いて走行させることができる構造であることから、その運転には、運転免許が必要である。令和6年5月、第213回国会において、道路交通法の一部を改正する法律が成立し、ペダル付き原動機付自転車をペダルのみを用いて走行させる行為が原動機付自転車（注2）の「運転」に該当することが明確化されることとなった。警察では、引き続き、電動アシスト自転車との差異についての広報啓発を行うとともに、指導取締りを推進し、ペダル付き原動機付自転車に関連する交通事故防止を図っていくこととしている。


注1：自動車又は一般原動機付自転車であって、原動機に加えてペダルを備え、原動機を作動させずペダルを用いて走行させることができるもの

注2：定格出力等に応じて、法上の自動車に該当するものも存在する。



[bookmark: aa5p00210]　[image: ペダル付き原動機付自転車（国民生活センターから提供）]
ペダル付き原動機付自転車（国民生活センターから提供）


CASE

配達作業員の男（38）は、令和5年10月、公安委員会の運転免許を受けないで、一般原動機付自転車に該当するペダル付き原動機付自転車を運転した。同月、同男を道路交通法違反（無免許運転）で逮捕した（警視庁）。





（3）使用者等（注）の責任追及等

事業活動に関して行われた過労運転、過積載運転、放置駐車、最高速度違反等の違反やこれらに起因する交通事故事件について、警察では、運転者の取締りにとどまらず、使用者に対する指示や自動車の使用制限命令を行っているほか、これらの行為を下命・容認していた使用者等を検挙するなど、使用者等の責任も追及している。

また、タクシーやトラック等の事業用自動車の運転者が、その業務に関して行った道路交通法等に違反する行為については、運輸支局等に通知して所要の行政処分等を促し、事業用自動車による交通事故防止を図っている。

さらに、自動車整備業者等による車両の不正改造等、事業者による交通の安全を脅かす犯罪に対しても、取締りを推進している。


注：155頁参照



（4）暴走族等対策

暴走族は、グループ数や人員が減少傾向にあるものの、いまだ各地において散発的な暴走行為が認められ、地域住民や道路利用者に多大な迷惑を及ぼしている。

警察では、共同危険行為等禁止違反、騒音関係違反（注）、車両の不正改造に関する違反等の取締りを推進するとともに、家庭、学校、保護司等と連携し、暴走族から離脱させるための措置をとるなど、総合的な暴走族対策を推進している。

また、元暴走族等が中心となって結成された「旧車會」と呼ばれる集団の中には、暴走族風の車両に改造した旧型の自動二輪車等を連ねて、景勝地等に向けた大規模な集団走行を行うなど、迷惑性の高いものもあることから、都道府県警察間での情報共有を図りながら、関係機関と連携して騒音関係違反等に対する指導取締りを行っている。


注：道路交通法違反のうち、近接排気騒音に係る整備不良、消音器不備及び騒音運転等



[bookmark: aa5z00440]　図表5-44　暴走族等の勢力及び検挙人員の推移（令和元年～令和5年）
[image: 図表5-44　暴走族等の勢力及び検挙人員の推移（令和元年～令和5年）]






2　適正かつ緻密な交通事故事件捜査

（1）交通事故事件の検挙状況

令和5年中の交通事故事件の検挙件数は、図表5－45のとおりである。

[bookmark: aa5z00450]　図表5-45　交通事故事件の検挙状況（令和5年）
[image: 図表5-45　交通事故事件の検挙状況（令和5年）]

（2）適正かつ緻密な交通事故事件捜査

警察では、一定の重大・悪質な交通事故事件の発生に際しては、交通事故事件捜査の豊富な経験を有する交通事故事件捜査統括官等が現場に臨場して、初動段階から捜査を統括するとともに、科学的な交通事故解析の研修を積んだ交通事故鑑識官が現場で鑑識活動等を指揮するなど、組織的かつ重点的な捜査を推進している。特に、飲酒運転、信号無視、無免許運転等が疑われるものについては、一般的に交通事故に適用される過失運転致死傷罪より罰則の重い危険運転致死傷罪や過失運転致死傷アルコール等影響発覚免脱罪等の立件を視野に入れた捜査を推進している。

また、ひき逃げ事件については、交通鑑識資機材や常時録画式交差点カメラ、ドライブレコーダー等の有効活用による被疑者の早期検挙を図っており、令和5年中の死亡ひき逃げ事件の検挙率は、102.4％であった。

（3）交通事故事件捜査の科学化・合理化

緻密で科学的な交通事故事件捜査を推進するため、警察庁では、交通鑑識に携わる都道府県警察の警察職員を対象とした研修を行っている。研修内容は、様々な状況を想定した車両の衝突実験を行い、衝突後の状況のみを見分させた上で交通事故の発生時における車両の状況や速度を究明させるなど、実践的・専門的なものとなるよう工夫している。

また、客観的な証拠に基づいた事故原因の究明を図るとともに、交通事故当事者の負担を軽減するため、常時録画式交差点カメラや3Dレーザースキャナ（注）をはじめとする各種の機器の活用を図っている。

他方で、重大な交通事故事件の捜査に集中することができるよう、軽微な交通事故に関しては、検察庁への送致書類の簡素化を図るなど、業務の合理化も進めている。


注：レーザー光線を周囲に照射することで、事故現場の路面における道路構造上の痕跡、遺留品の散乱状況等を自動的かつ正確に計測し、三次元点群データを作成する機器。同データは、専門のシステムにより、三次元画像処理や図化ができる。



[bookmark: aa5p00220]　[image: 事故解析に関する研修の状況]
事故解析に関する研修の状況


MEMO　モービル・マッピング・システム（MMS）の活用

警視庁では、交通事故事件捜査において、3Dレーザースキャナ、GNSS（注）、カメラ等を車両に搭載したモービル・マッピング・システム（MMS）を活用することにより、走行しながら道路や周辺の三次元座標データと画像データを取得し、そこから精緻な二次元画像を生成して現場見取図を作成するなど、捜査の科学化・合理化を図っている。


注：Global Navigation Satellite Systemの略



[bookmark: aa5p00230]　[image: MMSが搭載された車両]
MMSが搭載された車両

[bookmark: aa5p00240]　[image: MMSによる二次元画像]
MMSによる二次元画像



（4）交通事故被害者等（注1）の支援

警察では、「警察庁犯罪被害者支援基本計画」（注2）に基づき、交通事故被害者等の要望や心情に配意した捜査に努めるとともに、被害者連絡実施要領（注3）等に基づき、図表5－46のとおり、交通事故被害者等に対して、交通事故事件等に関する情報を可能な限り提供するよう努めているほか、その心情に配慮した相談活動を推進している。また、都道府県警察本部の交通事故事件捜査担当課に、交通事故被害者等への連絡を総括する被害者連絡調整官等を配置し、組織的かつ適切な交通事故被害者等の支援を推進するとともに、交通事故被害者等の心情に配意した適切な対応がなされるよう交通捜査員等に対する教育を強化している。

このほか、交通事故被害者等が深い悲しみやつらい体験から立ち直り、回復に向けて再び歩み出すことができるよう、交通事故被害者等の権利及び利益の保護を図ることを目的とする交通事故被害者サポート事業を実施している。


注1：交通事故事件の被害者及びその家族又は遺族

注2：令和3年3月に第4次犯罪被害者等基本計画が閣議決定されたことを受け、令和7年度末までの5年間において、警察庁が講ずべき具体的な取組内容等について定められている。

注3：犯罪被害者等に捜査状況等を確実に連絡するために制定されたもので、連絡対象となる事件、連絡内容等について定めている。



[bookmark: aa5z00460]　図表5-46　交通事故被害者等支援に関する主な施策
[image: 図表5-46　交通事故被害者等支援に関する主な施策]






3　特定小型原動機付自転車の安全利用のための取組

（1）特定小型原動機付自転車関連交通事故の状況

令和4年改正道路交通法により、一定の基準（注1）を満たす車両が、「特定小型原動機付自転車」に分類され、令和5年7月1日から施行された。同年7月から12月までの間に発生した特定小型原動機付自転車関連交通事故件数（注2）は85件であり、死者数は0人、負傷者数は86人であった。


注1：性能上の最高速度が20キロメートル毎時以下に設定されていること、車体の大きさが長さ190センチメートル、幅60センチメートルを超えないこと、道路運送車両の保安基準に適合する最高速度表示灯が備えられていることなど

注2：特定小型原動機付自転車が第1又は第2当事者となった事故件数



[bookmark: aa5z00470]　図表5-47　相手当事者別特定小型原動機付自転車関連交通事故件数（令和5年7月～同年12月）
[image: 図表5-47　相手当事者別特定小型原動機付自転車関連交通事故件数（令和5年7月～同年12月）]

（2）特定小型原動機付自転車の交通ルール

特定小型原動機付自転車については、16歳未満の者の運転は禁止されているものの、その運転に運転免許を要しない。また、車道の左側を通行することが原則であり（注1）、乗車用ヘルメットの着用の努力義務が課されているほか、交通反則通告制度（注2）や放置違反金制度の対象とされている。

なお、特定小型原動機付自転車については、自動車損害賠償責任保険（共済）に加入し、車体にナンバープレートを取り付けなければならない。


注1：例外として、性能上の最高速度が6キロメートル毎時以下に設定され、それに連動して最高速度表示灯を点滅させているなどの条件を満たす場合には、道路標識等により通行することができるとされている歩道を通行することができるが、その場合には、歩行者を優先し歩道の車道寄りの部分を徐行しなければならない。

注2：29頁参照（トピックスII）



（3）特定小型原動機付自転車の安全利用に向けた交通安全教育の推進

特定小型原動機付自転車の販売事業者やシェアリング事業者による購入者や利用者への交通安全教育が努力義務とされたことを踏まえ、警察では、これらの事業者による交通安全教育が、関係機関・団体等で構成される「パーソナルモビリティ安全利用官民協議会」が策定した「特定小型原動機付自転車の安全な利用を促進するための関係事業者ガイドライン」（注）に従って効果的に行われるよう支援している。


注：https://www.npa.go.jp/bureau/traffic/anzen/img/tokuteikogata/guideline.pdf
[image: QRコード　特定小型原動機付自転車の安全な利用を促進するための関係事業者ガイドライン]



（4）特定小型原動機付自転車運転者による交通違反に対する指導取締りの強化

警察では、特定小型原動機付自転車の運転者による飲酒運転、信号無視等の悪質・危険な違反のほか、通行区分違反、横断歩行者等妨害等の歩行者に危険を及ぼすおそれの高い違反に重点を置いた指導取締りを行っている。

また、交通の危険を生じさせるおそれのある一定の違反行為を反復して行った特定小型原動機付自転車の運転者を対象として、特定小型原動機付自転車の運転による交通の危険を防止するため、特定小型原動機付自転車運転者講習を実施しており、令和5年7月から12月までの間に13人が受講した。

[bookmark: aa5z00480]　図表5-48　特定小型原動機付自転車運転者に対する取締り状況（令和5年7月～同年12月）
[image: 図表5-48　特定小型原動機付自転車運転者に対する取締り状況（令和5年7月～同年12月）]






警察活動の最前線


自転車にも正しい交通ルールを




愛知県警察本部交通部第二交通機動隊

播磨　沙耶佳

[bookmark: aa5m00010]　[image: コノハけいぶ]




私は、自転車利用者に対する交通指導取締りや交通安全教育等に特化して交通機動隊に設置された自転車対策専従部隊・通称「B－Force（ビーフォース）」で、これらの活動に従事しています。

B－Forceでは、小学生やその保護者、高齢者等の幅広い年齢層の方々に対して、自転車乗車時のヘルメット着用の重要性を理解してもらうため、警察官が実際の事故の状況を再現したり、交通ルールについてクイズ形式で学ぶ機会を設けたりと様々な工夫をして、分かりやすい形での参加・体験・実践型の交通安全教育を行っています。

参加された方から、「これからはしっかりとヘルメットを被りたいと思いました」、「こうしたルールがあるとは知りませんでした」などの声をいただくと、自分の活動が自転車の安全利用を考えるきっかけになっていると肌で感じることができます。

また、B－Forceでは、交通事故の発生実態や地域住民の声を参考に交通指導取締りを行っており、交通ルールを守ることの重要性について理解してもらう指導警告のほか、信号無視や一時不停止等の交通事故につながる悪質で危険な違反を行った自転車利用者には、検挙措置を通じて反省を促しています。

一時不停止をして車と接触しそうになった自転車利用者を検挙した際、違反者から、「標識を意識しておらず、周りを全く見ていませんでした」と言われたことがあり、自転車利用中の事故を防ぐためには、自転車の交通ルールの周知徹底が極めて重要であると改めて強く感じました。

今後もB－Forceの一員として、自転車の悲惨な交通事故を1件でも減らすための活動に尽力していきたいです。

[bookmark: aa5p00250]　[image: 愛知県警察本部交通部第二交通機動隊　播磨　沙耶佳]




腹話術人形“全（ぜん）ちゃん”とともに




鹿児島県警察本部交通部交通企画課交通安全啓発係

下村　瑛里香

[bookmark: aa5m00020]　[image: かごパトくん・さくらロールちゃん]




私が所属している交通企画課交通安全啓発係では、交通安全教育車「ひまわり号」を活用して県内各地の幼稚園、保育園等を訪問し、腹話術、実技、アニメーション等を用いた交通安全教室を行っています。

私は、大学在学中、未来ある子供たちのため何か貢献したいと思い、保育士や幼稚園教諭の免許を取得しました。そして、大学卒業後は鹿児島県警察に奉職し、地域課等に所属して社会のため・県民のために職務に打ち込んできましたが、大学生の頃から抱き続けていた「子供たちのために何かしたい」という気持ちがますます大きくなったため、現係への異動を希望し、念願が叶いました。

しかし、係に配属された当初は、交通安全教室で先輩の姿を見る度に、「私はこんなに上手な腹話術なんてできない」と落ち込み、弱音ばかり吐く毎日が続きました。

それでも、こんなネガティブな気持ちを前向きにし、私の背中を押してくれたのは、腹話術人形“全ちゃん”に向ける子供たちの多くの眼差しでした。

私が、交通安全教室で“全ちゃん”と一緒に登場すると、子供たち一人一人が目を輝かせて私たちの方を見て、一生懸命交通ルールを覚えようとしてくれます。

腹話術のほかにも、まだ私が知らない教育技法がたくさんあると思いますので、日々学び、努力を重ね、子供たちを交通事故から守るためにこれからも頑張ります。

[bookmark: aa5p00260]　[image: 鹿児島県警察本部交通部交通企画課交通安全啓発係　下村　瑛里香]








第6章　公安の維持と災害対策

第1節　国際テロ情勢と対策

1　国際テロ情勢

（1）イスラム過激派

①　ISIL（注1）及びAQ（注2）の動向

平成26年（2014年）にカリフ制国家の樹立を宣言したISILは、一時はイラク及びシリアにおいて広大な地域を支配していたものの、諸外国の支援を受けたイラク軍、シリア軍等の攻撃により、その支配地域を失った。令和5年（2023年）4月には、4代目（注3）の指導者が死亡し、同年8月、ISILは5代目指導者（注4）の就任を発表した。ISILは、指導者の相次ぐ死亡により、中枢組織の弱体化や求心力の低下が指摘されているものの、アフガニスタン及びアフリカ地域において、関連組織がテロの実行及びプロパガンダの発信を継続している。

ISILは、従前から、「対ISIL有志連合」に参加する欧米諸国等に対するテロの実行を呼び掛けている。また、イラク及びシリアでISILが支配地域を失ったことにより、両国における外国人戦闘員（注5）及びその家族の多くが同地を離れて母国又は第三国に渡航しテロを起こす危険性や、収容施設又は難民キャンプで更なる過激化が進む可能性が指摘されている。

AQ及びその関連組織については、令和4年（2022年）7月、米国の作戦により、AQの指導者アイマン・アル・ザワヒリが殺害されたものの、中東やアフリカにおいて活動するAQ関連組織は、現地の政府機関等を狙ったテロを継続しており、ザワヒリの殺害がこれら関連組織に及ぼす影響は限定的とみられる。

このほか、令和5年（2023年）10月に発生したハマス等のパレスチナ武装勢力によるイスラエルへのテロ攻撃及びその後の武力衝突を受け、ISIL、AQ及びそれらの関連組織や支持者らは、イスラエル、欧米権益等に対するテロの実行を呼び掛けており、各国で同情勢に関係するとみられるテロ事件が発生している。

これらの事情に鑑みれば、国際テロ情勢は依然として厳しい状況にあるといえる。


注1：Islamic State in Iraq and the Levantの頭文字。いわゆる「イスラム国」

注2：Al-Qaeda（アル・カーイダ）の略

注3：国連の報告書には、Abu al-Husain al-Husaini al-Qurashiと記載

注4：国連の報告書には、Abu Hafs al-Hashimi al-Qurashiと記載

注5：テロ行為を準備・計画・実行することやそのための訓練を受けることなどを目的として、居住国又は国籍国以外の国や地域に渡航する者



[bookmark: aa6p00010]　[image: ISILの4代目指導者が使用していたとされる家屋（AFP＝時事）]
ISILの4代目指導者が使用していたとされる家屋（AFP＝時事）

[bookmark: aa6p00020]　[image: パレスチナ武装勢力により襲撃された音楽イベント会場（AFP＝時事）]
パレスチナ武装勢力により襲撃された音楽イベント会場（AFP＝時事）

②　我が国を標的とする国際テロの脅威

平成25年（2013年）1月の在アルジェリア邦人に対するテロ事件、平成31年（2019年）4月のスリランカにおける連続爆破テロ事件等、邦人や我が国の権益がテロの標的となる事案等が現実に発生していることから、今後も邦人がテロや誘拐の被害に遭うことが懸念される。

ISILは、オンライン機関誌「ダービク」等において、我が国や邦人をテロの標的として繰り返し名指ししている。

AQについても、平成24年（2012年）5月に米国が公開したオサマ・ビンラディン殺害時の押収資料により、「韓国のような非イスラム国の米国権益に対する攻撃に力を注ぐべき」と同人が指摘していたことが明らかになった。また、米国で拘束中のAQ幹部は、我が国に所在する米国大使館を破壊する計画等に関与していたと供述している。こうした資料や供述は、米軍基地等の米国権益が多数存在する我が国に対するイスラム過激派組織によるテロの脅威の一端を明らかにしたものといえる。

また、過去にはICPO国際手配被疑者の不法入国事件も発生しており、過激思想を介して緩やかにつながるイスラム過激派組織のネットワークが我が国にも及んでいることを示している。

これらの事情に鑑みれば、我が国に対するテロの脅威は継続しているといえる。

[bookmark: aa6p00030]　[image: スリランカにおける連続爆破テロ事件（Nurphoto via AFP）]
スリランカにおける連続爆破テロ事件（Nurphoto via AFP）

（2）日本赤軍と「よど号」グループ

①　日本赤軍

日本赤軍は、平成13年4月、最高幹部・重信房子が日本赤軍の「解散」を宣言し、後に組織も「解散」を表明した。しかし、いまだに過去に引き起こしたテロ事件を称賛していること、現在も7人の構成員が逃亡中であることなどから、「解散」はテロ組織としての本質の隠蔽を狙った形だけのものに過ぎず、テロ組織としての危険性がなくなったとみることはできない。

警察では、国内外の関係機関と連携を強化し、逃亡中の構成員の検挙及び組織の活動実態の解明に向けた取組を推進している。

[bookmark: aa6p00040]　[image: 国際手配中の日本赤軍]

②　「よど号」グループ

昭和45年（1970年）3月、共産主義者同盟赤軍派の田宮高麿ら9人が、東京発福岡行き日本航空351便、通称「よど号」をハイジャックし、北朝鮮に入境した。現在、北朝鮮には、ハイジャックに関与した被疑者5人及びその妻3人がとどまっているとみられており（注）、このうち3人については、日本人を拉致した容疑で逮捕状の発付を得ている。

警察では、「よど号」犯人らを国際手配し、外務省を通じて北朝鮮に対して身柄の引渡し要求を行うとともに、「よど号」グループの活動実態の全容解明に努めている。


注：ハイジャックに関与した被疑者1人及びその妻1人は死亡したとされているが、真偽は確認できていない。



[bookmark: aa6p00050]　[image: 国際手配中の「よど号」グループ]

（3）北朝鮮

①　北朝鮮による拉致容疑事案等

ア　拉致容疑事案等に関する現在の取組

警察では、令和5年末現在、日本人が被害者である拉致容疑事案12件（被害者17人）及び朝鮮籍の姉弟が日本国内から拉致された事案1件（被害者2人）の合計13件（被害者19人）を北朝鮮による拉致容疑事案と判断するとともに、拉致に関与したとして北朝鮮工作員等10人について逮捕状の発付を得て国際手配を行っている。

また、拉致容疑事案以外にも、北朝鮮による拉致の可能性を排除できない事案（注）について、関係機関との連携を図りつつ、全国警察において徹底した捜査・調査を進めており、同事案の真相を解明するために警察庁に設置されている特別指導班が、都道府県警察の巡回・招致を通じ、捜査・調査を担当する職員に対する具体的な指導、実地調査、都道府県警察間の協力体制の構築等を行っている。

さらに、将来、北朝鮮から拉致被害者に関連する資料が提供されるなどした場合において本人確認に活用するなどの観点から、御家族の意向等を勘案しつつ、DNA型鑑定資料の採取を積極的に実施しているほか、広く国民から情報提供を求めるため、御家族の同意を得られたものについては、事案の概要等を各都道府県警察及び警察庁のウェブサイトに掲載している。


注：警察が把握している北朝鮮による拉致の可能性を排除できない方は、令和5年末現在、871人である。



[bookmark: aa6z00010]　図表6-1　日本人が被害者である拉致容疑事案（12件17人）
[image: 図表6-1　日本人が被害者である拉致容疑事案（12件17人）]

[bookmark: aa6z00020]　図表6-2　日本人以外が被害者である拉致容疑事案（1件2人）
[image: 図表6-2　日本人以外が被害者である拉致容疑事案（1件2人）]

[bookmark: aa6z00030]　図表6-3　国際手配被疑者（拉致容疑事案関係）
[image: 図表6-3　国際手配被疑者（拉致容疑事案関係）]

イ　拉致容疑事案等をめぐる動向

我が国では、拉致問題の解決は最重要課題であるとして、全ての拉致被害者の一日も早い帰国を実現するため、政府一体となった取組を進めている。また、拉致問題の解決には、その重要性について各国の支持と協力を得ることが不可欠であるため、各種国際会議をはじめ、あらゆる外交上の機会を捉え、拉致問題を提起している。

岸田首相は、令和5年（2023年）8月に行われた日米韓首脳会合において、拉致問題は時間的制約のある人道問題である旨を述べ、拉致問題の即時解決に向け、米国のバイデン大統領及び韓国の尹錫悦（ユンソンニョル）大統領から改めて力強い支持を得た。また、同年9月に行われた第78回国連総会の一般討論演説において、「条件を付けずにいつでも金正恩（キムジョンウン）委員長に直接向き合うとの決意を伝え、首脳会談を早期に実現すべく、私直轄のハイレベルで協議を行っていきたい」と表明した。

ウ　今後の取組

北朝鮮による拉致容疑事案は、我が国の主権を侵害し、国民の生命・身体に危険を及ぼす治安上極めて重大な問題である。

警察では、被害者や御家族のお気持ちを十分に受け止め、全ての拉致容疑事案等の全容解明に向けて、関係機関と緊密に連携を図りつつ、関連情報の収集、捜査・調査に全力を挙げることとしている。

②　北朝鮮による主なテロ事件

北朝鮮は、朝鮮戦争以降、南北軍事境界線を挟んで韓国と軍事的に対峙しており、これまで、韓国に対するテロ活動の一環として、工作員等によるテロ事件を世界各地で引き起こしている。例えば、昭和62年（1987年）に発生した大韓航空機爆破事件は、日本人を装った工作員により実行されたものであった。






2　国際テロ対策

我が国に対するテロの脅威が継続している中、警察庁では、平成27年2月、改めて我が国に対するテロの未然防止及びテロへの対処体制の強化に取り組むための諸対策の検討・推進をすることを任務とする「警察庁国際テロ対策推進本部」を設置し、同年6月、推進していくべき施策を「警察庁国際テロ対策強化要綱」として取りまとめて決定・公表をした。

警察では、同要綱等に基づき、情報収集・分析、水際対策、警戒警備、事態対処、官民連携といったテロ対策を強力に推進している。

（1）テロの未然防止のための具体策

①　官民一体となったテロ対策の推進

テロを未然に防止するためには、警察による取組のみでは十分ではなく、関係機関、民間事業者、地域住民等と緊密に連携してテロ対策を推進することが望まれる。このため、警察では、様々な形でテロ対策のための官民連携を推進している。

例えば、平成31年3月までに、全都道府県警察において、都道府県等の関係機関や、電力、ガス、情報通信、鉄道等の重要インフラに関わる事業者、大規模集客施設を営む事業者等の参加を得て、テロ対策のための官民連携ネットワークを設置している。諸外国において不特定多数の者が集まる大規模集客施設や公共交通機関等がテロの標的とされる中、警察では、同ネットワークの枠組みも活用し、外国で発生しているテロ等に関する情報やテロ対策上の着眼点等について共有するとともに、事業者によるテロ対策に関するマニュアルの作成・配付を行うなど、事業者が講じるテロ対策の支援を図っている。

また、不特定多数の者が集まるイベントや施設等において、制服を着用した警察官による巡回の実施やパトカーの活用等による「見せる警戒」を実施するとともに、大型商業施設、公共交通機関等において施設管理者と連携し、テロの未然防止に向けた合同訓練を実施するなど、管理者対策を推進し、テロへの警戒を強化している。

このほか、旅館、インターネットカフェ、レンタカー、賃貸マンション、住宅宿泊事業等の事業を営む者に対しても、顧客に対する本人確認の徹底等の働き掛けを行い、テロリストによる悪用の防止を図っている。

[bookmark: aa6z00040]　図表6-4　官民一体となったテロ対策の概要
[image: 図表6-4　官民一体となったテロ対策の概要]

[bookmark: aa6p00060]　[image: 公共交通機関における警戒]
公共交通機関における警戒

②　核物質、特定病原体等の防護対策の強化

NBCテロ（注）の発生を未然に防止するため、警察では、核物質や特定病原体等を取り扱う事業所等に警察職員が定期的に立入検査を行うなどして、事業者の講じる防護措置や盗難防止措置が適正なものとなるよう指導している。


注：N（Nuclear：核）B（Biological：生物）C（Chemical：化学）物質を使用したテロの総称



③　国際協力の推進

国際テロ対策を推進するためには、我が国一国のみの努力では限界があり、世界各国との連携・協力が必要不可欠であることから、警察庁では、諸対策に関する国際会議等に積極的に参加し、テロ関連情報の収集・分析能力の強化及び外国治安情報機関との関係強化に努めている。

④　テロ資金対策

大規模なテロの実行やテロ組織の維持・運営には、そのための資金が必要であることから、テロを未然に防止するためには、テロリストの資金源を絶つことが重要である。我が国では、テロ資金提供処罰法に基づき、テロリストに対するテロ資金の提供等を規制しており、また、犯罪収益移転防止法に基づき、顧客等の取引時確認、疑わしい取引の届出等を特定事業者に対し求めている。さらに、外為法及び国際テロリスト等財産凍結法（注1）に基づき、令和6年1月17日時点で、410個人120団体の国際テロリスト及び80個人75団体の大量破壊兵器関連計画等関係者（注2）を財産の凍結等の措置をとるべき者としてそれぞれ公告している。

加えて、ハマス等のパレスチナ武装勢力によるイスラエルへのテロ攻撃を受け、令和5年10月にハマス関係者9個人1団体が、同年12月にハマス関係者3個人が、それぞれ外為法に基づく資産凍結の対象として指定され、同年11月及び令和6年1月には、国家公安委員会において、これらの者を国際テロリスト等財産凍結法における国際テロリストとして指定し、財産の凍結等の措置をとるべき者として公告した。


注1：令和5年6月に施行された国際的な不正資金等の移動等に対処するための国際連合安全保障理事会決議第千二百六十七号等を踏まえ我が国が実施する国際テロリストの財産の凍結等に関する特別措置法等の一部を改正する法律により、大量破壊兵器関連計画等関係者が、新たに財産の凍結等の措置の対象とされた。

注2：特定の国又は地域による大量破壊兵器等の開発等に関する計画等に関与し、又は当該計画等の支援等を行う者
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（2）テロ対処体制の強化

①　テロ対処部隊

ア　特殊部隊（SAT（注））

特殊部隊（SAT）は、北海道、警視庁、千葉、神奈川、愛知、大阪、福岡及び沖縄の8都道府県警察に設置されている。全国で約300人の体制で、自動小銃、サブマシンガン、ライフル銃、特殊閃（せん）光弾、ヘリコプター等が配備されており、ハイジャック、重要施設占拠等の重大テロ事件その他銃器等使用の重大突発事案に出動し、被害者や関係者の安全を確保しつつ、被疑者を制圧・検挙することを任務としている。


注：Special Assault Teamの略
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SATの訓練

イ　銃器対策部隊

銃器対策部隊は、各都道府県警察の機動隊等に設置されている。全国で約2,100人の体制で、サブマシンガン、ライフル銃、防弾衣、防弾帽、防弾盾等が配備されており、銃器等使用事案への対処を主たる任務とし、重大突発事案が発生した場合に、SATが到着するまでの第一次的な対処に当たるとともに、SATの到着後は、その支援に当たることとなる。

[bookmark: aa6p00080]　[image: 銃器対策部隊の訓練]
銃器対策部隊の訓練

ウ　NBCテロ対応専門部隊等

NBCテロ対応専門部隊は、北海道、宮城、警視庁、千葉、神奈川、愛知、大阪、広島及び福岡の9都道府県警察の機動隊等に設置されており、全国で約200人の体制で、NBCテロ対策車、化学防護服、生物・化学剤検知器、放射線測定器等の高度な装備資機材が配備されている。また、その他の府県警察の機動隊等には、全国で約400人の体制で、NBCテロ対策部隊が設置されている。これらの部隊は、NBCテロ事案が発生した場合に迅速に出動して、初動措置に当たることを任務としている。

[bookmark: aa6p00090]　[image: NBCテロ対応専門部隊の訓練]
NBCテロ対応専門部隊の訓練

エ　爆発物対応専門部隊等

爆発物対応専門部隊又は爆発物対策部隊は、各都道府県警察の機動隊等に設置されている。全国で約1,000人の体制で、X線透視装置、爆発物収納筒、防護服、防爆盾、遠隔操作式爆発物処理用具等が配備されており、爆発物使用事案が発生した場合に、迅速かつ的確に爆発物の現場処理に当たり、爆発による被害の発生を防止するとともに、証拠を保全することを任務としている。

[bookmark: aa6p00100]　[image: 爆発物対応専門部隊の訓練]
爆発物対応専門部隊の訓練

②　スカイ・マーシャルの運用

航空機のハイジャックを未然に防止し、またハイジャックが発生した際に航空機内での犯人の制圧・検挙を可能とするため、警察では、国土交通省や航空会社等と緊密に連携して、警察官が航空機に警乗するスカイ・マーシャルを運用している。

③　職員の現地派遣

警察では、邦人や我が国の関連施設等の権益に関係する重大テロが国外で発生した場合には、情報収集や現地治安機関に対する捜査支援等のため、職員を現地に派遣することとしている。

④　自衛隊との共同訓練の推進

警察では、平素から防衛省・自衛隊と緊密な情報交換を行っているほか、武装工作員等による不法行為が発生したという想定の下、自衛隊との共同訓練を実施しており、令和5年中は、実動訓練を32回、図上訓練を3回実施した。また、内閣官房や都道府県が主催する国民保護法に基づく関係機関との共同訓練に参加し、テロ等に対する対処能力の向上や関係機関との連携強化を図った。

[bookmark: aa6p00110]　[image: 自衛隊との共同実動訓練]
自衛隊との共同実動訓練

[bookmark: aa6p00120]　[image: 国民保護共同実動訓練]
国民保護共同実動訓練

（3）原子力関連施設におけるテロ対策

①　テロ関連情報の収集・分析等

警察では、原子力関連施設に対するテロを未然に防止するため、外国治安情報機関等との緊密な情報交換、関係機関等との連携による水際対策、不審な人物や組織に関する情報の収集・分析等を実施している。

②　原子力関連施設における警戒警備

原子力関連施設に対する銃器を使用したテロ事案、爆発物使用事案、NBCテロ事案等への対処を行うため、自動小銃、サブマシンガン、ライフル銃、耐爆・耐弾仕様の車両、爆発物処理用具、防護服、小型無人機対処資機材等を装備した原発特別警備部隊が、24時間体制で原子力関連施設の警戒警備に当たっている。

[bookmark: aa6p00130]　[image: 原子力関連施設の警戒]
原子力関連施設の警戒

③　関係機関等との連携

警察では、平成23年11月に国際組織犯罪等・国際テロ対策推進本部において決定された「原子力発電所等に対するテロの未然防止対策の強化について」を踏まえ、海上保安庁との合同訓練を定期的に実施しているほか、一般の警察力だけでは対応することができないと認められる事案が発生した場合を想定し、原子力発電所の敷地を利用した自衛隊との共同実動訓練を実施している。

令和4年12月、警察、海上保安庁、防衛省・自衛隊、原子力規制庁、原子力事業者等で構成される原子力発電所等警備連絡会議を設置し、関係機関等の連携を一層強化している。

④　警察庁職員による立入検査

原子力事業者との間では、警察庁職員が事業所等に定期的に立入検査を行うとともに、治安当局の立場から自主警戒に関する指導を行うことなどにより、事業者による防護措置が実効あるものとなるよう努めている。






第2節　外事情勢と諸対策

1　対日有害活動の動向と対策

（1）中国の動向

①　中国国内の情勢等

令和5年（2023年）3月、第14期全国人民代表大会第1回会議が北京で開催され、習近平（しゅうきんぺい）・中国共産党総書記が、国家主席及び国家中央軍事委員会主席に選出された。習近平国家主席は、閉幕式で「今世紀半ばまでに、社会主義現代化強国を全面的に建設する」と述べた上で、「国を治めるには、まず党を治めなければならず、党が繁栄してこそ、国は強くなる」などと中国共産党の指導と同党による中央集権・統一的な指導を堅持するとした。

同年7月には、改正「中華人民共和国反間諜法」（反スパイ法）が施行された。同法では、スパイ行為の定義が拡大され、従来の国家秘密等の窃取等に加え、「国家の安全と利益に関わる文書、データ、資料、物品」の窃取等が新たな対象とされた。また、スパイ行為の防止等を担う国家安全部門の権限が強化されたほか、国民に対してスパイ行為に関する通報が奨励された。

さらに、同年11月、習近平国家主席は、平成29年（2017年）4月以来、約6年半ぶりに訪米し、バイデン大統領と会談した。習近平国家主席は、同会談において、台湾統一への意欲を改めて示した。

[bookmark: aa6p00140]　[image: 全国人民代表大会において憲法に宣誓する習近平国家主席（時事通信）]
全国人民代表大会において憲法に宣誓する習近平国家主席（時事通信）

②　我が国との関係をめぐる動向

平成24年9月に日本政府が尖閣諸島の一部の島について所有権を取得して以降、尖閣諸島周辺海域での中国海警局に所属する船舶等の出現が常態化するとともに、これらの船舶が我が国の領海に侵入する事案が度々発生している。警察では、関係機関と連携しつつ、情勢に応じ、体制を構築して警備に当たるなどして、不測の事態に備えている。

令和5年（2023年）8月、中国政府は、日本政府が決定した東京電力福島第一原子力発電所のALPS処理水放出に反発し、日本産の水産物の輸入を全面的に停止した。また、日本国内では、同放出開始後、中国から発信されたとみられる苦情等の電話が相次いだ。

岸田首相は、同年10月、日中平和友好条約締結45周年を迎え、中国の李強（りきょう）国務院総理とメッセージを交換し、更に同年11月、米国のサンフランシスコで習近平国家主席と会談を行った。同会談において両首脳は、日中関係の新たな時代を切り開くべく、「建設的かつ安定的な日中関係」を構築していくことを確認した一方で、岸田首相は、日本産食品輸入規制の即時撤廃や中国において拘束されている邦人の早期解放を、改めて求めるなどした。

③　我が国における諸工作等

中国は、諸外国において活発に情報収集活動を行っている。我が国においても、目的を偽って機微情報を収集したり、先端技術保有企業、防衛関連企業、研究機関等に対する研究者、技術者、留学生等の派遣、技術移転の働き掛け等を行ったりするなど、巧妙かつ多様な手段で様々な情報収集活動を行っているほか、政財官学等の関係者に対して積極的に働き掛けを行っているものとみられる。

警察では、我が国の国益が損なわれることがないよう、平素から中国による我が国における諸工作の動向を注視し、情報収集・分析に努めるとともに、違法行為に対して厳正な取締りを行うこととしている。


CASE

国立研究開発法人研究員の中国人の男（59）は、不正の利益を得る目的で、平成30年4月、同法人の営業秘密であるフッ素化合物に関する技術情報が記載されたファイルデータを、中国所在企業のメールアドレスに送信して開示した。令和5年6月、同人を不正競争防止法違反（営業秘密の開示）で逮捕した（警視庁）。



（2）ロシアの動向

①　ウクライナ侵略をめぐる情勢等

我が国は、令和4年（2022年）2月のロシアによるウクライナ侵略開始以降、G7をはじめとする国際社会と連携し、ロシアに対する制裁措置を強化した。同年3月、ロシアは我が国を含む48の国・地域を「非友好国」として指定したほか、我が国との平和条約締結交渉を継続する意思はないと発表するなど、強硬な姿勢を示した。

同年4月には、ウクライナ情勢を踏まえ、総合的に判断した結果、8人の駐日ロシア大使館の外交官及びロシア通商代表部職員について国外退去を求め、これに対し、ロシア外務省は、8人の我が国の在ロシア大使館員の国外退去を求めた。

ロシアによるウクライナ侵略を受けて、G7各国等がウクライナに対する軍事分野を含む各種支援や対露制裁措置を発表する中、令和5年（2023年）2月、プーチン大統領は、年次教書演説の中で、ウクライナ侵略を改めて正当化するとともに、米露間の新戦略兵器削減条約（新START（注））の履行停止を発表した。

同年5月、プーチン大統領は、第2次世界大戦の対ドイツ戦勝記念日の演説で、ウクライナ侵略を継続する考えを強調した。また、同年10月、国際情勢をテーマにロシア南部ソチで開催された「ヴァルダイ会議」に出席し、ウクライナ侵略後の日本との関係について、日本側から対話の申出があれば応じる用意がある旨を主張した。

また、令和5年に入り、我が国はG7の議長国となり、同年3月、岸田首相はウクライナを訪問し、ロシアによるウクライナ侵略の被害状況等を視察するとともに、ゼレンスキー大統領と首脳会談を行い、ウクライナ国民に対する日本の揺るぎない連帯を伝えた。

同年5月、我が国で開催されたG7広島サミットでは、ウクライナに関するG7首脳声明が採択され、G7各国がこれまで以上に結束して、あらゆる側面からウクライナを力強く支援し、厳しい対露制裁を継続していくことを改めて確認した。

同月、これを受けて、我が国は、新たな対露制裁として、ロシアの個人・団体への資産凍結、ロシアの軍事関連団体等への輸出禁止等の措置を講じた。


注：Strategic Arms Reduction Treaty（戦略兵器削減条約）の略



[bookmark: aa6p00150]　[image: 戦勝記念日に赤の広場で演説を行うプーチン大統領（EPA＝時事）]
戦勝記念日に赤の広場で演説を行うプーチン大統領（EPA＝時事）

②　我が国における諸工作等

近年においても、世界各地でロシア情報機関の関与が疑われるスパイ事案が摘発されている中、令和4年（2022年）6月、プーチン大統領は、ロシア対外情報庁（SVR）本部においてスピーチを行い、ウクライナ侵略に伴う欧米の対露制裁強化を踏まえ、「産業・技術分野の発展と防衛力の強化を支援することが優先すべき任務だ」と述べ、外国での情報収集活動を活発化するように指示した。

我が国においても、ロシアの情報機関員が、大使館員等の身分で入国し、情報収集活動を活発に行っている。警察では、ソ連崩壊以降、令和5年12月までに11件の事件を検挙している。

ロシアは、今後も我が国において、大使館員等を装った情報機関員による先端技術情報の移転工作等を行うとみられ、警察では、ロシアの違法な情報収集活動により我が国の国益が損なわれることがないよう、情報収集・分析に努めるとともに、対露制裁措置の実施及び違法行為の取締りの双方の側面から、G7をはじめとする国際社会と緊密に連携しながら対応することとしている。

（3）北朝鮮の動向

①　軍事動向

北朝鮮は、令和5年（2023年）4月及び7月に固体燃料推進方式の新型のICBM（注）級弾道ミサイルの試験発射を、同年11月に新型の中距離弾道ミサイルの固体燃料発動機（エンジン）試験をそれぞれ行うなど、令和4年（2022年）に引き続き、弾道ミサイルの試験発射等を行った。

また、北朝鮮は、令和5年中に3回、弾道ミサイル技術を使用し、「衛星」の打ち上げを目的とする「新型衛星運搬ロケット」の発射を強行した。北朝鮮は、このうち5月と8月の打ち上げを失敗と認めた一方、11月に行われた3回目の打ち上げでは、「成功裏に打ち上げた」とした上で、「衛星」を「軌道に正確に進入させた」と主張した。

さらに、令和5年9月に開催された最高人民会議第14期第9回会議では、「核武力政策」を憲法に明記することが採択されたほか、金正恩朝鮮労働党総書記兼国務委員長は、同会議で「核武力」の持続的強化に言及した。


注：Intercontinental Ballistic Missile（大陸間弾道ミサイル）の略



[bookmark: aa6p00160]　[image: 令和5年11月21日、「衛星」の打ち上げ（朝鮮中央通信＝時事）]
令和5年11月21日、「衛星」の打ち上げ（朝鮮中央通信＝時事）

②　対外関係

金正恩総書記は、同会議において、米国を「我が共和国に対する核戦争の脅威を史上最悪の水準へ極大化している」と批判したほか、「帝国主義反動勢力により、全地球的範囲で「新冷戦」構図が現実化された」とした上で、日米韓の同盟強化について「実際の最大の脅威」と言及するなど、対決姿勢を明確にした。

また、北朝鮮は、令和2年（2020年）1月頃以降、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止措置として、人的往来や物流を厳しく制限したとみられたが、令和5年7月、「祖国解放戦争勝利70周年」に際して開催された慶祝行事にロシア及び中国の要人を招待したほか、その後、中朝間及び露朝間の航空便が運航されるなど、人的往来の制限を緩和する動向が認められた。

さらに、同年9月に金正恩総書記がロシアを訪れ、プーチン大統領と会談したほか、同年10月にはラヴロフ外相が訪朝し金正恩総書記と会談するなど、特に露朝関係の強化を図る動向が認められた。

③　対北朝鮮措置に関係する違法行為の取締り

我が国は、北朝鮮による拉致、核、ミサイルといった諸懸案を包括的に解決するため、国連安全保障理事会決議に基づく対北朝鮮措置（武器等の輸出入の禁止、人的往来の禁止等）のほか、我が国としての措置（北朝鮮籍船舶の入港禁止措置、北朝鮮との間の全ての品目の輸出入禁止等）を実施している。

警察では、こうした対北朝鮮措置の実効性を確保するため、関係する違法行為に対し、徹底した取締りを行っており、令和5年12月までに41件の事件を検挙している。

④　我が国における諸工作

北朝鮮は、我が国においても、潜伏する工作員等を通じて活発に様々な情報収集活動を行っているとみられる。

例えば、北朝鮮と密接な関係を有する朝鮮総聯（注）の構成員やその関係者が、北朝鮮工作員の密入国や北朝鮮への大量破壊兵器関連物資等の不正輸出、北朝鮮による拉致容疑事案に関与していた事例が確認されている。

また、令和4年（2022年）5月に米国が発表した北朝鮮IT労働者に関するガイドラインにおいては、こうした労働者が日本人等に偽装している旨が指摘されており、実際、我が国でこうした労働者がソフトウェアの開発に関与した事例が確認されている。令和5年（2023年）4月になされた日米韓三か国共同声明においては、身分や国籍を偽装したこうした労働者がミサイル開発等の資金源となる収入を獲得しているとの懸念が表明された。これに関連して、令和6年3月には、日本国内の企業・団体においてこうした労働者に対する認識を深めることなどを目的として、警察庁、外務省、財務省及び経済産業省の共同により「北朝鮮IT労働者に関する企業等に対する注意喚起」を発表した。

警察では、北朝鮮による我が国における諸工作に関する情報の収集・分析に努めるとともに、違法行為に対して厳正な取締りを行うこととしており、令和5年12月までに54件の北朝鮮関係の諜（ちょう）報事件を検挙している。


注：正式名称を在日本朝鮮人総聯合会という。



（4）偽情報等の脅威と対策

①　偽情報等の脅威

近年、国際社会においては、いわゆる伝統的な安全保障の領域にとどまらない動きとして、偽情報等の拡散への懸念が高まっている。偽情報等の拡散は、普遍的価値に対する脅威であるのみならず、我が国の治安にも悪影響をもたらし得るものである。また、生成AI技術の発展等に伴い、巧妙な偽情報が大量に生成され、SNS等で拡散されるリスクへの対応が重要な課題となっている。

ロシアによるウクライナ侵略等では、軍事的手段に加え、SNS等を通じた偽情報の拡散等が複合的に用いられているほか、中国も、世論戦、心理戦及び法律戦から成る、いわゆる三戦を重視し、軍事力以外の要素も注視しているとされている。令和5年（2023年）9月、米国国務省は、中国の情報戦に関して発表した報告書で、「中国は海外の情報操作に毎年数十億ドルを費やし、自国と中国共産党に対する肯定的な見方を広めるために、虚偽の又は偏った情報を用いている」と指摘した。

我が国に関しては、令和5年8月の福島第一原子力発電所のALPS処理水放出開始に際し、過去の津波到達シミュレーション映像を悪用して、同処理水が危険であるかのように主張する偽情報が拡散された事例等が確認されている。

②　偽情報等の脅威への対策

我が国では、令和4年12月に閣議決定された「国家安全保障戦略」を踏まえ、外国による偽情報等の拡散への対処能力を強化するため、関係機関が連携し、情報の収集、集約及び分析、正確な情報発信等を実施する体制が内閣官房に整備された。

警察においても、関係機関等と連携し、情報の収集・分析に努めるとともに、違法行為に対しては厳正な取締りを行うこととしている。






2　経済安全保障等に関する取組

（1）経済安全保障をめぐる情勢

近年、国際情勢の複雑化、AI、量子技術等の革新的技術の出現、宇宙・サイバー・電磁波といった安全保障における新たな領域の誕生等により、安全保障の裾野が経済・技術分野に拡大している。

我が国には、規模の大小を問わず、様々な産業分野において、先端技術に関する情報を保有する企業が多数存在しており、これらの企業が保有する技術情報等の中には、軍事用途に転用可能なものもある。こうした技術情報等が国外に流出した場合、企業や研究機関の国際競争力が低下するだけでなく、我が国の安全保障上重大な影響が生じかねない。我が国においては、令和4年5月に経済安全保障推進法が成立したほか、令和4年12月に閣議決定された「国家安全保障戦略」において、我が国が優先する戦略的アプローチとして「自主的な経済的繁栄を実現するための経済安全保障政策の促進」が掲げられるなど、経済構造の自律性の確保や技術の優位性、不可欠性の獲得等のための取組が進められている。

また、海外においては、令和5年（2023年）10月、いわゆるファイブ・アイズ（注1）を構成する5か国の治安情報機関の長官が初めて公の場に集まり、米国連邦捜査局（FBI（注2））等の主催により新興技術とイノベーション・セキュリティの確保に関する会合が開催された。

同会合において、特に中国による技術情報等の獲得の脅威について言及がなされ、企業やアカデミアが自らの知的財産や技術を産業スパイから保護するための「イノベーション保護のための5原則」が示された。


注1：米国、英国、オーストラリア、カナダ及びニュージーランドによる情報共有の枠組み

注2：Federal Bureau of Investigationの略



[bookmark: aa6p00170]　[image: イノベーション保護のための5原則（英国保安庁（MI5）ウェブサイトより）]
イノベーション保護のための5原則（英国保安庁（MI5（注））ウェブサイトより）


注：Military Intelligence 5の略



（2）技術情報等の流出防止に向けた取組

警察庁では、令和4年4月、経済安全保障室を設置し、技術情報等の流出の未然防止のための取組を都道府県警察と連携して推進している。

①　取締り

警察では、従前から、安全保障貿易管理の実効性を確保する取組の一環として、大量破壊兵器関連物資等の不正輸出に対する取締りを徹底している。また、「拡散に対する安全保障構想（PSI（注））」に平成15年の発足当初から参画するなど、国際的な取組にも積極的に参加している。

これらに加え、経済安全保障の観点から、広く先端技術に関する情報の流出に対応すべく、産業スパイ事案やサイバー事案の実態解明と取締りを強化している。例えば、令和5年6月には、国立研究開発法人の営業秘密である技術情報が記載されたファイルデータが中国所在企業のメールアドレスに送信・開示された事案を検挙している。


注：Proliferation Security Initiative（拡散に対する安全保障構想）の略。国際社会の平和と安定に対する脅威である大量破壊兵器関連物資等の拡散を阻止するために、国際法及び各国国内法の範囲内で、参加国が共同してとり得る移転及び輸送の阻止のための措置を検討・実践する取組のことで、106か国（令和5年5月現在）がPSIの基本原則や目的に対する支持を表明している。



②　アウトリーチ活動

様々な経済活動を通じた技術情報等の国外流出を未然に防止するためには、技術情報等を取り扱う企業等による自主的な対策が不可欠である。警察では、技術情報等の獲得に向けた外国からの働き掛けの実態を捜査等を通じて把握した上で、技術情報等を取り扱う企業や研究機関に対してその手口や有効な対策についての情報提供を行う「アウトリーチ活動」の強化を通じ、企業等による対策の実施を支援している。

警察によるアウトリーチ活動は、地域住民の生活に密着して犯罪の予防等に当たる我が国の警察の特性を生かして行っている。また、多くの都道府県警察では、経済産業省、経済団体等と連携し、これらの関係機関・団体が所管している安全保障貿易管理に関する制度や、現に講じられている営業秘密の流出防止対策等についての情報提供を行っている。こうした都道府県警察の取組に加え、警察庁では、大企業や経済団体等へのアウトリーチ活動を行い、国レベルでの官民協力を推進している。


MEMO　技術情報等の流出防止に向けて

警察によるアウトリーチ活動では、警察庁が作成した技術情報等の流出防止対策を呼び掛けるためのパンフレットを活用している。パンフレットでは、技術情報等の獲得に向けた外国からの働き掛けに対する有効な対策として、「See（相手・書類をよく見る）」、「Stop（立ち止まってリスクを把握する）」、「Share（共有する・相談する）」ことを「企業やアカデミアに守ってほしい3つのS」として紹介している。

なお、警察庁では、企業等における社内研修等での活用も念頭に、警察庁ウェブサイト（注）において、これらの動画やパンフレットを公開している。


注：警察庁特設ページ「技術流出の防止に向けて」https://www.npa.go.jp/bureau/security/economic-security/index.html
[image: QRコード　警察庁特設ページ「技術流出の防止に向けて」]
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技術情報等の流出防止に向けた動画








第3節　公安情勢と諸対策

1　オウム真理教の動向と対策

（1）オウム真理教の動向

オウム真理教（以下「教団」という。）は、麻原彰晃こと松本智津夫への絶対的帰依を強調する「Aleph（アレフ）」をはじめとする主流派と、松本の影響力がないかのように装う「ひかりの輪」を名のる上祐派が活動している。教団は、松本が確立した教義に基づいて、松本サリン事件、地下鉄サリン事件等の数々の凶悪事件を引き起こし、多くの犠牲者を出した。

このため、平成12年（2000年）2月以降、無差別大量殺人行為に及ぶ危険性があるなどとして、団体規制法に基づき、教団に対し、公安調査庁長官の観察に付する処分が行われている。令和6年（2024年）1月には、教団の危険性が改めて認定され、8回目となる処分の期間更新決定（令和9年1月末まで）がなされた。この観察処分に基づき、教団は3か月ごとに公安調査庁長官に対し活動実態を報告することを義務付けられているが、かねてから一部不報告があったことに加え、令和2年2月の報告以降、「Aleph（アレフ）」は収益事業に関する事項等、報告すべき事項の一部についても報告を行わず、公安調査庁による是正指導にも応じなかったため、無差別大量殺人行為に及ぶ危険性の程度を把握することが困難になっているとして、公安調査庁長官からの請求を受け、公安審査委員会は令和5年3月、「Aleph（アレフ）」に対し、施設の全部又は一部の使用や、財産上の利益の贈与を受けることを6か月間禁止する再発防止処分を決定した。しかし、以降も一部不報告が続いたことから、同委員会は、同年9月に2回目、令和6年3月に3回目の処分を行う決定をした。

教団は、依然として松本及び松本の説く教義を基盤としており、インターネットを活用するなどして勧誘等の活動を継続している。

（2）オウム真理教対策の推進

警察では、こうした教団が無差別大量殺人行為を再び起こすことがないよう、引き続き、関係機関と連携して教団の実態解明に努めるとともに、組織的違法行為に対する厳正な取締りを推進している。

教団は、15都道府県に30か所の拠点施設を有しているが、拠点施設が所在する地域においては、教団の活動に対する不安感が強く、住民が対策組織を結成している地域もある。警察では、地域住民の平穏な生活を守るため、教団施設周辺における警戒警備活動を行うとともに、教団の現状や警察の取組について、地域住民や地方公共団体に向けた広報活動を行うことにより、安心感の醸成を図っている。また、教団は、一連の凶悪事件を知らない若い世代を主な対象として、教団名を隠した勧誘活動を行っていることから、警察では、巧妙な勧誘活動の手口について、様々な機会を通じ、学校等に対して広報している。

[bookmark: aa6z00060]　図表6-6　オウム真理教の拠点施設等（令和5年末現在）
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2　極左暴力集団の動向と対策

（1）極左暴力集団の動向

暴力革命による共産主義社会の実現を目指す極左暴力集団は、依然として「テロ、ゲリラ」の実行部隊である非公然組織を擁するとともに、組織の維持・拡大をもくろみ、暴力性・党派性を隠して大衆運動や労働運動に取り組んでいる。

令和5年中、極左暴力集団は、G7広島サミット等の開催を捉え、機関紙において「G7広島サミット粉砕」等と主張し、抗議行動を行った。また、反戦・反基地運動や反原発運動に取り組み、これらを通じて同調者や支持者の獲得を図った。

革マル派（注1）は、令和5年中、同派創始者である黒田寛一前議長の著作集等を活用した学習を機関紙で呼び掛けるなど、黒田前議長が提唱した理論の継承に引き続き取り組んだほか、令和2年に同派の活動家の一部が「革共同革マル派（探究派）を結成した」と表明した動きに対して、令和5年中も、引き続き、相互に批判を繰り返した。また、革マル派が相当浸透しているとみられる全日本鉄道労働組合総連合会（JR総連）及び東日本旅客鉄道労働組合（JR東労組）は、令和5年6月の定期大会において、引き続き、同派設立時の副議長であった松嵜明元JR東労組会長が提唱した労働運動理論に基づき組合活動を進めていく方針を決定した。

中核派（注2）は、同年8月、第31回全国委員会総会を開催した。同集会では、「帝国主義そのものを打倒する革命に向かって労働運動＝反戦闘争を闘わなければならない。反戦闘争＝反帝国主義闘争が党の第一の任務である」と提起するとともに、清水丈夫議長が反戦闘争を捉え「最後的には内乱に勝利するまで発展する。革命に勝利するところにまで行き着くような闘いを、われわれは今から始める」と発言するなど、反戦闘争を「最大の基本的政治的任務」に据え、各種闘争に取り組んでいくことを確認した。

革労協主流派（注3）及び革労協反主流派（注4）は、同年の年頭の機関紙において、非公然組織「革命軍」のアピール文をそれぞれ発し、「武装闘争の飛躍」を主張した。


注1：正式名称を日本革命的共産主義者同盟革命的マルクス主義派という。

注2：正式名称を革命的共産主義者同盟全国委員会という。

注3：正式名称を革命的労働者協会（社会党社青同解放派）という。

注4：正式名称を革命的労働者協会（解放派）という。



[bookmark: aa6p00210]　[image: 「労働者・学生統一行動」（6月、東京）]
「労働者・学生統一行動」（6月、東京）

（2）極左暴力集団対策の推進

警察では、極左暴力集団による「テロ、ゲリラ」を未然に防止するための諸対策を推進しており、その過程で明らかになった違法行為は、厳正に取り締まっている。令和5年4月には、警察署で事情聴取を受けた際に偽名で上申書を作成するなどした革労協主流派非公然活動家1人を有印私文書偽造・同行使罪で逮捕するとともに、同派非公然アジトを摘発した（警視庁）。






3　右翼等の動向と対策

（1）右翼の動向と対策

右翼は、領土問題、歴史認識問題等に関し、関係国や日本政府等を批判している。

令和5年中、中国をめぐっては、尖閣諸島周辺での中国海警局に所属する船舶の動向やALPS処理水放出に対する反応を捉えた抗議行動を行った。ロシアをめぐっては、ウクライナ侵略や北方領土問題を捉えた抗議行動を行った。北朝鮮をめぐっては、弾道ミサイルが繰り返し発射されたことや拉致問題を捉え、韓国をめぐっては、竹島問題、慰安婦問題や旧朝鮮半島出身労働者問題を捉え、それぞれ抗議行動を行った。

右翼が上記の街頭宣伝活動等に動員した団体数、人数及び街頭宣伝車数は、図表6－7のとおりである。

[bookmark: aa6p00220]　[image: 右翼の街頭宣伝活動（3月、東京）]
右翼の街頭宣伝活動（3月、東京）

[bookmark: aa6z00070]　図表6-7　右翼による街頭宣伝活動等に伴う動員数（令和5年）
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警察では、右翼による悪質な違法行為に対し、様々な法令を適用した取締りを行っており、令和5年中、右翼運動に伴う事件（注）の検挙件数は56件、検挙人員は76人であった。

右翼団体の中には、幹部の多くが暴力団員又は元暴力団員であるものや、暴力団が右翼団体を標榜しているものなどもあり、資金獲得を目的とした恐喝事件や詐欺事件等の違法行為を引き起こしている。このような恐喝事件や詐欺事件等の検挙件数は44件、検挙人員は50人であった。

また、国民の平穏な生活に影響を及ぼす悪質な街頭宣伝活動に対しては、その内容や形態に応じた取締りを行っており、令和5年中は、暴力行為等処罰法違反等で8件13人を検挙した。

さらに、警察では、右翼及びその周辺者からの銃器摘発に努めたが、令和5年中、拳銃の押収はなかった。


注：右翼が街頭宣伝活動、抗議行動等を行う過程で引き起こした事件
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右翼の街頭宣伝活動（8月、東京）

[bookmark: aa6p00240]　[image: 街頭宣伝活動に対する取締り状況（8月、東京）]
街頭宣伝活動に対する取締り状況（8月、東京）


CASE

右翼団体幹部の男（28）は、市民団体主催の集会に対する街頭宣伝車での抗議行動中、愛知県公安委員会が付した許可条件に違反して交差点内に同街頭宣伝車を停滞させたことから、令和5年7月、同男を行進又は集団示威運動に関する条例違反で逮捕した（愛知）。




CASE

右翼団体構成員の男（53）は、令和5年11月、普通乗用自動車を運転し、イスラエル国大使館警備に従事中の警察官に対し、同車両を衝突させる暴行を加えて同警察官の公務の執行を妨害したことから、同男を公務執行妨害罪で現行犯逮捕（同年12月、過失運転致傷罪で起訴）した（警視庁）。



（2）右派系市民グループをめぐる情勢と警察の対応

令和5年中、極端な民族主義・排外主義的主張に基づき活動する右派系市民グループは、韓国や北朝鮮との問題等を捉えたデモや街頭宣伝活動等に各地で取り組み、全国において約10件のデモが行われた。

また、右派系市民グループの活動に対して抗議する勢力が、デモ等の参加者による過激な言動について、「ヘイトスピーチ」であると批判するなどして、抗議行動に取り組んだ。

警察では、平成28年に施行されたヘイトスピーチ解消法を踏まえ、右派系市民グループとその活動に対して抗議する勢力とのトラブルに起因する違法行為を未然に防止する観点から、引き続き、厳正公平な立場で必要な警備措置を講じ、違法行為を認知した場合には、法と証拠に基づき厳正に対処するとともに、警察職員に対する必要な教育を推進することとしている。






4　日本共産党の動向

（1）党勢拡大に向けた取組

日本共産党は、令和5年6月の第8回中央委員会総会で、同年6月から令和6年1月までの期間を「第29回党大会（注）成功、総選挙躍進をめざす党勢拡大・世代的継承の大運動」に取り組むべき期間と定め、第28回党大会比10万人の党員増加等を目標に設定して党勢拡大に集中的に取り組むことを決定した。また、令和5年11月の第10回中央委員会総会で、党員数は約26万人、機関紙購読者数は約90万人であることを公表した。


注：日本共産党第29回大会は、令和6年1月15日から同月18日までの4日間開催され、同大会において、志位和夫委員長が議長に、田村智子副委員長が委員長にそれぞれ選出された。



[bookmark: aa6z00080]　図表6-8　日本共産党の党員数及び機関紙購読者数の推移
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（2）第20回統一地方選挙の結果

日本共産党は、令和5年4月に行われた第20回統一地方選挙において、現有議席の確保や全都道府県議会で議席を持つことなどを目標に掲げ、1,077議席を獲得したものの、平成31年4月に行われた第19回統一地方選挙後に比して135議席を減少させた。志位和夫委員長（当時）は、第8回中央委員会総会で、「議席の後退は、大変悔しい結果であり、その責任を痛感」と責任を認めるとともに、「前回時比で党員91％、「しんぶん赤旗」日刊紙読者87％、日曜版読者85％でたたかったことが、悔しい議席後退の最大の要因」として、議席後退の根本的要因を党の「自力不足」とした。

（3）関係団体との連携

日本共産党は、将来の担い手である若者の獲得のため、原則として15歳から30歳までの者で構成される日本民主青年同盟（以下「民青」という。）の組織拡大を「共同の事業」と位置付け、民青に対する援助を強めている。民青は、令和5年11月、第47回全国大会を開催し、令和4年11月の前回大会以降、2,778人の同盟員を獲得し、現在の同盟員数は6,460人であることを公表した。この大会では、同党の志位委員長（当時）が講演し、「数万の民青同盟へとさらなる発展をとげることを心から願う。ともにがんばろう」と呼び掛けた。

他方、日本共産党は、労働者への影響力の拡大に向け、同党の指導・援助により結成された全国労働組合総連合（以下「全労連」という。）との連携を図っている。令和5年5月、同党の志位委員長（当時）は、全労連が都内で開催した第94回中央メーデーにおける挨拶の中で、「平和、暮らし、民主主義を破壊する岸田政権と「悪政4党連合」の暴走を、国民・労働者のたたかいで包囲し、新しい日本をつくるために力を合わせて頑張りぬこう」などと訴え、日本共産党と全労連との連携を強調した。また、全労連においても、同メーデーにおいて、岸田政権の早期退陣に向け、市民と野党共闘の進化・発展、政治の転換を図る運動に全力を尽くす方針を決定した。






5　大衆運動への警察の対応

警察は、公共の安全と秩序の維持に当たるという警察の責務を遂行するため、大衆運動に伴う違法行為や事故を未然に防止するために必要な警備措置を講じるとともに、違法行為が発生した際には、捜査等の必要な措置を講じることとしている。

（1）近年の大衆運動

近年の大衆運動では、平成23年の福島第一原子力発電所事故を契機に、反原発運動が幅広い年齢層の多数の市民が参加する運動へと発展し、また、平成27年には、平和安全法制等に反対する運動に諸団体が連携して取り組む抗議行動が行われるようになった。

こうした中、国内においては、国会議事堂周辺はもとより全国各地で、憲法改正や原子力政策等の様々な政策や時事問題を捉えた抗議行動が行われているほか、国際的にも、環境保護や反戦等といった多様なテーマを掲げ、国際会議等に対する抗議行動が展開されている。

令和5年中は、入管法改正、インボイス制度導入、イスラエル・パレスチナ情勢、G7広島サミットや関係閣僚会合等を捉えた抗議行動が行われた。

[bookmark: aa6p00250]　[image: 憲法改正に対する抗議行動（共同通信社）]
憲法改正に対する抗議行動（共同通信社）

（2）沖縄県内の反基地運動

沖縄県では、普天間飛行場の危険の除去と返還に向けて名護市辺野古への移設工事が進められているが、これに反対する諸団体等は、移設先であるキャンプ・シュワブや埋立用の資材を搬出する港の周辺等において、工事関係車両への立ち塞がり、道路での座込みといった危険な妨害活動を繰り返している。

警察では、令和5年中、同県内のこうした反基地運動に伴い、公務執行妨害罪等で12件、延べ7人を検挙した。

[bookmark: aa6p00260]　[image: 移設工事に対する抗議行動（時事通信社）]
移設工事に対する抗議行動（時事通信社）






6　ローン・オフェンダー等の脅威と対策

近年、特定のテロ組織等と関わりのないままに過激化した個人、いわゆるローン・オフェンダーが新たな脅威となっている。

また、社会一般に対する恨み、不満を背景として不特定多数の者に対して危害を加える事件が繰り返し発生しており、これらの事件を引き起こす蓋然性があると認められる者に対する対策の強化も急務となっている。

警察では、ローン・オフェンダー等による違法行為を未然に防止するため、現実空間とインターネット空間の両面における情報収集・分析活動を強化している。

また、銃砲や爆発物の製造方法等に関する情報が、インターネットを通じて容易に入手されてしまう現状を踏まえ、警察では、サイト管理者等への削除依頼等を行っているほか、ローン・オフェンダー等による爆発物の原料等の入手を阻止するため、関係機関と協力しつつ、爆発物の原料となり得る化学物質を販売する事業者に対し、販売時の本人確認や使用目的等の確認を徹底するよう要請したり、不審な購入者への対処要領を教示したりしている。






第4節　災害等への対処と警備実施

1　自然災害等への対処

（1）自然災害の発生状況と警察活動（注1）

①　自然災害の発生状況（注2）

令和5年（2023年）中は、地震、大雨、台風等により、死者・行方不明者64人、負傷者815人等の被害が発生した。令和元年から令和5年にかけての自然災害による主な被害状況は、図表6－9のとおりである。

また、令和6年1月1日には、最大で震度7を観測した令和6年能登半島地震が発生した。


注1：死者数については、災害関連死を除く。

注2：数値は、いずれも令和6年4月末現在のもの。



[bookmark: aa6z00090]　図表6-9　自然災害による主な被害状況の推移（令和元年～令和5年）
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②　石川県能登地方を震源とする地震（注）

令和5年5月5日午後2時42分頃、石川県能登地方を震源とするマグニチュード6.5の地震が発生し、石川県珠洲市で震度6強を観測した。この地震により死者1人等の被害が発生した。石川県警察をはじめとする関係県警察では、被災状況についての情報収集、移動交番車を活用した被災地の警戒警ら活動等を実施した。


注：数値は、いずれも令和6年3月6日現在のもの。



[bookmark: aa6p00270]　[image: 避難所における移動交番の設置（石川）]
避難所における移動交番の設置（石川）

③　令和6年能登半島地震（注）

令和6年1月1日午後4時10分、石川県能登地方を震源とするマグニチュード7.6（暫定値）の地震が発生し、石川県輪島市等で震度7を観測した。この地震により死者230人等の被害が発生した。石川県警察及び全国から派遣された警察災害派遣隊等は、被災者の救出救助、安否不明者の捜索、被災状況についての情報収集、交通対策、応急通信対策、被災地の安全安心を確保するための活動等の災害警備活動を実施した。


注：詳細については、34頁参照（トピックスV）



④　台風第2号（注）

令和5年6月1日から同月3日にかけて、梅雨前線及び台風第2号の影響により、西日本から東日本の太平洋側を中心に大雨となった。特に、高知県、和歌山県、奈良県、三重県、愛知県及び静岡県で線状降水帯が発生し、死者6人等の被害が発生した。管轄区域内で被害が発生した関係県警察では、被災状況についての情報収集、被災者の救出救助、行方不明者の捜索等の活動を実施した。


注：数値は、いずれも令和6年3月6日現在のもの。



[bookmark: aa6p00280]　[image: 被災者の救出救助（埼玉）]
被災者の救出救助（埼玉）

⑤　令和5年梅雨前線による大雨（注）

令和5年6月28日から7月6日にかけて、梅雨前線等の影響により、沖縄地方を除き、全国的に大雨となり、7月7日から同月10日にかけて、九州北部地方や中国地方を中心に大雨となった。これらの大雨により死者13人等の被害が発生した。管轄区域内で被害が発生した関係県警察では、被災状況についての情報収集、被災者の救出救助、行方不明者の捜索等の活動を実施した。


注：数値は、いずれも令和6年3月6日現在のもの。



⑥　台風第13号（注）

令和5年9月8日から同月9日にかけて、台風第13号の影響により、関東甲信地方や東北地方の太平洋側で大雨となった。特に、東京都（伊豆諸島）、千葉県、茨城県及び福島県で線状降水帯が発生し、死者3人等の被害が発生した。管轄区域内で被害が発生した関係都県警察では、被災状況についての情報収集、被災者の救出救助、行方不明者の捜索等の活動を実施した。


注：数値は、いずれも令和6年3月6日現在のもの。



（2）大規模災害への備え

①　災害対処能力の向上

警察では、災害対処能力の向上を図るため、初動対処や救出救助訓練、都道府県警察間での合同訓練、広域緊急援助隊と消防、自衛隊、DMAT（注）等の関係機関・団体との合同訓練等を実施しているほか、様々な装備資機材の整備を進めている。

また、警察庁では、大規模な地震や大雨等による土砂災害等、我が国における災害の特性を踏まえ、災害現場に即した環境で体系的・段階的な救出救助訓練を実施するための災害警備訓練施設を整備しており、平成28年（2016年）には近畿管区警察局災害警備訓練施設の運用が、平成30年には警視庁・東日本災害警備訓練施設の運用が、それぞれ開始された。警察では、両施設を積極的に活用し、実戦的な訓練を実施している。


注：34頁参照（トピックスV）



[bookmark: aa6p00290]　[image: 可変式訓練ユニットを活用した訓練]
可変式訓練ユニットを活用した訓練

②　今後の災害対策の見直し

警察では、気候変動により激甚化・頻発化する気象災害、今後発生が懸念される南海トラフ地震等の大規模地震、火山災害等に的確に対処することができるよう、従前の取組内容を不断に見直し、平素の業務における災害に関する危機管理体制の点検及び構築を持続的に推進するとともに、災害警備に資する先端技術を積極的に取り入れ、災害対処能力の一層の向上を目指していくこととしている。


CASE

山口県警察は、令和5年梅雨前線による大雨を受けた災害警備活動として、令和5年7月2日、山口県美祢市において、小型無人機を活用し、被災状況についての情報収集及び行方不明者の捜索を実施した。

[bookmark: aa6p00300]　[image: 小型無人機による情報収集（山口）]
小型無人機による情報収集（山口）








2　警備実施

（1）警衛

警察では、皇室と国民との親和に配意した警衛を実施しつつ、御身辺の安全確保と歓送迎者の雑踏等による事故防止を図っている。

令和5年中の国内での主な行幸啓は図表6－10、主なお成りは図表6－11のとおりである。

海外へは、天皇皇后両陛下が、同年6月にインドネシアを御訪問になった。また、秋篠宮皇嗣同妃両殿下が、同年5月に英国を、9月にベトナムを、それぞれ御訪問になった。

[bookmark: aa6z00100]　図表6-10　主な行幸啓（令和5年）
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[bookmark: aa6z00110]　図表6-11　主なお成り（令和5年）
[image: 図表6-11　主なお成り（令和5年）]

[bookmark: aa6p00310]　[image: 第73回全国植樹祭御臨場に伴う警衛（6月、岩手県）]
第73回全国植樹祭御臨場に伴う警衛（6月、岩手県）

[bookmark: aa6p00320]　[image: いしかわ百万石文化祭御臨場に伴う警衛（10月、石川県）]
いしかわ百万石文化祭御臨場に伴う警衛（10月、石川県）

（2）警護

令和4年7月、奈良県奈良市内において、警護対象者である安倍元首相が街頭演説中に銃撃を受け、殺害されるという重大事件が発生した。

警察庁では、警察による警護を実施していたにもかかわらず警護対象者の生命を守ることができなかったことを極めて重く受け止め、警察庁次長を長とする「検証・見直しチーム」を立ち上げ、同警護の問題点を明らかにする検証を行うとともに、検証の結果を踏まえて、今後講じるべき具体的な対策を検討した。検証・見直しに当たっては、国家公安委員会に経過を報告し、同委員会における議論を踏まえながら「検証・見直し報告書（注1）」を取りまとめるとともに、新たな警護要則を制定し、警護における警察庁の関与を強化することとした。

そのような中、令和5年4月、和歌山県和歌山市内において、演説を予定していた岸田首相に向けて、警護が実施されている中で爆発物が投てきされ、その後、当該爆発物が爆発する事件が発生し、首相のみならず聴衆を危険にさらすという重大な事態となった。

警察庁では、警護の実施に至る和歌山県警察の対応のみならず、和歌山県警察の警護計画案に対する警察庁の審査の在り方を含めて事実関係を確認し、その分析・評価を行うとともに、警護に関する課題及びその解決策を検討し、警護対象者及び聴衆の更なる安全確保に向けた取組を示した報告書（注2）を取りまとめた。

警察では、これらの報告書で示した以下に掲げる取組はもとより、引き続き、警護対象者等との更なる連携や、警護についての国民の理解と協力を得るための取組を進めるとともに、警護の実施状況や情勢の変化等を踏まえつつ、警護の不断の見直しに努め、警護に万全を期すこととしている。


注1：「令和4年7月8日に奈良市内において実施された安倍晋三元内閣総理大臣に係る警護についての検証及び警護の見直しに関する報告書」（https://www.npa.go.jp/bureau/security/kennsyouminaosihoukokusyo.pdf）

注2：「令和5年4月15日に和歌山市内において実施された内閣総理大臣警護に係る警護上の課題と更なる警護の強化のための取組について」（https://www.npa.go.jp/bureau/security/wakayama.pdf）



①　警察庁の関与の抜本的強化

ア　情報の収集及び分析等

警察庁では、警護を的確に実施するために必要な情報を収集し、こうした情報や都道府県警察が収集した情報等の分析・整理を行い警護上の危険度を評価することとし、その結果を都道府県警察に通報する仕組みを導入している。

イ　警護計画の基準の策定及び警護計画案の審査

警察庁では、警護を的確に実施するため、警護を実施する場所の状況等に応じ、必要となる警護措置等に関する警護計画の基準を定めている。都道府県警察では、当該基準に適合する警護計画を作成している。都道府県警察が作成する警護計画案については、警察庁が事前に審査を行うこととしており、新たな警護要則の制定から令和5年末までに警察庁が審査した警護計画案は約5,000件となった。

ウ　警護の実施に関する報告等

都道府県警察では、警護を実施したときは、当該警護の状況を確認した上で、今後の警護において留意すべき事項等を警察庁に報告している。警察庁では、引き続き、当該事項等を踏まえ、都道府県警察に対する指導等を行っている。

②　警護体制の強化

警察庁では、令和4年11月、警衛・警護に関する事務を所掌する警備第二課を新たに設置し、警護を担う体制を大幅に強化した。また、警視庁では、警護現場における態勢を強化するため、身辺警護に従事する警護員を増強するとともに、警備部警護課の体制を大幅に強化したほか、道府県警察でも、警護を担う部署を新設するなど、警護体制の強化を進めている。

③　教養訓練の充実・強化

警察庁では、警護の指揮を行う幹部及び警護員のため、習熟度に応じた必要な知識・技能の習得や実践的訓練の機会の確保に資する体系的な教養訓練計画を作成している。警察庁及び都道府県警察では、同計画に基づく教養訓練を行っているほか、警察庁では、外国関係機関との情報交換等を実施し、教養訓練の充実・強化に努めている。

[bookmark: aa6p00330]　[image: 緊急退避訓練の実施]
緊急退避訓練の実施

④　装備資機材の充実

警察庁では、警護の高度化に資する装備資機材に関する情報の収集を行うとともに、その開発及び導入に努め、防弾資機材、小型無人機等の整備を進めている。

⑤　主催者・管理者と緊密に連携した警護の実施

警察庁及び都道府県警察では、警護対象者が参加する講演、演説等の実施場所、聴衆の範囲及び危険度に応じ、主催者・管理者に対し、実効的な安全確保措置を講ずるよう働き掛けている。

[bookmark: aa6p00340]　[image: 主催者による手荷物検査の実施]
主催者による手荷物検査の実施

⑥　聴衆の安全確保

警察庁及び都道府県警察では、違法行為、災害その他緊急事態への対処が必要となる事象が発生した場合に聴衆の安全を確保するため、主催者・管理者に対し、避難経路の設定等の事前準備を行うよう働き掛けるなど、聴衆の安全確保に向けた取組を進めている。

なお、令和5年中の首相の主な海外訪問は図表6－12、主な外国要人の来日は図表6－13のとおりである。警察では所要の警護を実施し、要人の身辺の安全を確保した。

[bookmark: aa6z00120]　図表6-12　首相の主な海外訪問（令和5年）
[image: 図表6-12　首相の主な海外訪問（令和5年）]

[bookmark: aa6z00130]　図表6-13　主な外国要人の来日（令和5年）
[image: 図表6-13　主な外国要人の来日（令和5年）]

（3）機動隊の活動

都道府県警察には、集団警備力によって有事即応体制を保持する常設部隊として機動隊が設置されているほか、管区機動隊、第二機動隊等が設置されている。

また、専門的な知見・能力が求められる様々な事案に対応するための専門部隊が設置されており、その能力を生かして第一線で活動している。

[bookmark: aa6p00350]　[image: 機動隊の訓練]
機動隊の訓練

[bookmark: aa6z00140]　図表6-14　機動隊の概要
[image: 図表6-14　機動隊の概要]

[bookmark: aa6z00150]　図表6-15　機動隊の活動
[image: 図表6-15　機動隊の活動]

（4）雑踏警備

祭礼、花火大会等の恒例行事や、ハロウィーン等のイベントが開催される場合は、多数の人が集まることにより雑踏事故が発生するおそれがある。

このため、警察では、あらかじめ行事やイベントの主催者に対し、必要な安全対策をとるよう指導しているほか、主催者が存在しない場合においても、行事やイベントにおいて多数の人が集まる場所を管轄する自治体に対して必要な働き掛けを行うなどしている。

また、主催者又は自治体と連携し、公共交通機関等に対し、事前広報の実施や誘導員の配置等について必要な協力を働き掛けるとともに、警察部隊の投入が必要と判断される場合には、所要の体制を確立した上で、主催者又は自治体と連携し、雑踏警備を実施している。

[bookmark: aa6z00160]　図表6-16　雑踏警備の流れ
[image: 図表6-16　雑踏警備の流れ]

[bookmark: aa6p00360]　[image: プロ野球チームが優勝した際の戎橋周辺における雑踏警備の状況]
プロ野球チームが優勝した際の戎橋周辺における雑踏警備の状況


CASE

令和5年中は、新型コロナウイルス感染症の影響により自粛されていた祭礼、花火大会等が、全国各地で数年ぶりに開催され、多数の人が集まることによる雑踏事故の発生が懸念された。警視庁は、同年7月、4年ぶりとなる隅田川花火大会の開催に当たり、会場周辺等における交通規制を実施したほか、電光掲示板を活用した警備広報等を通じた整理誘導を行うなど、雑踏警備を実施した。

[bookmark: aa6p00370]　[image: 隅田川花火大会会場周辺における雑踏警備の状況（7月、東京）]
隅田川花火大会会場周辺における雑踏警備の状況（7月、東京）



（5）小型無人機対策

警察では、小型無人機等飛行禁止法等を適切に運用するなど、小型無人機を悪用したテロ等の未然防止に努めている。具体的には、重要施設等の周辺において警戒を実施することにより不審者の発見に努めたり、操縦者が利用するおそれのあるビルや敷地等の管理者に対して、出入口の施錠の徹底を働き掛けたりするなどの対策を進めている。また、飛行している小型無人機を早期に発見するため、小型無人機の位置を特定する検知器等も活用しつつ上空に対する警戒を行っているほか、違法に飛行している小型無人機を発見した場合には、対処資機材を用いるなどして、小型無人機による危害を防止することとしている。さらに、令和2年の航空法の一部改正により、令和4年6月、無人航空機の登録が義務化されるとともに、リモートID機能（注）を備えるなどの無人航空機の登録記号を識別するための措置を講じない無人航空機の飛行が原則として禁止された。警察では、令和3年12月、リモートID機能により送信された信号等に基づき現場で小型無人機等の所有者等を確認することができる「小型無人機等所有者情報等照会システム」の運用を開始し、重要施設等の警戒警備をはじめとする警察活動に活用している。小型無人機の更なる普及や性能の向上を見据え、警察では、必要な資機材の整備、各種訓練の実施等により、小型無人機を悪用したテロ等への対処能力を向上させることとしている。


注：無人航空機の登録記号を識別するための信号を、電波を利用して飛行中常時送信させ、当該電波を受信可能な通信端末機器を使用する者が当該無人航空機を識別することができるようにする機能



（6）警察用航空機（ヘリコプター）の活用

警察では、ヘリコプターテレビシステムやホイスト救助装置（注）等の様々な資機材が装備された警察用航空機（ヘリコプター）を全国に配備しており、その機動力を生かしたパトロール、被疑者の追跡、重大事件発生時における情報収集等を行っている。また、大規模災害をはじめとする緊急事態等への対処を念頭に、警察用航空機の操縦士を計画的に養成するため、操縦資格の取得のための専門的な教養を実施するなど、警察用航空機の運用能力の更なる向上に向けた取組を推進している。


注：35頁参照（トピックスV）



[bookmark: aa6p00380]　[image: 警察用航空機による救出救助訓練]
警察用航空機による救出救助訓練






警察活動の最前線


側衛白バイ隊員として護衛に従事して




皇宮警察本部護衛部護衛第一課機動護衛担当

相良　慎之介

[bookmark: aa6m00010]　[image: 皇宮警察本部紋章]




令和5年10月、天皇皇后両陛下の鹿児島県行幸啓に伴い、私は、鹿児島県警察に特別派遣され、側衛白バイ隊員として護衛に従事しました。

側衛白バイは、天皇皇后両陛下が御乗車される御料車の直近を走行し、その周囲の警戒に当たるという重要な任務を担っています。

沿道は、天皇皇后両陛下のお姿を一目見たいという多くの歓送迎者であふれ、温かいムードが感じられました。

一方で、交通規制を実施している中でも、自動車お列に接近する車両や、沿道から飛び出さんばかりに興奮している歓送迎者もみられ、車列の白バイ隊員は、訓練で培ったフォーメーションを臨機応変にとりつつ、常に感覚を研ぎ澄ませて不測の事態に備えました。

「対向車線に右折車両」

御順路上において、対向車線から右折し、自動車お列に接近しようとする一般車両を発見した瞬間、私の右手はアクセルを開き、白バイを加速させていました。結果として、この車両に対しては、的確に交通規制を行い、お列は無事通過しました。

お列の警衛では、瞬時の判断と対応が求められるため、常に緊張を強いられますが、我々は本警衛の実施に向け、鹿児島県警察との合同訓練を重ねることによって不測の事態における対処能力の向上を図り、自信を持って当日に臨みました。

我々は、最後の砦として、今後も警衛を実施する都道府県警察と連携し、皇室と国民をお護りします。

[bookmark: aa6p00390]　[image: 皇宮警察本部護衛部護衛第一課機動護衛担当　相良　慎之介]




諦めない




北海道警察本部警備部航空隊特務第一係

工藤　開陽

[bookmark: aa6m00020]　[image: ほくとくん]




令和5年3月、「雪崩に巻き込まれた」との110番通報を受け、私たち航空隊は、救難ヘリで出動しました。通報は、北海道日高山脈で単独登山中に野営のための拠点を構築していたところ、突如の崩落によって生き埋めとなってしまったという、大学生からのものでした。

私たちがヘリから降下した地点は、標高1,900メートルの峻険な尾根上で、気温は摂氏零度をはるかに下回り、また、周辺には雪崩の痕跡が点在するなどしていたため、捜索は予想以上に難航しました。大学生からの「ヘリの音が聞こえる」という通話も途絶え、刻々と日没が差し迫る中、捜索延期という言葉も脳裏をよぎりました。しかし、近くにいることを信じて諦めずに捜索を続けた結果、崩落した雪洞に上半身まで雪に埋もれている大学生を発見し、ホイスト救助装置により救出することができたのです。

大学生は、極度の低体温症により意識レベルが低下しており、早期発見と迅速な救護措置がなければ、生還は厳しかったかもしれないと思います。

2か月後、回復した大学生が航空隊を訪れました。一度は失いかけた将来への夢を語るその姿に、私は、今までの努力が報われたような気がしました。これまで、様々な現場で助けられなかった命もあり、悔しい思いをしたこともありましたが、航空隊において救出救助活動等を専門に行う特務係の一員として、これからも「諦めない」ことを信念に救助に当たっていきたいと思います。

[bookmark: aa6p00400]　[image: 北海道警察本部警備部航空隊特務第一係　工藤　開陽]








第7章　警察活動の支え

第1節　警察活動の基盤

1　警察の体制

（1）定員

警察庁や都道府県警察の職員は、警察官、皇宮護衛官及び一般職員で構成されている。

[bookmark: aa7z00010]　図表7-1　警察職員の定員（令和6年（2024年）度）
[image: 図表7-1　警察職員の定員（令和6年（2024年）度）]

（2）警察力強化のための取組

社会情勢の変容に伴って複雑化する治安課題に的確に対処するため、多彩な能力や豊富な知見を有する人材を確保・育成するとともに、こうした人材が活躍することができる環境の整備を行うことが必要である。

このため、警察では、警察力強化のために次のような取組を強力に推進している。

①　優秀な人材の確保と育成

警察では、能力と適性を有する優秀な人材を確保するため、合同企業説明会への参加や民間就職サイトを通じた情報提供を行っているほか、高度な専門性を有する人材を確保するため、中途採用等を推進している。警察庁では、警察官という職業の魅力をアピールするため、全国警察合同WEBセミナーの開催、採用募集活動強化のための研修、警察庁ウェブサイトやSNSを活用した情報発信等を行い、都道府県警察の採用募集活動を支援している。

また、職員の有する専門性に応じ、高度な技術が必要な業務に従事させるなどして更なる技術の向上等を図っているほか、実務経験が豊富で卓越した専門的技能・知識を有する職員による指導・助言を体系的に行うなどして、他の警察職員の専門的技能等の向上を図っている。

[bookmark: aa7p00010]　[image: 全国警察合同WEBセミナーの広報ポスター]
全国警察合同WEBセミナーの広報ポスター

②　多彩な人材が活躍することができる環境の整備

警察では、多彩な人材が、その置かれている生活環境等にかかわらず、能力や知見を十分に発揮することができるよう、超過勤務の縮減、休暇取得の促進のほか、男性職員の育児への参加促進といった仕事と私生活の両立支援等を図り、ワークライフバランスの向上に努めるなど、働きやすい職場環境の整備を推進している。

（3）女性警察官の採用・登用の拡大

警察では、女性警察官の採用に積極的に取り組んでいる。女性警察官数は年々増加しており、令和5年度には1,810人（新規採用者総数に占める比率は24.7％）の女性警察官が採用された。

女性警察官の幹部への登用も進んでおり、都道府県警察で採用され警部以上の階級にある女性警察官は、令和6年4月1日現在861人に上るほか、警察署長や警察本部の課長等にも登用されている。

また、警察庁及び都道府県警察では、女性活躍推進法に基づく特定事業主行動計画をそれぞれ策定し（注）、女性がその個性と能力を十分に発揮して活躍することができるよう様々な取組を推進している。


注：警察庁においては、「警察庁におけるワークライフバランス等の推進のための取組計画」を策定している。https://www.npa.go.jp/bureau/soumu/20231001wlb.pdf
[image: QRコード　警察庁におけるワークライフバランス等の推進のための取組計画]



[bookmark: aa7z00020]　図表7-2　都道府県警察の女性警察官数及び地方警察官に占める女性警察官の割合の推移（平成27年（2015年）度～令和6年度）
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[bookmark: aa7z00030]　図表7-3　都道府県警察で採用された女性警察官のうち警部以上の人数の推移（平成27年度～令和6年度）
[image: 図表7-3　都道府県警察で採用された女性警察官のうち警部以上の人数の推移（平成27年度～令和6年度）]

（4）教育訓練

警察職員には、適正に職務を執行するため、良識と確かな判断能力や実務能力が必要とされる。警察学校や警察署等の職場では、誇りと使命感に裏打ちされた高い倫理観と職務執行能力を兼ね備えた警察職員を育成するため、教育訓練の充実強化を図っている。

①　警察学校における教育訓練

都道府県警察の警察学校、警察庁の管区警察学校、警察大学校等では、採用時及び昇任時の教育訓練のほか、特定の業務分野に関する高度な専門知識及び技能を修得させるための教育訓練を行っている。また、効率的かつ効果的に教育訓練を実施する観点から、オンライン形式による教育訓練も行っている。

②　職場における教育訓練

警察署等の職場では、個々の警察職員の能力又は職務に応じた個人指導や研修会の開催等により、職務執行能力の向上を図っているほか、経験豊富な警察官や退職警察官の講義等を通じ、専門的な知識及び技能の伝承に努めている。また、職務執行の際に求められる高い倫理観を培うため、有識者による講習会等を行っている。

③　実戦的な術科訓練の推進

凶悪犯罪に的確に対処することができる精強な執行力を確保するため、逮捕術、拳銃、柔道、剣道等の術科訓練を実施している。特に、凶器等を所持した犯人と対峙する事案に柔軟かつ迅速・的確に対処するための総合対処法訓練や、映像射撃シミュレーター（注）等による拳銃訓練をはじめとする実戦的な訓練を推進している。


注：スクリーンに投影した映像に向け、レーザー光線で射撃を行う訓練装置



[bookmark: aa7p00020]　[image: 実戦的な訓練]
実戦的な訓練

（5）警察職員の殉職・受傷

警察官は、個人の生命、身体及び財産を保護し、公共の安全と秩序の維持に当たるため、自らの身の危険を顧みず職務を遂行し、その結果、不幸にして殉職・受傷をする場合がある。

警察では、殉職・受傷した警察職員又はその家族に対して、公務災害補償制度による公的補償のほか、賞じゅつ金の支給等の措置をとっている。また、特記すべき職務執行に対しては、警察庁長官による表彰を行っている。






2　警察の予算と装備

（1）警察の予算

警察の予算は、警察庁予算と都道府県警察予算から成る。このうち、警察庁予算には、国庫が支弁する都道府県警察に要する経費と補助金が含まれる。

令和5年度警察庁予算では、テロ対策と大規模災害等の緊急事態への対処、サイバー空間の脅威への対処に要する経費等を、補正予算では、防災・減災、国土強靱（じん）化に向けた警察の対処能力の強化に要する経費等を、それぞれ措置した。

令和5年度の国民一人当たりの警察予算は約3万円であった。

[bookmark: aa7p00030]　[image: ①　警察庁予算　②　都道府県警察予算]


注1：情報システム予算としてデジタル庁に一括計上されたもの（令和5年度当初予算は305億8,200万円、補正予算は25億3,800万円）を含み、交付税及び譲与税配付金特別会計繰入れのための経費515億5,700万円を除いたもの。

注2：一般会計の歳出から国債費の一部を除いたもの。

注3：各都道府県が、犯罪情勢・財政事情等を勘案して編成



[bookmark: aa7z00040]　図表7-4　警察庁予算（令和5年度最終補正後）
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[bookmark: aa7z00050]　図表7-5　都道府県警察予算（令和5年度最終補正後）
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（2）警察の装備

①　車両の整備

警察用車両として、パトカー、白バイ等が全国に約3万9,500台整備されている。

警察では、車両の計画的な整備等により、即応体制の確保に努めている。

[bookmark: aa7p00040]　[image: パトカー]
パトカー

②　装備品の整備

令和5年度は、テロ対策の推進、現場執行力の強化、銃器対策の推進等を重点として、各種装備品を整備した。






3　管区警察局の活動

（1）管区警察局の役割

警察庁には、その地方機関として6つの管区警察局、東京都警察情報通信部及び北海道警察情報通信部が設置されている。

各般の警察行政事務を能率的に処理するため、管区警察局は、警察庁の事務の一部を分担して所掌している。東京都と北海道の区域は、管区警察局の管轄外とされ、必要に応じ、警察庁が直接に指揮監督等を行う。

[bookmark: aa7z00060]　図表7-6　管区警察局の管轄区域
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（2）管区警察局の主な業務

①　府県警察に対する監察

管区警察局の監察機能は、平成12年以降の警察改革の一環として、各管区警察局に総務監察部（注）を設置することにより強化されている。総務監察部門が管区内の府県警察に対する監察を実施することで、警察事務の能率的運営と規律の保持に努めている。


注：東北管区警察局、中部管区警察局、中国四国管区警察局及び九州管区警察局は総務監察・広域調整部を設置している。



②　府県の枠を超えた広域調整や災害対応

広域的な対処を必要とする重要事件の合同捜査・共同捜査、高速道路における広域的な交通規制、交通取締り等の実施等に関し、府県警察に対する指導・調整を行っている。

また、一府県警察のみでは対処が困難な大規模災害の発生時には、被災状況等に関する情報の収集・分析に当たるとともに、警察災害派遣隊の派遣等に関する調整を行うことで、国としての危機管理機能を発揮している。

③　情報通信における全国警察の連携の確保や府県警察への技術支援

管区警察局情報通信部では、府県情報通信部と連携して、警察庁や都道府県警察を結ぶネットワークの整備、管理等を行い、全国警察の有機的連携の確保に努めている。

また、府県警察の行う捜索・差押え等の現場に臨場し、記録媒体内の電磁的記録の損壊防止、コンピュータの設定状況等の確認、証拠となる電磁的記録の抽出等の技術支援を行っている。

④　府県警察職員を対象とした教育訓練

管区警察局に附置された管区警察学校では、主として警部補及び巡査部長の階級にある府県警察の職員を対象とした昇任時教育、専門的教育等を実施している。


CASE

近畿管区警察局では、令和5年8月、白バイ乗務員の運転技能を向上させ、受傷事故の絶無を期すとともにその士気の高揚を図り、もって道路交通の安全の維持に資するため、大阪府警察との共催により、白バイ安全運転競技会を開催した。

競技会では、近畿管区内の府県警察から出場した男女38名の選手が日頃の訓練の成果を遺憾なく発揮し、気迫あふれる競技が繰り広げられた。

[bookmark: aa7p00050]　[image: 競技会の状況]
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4　警察の情報通信

（1）警察活動を支える警察情報通信

警察では、事件、事故、災害が、いつどこでどのように発生しても的確に対応するため、様々な情報通信システムを開発し、それらを全国に整備するとともに、その高度化のための取組を推進している。

具体的には、独自に整備・維持管理している無線多重回線や、電気通信事業者の専用回線、衛星通信回線等で構成される全国的な通信ネットワークによって、警察庁、管区警察局、警察本部、警察署、交番等を結びつつ、車載通信系（注1）、署活系（注2）、携帯通信系（注3）といった移動通信システムを構築することで、警察活動に不可欠な情報の迅速かつ確実な伝達を実現している。

また、指名手配被疑者、盗難車両等に関する情報を警察庁に一元的に登録することによって第一線の警察官からの照会に即時に回答したり、運転免許に関する情報を全国一元管理することによって適切な行政処分を実施したりするための情報システムを全国に構築することで、第一線の警察活動を支えるとともに、迅速な警察行政の実現に貢献している。さらに、現在、警察庁では、警察共通基盤（注4）を整備して従来のシステムを集約・統合するなどし、警察における情報システム全体の合理化・高度化に取り組んでいる。

こうした警察情報通信の円滑な運営を図るため、国の機関である全国の情報通信部に、情報通信に関する専門的な技術を有した職員を配置している。


注1：警察本部を中心に警察署、パトカー、警察用航空機等を結ぶ無線通信系

注2：警察署を中心に所属する警察官を結ぶ無線通信系

注3：機動隊による部隊活動等、局所的な警察活動での無線通信系

注4：212頁参照



[bookmark: aa7z00070]　図表7-7　警察活動を支える警察情報通信
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MEMO　高度警察情報通信基盤システム（PIII）の現場での活用状況

平成31年4月から全国警察で運用を開始したPIII（ポリストリプルアイ）（注1）は、画像収集機能や多言語翻訳機能のほか、スマートフォンやタブレット端末とIPR形警察移動無線通信システム（注2）の無線機をペアリングすることにより、通常では警察無線が届かない地域等での無線通話を可能とする機能等を搭載しており、様々な警察活動で活用されている。


注1：Police Integrated Info-communication Infrastructure の略

注2：Integrated Police Radioの略。警察が独自に整備・維持管理している耐災害性に優れた移動通信システムであり、通常では警察無線が届かない地域や災害現場においても、パトカー等に搭載された無線機が、その周囲の無線機の通信を臨時に中継することで、現場警察官相互の無線通話を可能にする機能等を有している。



[bookmark: aa7z00080]　図表7-8　PIIIの現場での活用状況
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（2）機動警察通信隊の活動

全国の情報通信部に設置されている機動警察通信隊では、事件、事故、災害、警衛・警護や雑踏警備、犯罪の捜査等に際し、現場の警察活動の基盤となる通信を確保するための様々な活動を行っている。

令和5年度は、「令和6年能登半島地震」の発生時等に出動し、警察本部と現場警察官との間の指揮命令や連絡等が円滑に行われるよう、警察通信施設の機能維持活動（注1）や無線の不感地帯対策（注2）、現場映像の撮影・伝送等の情報通信対策を講じた。


注1：具体的な活動事例については、35頁参照（トピックスV）

注2：臨時の無線中継所の設置・運用を行い、警察無線が届かない地域等での無線通話を可能にすること。



[bookmark: aa7p00060]　[image: 「令和6年能登半島地震」における警察部隊の活動状況の撮影・伝送]
「令和6年能登半島地震」における警察部隊の活動状況の撮影・伝送

（3）情報管理の徹底

警察では、機密情報を取り扱うことから、警察庁において、警察情報セキュリティポリシー（注1）の策定・改正等を通じ、情報セキュリティの向上のための総合的な対策を進め、厳格な情報管理の徹底に努めている。

具体的には、警察内部ネットワークと外部ネットワークの分離、外部記録媒体の利用制限等をはじめ、情報流出等を防ぐための技術的環境を整備するとともに、警察職員の情報の取扱いに係る規範意識の向上のための取組を推進している。

また、警察庁及び全都道府県警察にCSIRT（注2）を設置し、情報セキュリティインシデント（注3）の発生時における情報集約・分析や被害拡大防止等に万全を期している。

さらに、これらの取組の実効性等を検証するため、都道府県警察等を対象とした情報管理業務監査及び情報セキュリティ監査を継続的に実施している。


注1：警察情報セキュリティに関する規範の体系

注2：Computer Security Incident Response Teamの略

注3：不正プログラム感染事案等情報セキュリティの維持を困難とする事案








5　警察活動の高度化・合理化

技術革新や少子高齢化等の進展が社会に大きな変革をもたらしている中で、警察は、これらに適応し、新たに生じ、又は変化する脅威に的確に対応していく必要がある。また、デジタル化施策の推進等を通じ、国民の利便性向上や負担軽減を図っていくことが求められている。

このような状況の中、警察では、警察活動への先端技術等の導入や、警察が所管する行政手続のオンライン化等を強力に推進し、警察活動の高度化・合理化を図っている。

（1）先端技術等の活用による警察力の強化に向けた取組

警察活動に科学技術を導入するに当たっては、全国の警察活動における技術ニーズを的確に把握するとともに、幅広い技術シーズの動向や研究開発状況等に関する情報を集約する必要がある。社会経済情勢の変化に伴う都道府県警察の技術ニーズの変化を捉えるため、警察庁では、全国的な調査分析を継続的に実施している。また、科学技術そのものも、世界各国における研究開発を通じて日進月歩で発展していることから、警察庁では、国内外の企業、学術研究機関、法執行機関等から、警察活動に導入し得る技術シーズに関する情報を幅広く集約している。

さらに、警察活動の現場に先端技術を安全かつ適切に導入するためには、あらかじめその課題や効果を的確に把握する必要があることから、警察庁では、先端技術の導入を検討するに当たって事前に実証実験を実施するなど、当該先端技術の導入による効果やその活用の在り方について検証・評価を行っている。

また、警察庁では、少子高齢化等により限られた人的・財政的資源の下で最大限の効果を上げることができるよう、こうした取組を通じ、AIや無人航空機といった先端技術等の積極的な活用による警察力の強化を図っている。

[bookmark: aa7z00090]　図表7-9　科学技術の導入に向けた取組
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（2）警察における情報システムの合理化・高度化に向けた取組

警察では、組織全体の情報システムの有効性の向上、重複する機能の排除、取り扱うデータの効果的な活用の推進を図るため、現場の警察活動や警察行政を支える情報システムについて、その利用に係る業務プロセスの全体的な見直しを実施するとともに、情報システムの共通化・集約化を図るなど、情報システムの合理化・高度化に向けた取組を推進している。

警察庁では、平成30年度以降、警察庁及び各都道府県警察の従来のシステムを集約・統合しつつ、個々のシステム同士の連携を容易にするなどの構想を実現するため、警察における情報システムの在り方について検討を進め、令和3年4月、警察共通基盤の運用を開始した。

令和5年1月には運転者管理システム（注1）が、令和5年3月には遺失物管理システム（注2）が、それぞれ一部の都道府県警察において警察共通基盤上での運用を開始しており、また、令和6年4月には指名手配被疑者、盗難車両等に関する情報を管理するシステムが、警察共通基盤上での運用を開始した。その他のシステムについても警察共通基盤上での運用に向けて検討を進めている。


注1：運転免許に関するデータ等を取り扱うシステム

注2：91頁参照（第2章）



[bookmark: aa7z00100]　図表7-10　各種情報システムの警察共通基盤への集約
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MEMO　業務継続性の確保

現場の警察活動や警察行政を円滑に行うためには、警察における情報システムの安定的・継続的な稼働が不可欠である。このため、警察庁では、大規模災害が発生するなどして警察施設が損傷等を受けた場合においても、情報システムが停止することがないよう、その運用拠点を多重化することとし、令和5年9月から2拠点での運用を開始した。また、耐災害性の高い情報システムの整備・維持管理や発災時を想定した訓練を実施するなどして、業務継続性の確保に係る取組を推進している。



（3）警察行政手続のデジタル化に向けた取組

警察が所管する行政手続について、利用者中心の行政サービスを実現するため、一層の国民の利便性向上や負担軽減を図っていくことが求められている。警察庁では、現在、マイナンバーカードと運転免許証の一体化（注1）、遺失物関係手続のオンライン化（注2）の全国展開、反則金の納付方法の多様化等に向けた取組・検討を進めている。


注1：161頁参照（第5章）

注2：91頁参照（第2章）








6　留置施設の管理運営

（1）留置施設の管理運営

令和5年4月1日現在、留置施設は全国で1,055施設（収容基準人員（注）2万1,167人）設置されている。警察では、刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関する法律に基づき、捜査と留置の分離を徹底しつつ、被留置者の人権に配慮した処遇及び施設の改善を推進しており、月に2回の健康診断の実施、健康に配慮した食事の提供、冷暖房装置の整備等のほか、次のような取組を行っている。


注：留置施設の定員数



①　女性被留置者に対する適切な処遇

警察では、女性被留置者に対してより適切な処遇を行うという観点から、女性被留置者のみを留置し、女性警察官が常時看守業務に従事する女性専用留置施設の設置を推進している。また、留置施設への女性警察職員の配置を進めるなど、物的及び人的基盤の整備を進めている。

[bookmark: aa7z00110]　図表7-11　女性専用留置施設数の推移（平成31年～令和5年）
[image: 図表7-11　女性専用留置施設数の推移（平成31年～令和5年）]

[bookmark: aa7z00120]　図表7-12　留置業務に従事している女性警察職員数の推移（平成31年～令和5年）
[image: 図表7-12　留置業務に従事している女性警察職員数の推移（平成31年～令和5年）]

②　外国人被留置者に対する適切な処遇

警察では、外国人被留置者向けに、複数の言語の告知書（注）を用意しているほか、被留置者の信仰する宗教を踏まえた食事の提供を行うなど、言語や宗教等の違いに配慮した処遇に努めている。


注：留置の開始に際し、留置施設での処遇について説明するための書面



③　留置施設に対する巡察

警察庁では、被留置者の処遇を全国的に斉一にするため、毎年度全ての都道府県警察の留置施設に対し計画的な巡察を実施している。また、都道府県警察では、巡察の結果等を踏まえて、留置施設の運営の改善を図っている。

④　留置施設視察委員会

留置施設の運用状況の透明性を高めるため、警察部外の第三者から構成される機関として、留置施設視察委員会（以下「委員会」という。）が、都道府県警察本部及び方面本部に設置されている。委員会は、弁護士等の法律関係者や医師、地域住民等の委員で構成されている。各委員は、留置施設を実際に視察し、被留置者と面接するなどして留置施設の実情を把握した上で、委員会として留置業務管理者（警察署長等）に意見を述べるものとされ、留置業務管理者は、委員会からの意見を踏まえ、留置施設の運営の改善を図っている。また、警視総監、道府県警察本部長及び方面本部長は、委員会からの意見及びこれを受けて警察が講じた措置の概要を公表することとされている。

[bookmark: aa7z00130]　図表7-13　留置施設視察委員会委員の職業別割合（令和6年1月1日現在）
[image: 図表7-13　留置施設視察委員会委員の職業別割合（令和6年1月1日現在）]

（2）被留置者の収容状況

被留置者の年間延べ人員の推移は、図表7－14のとおりであり、留置施設の収容率（注）の推移は、図表7－16のとおりである。留置施設においては、一時的に過剰な収容状態となる場合が依然としてあることから、警察では、警察署の建て替え等に際して十分な規模の留置施設を整備したり、拘置所等刑事施設への早期の移送を要請したりするなどして、収容力の確保を図っている。


注：留置施設の定員数に対する被留置者の割合



[bookmark: aa7z00140]　図表7-14　被留置者延べ人員の推移（平成26年～令和5年）
[image: 図表7-14　被留置者延べ人員の推移（平成26年～令和5年）]

留置施設の整備に当たっては、被留置者の居室を並列に配置し、居室前面の一部に遮蔽板を設けたり、留置施設内の風通しや採光に配慮したりするなど、被留置者のプライバシー保護や人権に配慮した設計を取り入れている。

[bookmark: aa7z00150]　図表7-15　留置施設の収容基準人員の推移（平成26年～令和5年）
[image: 図表7-15　留置施設の収容基準人員の推移（平成26年～令和5年）]

[bookmark: aa7p00070]　[image: 留置施設内（居室区画）の状況]
留置施設内（居室区画）の状況

[bookmark: aa7z00160]　図表7-16　留置施設の収容率の推移（平成26年～令和5年）
[image: 図表7-16　留置施設の収容率の推移（平成26年～令和5年）]

[bookmark: aa7p00080]　[image: 留置施設内（浴室）の状況]
留置施設内（浴室）の状況






7　皇宮警察本部の活動

警察庁に附置されている皇宮警察本部は、天皇皇后両陛下及び上皇上皇后両陛下並びに皇族殿下方の護衛、皇居、赤坂御用地等の警備等を行っている。

①　天皇及び上皇並びに皇族の護衛

天皇皇后両陛下及び上皇上皇后両陛下並びに皇族殿下方の安全を確保するため、皇宮護衛官のうち、側衛官が、皇居、御所等はもとより、国内外において御身辺の直近で護衛に当たっている。

令和5年中は、天皇皇后両陛下がインドネシアを御訪問になった際等に、海外に側衛官を派遣し、御身辺の安全を確保した。

[bookmark: aa7z00170]　図表7-17　皇宮警察本部の活動地
[image: 図表7-17　皇宮警察本部の活動地]

②　皇居、御所等の警備

皇居、赤坂御用地、各御用邸、京都御所、正倉院等の安全を確保するため、主に6都府県（注）において警戒警備活動を行っている。

令和5年中は、新年一般参賀が3年ぶりに再開され、また、御即位後初となる天皇誕生日一般参賀が開催されたことから、所要の体制を確立し、不法事案及び雑踏事故の未然防止に万全を期した。


注：栃木、東京、神奈川、静岡、京都及び奈良



③　国賓等の護衛

国賓として来日した外国要人の皇居参内や、信任状の捧呈に伴う特命全権大使の皇居参内に際して、騎馬、サイドカー（注）等で護衛に当たっている。


注：側車付大型自動二輪車




MEMO　皇宮警察音楽隊

皇宮警察音楽隊は、昭和27年（1952年）12月に発足して以降、春・秋の園遊会、国賓の皇居参内、東日本大震災の被災地慰問、祝賀御列の儀等、様々な場面での演奏活動に従事している。

令和5年11月には、皇居内の桃華楽堂において、天皇皇后両陛下のほか、上皇上皇后両陛下、秋篠宮皇嗣同妃両殿下、佳子内親王殿下、彬子女王殿下、高円宮妃殿下の御臨席を仰ぎ、創設70周年記念演奏会を開催した。

[bookmark: aa7p00090]　[image: 創設70周年記念演奏会の状況]
創設70周年記念演奏会の状況








8　研究機関の活動

（1）警察政策研究センター

警察大学校に置かれている警察政策研究センターは、様々な治安上の課題に対する調査研究を進め、政策提言を行うとともに、警察と国内外の研究者等との交流の拠点として活動している。

①　フォーラムの開催

警察政策研究センターでは、関係機関・団体と連携し、国内外の研究者・実務家を交えて社会安全等に関するフォーラムを開催している。

[bookmark: aa7p00100]　[image: フォーラムの開催]
フォーラムの開催

[bookmark: aa7z00180]　図表7-18　フォーラムの開催状況（令和5年度）
[image: 図表7-18　フォーラムの開催状況（令和5年度）]


CASE

令和5年10月、公益財団法人日工組社会安全研究財団との共催により、「「公共空間化」するサイバー空間の安全安心の確保～官民の多様な主体連携」をテーマとするフォーラムを開催した。専門家及び警察庁の職員による講演・パネルディスカッションが行われ、活発に意見交換がなされた。また、同フォーラムは特設サイトにおいてオンデマンドで配信された。



②　大学関係者との共同研究の推進

警察政策研究センターでは、大学関係者と共同して研究活動を行っている。これまでに、例えば、テロ等の各種治安事象への対策を講じるに当たって、国民の自由と安全をいかにバランス良く保障していくかについて、慶應義塾大学大学院法学研究科との間で、憲法学的見地からの共同研究を行っている。

③　大学・大学院における講義の実施

警察政策研究センターでは、警察政策に関する研究の発展及び普及のため、京都大学法科大学院・公共政策大学院、中央大学法学部・総合政策学部、東京大学公共政策大学院、東京都立大学法学部、一橋大学国際・公共政策大学院、法政大学法学部及び早稲田大学法科大学院に職員を講師として派遣し、警察行政や社会安全政策論に関する講義を実施している。

[bookmark: aa7p00110]　[image: 大学・大学院での講義]
大学・大学院での講義

④　警察に関する国際的な学術交流

警察政策研究センターでは、海外で開催される国際的な学術会議に参画し、日本警察に関する情報発信を行っている。また、韓国警察庁警察大学治安政策研究所、フランス高等治安・司法研究所及びドイツ・フライブルク大学安全・社会センターとの間で協定を締結し、警察に関する国際的な学術交流を実施している。

⑤　海外調査研究員の派遣

警察政策研究センターでは、海外調査研究員を海外の大学・大学院や行政機関等に1年間派遣し、警察に係る外国の法制度等について調査研究を行っている。令和4年から令和5年にかけて、6人を米国等に派遣し、サイバー犯罪捜査をはじめとする最新の海外の取組について調査研究を行った。

（2）警察情報通信研究センター

警察大学校に置かれている警察情報通信研究センターでは、警察に係る情報通信に関する研究を行っており、その成果は、犯罪捜査の効率化や警察における情報通信システムの整備に活用されている。

例えば、犯罪捜査等の効率化のため、防犯カメラ等に記録された低照度・低画質な画像の鮮明化技術等の画像処理に関する研究を行っている。

[bookmark: aa7p00120]　[image: 画像処理に関する研究]
画像処理に関する研究

（3）科学警察研究所

科学警察研究所は、最新の科学技術に基づき警察活動を支えるため、警察庁に附置されている研究機関である。その業務は、科学技術を犯罪捜査や犯罪予防に役立てるための研究、その研究成果を活用した鑑定・検査及び都道府県警察の鑑定技術職員に対する技術指導を行うための研修という三つの柱から構成されている。

①　犯罪捜査等のための研究

科学警察研究所では、犯罪捜査をはじめとする警察活動への実用化の観点から科学技術の研究を行うとともに、鑑定等に利用する技術、資機材等についての検証等を行っている。科学警察研究所の研究によって確立・実証をされた知識や技術は、犯罪捜査における鑑定・検査に活用されており、DNA型鑑定、違法薬物の分析、画像解析、ポリグラフ検査、プロファイリング等を通じて、事件の解明、被疑者の検挙等に貢献している。


研究例　土壌及び植物試料からの除草剤分析

植栽や農作物に除草剤が散布される器物損壊事案を想定し、散布現場付近の土壌や枯葉等の試料から、グリホサートやパラコートをはじめとする複数の主要な除草剤成分を簡便な前処理法で同時検出する手法を開発した。類似の研究例は過去に知られていなかったところ、本手法は、近年多発した街路樹への除草剤散布が疑われる事案等において、都道府県警察の鑑定実務に貢献している。

[bookmark: aa7p00130]　[image: 除草剤散布により枯れた植物からの分析]
除草剤散布により枯れた植物からの分析




研究例　犯罪者プロファイリング分析ソフトウェアの開発に関する研究

プロファイリング（注）の高度化の一環として、時空間モデリングアプローチや機械学習等の先端技術を用いた手法の開発を行っている。また、手法の開発に加えて、現場の捜査員や分析担当者向けに、開発したプロファイリング手法を導入したソフトウェアの構築を行っている。最新版のソフトウェアは令和3年に全国配布し、全国の捜査支援業務で活用されている。現在は特に、複数犯行が同一犯による犯行か否かの推定を行う事件リンク分析や、犯人の年齢層や前歴等の推定を行う犯人像推定の手法の開発を進めている。今後、これらの新たな手法についても、精度検証を行い、同ソフトウェアに機能を追加することで、プロファイリング分析の総合的な高度化を図ることとしている。


注：88頁参照（第2章）



[bookmark: aa7p00140]　[image: 事件リンク分析の出力イメージ（デモデータによる。）　背景地図は国土地理院が公開する土地利用データを加工して作成]
事件リンク分析の出力イメージ（デモデータによる。）
背景地図は国土地理院が公開する土地利用データを加工して作成
https://www.gsi.go.jp/kankyochiri/gm_jpn.html




研究例　新たなモビリティの関わる交通事故の研究

近年、電動キックボード等の新たなモビリティの普及が進んでいるが、これらのモビリティは搭乗姿勢や走行性能が従来の乗り物とは異なり、事故発生時の乗員の挙動や受傷過程が不明である。そこで、実車実験及びコンピューターシミュレーションの活用により、これらモビリティの関わる交通事故を再現し、交通鑑識活動に必要な知見の蓄積や、ヘルメット等の防護具の着装による被害軽減効果の検証を行っている。

[bookmark: aa7p00150]　[image: 実車及びシミュレーションによる交通事故の再現]
実車及びシミュレーションによる交通事故の再現



②　鑑定・検査

科学警察研究所では、ミトコンドリアDNA検査（注）、薬物プロファイリングによる異同識別等の高度な専門的知識や技術が必要とされる鑑定や、火災の再現実験等の特殊な設備や技術が必要とされる鑑定を実施している。また、偽造通貨及び銃器の弾丸・薬きょう類については、全て科学警察研究所が資料の鑑定を行っている。


注：細胞核ではなく、細胞内のミトコンドリアに存在するDNAの塩基配列を分析する検査。同配列は、男女を問わず母親の配列と同一となるため、母子や兄弟姉妹間の比較に有効とされる。



③　法科学研修所における研修

科学警察研究所に置かれている法科学研修所では、主に都道府県警察の科学捜査研究所及び鑑識部門で勤務する職員を対象として、鑑定・検査及び鑑識活動に必要となる専門的知識に関する研修を行っている。また、国内外の大学、研究機関等に、研修生をおおむね3か月から6か月までの期間にわたって派遣し、専門性を高めるための研究に従事させることによって、新たな鑑定手法の開発等に役立てている。






第2節　国民の期待と信頼に応えるための警察運営

1　国民の期待と信頼に応える警察

（1）監察の実施と苦情を活用した業務改革の推進

①　監察

警察庁及び都道府県警察では、その能率的な運営及び規律の保持に資するために、国家公安委員会が定める監察に関する規則に基づき、厳正な監察を実施している。

[bookmark: aa7z00190]　図表7-19　監察に関する規則（平成12年国家公安委員会規則第2号）
[image: 図表7-19　監察に関する規則（平成12年国家公安委員会規則第2号）]

令和5年（2023年）度中、警察庁においては、都道府県警察等に対して監察を実施し、警護の検証・見直しを踏まえた各種施策及びサイバー空間の脅威に関する諸対策の推進状況について指導するなど業務改善を図った。

②　苦情を活用した業務改革の推進

都道府県警察では、職員の職務執行に対する苦情に誠実に対応するとともに、個々の苦情やその傾向を踏まえて業務改善を図るなど、苦情を活用した組織的な業務改革を推進している。

（2）適正な予算執行の確保

警察では、適正な予算執行を確保するため、次のような取組を行っている。

①　警察が行う会計監査

国家公安委員会が定める会計の監査に関する規則に基づき、警察庁長官、警視総監、道府県警察本部長及び方面本部長は、監査手法に改善・工夫を加えながら、一層適正な会計経理を推進するため、会計監査を実施している。

令和5年度中、警察庁においては、警察庁内部部局、附属機関、地方機関及び都道府県警察のうち、93部署を対象に会計書類の点検を行うとともに、捜査費の執行に直接携わった捜査員1,046人を含む2,131人に対して聞き取りを実施するなどした。

②　会計業務の改善に係る取組

警察庁では、会計業務の改善に関する取組を全庁を挙げて推進するため、関係職員から構成される警察庁会計業務改善委員会及び外部有識者から構成される警察庁会計業務検討会議を開催して、行政事業レビュー、調達改善の取組等を通じ、会計業務の改善に努めている。

（3）良好な治安の確保のための政府を挙げた対策と警察の取組

良好な治安を確保し、国民の生命等を守ることは、国の基本的な責務であって政府の最も優先すべき取組の一つであり、様々な社会・経済活動の前提である。こうした認識の下、政府では、平成25年（2013年）に「「世界一安全な日本」創造戦略」を策定するなど、政府一体となって治安改善のための取組を推進してきた。その結果、我が国の治安は一定の改善がみられる一方で、近年における社会の変化に伴い、様々な治安課題が生じている。こうした課題に的確に対処し、犯罪対策を着実に推進すべく、令和4年12月、「「世界一安全な日本」創造戦略2022」が、第35回犯罪対策閣僚会議において決定されるとともに、閣議決定された。

この戦略は、今後5年間を視野に、各種課題に的確に対処し、国民の治安に対する更なる信頼感を醸成し、我が国を世界一安全で安心な国とすることを目標としている。警察では、関係機関・団体と緊密に連携して、この戦略に基づく取組を推進していくこととしている。


MEMO　警戒の空白を生じさせないための組織運営

サイバー空間や先端技術の利用の拡大、人口構造の変化等、我が国の社会情勢が大きく変化し、また、我が国を取り巻く国際的な情勢も目まぐるしく変化する中、警察は、こうした変化が国内の治安情勢に与える影響を見極め、直面する治安課題に的確に対処していく必要がある。

そのためには、日々の組織運営に当たり、安易な前例踏襲や部門間の縦割り等を排するとともに、少子化に伴う就職適齢人口の減少、地方の過疎化と都市部への人口集中、人々の働き方の変化等を踏まえつつ、有限である警察組織内部のリソースを一層効果的に活用するための取組を推進する必要がある。

こうした認識の下、令和5年7月、警察庁において、①部門を超えたリソースの重点化等、②能率的でメリハリのある組織運営、③先端技術の活用等による警察活動の更なる高度化、④働きやすい職場環境の形成等を柱とする「警戒の空白を生じさせないための組織運営の指針」を策定するとともに、同指針に基づき、「警戒の空白を生じさせないために当面取り組むべき組織運営上の重点」を取りまとめた。

[bookmark: aa7p00160]　[image: 警戒の空白を生じさせないために当面取り組むべき組織運営上の重点]

この「指針」と「重点」に基づき、警察庁において、法律改正（注1）を含む各種の制度改正や第一線の業務の在り方に関する基準の見直し等を実施するとともに、都道府県警察において、令和6年4月までに、サイバー空間における対処能力の強化、匿名・流動型犯罪グループに対する戦略的な取締りの強化、要人に対する警護等の強化等の「人的リソースの重点化等により体制を抜本的に強化して推進すべき事項」に関して総勢2,700人以上の体制の増強を行い、各種対策を強化している。このほか、令和6年能登半島地震の発生やSNS型投資・ロマンス詐欺の急増等、その時々の情勢の変化に的確に対応するための部門横断的な取組（注2）を推進している。

警察では、引き続き、国内外の諸情勢が変化する中において、治安事象への対応に警戒の空白が生じることのないよう、情勢の変化と組織の現状を俯瞰的に分析し、警察組織全体の最適化を図るためのリソースの再配分を含めた総合的な対策を強力に推進することにより、国民の期待と信頼に応える警察運営を図っていくこととしている。


注1：銃砲による凶悪事件を踏まえた規制の強化と警察の取組については26頁（トピックスI）を、良好な自転車交通秩序を実現させるための取組については28頁（トピックスII）を、それぞれ参照

注2：令和6年能登半島地震への対応については34頁（トピックスV）を、SNS型投資・ロマンス詐欺対策については5頁（特集）を、それぞれ参照










2　国民に開かれた警察活動

（1）警察署協議会

警察が地域の犯罪や交通事故を防止するなどの様々な活動を行うに際しては、地域住民の意見、要望等を十分に把握するとともに、地域住民の理解と協力を得ることが必要である。

このため、原則として全国の全ての警察署に警察署協議会が置かれており、警察署長が地域住民の意見を聴くとともに、理解と協力を求める場として活用されている。


MEMO　～なみえ創成小学校における安全マップ作成～（福島県双葉警察署協議会会長　髙野利彦）

双葉警察署協議会は、11人で構成され、東日本大震災と福島第一原子力発電所事故の被災者である住民の代表として、地域の特徴を踏まえながら活発に活動しています。

管内は、復興に向けた除染や家屋解体、廃炉作業等で交通量が多いことや、地震の影響による危険箇所が今もあることから、通学路の安全マップ作成について要望をしました。双葉警察署において、なみえ創成小学校に打診し、浪江町役場との連携を図った結果、小学生が学校周辺を中心に点検を実施し、危険な横断歩道や冠水する地下道等を特定し、参加者全員で安全マップを作成しました。マップは関係機関で基礎資料として共有され、町の広報誌や「道の駅なみえ」などにも掲示され広く紹介されました。

私たち協議会からの意見がこのように警察業務に反映されることを誇りに思い、これからも協議会の一員として地域の安全・安心の確保に尽力していきたいと考えています。

[bookmark: aa7p00170]　[image: 通学路の点検状況]
通学路の点検状況

[bookmark: aa7p00180]　[image: 作成した安全マップ]
作成した安全マップ



（2）情報公開制度

警察庁では、警察庁訓令・通達公表基準に基づき、訓令及び施策を示す通達を原則として公表することとし、ウェブサイトに掲載している。また、窓口を設置し、行政機関の保有する情報の公開に関する法律に基づく開示請求を受け付けるとともに、警察白書や統計、報道発表資料等の文書を一般の閲覧に供している。

[bookmark: aa7z00200]　図表7-20　令和5年度中の開示請求等の件数（情報公開）
[image: 図表7-20　令和5年度中の開示請求等の件数（情報公開）]

（3）個人情報保護

警察庁では、警察庁における個人情報等の管理に関する訓令を制定し、個人情報の管理体制を定めるなどして保有する個人情報を適正に取り扱うこととしている。また、窓口を設置し、個人情報の保護に関する法律に基づく開示請求を受け付けている。

[bookmark: aa7z00210]　図表7-21　令和5年度中の開示請求等の件数（個人情報保護）
[image: 図表7-21　令和5年度中の開示請求等の件数（個人情報保護）]

（4）政策評価

国家公安委員会及び警察庁は、「国家公安委員会及び警察庁における政策評価に関する基本計画」を策定し、同計画に基づき策定した政策評価実施計画に従って、毎年度、政策評価を実施し、評価書等を警察庁ウェブサイトにおいて公表している。令和5年度は、政策評価に関する基本方針（平成17年12月16日閣議決定）の一部変更を踏まえ、計画期間を3年とする新たな基本計画を策定するとともに、その実施に当たっては、従来採用してきた評価の手法にとらわれることなく、新たな政策評価の手法の導入や意思決定過程における活用方法等の試行的な取組を実施するなどの創意工夫を行うこととした。

これを踏まえ、令和5年度は、図表7－22のとおり、政策体系を見直した上で、8の基本目標について22の業績目標を設定し、このうち7の業績目標について目標管理型の政策評価を実施した（注）ほか、平成30年4月に成立した古物営業法の一部を改正する法律の施行に伴い改正された規制について、事後評価を実施した。

また、政策評価の実施に当たっては、警察庁政策評価研究会を開催し、政策評価や警察行政に知見を有する有識者の専門的な意見を取り入れることで、客観性の確保に努めている。


注：図表7－22中、背景が灰色の業績目標について、目標管理型の政策評価を実施



[bookmark: aa7z00220]　図表7-22　政策体系（国家公安委員会・警察庁）
[image: 図表7-22　政策体系（国家公安委員会・警察庁）]






第3節　国際的な協力関係の構築

（1）国際的な犯罪に対する外国治安機関等との連携

①　ASEAN加盟国、G7各国等との連携

警察では、国際テロ対策、国際組織犯罪対策、サイバーセキュリティ対策等の分野において、外国治安機関等との協力関係の強化に取り組んでいる。

令和5年（2023年）8月には、第13回ASEAN＋3国際犯罪閣僚会議（注1）及び第8回日・ASEAN国際犯罪閣僚会議が開催され、テロ、サイバー犯罪、特殊詐欺等の国際犯罪対策について議論した。また、同年12月には、G7茨城水戸内務・安全担当大臣会合（注2）が開催され、国際組織犯罪対策やテロ対策等について議論した。


注1：ASEAN（Association of Southeast Asian Nations：東南アジア諸国連合）加盟国に日本、中国及び韓国を加えた治安機関の閣僚が参加する会議

注2：G7茨城水戸内務・安全担当大臣会合の開催については、32頁参照（トピックスIV）



[bookmark: aa7p00190]　[image: ASEAN＋3国際犯罪閣僚会議の様子]
ASEAN＋3国際犯罪閣僚会議の様子

②　二国間等の連携

警察では、テロや組織犯罪等の国際的な犯罪対策において我が国と関わりの深い国の治安機関等との間で協議を行うなどして協力関係を深めている。令和5年（2023年）7月には、韓国・ソウルにおいて、第6回日中韓警察局長級会議を開催し、日中韓警察間の共通の課題について議論した。

また、同年5月には、警察庁長官がブラジル連邦警察長官の表敬訪問を受けるなど、治安分野における外国政府・機関との関係深化を図ったほか、同年3月にはベトナム・ハノイにおいて、ベトナム公安省との間で第7回日越治安当局次官級協議を開催した。

[bookmark: aa7p00200]　[image: 第6回日中韓警察局長級会議の様子]
第6回日中韓警察局長級会議の様子

（2）治安に関係する国際約束の締結

刑事共助条約（協定）は、捜査共助の実施を条約上の義務とすることで捜査共助の一層確実な実施を期すとともに、捜査共助の実施のための連絡を外交当局間ではなく、条約が指定する中央当局間で直接行うことにより、手続の効率化・迅速化を図るものである。これまでに米国、韓国、中国、香港、EU、ロシア及びベトナムとの間で締結している。また、犯罪人引渡条約は、日本で犯罪を犯し国外に逃亡した犯罪人等を確実に追跡し、逮捕するため、一定の場合を除き、犯罪人の引渡しを相互に義務付けるものであり、これまでに米国及び韓国との間で締結している。

（3）国際協力の推進

①　海外の警察に対する支援

警察庁では、我が国の警察の知見や特性を生かすことができる国及び分野において、外務省やJICAと協力し、専門家の派遣や研修員の受入れを通じた海外の警察に対する支援を行っている。

ア　インドネシア国家警察改革支援プログラム

平成13年（2001年）以降、「インドネシア国家警察改革支援プログラム」を実施しており、国家警察長官アドバイザー兼プログラム・マネージャーを含む専門家を派遣している。平成24年10月から令和4年9月にかけて、「市民警察活動（注）」を全国展開させるため、交番制度の普及、現場鑑識活動等に関し協力・支援を行ってきた。また、令和4年10月からは、これまで培ってきた「市民警察活動」を更に発展させ、犯罪抑止対策に関する新たな支援を開始し、専門家として3人の我が国警察官が現地で活動している（令和6年4月末現在）。


注：地域住民との対話や地域社会との協働を通じ、市民の信頼を得ながら民主的に行う警察活動



[bookmark: aa7p00210]　[image: 専門家による質屋への防犯指導の様子]
専門家による質屋への防犯指導の様子

イ　研修員の受入れ

警察では、知識・技術の移転及び諸外国との情報交換の促進を図るため、都道府県警察における実地研修、警察大学校国際警察センターにおけるセミナー等を行っている。令和5年中は、10課目の研修を実施し、アジア、アフリカ、中南米等の各国・地域から、警察幹部を含む125人の研修員を受け入れた。


MEMO　ウクライナ国家警察の警察官等への研修

警察では、戦禍に直面するウクライナ国家警察への支援の一環として、UNDP（注）が鑑識や検視に携わるウクライナ国家警察の警察官等に対して実施した研修に協力した。

研修は、令和5年7月10日から14日にかけて及び同年10月2日から6日にかけての2回実施され、我が国における一般的な鑑識や検視の手法等について講義を行ったほか、東日本大震災等の経験を踏まえた大規模災害下での御遺体の身元確認等に関する知見を共有した。


注：United Nations Development Programme（国連開発計画）の略



[bookmark: aa7p00220]　[image: ウクライナ国家警察の警察官等が福島県警察の職員から説明を受ける様子]
ウクライナ国家警察の警察官等が福島県警察の職員から説明を受ける様子



②　国際緊急援助活動

我が国は、外国で大規模な災害が発生し、被災国政府又は国際機関の要請があった場合、被災地に国際緊急援助隊を派遣しており、警察も国際緊急援助隊の救助チームの一員として国際緊急援助活動を行っている。警察では、国際緊急援助隊の派遣に関する法律が施行された昭和62年（1987年）以降、延べ313人の隊員を延べ17の国・地域に派遣し、被災者の捜索・救助等を行った。例えば、令和5年（2023年）2月にトルコ南東部で発生したマグニチュード7.8の地震に際して派遣された国際緊急援助隊・救助チームには、警察職員23人及び警備犬4頭が参加し、建物倒壊現場での被災者の捜索・救助活動に従事した。

（4）国際的な警察活動に関する基盤整備

警察では、警察大学校国際警察センターにおいて、言語別の語学研修や国際捜査、国際協力に関する研修の実施等により、通訳人となる警察職員や国際捜査、国際協力に知見を有する警察職員を育成しているほか、各都道府県警察においても、民間の通訳人の確保や世界各国・地域の文化・宗教、外国人等に係る各種制度等に関する理解を促進するための研修に積極的に取り組むなどして、国際的な警察活動に関する基盤整備を推進している。






警察活動の最前線


国民と警察を結ぶ「音のかけ橋」音楽隊




三重県警察本部警務部総務課広報室広報係（三重県警察音楽隊楽長）

伊藤　由樹

[bookmark: aa7m00010]　[image: ミーポくん]




三重県警察音楽隊は、昭和30年に創設され、令和7年に70周年を迎えます。

現在、26名の隊員は、警察本部や警察署で勤務しながら、音楽隊を兼務しており、私も、平成13年の入隊以来、警察署、交通機動隊等と兼務してきました。現在は、総務課広報室で勤務しながら、楽長として音楽隊で活動しています。

全隊員が兼務であるため、本務の都合もあり十分な活動時間を確保することが難しいですが、移動中に次回の広報・啓発イベントの打合せをしたり、合奏練習に参加できなかった隊員に録音データを提供して意思統一を図ったりすることで、より良いイベントとなるように創意工夫しながら活動しています。

また、音楽隊は、幅広い年齢層の聴衆に向けて多種多様な曲を演奏するので、十分な準備が求められますが、「素敵な演奏をありがとう。事故に遭わないように気を付けるよ」といった激励の声に力をいただいています。

警察は、近寄りがたいイメージを持たれがちですが、私たち音楽隊は、警察を身近に感じてもらえる演奏を通じて、警察活動への理解と協力を得ることを任務としています。国民の皆さんが事故や犯罪被害に遭うことのない安全・安心な地域社会の実現のため、国民と警察を結ぶ「音のかけ橋」として、これからも貢献してまいります。

[bookmark: aa7p00230]　[image: 三重県警察本部警務部総務課広報室広報係（三重県警察音楽隊楽長）　伊藤　由樹]




情報システムの自主開発で警察活動の基盤を支える




新潟県警察本部警務部情報管理課システム開発係

樋口　彰剛

[bookmark: aa7m00020]　[image: ひかるくん・ひかりちゃん]




社会全体のデジタル化が急速に進む中で、国民の安全・安心を守るためには、犯罪捜査をはじめとする各種警察活動に情報通信技術をうまく取り入れるなど、警察においてもDXを推進することが求められています。

新潟県警察では、まだ警察共通基盤に集約されていない業務のシステム化や、細かな業務の効率化のための情報システムの多くを、自主開発により実現しています。

情報システムは、法令改正や社会情勢の変化、新たな犯罪への対応等のため、頻繁に機能追加や改修が求められます。特に、法令改正があるときには、短期間での改修が必要となる場合がありますが、自主開発であるというメリットを活かし、スピーディーかつ臨機応変な対応が可能です。

また、自主開発は、開発者と利用者の双方が警察職員であるため、互いの距離感が近く、「こんな情報システムがあるといい」、「もっと使いやすくしてほしい」などの意見を直接聞くことができるほか、情報システムを利用する職員の業務を実際に見ることで、課題やニーズを把握し、改善することが可能です。利用者から「とても便利になった。ありがとう」と感謝いただくことも多く、自分の仕事への反応が分かりやすいことも魅力です。

私は、情報システムの自主開発を通じて警察業務の合理化・高度化を実現することにより、職員の負担を軽減し、警察活動に専念できる環境を整備することが国民の安全・安心の確保と治安の維持に寄与すると信じ、日々業務に臨んでいます。

[bookmark: aa7p00240]　[image: 新潟県警察本部警務部情報管理課システム開発係　樋口　彰剛]








資料編

1　令和5年中の組織改正と法令の制定

主な組織改正
[image: 主な組織改正]

主な法律の制定（警察関係）
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主な政令の制定（警察関係）
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2　令和5年中の主な出来事
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3　令和5年都道府県別統計資料
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